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【年金制度改革】 
 

 2003年 

      6.30   国と地方の公務員共済、保険料率一本化へ。２００９年に。財政悪化に歯止め               7. 1 YM1 

      7. 2   経済財政諮問会議、年金改革で巻き返し。保険料率めぐり、厚労省と「夏の陣」             7. 2 MM2 

      7. 3   厚生年金、離婚時に分割。厚労省が２案提示。割合は当事者で                             7. 3 NE1,2 

                                                                                                 AE1 

      7. 5   年金分割は「離婚のススメ」？厚労省改革案、自民など批判                               7. 5 NM4 

      7. 5   年金積立金、予定運用利回り下げ。厚労省方針。年１．０－２．５％で検討                 7. 6 YM2 

      7. 9   年金改革、最終コーナー。不信解消へ具体策必要（ニュースなるほど）                     7. 9 NE3 

      7.14   年金制度改革、国民負担議論先送り。総選挙後へ。本格調整踏み込めず                     7.15 TM3 

      7.15   ６５歳まで雇用保障提言、厚労省研究会。年金受給年齢を考慮                             7.16 AM1 

      7.16   財源どこから？焦点に／基礎年金、国庫負担引き上げ問題。「２分の１」拡大で賛否／宮島   7.16 AM21 

             洋・社会保障審議会年金部会長、税負担拡大で保険料の抑制を。加藤秀樹・「構想日本」代 

             表、皆年金維持なら全額税で徴収 

      7.16   年金改革、序盤戦から火花。物価スライド制度／下げ幅「２．１％」ＶＳ「０．４％」。給   7.16 YM11 

             付減か控除縮小か／大幅減、厚労省が難色 

      7.16   年金、若年世代の不信深刻。世代で格差広がる。支える意識、将来消滅も。田中愛治・早稲   7.16 NM29 

             田大学教授（経済教室） 

      7.16   基礎年金国庫負担引き上げで一致。与野党担当者                                         7.17 YM2 

      7.17   高齢者雇用、義務付け検討。年金支給開始引き上げに対応。定年延長も視野。６５歳まで厚   7.17 NM7 

             労省 

      7.19   基礎年金への一本化に言及。制度改革で財務相                                           7.20 NM3 AM6 

      7.22   （欧州報告／税と社会保障－下－）低成長、少子高齢化…悩み共通、改革に挑む。ドイツ／   7.22 YM14,15 

             保険料、現状水準で。年金給付、引き下げ。フランス／幅広い世代に負担。スウェーデン／ 

             「生涯、必要な時に」。日本／負担も給 

      7.22   年金改革、揺れる欧州。進む少子高齢化、先進諸国に難題。仏／退職先延ばし、大もめ。独   7.22 AM9 

             ／不況下、負担増に反発。英／給付減り、貧困深刻化 

      7.23   （どうする社会保障／年金改革の現実－１－）｢たたき台｣に疑問符／論戦低調、不安消えず   7.23 NM5 

      7.25   雇用延長議論、対立深く。法改正作業、今秋本格化。企業側、負担重く抵抗                 7.25 NM7 

      7.25   国民年金／屋台骨が揺らいでいる（社説）                                               7.25 TM5 

      7.29   （シリーズ年金改革⑧）年間２２００億円。年金、医療・介護保険、“重複給付”、無駄で   7.29 YM26,27 

             は？「余剰分が遺産」に疑問も。諸外国、死後返還の傾向。仏…相続約６１０万円超で。米 

             …介護費用を資産から 

      7.30   社会保障負担上限、厚労相、来月にも私案。年金・医療・介護全体で                       7.31 NM5 TM1 

                                                                                                 AM2 

      7.30   年金給付、現役所得の５割確保。不足分、積立金で。厚労省方針                           7.31 MM1 

      7.30   所得に応じ保険料。国民年金で民主改革案                                               7.31 AM4 

      7.31   官邸主導で年金改革。省庁間の対立調整。検討会を設置                                   8. 1 MM5 

      8. 5   年金控除縮小時の国保料、７０歳世帯、７１７２円負担増。年金研試算                     8. 5 AM2 

      8. 5   公的年金改革、本格検討スタート。給付、どう減らす？負担、どう増やす？「消費税」絡み   8. 6 YM3 

             不透明 
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      8. 5   年金制度改革の官邸調整始まる。厚労・財務次官ら出席                                   8. 6 AM4 

      8. 7   見えてきたマニフェスト総選挙。「高速道路」「年金財源」、有権者に明確な選択肢。先行   8. 7 TM3 

             する民主、『郵政』では保留（核心） 

      8. 7   年金、国庫負担増への疑問。西沢和彦・日本総研主任研究員（論点）                       8. 7 YM12 

      8.17   公的年金、積立金大半取り崩しも。厚労相私案明記へ。給付水準は５０％堅持               8.18 TM1 AM2 

                                                                                                 NM1 

      8.19   年金改革、厚労相が試案。５年間で国庫２分の１負担。積立金を９５年間活用               8.20 MM1,2 

      8.20   年金保険料上げ必要。来年の改革､給付に下限設定｡社会保障審議会部会が意見書骨子固める   8.21 NM1,5 

      8.21   厚生年金、保険料の倍額給付、厚労相私案で試算明記へ                                   8.22 TM3 YM2 

      8.23   （年金改革／課題に迫る）積立金１４０兆円／赤字運用、問われる意義。坂口厚労相『使い   8.23 TM9 

             たい』前向き。厚労省、取り崩しには慎重 

      8.24   （政治ここが知りたい）年金改革／負担と給付は。保険料固定方式軸に。来月にも厚労省案。 8.24 TM2 

             年金課税強化案も浮上 

      8.25   年金保険料率２０％なら、給付、現役５割台。厚労省修正案、積立金取り崩し制導入         8.25 AM2 

      8.25   ６０歳代前半の会社員、年金一律カット廃止。増収で就労促す。厚労省２００５年度めど     8.25 NM1 

      8.25   現役世代上回る高所得者、基礎年金の給付下げ。財務省方針                               8.26 YM9 

      8.26   厚労省、厚生年金給付を推計。改革後も世代格差。１９３５年生まれ、８．４倍。１９９５   8.27 YM1 AM2 

             年生まれ、２．２倍                                                                  NM5 

      8.27   年金給付「収入の半分」確保。厚労相の改革試案発表。積立金取り崩し前提                 8.27 YM2,4 

      8.27   公的年金の名目予定利回り、２％程度に下げ。厚労省                                     8.28 NM5 MM2 

                                                                                                 AM4 

      8.29   年金改革論議なお不透明。将来負担増､どう抑制｡付下げ､世代で利害。安定税源めど立たず    8.29 NM7 

      8.30   社会保険料、年収の３５％内。厚労相意向。制度の効率化推進                             8.31 NM3 

      8.31   年金・医療・介護・雇用保険料「年収の３２％に」。２５年の目標、厚労相試案             8.31 AM3 

      9. 4   年金制度、維持に力点。国庫負担率２分の１に。保険料固定方式導入を。厚労省社会保障審   9. 4 AE1,2 

             議会部会意見書案まとめ                                                              ME1 TE1 YE1,2 

                                                                                                 NE1,2 

      9. 4   縮まぬ世代間格差。年金制度改革の青写真点検。今後２０年は負担増。給付水準は当面維持   9. 5 NM3 

      9. 5   年金給付水準、現役世代賃金の５５％。厚労相試案発表。積立金取り崩し                   9. 5 NE1 

                                                                                                 AE1,2 TE2 ME1 

      9. 5   保険料上限２０％、給付５０％台。厚労相・坂口試案骨子                                 9. 5 TM1,2 

      9. 5   負担増・給付減、免れず。年金改革、厚労相試案、積立金取り崩しに賛否。国民に『痛み』   9. 6 TM3 

             調整難航。国庫負担上げ、財源明示せず                                                YM4,11 

      9. 6   年金改革／坂口試案も物足りない（社説）                                               9. 6 

      9. 6   （変わる年金）厚労省が構想。不信に苦心道半ば。積立金、取り崩し、政策転換。国庫負担、 9. 6 AM3 

             悩ましい財源の確保。時間切れ、政局絡み混乱懸念 

      9. 6   年金と改革／なぜ痛みを国民に語らない（社説）                                         9. 6 MM5 

      9. 6   年金改革／若い世代に根強い不信。保険料固定案でも解消されず（解説部）                 9. 6 YM17 

      9. 6   厚労相の年金改革試案／積立金取り崩しの狙いは。給付下げ幅を圧縮。５年ごと財政計画見   9. 6 NM5 MM3 

             直し 

      9. 6   （年金改革／課題に迫る）縮まらぬ世代間格差｡積立金１４０兆円取り崩すと､月平均１．６   9. 6 TM8 

             万円受給増。２０５０年、現役賃金の５４．５％。厚生年金で厚労省試算 

      9. 6   年金制度改革／“消費税抜き”の財源論議は無理だ（社説）                               9. 6 YM3 

      9. 6   年金改革へ批判相次ぐ。厚労省、都内で対話集会。世代間の意識差も浮き彫りに             9. 7 NM3 

      9.10   基礎年金の国庫負担引き上げ、｢安定財源が前提」。年金改革、財務省方針                  9.11 YM1 

      9.10   民主党年金改革、税金で全額保障＋所得比例制。２０１０年に｢２段建て方式」              9.11 MM5 

      9.10   年金保険料上げ、年収の１５％限度。給付は２割カット。経団連が意見書                   9.11 NM4 

                                                                                                 AM11 TM9 

      9.11   (自民総裁選０３)年金支給開始年齢、首相「引き上げも議論」。消費税上げ否定。公開討論   9.12 NM1 
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      9.11   国の年金｢信頼せず」５７％「老後に不安」７９％。消費税率引き上げ「やむを得ぬ」半数。  9.11 YM1,27 

             読売新聞世論調査 

      9.11   (どうする社会保障／年金改革／論点を聞く－上－）保険料固定方式／宮島洋社保審年金部会  9.11 NM4 

             長、将来の負担増に歯止め。西沢和彦日本総研主任研究員、団塊世代の給付下げ先 

      9.12   （どうする社会保障／年金改革論点を聞く-中-）積立金取り崩し／社保審年金部会委員・堀   9.12 NM7 

             勝洋氏､数年分残し負担を抑制。経財諮問会議民間議員･本間正明氏､給付だけへの充当、疑問 

      9.12   財務省、給付削減など要求。年金改革基本方針                                           9.12 NM7 MM2 

      9.12   年金改革案で対立鮮明。負担増に配慮、保険料に上限、社会保障審議会。｢生活保障」で水準  9.12 AE3 

             引き下げ、財務省案提示 

      9.12   ｢年金財源は税制改革で｣坂口厚労相                                                     9.12 NE2 

      9.12   年金改革、支給開始年齢上げ提案。財務省、「６７歳」軸に検討へ                         9.12 TE1,2 

      9.12   年金保険料「固定を」。社会保障審議会部会が意見書を決定                               9.12 YE1 TE2 

      9.12   年金支給開始年齢引き上げ、首相、重ねて示唆                                           9.13 NM2 

      9.12   年金改革の財務省方針、給付、聖域なく削減。所得保障前提。厚労省案と対立               9.13 MM11 

      9.12   年金改革、各省､厚労省案に対論。財務省が年金抜本改革案。受給者も減額を｡財政破たんに   9.13 NM4 

             危機感。経産省試算。厚生年金保険料２０％なら､企業負担５兆円増。法人税下げ効果帳消し 

      9.12   （どうする社会保障）年金改革、にじむ激変回避。厚労省・審議会が意見書。給付大幅下げ   9.13 NM5 

             難色。世代間格差是正に力不足 

      9.12   年金改革４案出そろう。財源確保、食い違い。給付水準、保険料、難航は必至               9.13 YM9 

      9.13   消費税引き上げ、要求へ。年金財源確保へ財政審が方針。委員｢踏み込んだ議論を」          9.13 AM11 

      9.13   年金制度改革／たたき台がこれでは(社説）                                              9.13 TM5 

      9.14   社会保障と年金改革、千葉大教授、広井良典さんに聞く／米国型か北欧型か。給付水準など   9.14 AM17 

             充実を。「価値の選択」に直面 

      9.14   年金抜本改革に向けさらに議論深めよ（社説）                                           9.14 NM2 

      9.14   年収の５４．５％は今５０歳の人から。坂口試案でどうなる年金支給額（暮らしどこへ）     9.14 MM3 

      9.14   基礎年金「全額税で」。民主が改革案                                                   9.15 AM2 

      9.17   年金改革、厚労省案、来月は困難。総選挙後に先送り。法案提出に遅れも                   9.18 TM3 

      9.17   経済同友会が意見書、年金保険料率『２０％』に反対。基礎年金の財源は消費税率上げで     9.18 TM9,5 

                                                                                                 YM11 

      9.18   基礎年金の国庫負担上げ。公明「５年で３段階」案                                       9.19 YM2 

      9.22   年金支給年齢の引き上げ検討。首相、厚労相に指示                                       9.23 YM2 TM3 

      9.24   経団連の献金関与、連合会長が遺憾。基礎年金、税方式で一致                             9.24 NE3 

      9.24   どうなるあなたの給付と負担。年金改革論議大詰め。給付額は？賃金年１％増なら微増。パ   9.24 NM5 

             ート労働者は？週２０時間の就労で保険料負担が発生。若い世代ほど負担額大きく 

      9.26   財政審、年金改革、具体案作りへ。西室分科会長方針                                     9.27 YM11 

      9.26   「年金改革案、１１月後半にも」経財諮問会議の本間氏                                   9.27 AM11 

      9.26   （改造内閣／閣僚に聞く）坂口厚労相／診療報酬下げに慎重。年金の国庫負担、段階的引き   9.26 NM5 

             上げも。中川経産相／ＦＴＡ推進に努力。金子行革相、道路公団分割進める                YM11 

      9.27   年金積立金運用の配分比見直しへ。厚労省審議会                                         9.28 AM3 

      9.28   財務相「年金改革、支給中含め議論を」                                                 9.29 NM3 

      9.29   （主要閣僚に聞く④）坂口力厚労相／年金の国庫負担上げに道筋                           9.29 YM2 

      9.29   年金改革・厚労省案、公表、１１月末に先送り                                           9.30 NM5 

      9.30   「郵政民営化、党公約に」参院本会議で首相。民主の年金案には否定的                     9.30 AE2 

      9.30   （シリーズ年金改革－11－）経済団体が相次ぎ提言／消費税率アップ、税方式化求める。厚   9.30 YM21 

             労相試案の保険料率２０％、「企業の競争力そぐ」。企業の責務／事業主にも応分負担を 

     10. 2   （日本の選択／政党・政策点検）制度への信頼感薄く。若年層の年金離れ、２０代実質納付  10. 2 MM2 

             ３割。経営悪化し“仮装休業”、保険料逃れも。負担増に反発、外食産業、流通業界 

     10. 2   （日本の選択／政党・政策点検）年金改革／坂口力厚労相、５０％の給付確保へ、国庫負担  10. 2 MM12,13 

             増は必至。枝野幸男民主党政調会長、消費税増税は必要、老後の安心最優先に 
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     10. 2   基礎年金の国庫負担比率、段階的上げも視野。参院予算委で首相答弁                      10. 2 NE2 

     10. 2   社民も発表。基礎年金２０１０年全額税方式。パートの待遇、均等化掲げる                10. 3 NM2 AM4 

     10. 2   現受給者の年金額維持。公明、マニフェスト発表                                        10. 3 AM4 

     10. 2   年金改革、与党協議会設置へ。自民山崎氏「消費税が有力財源」                          10. 3 AM4 

     10. 2   増税案、「議論」に一石。年金国庫負担上げ焦点に。厚労相発言、与党は慎重（スコープ）  10. 2 TM2 

     10. 2   民主政権公約、消費税上げ明記へ。年金財源「景気回復後」条件に                        10. 3 YM2 AM4 

     10. 3   行政サービス、民間開放へ一括法。諮問会議民間議員、地域雇用へ提言。年金改革「負担上  10. 3 NM1 AM2 

             限１５％」 

     10. 8   民主、公約を簡略化。年金税方式・天下り禁止など７項目                                10. 3 AM1 

     10. 3   年金改革で自民調査会、民主案への反論文作成へ                                        10. 3 AE2 

     10. 3   年金保険料率２０％案、企業負担、年１０兆円増。経産省が試算                          10. 3 AE1 

     10. 3   「負担と給付」平行線。諮問会議、年金改革、協議開始。保険料上限、民間から１５％案。  10. 4 NM3 TM9 

             国庫負担も難航、財源難、改革先送り懸念も                                            AM3 

     10. 4   諮問会議、坂口年金試案に注文。「保険料負担重い」                                    10. 4 YM11 

     10. 4   （選挙２００３衆院選）自民、焦りの？反論。民主公約、年金財源で消費税上げ言及。政府  10. 4 YM4 

             ・与党、調整進まず敏感に 

     10. 5   自民政調会長、消費税上げに含み。年金国庫負担上げの財源                              10. 6 NM2 

     10. 6   共済年金見直しに着手。財政審                                                        10. 7 NM5 

     10. 9   年金改革、国庫負担上げ確認。与党、財源・時期、１２月に結論                          10.10 YM2,4 

                                                                                                 AM4 TM2 

     10.10   「基礎年金負担、国２分の１に」。与党３党共通公約                                    10.10 AE3 

     10.11   （２００３衆院選）政策論争、攻防激しく。年金・消費税、民主、あえて増税論、自民は具  10.11 NM3 

             体策先送り。経済運営、自民、数値乏しく。郵政・道路公団改革、「首相の公約」あいまい 

             に。民主と歳出減、実現不透明 

     10.12   年金改革、坂口案「実現性に疑問」。ニッセイ基礎研、給付抑制前倒し提示                10.12 AM5 

     10.12   年金改革／苦しくても信頼できる案を（社説）                                          10.12 AM2 

     10.12   （核心／対論）年金問題／厚労相・坂口力氏、負担と給付示し不信払拭。民主党ＰＴ座長・  10.12 TM3 

             山本孝史氏、所得比例方式へと一元化 

     10.12   『消費税１０％も』。菅代表、年金財源で認識                                          10.13 TM2 NM2 

     10.13   政権選択のために／年金改革、これでは具体像が見えない（社説）                        10.13 NM2 

     10.13   「年金に不安」９割。衆院選で最も関心。消費税上げ５割が「理解」。内閣支持率５６％に。10.13 MM1,2 

             ９ポイント減る。政権軸は自５０％、民３６％。毎日新聞世論調査 

     10.14   年金国庫負担、段階的引き上げ検討。首相「消費税以外に財源」                          10.14 NE1 

     10.14   基礎年金、国庫負担増、段階的に。首相「消費税以外で財源」                            10.15 TM1 NM2 

     10.15   （年金を問う／第１部・墜ちた信頼①）６６歳無職「年収１０００万円」。給付の未来、見  10.15 NM1 

             切る若者 

     10.15   （視点／衆院選）女性の年金／改革論議の置き去りに。働き方に中立な制度へ再構築を    10.15 YM6 

     10.15   「負担重い、持続性危ぐ」。本間正明・経済諮問会議議員、保険料年収の２０％、年金厚労  10.16 TM9 

             相案を批判 

     10.16   ２００３衆院選／安心できる年金の具体像を示せ（社説）                                10.16 YM3 

     10.16   （年金を問う－第１部・墜ちた信頼②）天引き保険料どこへ。開示不十分、老後描けず      10.16 NM1 

     10.16   公的年金給付水準、日商、１５％削減提言                                              10.17 NM5 

     10.17   （欧州、揺らぐ成熟社会／福祉改革①）独、年金財政綱渡り。「痛み」負担で世代間対立。  10.17 NM8 

             改革案まとめ役・リュールップ教授に聞く／支給年齢、上げるしかない 

     10.17   年金改革議論、思惑三すくみ。財源確保に黄信号？厚労省、給付維持には料率上げ。諮問会  10.18 AM11 

             議、各世代公平へ給付抑制。財務省、赤字抑制に国庫負担減 

     10.18   外食産業アンケート調査、厚生年金の適用拡大、パートの８７％「反対」                  10.18 YM2 

     10.18   年金開始、厚労省は６５歳維持。２００４年改革案。政府内異論も                        10.18 TE1 

     10.18   専業主婦の年金空白、期間問わず救済。次期改正で厚労相表明                            10.19 AM1 YM2 
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     10.19   「年金」で消費税率見直し。自民党・額賀政調会長                                      10.20 NM2 

     10.20   （年金を問う／第１部・墜ちた信頼⑤）法人税超す保険料負担。競争力低下、企業は警戒    10.20 NM1,3 

     10.20   （欧州／揺らぐ成熟社会／福祉改革③）伊、年金巡り労組猛反発                          10.20 NM7 

     10.21   「基礎年金財源」争点に浮上。国庫負担、２分の１への引き上げ、「実施」各党一致だが…  10.21 MM11 

     10.22   「法改正し定年６５歳に」、坂口厚労相。企業側なお反対                                10.22 AM4 

                                                                                                 NM1,5 

     10.22   （年金を問う／改革の視点－上－）バランスシートで議論を。保険料上げは愚作。不足する  10.22 NM33 

             財源、消費税で。高山憲之・一橋大教授（経済教室） 

     10.23   （年金を問う／改革の視点－中－）世代間格差是正、具体論を。厚労省試算、指標に。楽観  10.23 NM31 

             的想定、課題を先送り。西沢和彦日本総研主任研究員（経済教室） 

     10.23   厚労省、「坂口案」で所得別年金受給額試算                                            10.24 YM2 

     10.24   ６６％が『年金・景気』争点。『民営化』重視せず。衆院選立候補予定者調査              10.24 TM3 

     10.24   （年金を問う／改革の視点－下－）負担に見合う給付再構築。安易な税負担、危険。給付減、10.24 NM33 

             所得分配に配慮を。跡田真澄慶大教授（経済教室） 

     10.24   雇用延長法案を来年国会提出へ。厚労省                                                10.24 TM3 

     10.25   経済財政白書／人口減で不公平拡大。高齢世代に負担求める                              10.25 NM5 

     10.25   「週２０時間以上」に拡大。パートの厚生年金適用拡大基準、厚労省方針。収入要件見送り  10.25 AE1 

     10.26   （衆院選２００３／政権公約を問う④）年金財源どうするの／宮島早大教授、給付触れない  10.26 YM4 

             のは奇異。清家慶大教授、消費税の表現、アリバイ的 

     10.27   年金改革、厚労省シナリオ／甘い前提、消えぬ不安。「５割給付」は不透明。モデル世帯に  10.27 NM3 

             も疑問（年金を問う） 

     10.27   党首討論会（日本記者クラブ主催）、年金が争点、財源で対立。社会保障／菅氏「消費税上  10.28 NM3 

             げ」。首相「３年は無理」。郵政民営化／首相「サービス改善」。菅氏「自民不一致」 

     10.27   基礎年金への国庫負担、重点配分の仕組み検討を。林正和財務次官                        10.28 NM5 

     10.28   衆院選きょう公示、どう変える年金制度、各党の取り組みを検証（安心の設計）            10,28 YM26,27 

     10.28   小泉首相、給付水準「現役の５０％」、厚生年金「負担１割」。厚労相案に近い数値        10.29 AM3 MM2 

                                                                                                 YM2 

     10.28   政府、保険料率、３案軸に調整。本人負担８、９、１０％                                10.29 YM2 

     10.29   （政治が動く）年金の将来像／不安解消へもっと磨きを（社説）                          10.29 MM5 

     10.29   重点政策、独自色競う。各党、マニフェストを追加･補強。年金給付､首相「現役の５０％」､ 10.29 NM3 

             民主も数値目標 

     10.29   高齢者ｖｓ若者、雇用「綱引き」深刻に。年金・受益・負担にひずみ（社説）              10.30 AM11 

     10.30   （衆院選２００３）「年金」論争、首相が一石。与党、財源巡り賛否。民主、批判続く      10.30 YM2 

     10.30   白書の警鐘／年金先送りの罪を問う（社説）                                            10.30 AM2 

     10.31   厚生年金、７０歳以上も保険料負担。会社員・役員。高収入なら給付減。厚労省方針        10.31 NM1 

     10.31   「無難」捨てた経済財政白書。年金、厚労省に議論挑む（ニュースなるほど）              10.31 NE3 

     10.31   （年金を問う）マニフェスト比較／年金改革なお説明不足。給付と負担に「目安」「目前の  11. 1 NM3 

             痛み触れず」 

     10.31   ６５歳定年、同友会反対                                                              11. 1 AM8 

     11. 1   民主、政権公約５項目追加。年金給付、現役の５０～５５％。北朝鮮へ送金禁止可能に。高  11. 1 AM2,4 

             速道無料化、道路財源９兆円活用                                                      MM5 

     11. 2   厚労省試案のパートの厚生年金加入、単身者給付増、主婦は負担増。労働時間に影響も      11. 2 NM3 

     11. 2   パートへの厚生年金適用拡大、厚労相「一定の猶予期間」表明                            11. 3 NM3 

     11. 3   （けいざい講座／上智大学教授・堀勝洋）年金積立金取り崩し、厚労相が試案。将来は給付  11. 3 YM9 

             水準の低下も 

     11. 3   厚生年金、離婚時に分割へ。厚労省改革案、報酬比例減額。７０歳以上「現役」にも        11. 4 MM2 

     11. 4   （年金を問う／読者から）複雑・硬直、改革に期待。制度不振／若者、声出して・行政スリ  11. 4 NM5 

             ム化必要。世代間格差／現役世代にツケ重く。高額所得者は受給減。少子化対策／子供の数 

             で保険料増減も。女性と年金／専業主婦 
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     11. 5   高所得なら年金、高齢者も負担を。改革フォーラムで識者                                11. 6 TM9 AM4 

     11. 6   年金給付「削減が必要」。世代間格差なくすには「受給者カット」賛否。保険料未払いどう  11. 6 NM3 

             回避、「基礎年金は消費税で」×「給付との関係不透明」。内閣府、衆院選控え討論会 

     11. 7   「保険料２０％、給付水準５０％」、「年金」首相発言巡り攻防。厚労省「改革は決着」強  11. 7 AM2 

             気。内閣府「負担厳しい」反発 

     11. 8   年金積立金取り崩し明記。厚労省改革案骨格固まる。給付水準、現受給者も見直し          11. 8 TM1,2 

     11.10   年金改革、夫婦分割支給案軸に詰め。専業主婦基礎年金、来週にも厚労省案                11.11 TM1 

     11.11   衆院選終了、公約違反に監視の目。財政再建、一層の悪化招く恐れ。年金改革、保険料引き  11.11 TM5 

             上げ焦点。金融改革、竹中強硬路線鮮明に。道路公団、道路族の巻き返しも。郵政民営化、 

             郵政族落選で弾みか 

     11.11   年金改革、厚労省案提出、１８日までに。厚生年金、夫婦で折半、坂口厚労相、改革案に反  11.11 ME1 AE2 

             映方針 

     11.11   年金財源に目的消費税を。経済同友会提言                                              11.12 NM5 

     11.11   関西同友会が年金改革案、「給付抑制で債務穴埋め」                                    11.12 AM11 

     11.12   年金保険料の上限、１８、１６％も選択肢。諮問会議                                    11.12 NM5 

     11.12   年金改革、厚労省案固まる。保険料、来年から上げ。２０２２年度まで毎年。年収２０％で  11.12 YE1 

             固定。給付５０％は確保 

     11.12   「年金保険料、１５％まで」。経団連会長、諮問会議で表明へ                            11.13 NM5 AM9 

     11.12   三位一体改革と年金巡り協議会、政府・与党が新設                                      11.13 NM2 AM4 

     11.13   高所得者の基礎年金、国費分の削減提案。財務省、最大月２万２０００円。厚労省反発、   11.13 NM5 

             「税」見直し優先 

     11.13   年金受給遅らせ退職後に上乗せ。厚労省、６５歳以上会社員に選択制を創設する方針。保険  11.13 NM1 

             料免除、育児休業中、最長３年 

     11.13   定率減税の廃止で攻防。公明党、増税分を年金財源。財務省、景気への影響懸念            11.13 AM9 

     11.13   年金受給６５歳以上選択制。給付５０％下限、明記。厚労省改革案                        11.13 YE2 

     11.13   年金改革、財務省が提案。国庫負担率上げ否定。現受給者も給付削減。厚労省案と対立      11.14 YM11 

                                                                                                 NM5 

     11.13   離婚時、年金折半も可能。厚労省、分割具体策まとめる                                  11.14 YM2 

     11.13   年金給付「現役の５割以下に」。財務省、抑制求める方針                                11.14 AM11 

     11.14   基礎年金、「国庫負担２分の１に」。自公連立で政権合意案。２００６年度に名目２％成長  11.14 NE1 

     11.15   年金保険料、年収の１６％上限。諮問会議、奥田トヨタ自動車会長ら民間議員提言へ        11.15 NM1 

     11.15   年金保険料上げ反対、経済４団体提言へ                                                11.15 NM5 

     11.16   年金控除、高額受給者縮小へ。世代間の格差是正。政府税調方針、来年度答申に明記。定率  11.16 NM3 

             部分、対象に 

     11.17   総選挙での民意を年金改革に生かせ（社説）                                            11.17 NM2 

     11.17   高額年金への課税強化。「定率控除」に上限設定。政府税調方針固める                    11.17 YM2 

     11.17   厚労省が年金改革案。保険料上げ、年収の２０％に。給付下げ、現役の５割下限            11.18 NM1,3 

                                                                                                 MM1 AM1,2,29 

     11.17   変わる生き方、どう反映。年金改革、厚労省案のポイント                                11.18 YM9 

     11.17   不信解消、いばらの一歩。厚労省年金改革案、経済界、与党から不満続出。保険料率『譲歩  11.18 TM3 

             しても１５％』。積立金取り崩し『国民に釈明を』（核心） 

     11.17   年金改革案、企業年金変更も指示・「代行部分」保険料見直し                            11.18 AM8 

     11.18   厚労省の年金改革案／超党派でさらなる改革を（社説）                                  11.18 AM2 

     11.18   厚労省の年金案／この負担に耐えられるか（社説）                                      11.18 MM5 

     11.18   年金改革／これで安心できるか（社説）                                                11.18 TM5 

     11.18   年金制度改革／税制を含めた見直しが必要（社説）                                      11.18 YM3 

     11.18   年金､厚労省案に集中砲火。経財諮問会議、２００４年度予算編成の焦点｡『負担重過ぎる』｡ 11.19 TM9 

             国庫負担引き上げ、財務省『阻止』で孤立。経済４団体も猛反対 

     11.18   年金改革、保険料率、「１６％上限」の対案、民間議員が提出                            11.19 AM2 
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     11.18   抜本改革ない引き上げ反対。厚生年金保険料率引き上げの厚労省案に経済４団体            11.19 AM10 

     11.18   年金改革財源、「無理がある」。厚労省案、政府税調会長が批判                          11.19 AM10 

     11.19   年金保険料、上限２０％案、負担巡り攻防激しく。経済４団体「社会保障一体改革を」      11.19 NM5 

     11.19   （点検：厚生労働省年金改革案－上－）増える負担、減る給付水準。１９年間保険料率上昇。11.19 AM19 

             高齢者の額も目減り 

     11.19   年金、団塊世代も抑制。給付下げ、２０１０年代前半に開始。財政審が素案                11.20 YM1,9 

     11.19   支給開始年齢引き上げ検討。公的年金で財政審                                          11.20 NM4 

     11.19   年金給付下げ提言、財政審建議素案。地方公務員給与も                                  11.20 MM1 

     11.19   高収入者は年金給付減。財政審建議案、国庫負担上げに反対                              11.20 TM9 

     11.20   小泉自公政権／責任ある政策断行で懸念払拭を（社説）                                  11.20 YM3 

     11.20   （点検：厚生労働省年金改革案－下－）女性の老後、充実するか。離婚で分割、合意が必要。11.20 AM23 

             パートの拡大には賛否 

     11.20   年金保険料上げ厚労省案、慎重な議論必要。財務省と経団連一致                          11.20 NE1 

     11.20   自民調査会、年金改革で厚労省案に異論相次ぐ。「保険料率上げ」問題に                  11.21 YM4 

     11.21   （年金を問う／厚労省案残る課題－下－）専業主婦優遇に批判                            11.21 NM7 

     11.21   基礎年金の国庫負担、段階的に引き上げ。厚労省方針                                    11.21 YE2 

     11.21   積立金取り崩し導入で基本合意。年金制度改革で与党協                                  11.22 AM3 NM5 

                                                                                                 YM4 

     11.24   （三大改革の行方－上－ゆらぐ理念）年金／「最後の抵抗」、厚労省包囲網。本格論議置き  11.24 AM1,2 

             去り。負担・給付、厚労省と財界対立。国庫負担引き上げ、時期・財源見送り？「一から議 

             論を」声高まる 

     11.25   （安心の設計／シリーズ年金改革⑭）所得比例年金、一元化論議、衆院選で浮上。雇用の流  11.25 YM16,17 

             動化に対応。「負担」と「給付」明確に。自営業者も対象、最低額は保障。自営業者の所得 

             把握。女性の年金額が低下。課題解決へ 

     11.25   年金改革案、２段構えで調整本格化。予算絡みは年内決着。その他、年明け法案化          11.25 YM2 

     11.25   ６５歳定年／雇用と年金の連動に工夫をこらせ（社説）                                  11.25 YM3 

     11.25   女性からみた厚労省年金改革案。専業主婦の負担、あいまい。分割制を導入／「働く意欲を  11.25 NE17 

             阻害」。パート負担増／評価と懸念が相半ば（生活ライフプラン） 

     11.25   年金改革議論、３段階で実施。竹中経財相                                              11.25 NE1 

     11.25   年金改革、給付・負担、柔軟に。首相、衆院予算委で表明                                11.26 NM1 

     11.25   衆院予算委攻防／三位一体・首相、税源移譲踏み込まず。菅氏の追及、決め手欠く。年金・  11.26 NM3 

             「財源」最優先課題に。首相、玉虫色の答弁に終始 

     11.25   年金給付「５０％程度で調整」。首相、経済界にも配慮                                  11.26 AM2 

     11.25   「国庫負担財源、長期的議論を」。年金改革で竹中経財相                                11.26 AM4 

     11.26   年金改革、負担は給付は。たたき台の厚労省案に賛否。厚生省案のポイント／保険料、毎年  11.26 AM13 

             上げ、２０％で固定。支持／宮島洋早大教授、負担の限界、十分配慮。異論／里見賢治大阪 

             府立大教授、全額税法式へ転換必要。跡 

     11.26   年金制度改革「党利離れて」。首相が柔軟姿勢                                          11.27 AM3 MM2 

     11.26   「年金支給６７歳から」。財政審分科会長、再引き上げ必要と強調                        11.27 TM1 

     11.26   ６５歳まで雇用、段階的義務づけ。厚労省案、企業側は難色                              11.27 NM5 

     11.27   「定率減税」攻防、見えぬ着地点。自民・財務省、中堅層増税、景気懸念も。公明、段階廃  11.27 TM3 

             止で年金財源に。国庫負担財源、消費税の道断たれ迷走（核心） 

     11.27   年金国庫負担／積立金の取り崩しも選択肢だ（社説）                                    11.27 YM3 

     11.27   （年金改革／厚労省案・私はこう読む－１－）渡辺正太郎・経済同友会副代表幹事／消費税  11.27 TM9 

             １２％で全額負担を。保険料２０％－雇用・景気に悪影響 

     11.27   基礎年金国庫負担段階的引き上げ合意。与党協、財源は見送り                            11.28 AM1 NM5 

     11.27   政府税調、年金課税強化を明記。住民税引き上げも。２００４年度税制改正中間報告        11.28 

                                                                                                 MM1,2,11 TM1 

                                                                                                 AM2,12 NM2,4 
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     11.27   竹中経財相報告「年金制度改革の論点」の内容明らかに。国庫負担「年内に結論」          11.28 YM11 

     11.28   年金抜本改革、来年中に。経財諮問会議、民間議員が制度案                              11.28 AM2 

     11.28   （年金を問う／証言あの時に…）改革論議迷走４０年。６０年代～国民皆年金、重ねた無理。11.28 NM7 

             ８０年代～破たん回避、空白の１０年。９０年代～妥協の産物、膨らむ誤算 

     11.28   （年金を問う・第２部改革ちぐはぐ①）もう通じぬ「甘い約束」。「５割給付」説得力欠く  11.28 NM1 

     11.28   年金保険料率、２０％は「重すぎ」。経済財政諮問会議、民間議員の意見尊重              11.29 MM2 

     11.28   高収入者基礎年金、厚労相が減額否定                                                  11.29 YM2 

     11.28   年金財源に消費税上げも。青木参院幹事長                                              11.29 TM2 

     11.28   自民税調が本格議論開始。増税路線に参院選が壁。定率減税廃止、年金受給者の負担増…公  11.29 TM2 

             明との調整にも苦慮 

     11.28   年金改革、給付・負担、年末に確定。諮問会議「専業主婦」は１年後                      11.29 NM1,5 

     11.29   三大改革、年の瀬攻防。道路公団、族議員「案一つ、建設」。三位一体、補助金削減「上積  11.29 AM3 

             みゼロ」。年金、給付と負担、及び腰（時時刻々） 

     11.30   年金負担・給付水準、結論越年を示唆。厚労相、調整難航でけん制                        12. 1 NM4 MM6 

     12. 1   年金改革案、連合が発表。政労会見で要請へ                                            12. 2 AM4 

     12. 1   給付水準５０％確保。年金改革で自民党方針                                            12. 2 NM5 AM4 

                                                                                                 TM2 

     12. 1   （年金を問う／第２部・改革ちぐはぐ③）「モデル」で語れぬ女性たち。変わる夫婦。制度  12. 1 NM1 

             は限界 

     12. 2   年金給付、４％削減。２００４年度財務省案。新スライド制、厚労省反発                  12. 2 YM1 

     12. 2   （論陣論客）混迷する年金改革／西室泰三さん（日本経団連副会長）、雇用減らしていいの  12. 2 YM10.11 

             か。西沢和彦さん（日本総研主任研究員）、多様な試算、提示が必要 

     12. 2   （年金を問う／第２部・改革ちぐはぐ④）店ざらしの官民統合。消えぬ格差、新たな不安    12. 2 NM1 

     12. 2   与党年金協、国庫負担上げ、５年で                                                    12. 3 NM1 TM2 

     12. 2   年金保険料、上限、２０％に固執せず。厚労相表明「様々な議論必要」                    12. 3 NM5 

     12. 2   年金国民負担、大幅上昇、抑制を。ＯＥＣＤ、日本に提言                                12. 3 NM5 

     12. 2   消費税率、３年後アップ検討。自民、年金財源確保に不可避                              12. 3 TM1 

     12. 3   年金下げ凍結分、物価上昇時に相殺。厚労省、「スライド制」で方針                      12. 3 AM3 

     12. 3   年金給付５０％維持。政府・与党、政策協議が合意                                      12. 3 AE1 TE2 

     12. 3   流通・サービス業団体、厚生年金適用拡大に反対                                        12. 4 NM5 

     12. 3   年金課税の強化で一致。自民・公明                                                    12. 3 NE2 

     12. 3   （年金改革／厚労省案・私はこう読む）本間正明大阪大学教授／保険料２０％は法人活力奪  12. 3 TM8 

             う。持続可能な制度を 

     12. 3   厚生年金、保険料１８％軸に調整。補助金削減は再検討。政府与党                        12. 3 ME4 TE2 

     12. 3   年金給付５０％以上。政府・与党大筋一致                                              12. 3 NE1 

     12. 3   自民税調、年金控除、大幅縮小へ。老年者控除も。初年度２０００億円税収増              12. 4 NM1,2 

     12. 3   国庫負担上げ、年金者増税、与党固める。定率減税廃止なお調整                          12. 4 TM1 AM1 

     12. 3   年金保険料「２０％」見送り。政府・与党、１８％を軸に検討。上限の大幅上げに批判      12. 4 NM3 

     12. 4   保険料上限１８％。給付５０％を確保。年金改革、難しい両立。表裏一体                  12. 4 YM4 AM9 

     12. 4   基礎年金の国庫負担増、財源先送り。来年度は控除縮小で。政府・与党方針                12. 5 YM1,4 

                                                                                                 TM2 

     12. 4   高所得者基礎年金、自民に削減案浮上。国庫負担引き上げの財源                          12. 5 NM2 AM1 

     12. 4   年収に占める厚生年金保険料、１８．５％案浮上。１５年かけ引き上げ。政府与党          12. 5 MM2 

     12. 4   定率減税廃止見送りへ。年金者増税受け、公明が柔軟姿勢                                12. 5 TM1 

     12. 5   年金給付額、来年度下げ０．２－０．３％。今年の物価下落分。政府最終調整              12. 5 NM1 

     12. 5   自民税調、年金控除縮小で一致。国庫負担増額財源「将来は消費税」大勢                  12. 5 NE1 

     12. 5   給付・負担同時に決定を。年金改革で竹中経財相                                        12. 5 AE2 

     12. 5   年金国庫負担、財源検討３年分どまり。与党協、抜本改革先送り。消費税上げ検討、２００  12. 6 NM1,3 

             ７年度以降に                                                                        AM3 YM2,4 MM1 
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     12. 5   ６５歳以上優遇廃止。年金控除で自民税調方針。最低額を半減                            12. 6 MM1 TM1 

     12. 5   高額所得者基礎年金、「給付せず」に慎重論、自民部会。「課税強化」と対立              12. 6 MM2 

     12. 5   １５０経済団体が「協議会」設立へ。厚生年金保険料上げ反対で「一丸」                  12. 6 TM9 NM5 

     12. 5   基礎年金のここ負担上げ、消費税を財源に。自民党税調                                  12. 6 TM9 

     12. 6   定率減税廃止反対なら自民は対案示すべきだ。北側・公明政調会長が会見                  12. 6 YM11 

     12. 6   高額所得者年金カット、「年収１千万円以上」。政府・与党検討「６００万円」案も        12. 7 AM1 NM3 

     12. 6   年金保険料１８．５－１９．５％。上限、年収２０％未満に。政府・与党最終調整          12. 7 TM1 

     12. 7   年金保険料、上限１８－１８．５％に。政府、週内に最終決定                            12. 8 NM1 

     12. 8   小泉改革視界不良。年金、「だんまり」。道路、玉虫決着？三位一体、「必ずやる」        12. 8 NM2 

     12. 8   年金改革、財源なき迷走。基礎年金問題、与党協議大詰め。自民税調「厚生族の暴走」      12. 8 AM2 

     12. 8   年金改革／安定財源確保に欠かせぬ消費税（社説）                                      12. 8 YM3 

     12. 8   定率減税、来年度は継続。見直しは２００５年度以降。自民党税調方針                    12. 9 NM1 

     12. 8   年金国庫負担上げの財源「将来は消費税で」。自民・町村氏                              12. 9 NM2 

     12. 8   基礎年金財源、「２００７年度に税制抜本改革」。政府・与党方針、具体策を先送り        12. 9 AM2 

     12. 9   （変わる年金－78－）経済界の案／基礎年金を税方式                                    12. 9 YM26 

     12. 9   年金国庫負担、首相は財源の道筋まで示せ（社説）                                      12. 9 MM5 

     12. 9   （負担と受益／改革はどこへ①）２つの「５０％」。世代バランスに苦慮                  12. 9 AM11 

     12. 9   高額所得者の基礎年金、削減見送り方針。政府・与党                                    12.10 TM3 

     12. 9   厚生年金保険料、最高月額６万６５００円に。上限１８％の場合、政府・与党方針。高所得  12.10 YM2 

             者の負担増                                                                          NM1,7 

     12. 9   年金財源に消費税。大綱に盛り込み検討。自民税調                                      12.10 YM11 

                                                                                                 MM3 

     12. 9   負担増「ノー」、経済界危機感。年金改革大詰め、やっと本気。１４０万人反対署名提出    12.10 AM8 

     12.10   年金保険料、上限１８％で決着                                                        12.10 NE1 TE1 

                                                                                                 AE1 

     12.10   定率減税の廃止、２００５年度以降に検討。自民税調                                    12.11 YM2 

     12.10   年金課税強化、老年者控除、廃止へ。自民税調最終調整。２００５年１月実施。公的年金等  12.11 AM1 

             控除は縮小 

     12.10   年金保険料上限１８％決着。「帳尻合わせ」大企業直撃。年収７６２万円以上、会社員に   12.11 NM3 

             追加負担。最大年３０万円超も。給付反映せず。経済界反発「雇用に影響」 

     12.11   年金制度の谷間、障害者１２万人。任意加入時代に事故、学生ら生活困窮。支援団体、厚労  12.11 TE10 

             省に要望書提出 

     12.11   年金課税強化による増税幅、２４００～３３００億円に。自民税調方針                    12.11 AE1 NE1 

     12.11   年金給付、来年度０．２－０．４％下げ。物価下落分を反映。自民合同部会                12.11 NE2 

     12.11   「消費税率上げ検討」。２００７年度以降、年金財源に。自民、近く表明方針              12.12 AM1 

     12.11   定率減税２００６年度縮小。年金財源に。政府・与党検討                                12.12 NM1 

     12.11   年金老年者控除を廃止。『公的年金等』も縮小。自民税調、年金課税強化の概要固める。増  12.12 TM1 AM1 

             税、年収２０５万以上有力                                                            NM5 YM2 

     12.11   保険料「１８％台」軸に調整。年金改革決着は週明け                                    12.12 AM2 YM1 

     12.11   経済３団体、年金保険料上げ改めて反対強調                                            12.12 YM11 

     12.12   年金改革／現役の負担が重すぎる（社説）                                              12.12 TM5 

     12.12   「年金改革、議論継続を」。行革推進７００人委員会が提言書                            12.13 NM5 

     12.13   年金保険料、追加負担分５％。厚労省案まとめる。高所得会社員を対象                    12.13 NM5 

     12.13   保険料上限で主導権争い。年金改革、自民執行部案に公明・厚生族反発。「１８％で決着」  12.13 AM2 YM2 

             筋書き崩れ。語らぬ首相、迷走に拍車 

     12.13   年金保険料、政府、１８％案見直し                                                    12.14 MM1 

     12.13   個人増税、相次ぎ決着。６５歳以上、負担大。年金財源の確保を優先                      12.14 NM3 

     12.14   年金保険料上げ、企業の６０％「利益圧迫」。３０％『賃金や人員減で対応』。現状維持か  12.14 TM1 

             下げが適当。主要１００社調査 
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     12.14   「森を見る」年金財源論議を尽くせ（社説）                                            12.14 NM2 

     12.15   定率減税縮小。｢２００５年度以降｣に含み。与党年金協､最終合意案、給付５０％以上明記   12.16 AM3 

     12.15   課税最低限、６５歳以上、４割下げ。「４０１ｋ」非課税上限上げ。与党税制大綱原案      12.16 NM5 

     12.15   安易な保険料引き上げ反対。年金制度改革で経団連・連合が共同見解                      12.16 NM5 

     12.16   年金改革・税制改正／公明、定率減税で巻き返し。縮小前倒し案、浮上                    12.16 NM2 

     12.16   迷走、年金国庫負担上げ。「財源あさり」理念置き去り（ニュースなるほど）              12.16 NE3 

     12.16   年金保険料１８％台を上限、厚労相が容認                                              12.16 NE2 

     12.16   年金保険料率１８．３５％、与党合意。２０１７年度に上限                              12.17 AM1,4 

                                                                                                 TM1,3,11 NM1 

     12.16   年収５００万円で試算、２０１７年度には負担増１２万円弱                              12.17 AM1 

     12.16   年金、抜本改革遠く。政府・与党が大枠。財源なお不透明。負担、年０．３５４％ずつ上げ。12.17 NM3 AM3 

             給付、予定額より年０．９％圧縮。財源、毎年３兆円必要に 

     12.17   「三位一体」・年金改革、自公・地方、巻き返し。財務省主導にクサビ                    12.17 NM2 YM4 

     12.17   自民党、年金改革案を了承                                                            12.17 NE2 

     12.17   与党税制改正大綱／増税へ道筋、家計に照準。年金財源／消費税上げ言及。税源移譲／所得  12.18 NM5 

             税改革、負担増かも。企業・金融／法人税下げ、中期課題に                              AM11 

     12.17   年金保険料上限１８．３５％で厚労省が試算。月収５０万円なら給付水準４２．６％        12.18 TM1 NM5 

                                                                                                 AM2 

     12.17   年金不信解消できず。保険料率「１８．３５％」、政府・与党が合意                      12.18 YM2 

     12.18   与党税制大綱、負担増見えぬ将来。「年金」「三位一体」改革、同時実現、所得税に“白羽  12.18 YM9 

             の矢”。地方の増収目立つ                                                            YM11 

     12.18   年金改革案／その場しのぎは通用しない（社説）                                        12.18 MM5 

     12.18   公的年金制度／抜本改革にはほど遠い（社説）                                          12.18 TM5 

     12.18   年金改革／単なる数字のつじつま合わせだ（社説）                                      12.18 YM3 

     12.18   理念が伝わらない年金改革（社説）                                                    12.18 NM2 

     12.19   年金改革と診療報酬改定、連合・同友会が批判                                          12.19 NE2 

     12.19   女性の年金／制度改革で見直し予定。現在の状況は。どこが問題点。改革の方向性。今後の  12.19 YE20,21 

             課題（安心の設計） 

     12.20   定率減税縮小・廃止、政府、作業入りへ。最大３．３兆円の実質増税                      12.20 AE2 

     12.21   (自公予算)主役は社会保障。公明、年金で攻勢。自民「族」も存在感。民主｢論外の一言」。 12.21 NM2 

             財政破たんに直面と批判 

     12.22   （揺れた三大改革・残された課題－上－）年金維持、砂上の楼閣。初めに「５０％給付」あ  12.22 AM2 

             りき、「誰が負担」議論置き去り 

     12.22   （迷走／年金改革－上－）妥協の産物「１８．３５％」                                  12.22 YM1 

     12.23   （変わる年金／改革の展望－80－最終回）２００４年社会保障制度の課題。介護、保険料徴  12.23 YM22,23 

             収、４０歳未満も？障害者福祉、税財源では支援に限界、介護保険との統合論も。医療、 

             「高齢者制度」の具体化は。雇用、定年後 

     12.23   （論陣論客）年金改革決着／宮島洋さん・早大教授、税制とセットで議論。高山憲之さん・  12.23 YM10,11 

             一橋大教授、若い世代、不信ぬぐえず 

     12.24   年金問題、給付重視派は５１％。「将来の安心」求める。毎日新聞世論調査                12.24 MM5 

     12.25   （自公予算）「官邸主導」揺らぐ。年金、公明が影響力。道路、自民に勝利感              12.25 NM2 

     12.26   年金制度改革／世代間の対立、政治調整に限界（潮流２００３～２００４）                12.26 YM5 

     12.26   共働き、年金給付３９％。５０％確保「夫と専業主婦」のみ。２０２５年度、厚労省試算    12.27 NM5 TM3 

     12.28   変質する小泉改革。根幹は先送り。民間人活用も不調                                    12.28 NM2 

     12.28   ズバリ試算、年金、税制改革／２００４年以降、家計はどうなる？２００５年からの負担増、12.28 NM9 

             一段と大きく。年金、配偶者特別控除の縮小響く。住宅ローン控除、２００４年存続、子育 

             て支援拡大 

     12.29   厚生年金、保険料率上げ、派遣料金の上昇要因に。「１時間５円の負担増」                12.29 NM11 

     12.30   年金の信頼取り戻す幅広い改革論議を（社説）                                          12.30 NM2 
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      1. 5   年金改革の議論「超党派で協議」。自民、民主に打診                                     1. 5 AM3 

      1. 6   （追跡年金改革）給付水準下がっても老後の生活大丈夫？政府・与党案で試算。夫６７歳・   1. 6 YM26,27 

             妻６５歳時の月額／３５歳会社員２８万６０００円、５５歳会社員２４万５０００円。「出 

             生率回復１．３９、賃金上昇１．１％」 

      1. 6   ６５歳まで就労可能に。「継続雇用制」など義務化。厚労省方針。厚生年金、支給年齢引き   1. 6 YE1 

             上げで 

      1. 6   年金財源、自民「消費税も検討」。防衛庁の省格上げ明記。運動方針案、明らかに           1. 6 NE2 

      1. 7   パート健保加入を拡大。厚労省方針､２００６年度にも。週２０時間以上｡厚生年金と同時に   1. 7 NM1 

      1. 7   年金改革、与党・民主の協議機関浮上                                                   1. 7 YM2 

      1. 8   （２００４年日本の選択／キーパーソンに聞く⑥）社会保障改革／坂口力厚労相。負担に耐   1. 8 NM5 

             える社会構築 

      1.11   谷垣財務相「消費税率上げ必要」。財政再建や年金財源に                                 1.12 NM3 

      1.13   年金改革、第２ラウンド。政府・与党、懸案整理へ。自民、民主と協議構想                 1.13 NM2 

      1.14   働く７０歳も年金カット？高齢者の負担増、改革の焦点に。「社会貢献しているのに…」    1.14 AM17 

             「子高齢化で仕方ない」 

      1.14   厚生年金、パート適用は大幅減。厚労省調整、準社員格に限定                             1.15 TM1,3 

                                                                                                 NM5 AM4 

      1.15   年金改革案、民主提出へ                                                               1.16 AM4 

      1.15   年金改革、与党協、月内に合意へ。パート適用拡大に慎重論                               1.16 AM4 TM2 

      1.15   パートの年金加入拡大、日商など４団体、反対の共同決議                                 1.16 NM4 

      1.16   国民年金保険料、１万円徴収のコスト８１０円。国税の６倍に                             1.16 NM4 

      1.17   国民年金保険料、３月から強制徴収。社会保険庁、滞納５００人に最終通告                1.17 AM1 

      1.19   厚生年金、パート適用拡大見送り。与党、７０歳以上の保険料も                           1.20 TM1 

      1.20   （追跡・年金改革）基礎年金とは／職業で異なる保険料徴収                               1.20 YM18 

      1.20   厚生年金、離婚時に分割、与党協合意。７０歳以上、一部減額も。パート加入拡大は当面見   1.21 TM3 NM1 

             送り                                                                                AM1 

      1.21   払えない、払わない。国民年金、負担の現場。高すぎる､長すぎる、｢国に頼らぬ｣確信派も   1.21 AM20 

      1.21   年金改革、パート加入拡大見送り。政府・与党法案骨格固め。保険料率１８．２５％検討     1.22 YM1 

      1.21   厚生年金、夫婦間分割に慎重論。離婚の場合は容認。自民方針                             1.22 AM3 TM3 

      1.22   年金財源に消費税充当、「現実的でない」。参院代表質問、首相、民主案に反論             1.22 NE1 

      1.22   年金保険料、育児休業の優遇延長。自民合同会議了承。３歳まで免除可能                   1.22 NE1 

      1.22   年金法案、参院選、影響考慮。「改革の理念欠く」指摘も                                 1.22 YM2 

      1.22   夫婦年金分割案、離婚時分割のみ一致。２００４年年金改革、与党協議会                   1.23 MM2 YM2 

      1.22   遺族年金を見直し。給付水準は変わらず。与党協                                         1.23 NM5 AM2 

      1.23   自民・公明、年金保険料上限引き下げを検討                                             1.24 AM4 

      1.27   （追跡・年金改革）国庫負担の引き上げ／保険料アップ抑える。将来の財源、結論先送り     1.27 YM23 

      1.27   離婚以外も分割可能。厚生年金、希望した場合。与党方針                                 1.28 NM1 

      1.27   年金・医療・介護、社会保障を一体改革。諮問会議、国民負担率を抑制                     1.28 NM5 

      1.28   厚生年金、夫婦で分割。支給開始時に選択。与党方針                                     1.29 TM1 

      1.28   厚生年金パート拡大見送り。５年後に再検討。与党協合意                                 1.29 NM5 AM2 

      1.28   国民年金保険料、月額、毎年３００円上げ。与党調整、１６年度以降１万６９００円。厚生   1.29 MM1 YM2 

             年金保険料、上限０．０５％下げも 

      1.29   先送りだけでは許されない年金改革（社説）                                             1.29 NM2 

      1.29   「頼みの年金」不安切実。「不信」、最多６４％、５０代１１ポイント増。給付「不透明」   1.29 YM1,27 

             「少ない」５０％。制度見直し案、不満解消８８％否定（読売新聞世論調査） 

      1.29   厚労省、国民年金保険料の引き上げ案、自民に提示                                       1.30 YM2 

      1.30   （どうする年金）年金財政、各国で悪化。主要国の制度・現状は／スウェーデン・「保険料   1.30 MM10 

             率固定」に移行。高い女性就労率、不公平感少ない。韓国・制度始まったばかり、日本より 

             早く進む高齢化。ドイツ・給付開始年齢 

  - １８７ - 



社会保障 

  2004年 

      1.30   年金、４月分から０．３％減。物価下落受け、モデル世帯、月７３４円。受給者全員が対象、 1.30 AE2 YE2 

             ２年連続減額。 

      1.30   年金改革、一段の負担増、当面回避。制度の統一、なお遠く。国民年金保険料、毎年２８０   1.31 NM3 

             円アップ。７０歳以上からの徴収は見送り 

      1.30   厚生年金保険料、上限１８．３０％に抑制。改革法案、与党が最終決定                     1.31 NM1 

                                                                                                 AM1,2 TM3 MM1 

      1.31   （どうする年金）選挙意識、抜本改革遠く。国民へ負担増、給付減迫る。７０歳以上、年金   1.31 MM5 

             額カットのみ。育児休業中の免除３年へ 

      1.31   宿題また先送り。パートへの厚生年金適用拡大。今や１２００万人制度空洞化招く           1.31 YM13 

      2. 1   年金、５年後抜本改革。自民党額賀政調会長                                             2. 2 NM2 

      2. 1   （どうする暮らしの安心／第一部･年金危機①）欧州洗う改革の大波｡負担巡る世代間戦争に   2. 1 YM1,2 

      2. 1   不信広がる公的年金。少子高齢化、低成長経済、給付と負担、不均衡に                     2. 1 YM10 

      2. 2   年金改革／与党案では不信を払拭できない（社説）                                       2. 2 YM3 

      2. 2   年金受給者３０００万人超。２００２年度                                               2. 3 YM2 

      2. 3   年金改革、与党合意成立。参院選でブレーキ。弱者へ一定の配慮も。目立つ課題の先送り    2. 3 TM2,3 

      2. 3   （どうする暮らしの安心／第一部・年金危機③）“少子化”苦肉の優遇策。甘い人口推計、   2. 3 YM1,2 

             不信増幅 

      2. 3   「厚生」「共済」統合を検討。年金改革、与党合意文書に明記へ                           2. 4 YM2 

      2. 3   年金抜本改革「５年後めど」、自民調査会会長                                           2. 4 AM4 

      2. 3   社会保険の事務費負担「国庫で」、自民部会方針                                         2. 4 AM4 

      2. 4   離婚時分割は２００７年度。年金改革、法案要綱に導入時期                               2. 5 TM1 

      2. 4   年金給付「５割以上」明記。「パート」、共済統合、５年後に先送り。与党が改革合意文書   2. 5 NM5 

      2. 4   共済年金も改正へ                                                                     2. 5 AM1 

      2. 4   年金協議、与党が最終決着。参院選控え改革失速。「負担増反対」壁厚く。首相にとって    2. 5 AM4 

             「小事」？自画自賛でも課題は先送り 

      2. 4   女性と年金、どう変わる。制度改革で与党合意。離婚時の夫婦分割、共働きの妻、不利な面   2. 4 AM16 

             も。パート加入拡大見送り、「残念」「ほっ」反応二分 

      2. 4   年金改革法案、１０日提出。与党協議会正式決定へ。受給予定額を毎年通知                 2. 4 YE1 

      2. 4   国民年金、保険料免除制を拡充。失業の２０代、納付猶予も。離婚時分割、最大半額。与党、 2. 5 AM1 

             改革案に合意                                                                       YM1,3,4 

      2. 5   （年金を問う／第３部・描けぬ未来①）つぶされた一本化案。「痛み隠し」政治の本音       2. 5 NM1 

      2. 5   （どうする暮らしの安心／第１部・年金危機④）パート激増、ひずむ制度。企業圧迫、失業   2. 5 YM1,2 

             増の恐れ 

      2. 5   年金改革関連法案要綱のポイント／国民年金保険料２０１７年度以降１万６９００円。厚生   2. 5 TE2 

             年金保険料率１８．３０％ 

      2. 5   離婚時分割、２００７年度から。年金改革、厚労省が法案。育児期間の保険料免除、２００   2. 5 NE1 AE1 

             ５年度から拡充 

      2. 5   医療・介護・年金、年内に改革案。自民幹事長                                           2. 5 NE12 

      2. 6   （年金を問う／第３部・描けぬ未来②）官の都合､ゆがむ４０１ｋ。加入者軽視､補完役遠く   2. 6 NM1 

      2. 6   年金改革法案、１０日閣議決定。給付の目安、毎年通知へ                                 2. 6 NM3 

      2. 6   年金改革法案、自民総務会、疑問、注文。「景気見極めて」「若者対策に不安」             2. 7 YM4 

      2. 6   共済・厚生年金「早期一本化を」。厚労相                                               2. 7 AM11 

      2. 6   年金・医療・介護を一体改革。自民、経済界負担に配慮。公明、弱者給付拡大狙う。与党合   2. 7 NM2 

             意、思惑には違い 

      2. 7   年金改革論議からタブーをなくせ（社説）                                               2. 7 NM2 

      2. 7   （年金を問う／第３部・描けぬ未来③）｢世帯モデル｣という虚構。｢私の場合｣答えぬ改革     2. 7 NM1 

      2. 7   （どうする暮らしの安心／第１部・年金危機⑥－最終回－）制度改革、世界の激流。避けら   2. 7 YM1,2 

             れぬ「消費税」論議 

      2. 8   年金改革、受給額通知し不満解消。ポイント制導入。若年層の試算、課題                   2. 8 MM2 
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      2. 8   （年金を問う／第３部・描けぬ未来④）もう会社には頼れない／給付カット、解散が続出     2. 8 NM1 

      2. 8   厚生年金の保険料上限、引き上げ、毎年可能に。高所得層、負担増も                       2. 8 AM1 

      2.10   （追跡・年金改革）基礎年金の税方式／財源確保、最大の課題                             2.10 YM27 

      2.10   高所得者、給付４０％割れ。年金改革、厚労省が再試算。モデル世帯は５０．２％。法案き   2.10 NM5 AM2 

             ょう閣議決定                                                                        TM3 

      2.10   私たちの年金、こう変わる                                                             2.10 YM12 

      2.10   （年金を問う／第３部・描けぬ未来⑤）「国の負担」は国民の負担。財源ごとに揺れる政治   2.10 NM1 

      2.10   年金改革法案を閣議決定                                                               2.10 AE1 TE1 

      2.10   「負担と給付」焦点。衆院予算委、年金改革論議スタート                                 2.11 AM2 

      2.11   年金議論の限界／官の委縮・政の“党利”で課題先送り。社会保障、縦割り排した協議の場   2.11 YM17 

             作れ（解説部） 

      2.11   年金改革／政争の具にするな（社説）                                                   2.11 AM2 

      2.11   年金制度、どう変わる、政府案を閣議決定。会社員は保険料率は毎年増、標準給付は現役の   2.11 AM5 

             ５割確保。自営業者は年の負担増、１人３３６０円、未納対策で減免や猶予。女性は夫婦の  MM3,7 

             厚生年金、離婚時には分割。高齢者は支 

      2.11   年金改革／将来像を審議で詰めよ（社説）                                               2.11 TM5 

      2.12   女性にとっての年金改革法案、生き方多様化とズレ。パート適用見送り。離婚分割、夫の同   2.12 NE13 

             意に課題（生活ライフプラン） 

      2.13   年金負担、年５４００億円増                                                           2.14 NM5 

      2.17   （追跡・年金改革）女性の年金、改善進まず。重要課題、次々先送り。参院選配慮し消極姿   2.17 YM24,25 

             勢に重い政治の責任。政府案、袖井お茶の水大学教授が採点（安心の設計） 

      2.19   公明、政権公約、高評価。自己採点ですが…                                             2.20 YM4 

      2.20   年金抜本改革、厚労相と約束。塩川氏「政府は逃げた」                                   2.21 NM5 

      2.22   サラリーマンの年金、保険料負担どう計算。月給では４～６月で等級決定。                 2.22 AM19 

      2.22   離婚時、妻への年金分割、半分まで可能に。２００７年４月から。比率は夫婦で協議。「一   2.22 NM13 

             律半分」は２００８年以降分だけ 

      2.23   年金制度改革で連合が基本方針                                                         2.23 YM4 

      2.23   厚生年金、５５年生まれ、給付３．２倍。３５年生まれは８．３倍。厚労省再試算。世代間   2.24 AM2 MM2 

             格差大きく                                                                          TM2 YM1,2 

                                                                                                 NM1,5 

      2.24   （追跡・年金改革）離婚時、夫の厚生年金、妻に一部分割                                 2.24 YM19 

      2.24   年金福祉２６５施設めぐり自民幹部会。独立法人設立し整理へ                             2.24 AE1 

      2.25   年金加入記録、受給開始前に通知。厚労相表明、来月から                                 2.26 NM5 

      2.26   （集中審議・どうする年金）厚生年金の給付水準、「５０％」モデル世帯だけ。民主「誇大   2.26 MM5 YM4 

             広告」－首相「分かりやすい」                                                        AM3 

      2.26   消費税９％／企業負担分で私的年金。年金改革へ同友会提言                               2.27 NM7 

                                                                                                 AM13 MM9 

      2.27   年金改革／先送りすれば信頼を失う（社説）                                             2.27 MM5 

      2.27   年金、世代対立。高齢者の負担など格差是正へ議論の余地（解説部）                       2.27 YM5 

      2.29   年金の副業／精算は当然のことだ（社説）                                               2.29 AM2 

      2.29   年金法案先送り論、自民に浮上、参院選を意識                                           2.29 NM2 

      2.29   年金保険料、４．５兆円、給付以外に使用。基金、未公表経費５２５６億円                 3. 1 MM1 

      3. 1   年金改革「民主対案」提出へ                                                           3. 1 NM2 

      3. 1   （どうする年金／第２部・見送られた抜本改革①）国民皆加入の原則放棄。未納急増に危機   3. 1 MM3 

             感なく 

      3. 2   年金給付、税収を逆転。制度の抜本改革不可避。２００３年度見通し                       3. 2 NM5 

      3. 2   年金改革法案揺れる。与党内で思惑交錯。負担増に批判必至→「参院選後に」。先送り批判   3. 2 AM4 

             恐れ→「強行採決でも」 

      3. 5   年金加入記録、５８歳時に通知。希望者には給付見込み額も                               3. 6 AM3 

  - １８９ - 



社会保障 

  2004年 

      3. 5   「所得比例」に一本化。消費税で最低保障。民主の年金改革案                             3. 6 AM3 YM4 

                                                                                                 TM2 

      3. 7   （けいざい解読）言うは易し､社会保障一体改革／相いれぬ？人生の備え。編集委員･大林尚   3. 7 NM3 

      3. 9   ６０％「年金信用せず」。財源安定策、消費税増税、５９％反対。毎日新聞世論調査         3. 9 MM1 

      3. 9   （追跡・年金改革）妻の遺族厚生年金／子供いない３０歳未満、支給５年で打ち切り         3. 9 YM22 

      3. 9   公的年金給付、２００５年度以降、実質１．７％減。物価上昇分、反映せず。政府方針       3. 9 NM7 

      3. 9   年金改革法案、今国会での成立、厚労相が断念を示唆                                     3. 9 NE2 

      3. 9   年金改革法案、首相、今国会成立図る。参院予算委「各党の理解得て」                     3.10 NM2 TM2 

      3.10   （社会保障／一体改革と国民負担－下－）所得再配分の強化を。失業不安など配慮。比例負   3.10 NM29 

             担引き上げ限界。大竹文雄・大阪大学教授（経済教室） 

      3.10   「物価スライド」例外設ける対案。民主、年金改革で                                     3.11 AM4 

      3.10   年金保険料、給付に限定。使途巡り与党合意。徴収事務費、税金から                       3.11 NM7 

      3.11   新年金制度２００９年度導入。財源用の消費税も創設。民主の「改革法案」、全容判明       3.12 AM3 

      3.12   消費税最高４％上げ。年金改革で民主対案骨格                                           3.12 NE2 

      3.12   １０兆円もの増税、国民受け入れぬ。民主党の年金改革案に首相見解                       3.13 MM5 

      3.12   年金目的の消費税新設。民主、来週にも法案提出へ                                       3.13 TM2 MM5 

                                                                                                 YM4 

      3.13   年金、道路、金融…民主、対案で論戦挑む。参院選控えアピール                           3.13 NM2 

      3.14   年金改革法案「ベストでない」、青木自民党参院幹事長                                   3.15 NE2 

      3.16   年金保険料上限、毎年上げ可能に。政府、高所得者・企業に負担増                         3.16 NM5 

      3.16   年金支給年齢、再引き上げも。２０１３年以降で首相                                     3.17 TM2 

      3.16   年金給付水準、厚労省が試算、少子化進めば４６％                                       3.17 NM5 

      3.16   年金目的消費税「望ましくない」、政府税調会長                                         3.17 NM5 

      3.16   出生率低下の場合、年金給付水準５０％割れ。厚労省が試算                               3.17 MM1 

      3.17   （どうする年金／第３部・私の年金論－上－）慶応大学教授・榊原英資氏、基礎年金部分を   3.17 MM3 

             税方式に。堀勝洋・上智大教授、負担合意得やすい保険料 

      3.17   民主の年金対策案、保険料率上げ見送り。月内審議応じず                                 3.18 NM2 

      3.18   （どうする年金／第３部・私の年金論－中－）経済同友会副代表幹事・渡辺正太郎氏、「官   3.18 MM3 

             から民へ」の実践図れ。一橋大学教授・高山憲之氏、払った保険料、確実に戻せ 

      3.19   与党の協議機関乱立。年金、造反押さえ込み。防衛省昇格、自公で駆け引き                 3.19 TM2 

      3.19   国民年金、高所得世帯も保険料未納。２００１年度、１０００－１２００万円で１２％       3.19 TE1 

      3.19   年金給付水準５４％試算。民主の改革推進法案                                           3.19 YE2 

      3.20   年金０．３％減案、衆院委で可決                                                       3.20 AM3 

      3.21   国民年金、１７年ぶり赤字、２００２年度。支出、１０年で、１．４兆円増                 3.21 AM1 

      3.21   年金改革、８３％が政府案に不安。保険料上げ、６８％反対。全国世論調査                 3.21 TM1 

      3.21   基礎年金財源、消費税を想定。自公の政調会長明言                                       3.22 AM3 

      3.23   年金給付額０．３％減額へ。特例法案が衆院通過                                         3.24 YM3 

      3.23   団塊の老後、数万人追跡。厚労省、１０～１５年かけ。年金・医療費、負担大きく           3.23 AM1 

      3.23   民主、「べたなぎ」国会に危機感。年金改革で徹底抗戦へ。「抵抗野党」嫌う若手も         3.23 MM5 

      3.23   （追跡・年金改革）働く６０代、やる気出る？厚生年金、給付一律２割カット廃止。減額緩   3.23 YM24,25 

             和、まだ余地。超高齢時代、活力維持に課題。米はすでに原則撤廃（安心の設計） 

      3.23   民主､年金で審議拒否も辞さず。｢抵抗野党｣鮮明に。物価スライド年金減額､特例案衆院通過   3.24 TM2 

      3.23   納付時効延長、首相が「検討」。国民年金                                               3.24 AM2 

      3.23   参院選協力、「年金法案成立を」。公明、自民に条件示唆                                 3.24 AM4 

      3.23   年金改革法案、民主､対応バラバラ。菅代表･岡田幹事長、強硬論。野田国対委員長、反発も   3.24 YM4 

      3.23   公明党、民主の年金制度改革案に反論文                                                 3.24 YM4 

      3.24   障害年金、受給に「壁」。集団訴訟、きょう判決。元学生、任意時未加入、救われず。「３   3.24 AM22 

             号」主婦、要件満たさぬ長い空白。初診日の確定に難しさ 

      3.24   年金改革、国会論戦へ。政府案、「２階建て」維持。民主案、個人単位一本に               3.25 AM4 
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      3.24   学生時に障害、無年金で放置は違憲。東京地裁判決、国に１５００万円賠償命令             3.25 NM2,42 

                                                                                                 AM1 

      3.25   在日外国人や主婦含め対応。無年金問題で厚労相                                         3.25 NE18 

      3.25   法で無年金障害者救済。「違憲」判決受け、与党、今国会に提出                           3.26 TM1 YE2 

      3.26   年金改革法案審議入りへ。制度不信ぬぐう論戦を（ニュースなるほど）                     3.26 NE3 

      3.26   重要法案審議、「年金」与野党激突へ。有事関連、修正協議が焦点に                       3.27 MM5 

      3.27   （税と社会保障／ゆがむ境界－下－）保険料徴収で連携。組織抜本見直し棚上げ             3.27 NM5 

      3.27   無年金障害者に手当。特措法案提出へ。月３万、違憲判決受け                             3.28 YM2 

      3.27   小泉首相「年金一元化望ましい」。民主に協議呼びかけ                                   3.28 TM1,2 

                                                                                                 AM2 YM2 

      3.28   （どうする年金）民主の対案難航。来月国会審議､負担増明示に苦慮｡自公が改革推進チーム   3.28 MM2 

      3.28   具体的な年金改革論議を重ねよ（社説）                                                 3.28 NM2 

      3.28   首相の「年金一元化」発言に慎重論。与党「非現実的だ、真意は？」。民主「協議より抜本   3.29 MM2 NM2 

             改革案」                                                                            TM2 

      3.29   年金一元化、首相前向き。法案成立前提「民主と協力も」                                 3.29 AE2 NE2 

      3.29   年金一元化、実現には課題山積。所得把握が最大の難関（スコープ）                       3.30 TM2 

      3.29   無年金障害者問題、年金財源で救済、超党派議連決議                                     3.30 AM2 NM2 

      3.29   「年金保険料据え置きで」民主党枝野幸男政調会長                                       3.30 NM2 

      3.29   年金一元化構想、与党内に波紋。首相、民主に協議呼び掛け。警戒強める公明。自民、審議   3.30 NM2 

             へ影響懸念。首相「協議は政府案成立後」 

      3.30   厚労相「年金一元化、実現には時間」                                                   3.30 NE2 

      3.30   年金審議、直前に一石。首相「一元化」前向き発言。「先送り？」危ぶむ与党。「我が主張」 3.30 AM1,3 

             勢いづく民主党。厚労省、真意読めず（時時刻刻） 

      3.30   年金審議、民主、応じる方針。あすの衆院本会議、「政府内不一致」追及                   3.31 AM2 

      3.31   年金額改定特例法が成立                                                               3.31 NE2 

      3.31   民主年金案、「保険料率は据え置き」。財源に消費税、専業主婦は個人単位                 4. 1 MM3 

      4. 1   年金改革、民主、対案作りに苦心。実務者案、公約と差                                   4. 1 AM4 

      4. 1   年金改革案、衆院で審議                                                               4. 1 AE2 

      4. 1   本質論議か法案成否か。年金改革審議、争点の軸に                                       4. 2 AM2 TM3 

      4. 1   年金抜本改革で応酬、法案審議入り。民主「審議前から見直し論」、一元化発言貫く。首相   4. 2 NM2 

             「実現には相当の期間」、法案と矛盾せず。「消費税当初の３％上乗せ」、民主、対案を了承 

      4. 1   年金抜本改革、法律で約束を。塩川前財務相ら要請                                       4. 2 NM5 

      4. 1   年金法案と矛盾せぬ。首相、一元化発言で強調。衆院本会議                               4. 2 TM1 

      4. 2   国による国のための年金／国民・厚生年金３８％、国家公務員共済７％。株の運用…差は歴   4. 2 TM24 

             然。リスクの対価、累損６兆円。恩給法継ぐ特典もアリ。年２４４万円支給…でも公務員は 

             １２万円乗せ。支払い２８年で受給３８ 

      4. 2   年金一元化、所得捕捉カギ。主婦層の負担増も壁に                                       4. 2 NM5 

      4. 2   年金改革、民主が全面対決。首相の「一元化」巡り紛糾。衆院審議、拒否の構え             4. 2 AE1 NE1 

      4. 2   年金一元化「自営業、負担５倍にも」。民主の改革案に自民が反論文書                     4. 3 AM4 

      4. 2   年金改革、民主強硬、補選を意識。欠席戦術、先行き不安も                               4. 3 AM4 MM2 

      4. 3   （どうする暮らしの安心／第２部・年金再設計②）二兎追う政治、またも                   4. 3 YM1,2 

      4. 4   （どうする暮らしの安心／第２部・年金再設計③）「５０％給付」信じていい？             4. 4 YM1,2 

      4. 4   （安心生活）国民年金、みんな同額？年金受給は西高東低。最大１万円の差。繰り上げ選ぶ   4. 4 NM7 

             と額減少 

      4. 5   年金改革関連法案、難産濃厚。神崎代表「修正もある」                                   4. 5 YM2 

      4. 5   民主年金対策、給付は現役の５０％                                                     4. 6 NM2 

      4. 6   (どうする暮らしの安心／第２部･年金再設計④)税金投入は魔法の杖？使い道に知恵絞る時   4. 6 YM1 

      4. 6   民主年金案決まる。国民・厚生・共済一元化。年金目的の消費税３％。｢２階建て｣２００９   4. 7 AM3 NM1 

             年度から                                                                           TM1 
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      4. 6   年金法案の民主対案、給付、政府案と同水準。「保険料増えない」強調。参院選を意識       4. 7 NM3 

      4. 7   民主党の年金改革対案、「給付５０％」根拠あいまい。保険料負担「据え置き」強調         4. 8 MM2 

      4. 7   年金改革で民主、対案を決定。目的消費税は３％                                         4. 8 MM1 

      4. 8   （どうする暮らしの安心／第２部・年金再設計⑤）「正社員もう雇えない」。「企業負担」   4. 8 YM1,2 

             真剣な議論を 

      4. 8   民主、年金対案を国会に提出                                                           4. 8 NE2 

      4. 9   年金改革／民主案は手掛かりになる（社説）                                             4. 9 AM3 

      4. 9   首相、「一元化」発言後退。国会の年金審議が再開。政府案「バランス」／民主案「公平」   4.10 AM4 

      4. 9   社会保険庁の職員の事故、賠償にも年金保険料。１５件で１８００万円。大半は不注意       4.10 TM3 

      4. 9   衆院委、年金法案論戦スタート。「一元化」めぐり応酬。給付財源／与党、現役保険料で。   4.10 NM7 

             民主、消費税上げを。自営業者の扱い課題に 

      4. 9   議員年金、第三者機関で検討                                                           4.10 NM2 

      4. 9   年金改革法案、論戦の詳報／衆院本会議・民主五十嵐氏、「消費税」理解得られる。民主枝   4.10 YM12 

             野氏、首相の「一元化」発言は矛盾。厚生労働委員会・首相、政府案が抜本改革案。自民鴨 

             下氏、民主案には数字がない 

      4.10   （どうする暮らしの安心／第２部・年金再設計⑥）主婦の生き方、多様化。働く意欲、奪わ   4.10 YM1,2 

             ぬ制度に 

      4.11   年金審議／厚労省は一元化の試算を（社説）                                             4.11 MM5 

      4.13   年金目的消費税の検討を｡ツケ先送りを回避。受給者や団塊世代も負担｡高山憲之一橋大教授   4.13 NM28 

      4.13   （どうする暮らしの安心／第２部・最終回・年金再設計⑦）加入意欲高めるには…。党派超   4.13 YM1,2 

             え協議と合意を 

      4.13   年金・医療・介護、一体見直し。重複給付を是正。負担の不均衡回避。財政審が検討         4.14 NM5 

      4.15   （年金一元化／政府案ＶＳ．民主案－上－）給付／現行方式か所得比例か                   4.15 NM5 

      4.15   （年金を問う／第４部･さまよう企業①）４０００人への脱退勧告。過去を清算､給付にメス   4.15 NM1 

      4.16   年金法案、与党、審議日程を決定。民主抵抗、衆院委を「封鎖」                           4.17 AM4 

      4.17   （年金を問う／第４部・さまよう企業②）１１万人分の「間違い探し」。「蜜月」一転、官   4.17 NM1 

             民に亀裂 

      4.18   年金、５０代は「恵まれている」？「お得」度は計算法次第。４０代は元本割れも。障害・   4.18 NM9 

             遺族年金は若者にメリットも（安心生活） 

      4.19   年金一元化問題、自民、民主責任者に聞く／与党年金制度改革協議会座長・大野功統氏、現   4.19 TM2 

             状では政府案がベスト。民主党「次の内閣」厚労相・古川元久氏、消費税活用し不公平解消 

      4.20   小泉内閣３年「評価」６２％。年金・景気、低い評価。朝日新聞世論調査                   4.20 AM1 

      4.20   年金改革、審議よそに駆け引き。採決を急ぐ与党、公聴会抜きに懸念も                     4.20 MM5 

      4.20   基礎年金、給付上限、８万円に。社民改革案固める。法人課税も財源                       4.21 MM5 

      4.21   （追跡・年金改革）モデル年金／専業主婦世帯を想定                                     4.21 YM25 

      4.21   年金目的消費税、与党「６．６％必要」。民主案に反論                                   4.21 YE2 

      4.21   年金改革政府法案、「連合案が一番近い」。厚労相、歩み寄り姿勢示す                     4.22 NM7 

      4.22   「抜本改革必要」の声。年金改革参考人質疑、協議機関設置の要望も                       4.23 YM4 

      4.22   年金４８０兆円財源不足。２１００年までに。厚労省が試算公表                           4.23 YM2 TM3 

                                                                                                 NM7 AM2 

      4.22   年金法案、２８日にも採決。与党、６日衆院通過狙う                                     4.23 AM4 

      4.22   年金負担増なお注文。衆院委、参考人質疑。１５％が限界／民主案に連合も距離             4.23 NM7 

      4.23   消費税６％引き上げにも。神崎氏、民主年金案で指摘                                     4.24 TM2 

      4.24   審議不十分な年金改革法案（社説）                                                     4.24 NM2 

      4.25   年金改革審議／非難合戦より合意形成の努力を（社説）                                   4.25 YM3 

      4.25   自民、衆院３補選全勝。年金法案成立強まる。民主、無党派対策空振り                     4.26 AM1 

      4.26   社会保障全体の見直し、首相、前向き姿勢。連合など要請に                               4.26 AE2 NE1 

      4.27   社会保障負担、２０年後、１５５兆円に倍増。年金・医療、給付膨らむ。国民所得の２９％   4.28 NM1 

             に。厚労省試算 
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      4.27   「年金維持できるのか…」同友会代表幹事。社会保障の一体改革訴え。経済界が連日の要望   4.28 NM5 

      4.28   年金法案、衆院厚労委、与党が単独可決。連休明け衆院通過へ                             4.29 NM1 MM1 

                                                                                                 AM1,4 

      4.29   採択強行と未納／年金不信はここに極まった（社説）                                     4.29 MM5 

      4.29   年金改革／これでは国民が怒る（社説）                                                 4.29 TM5 

      4.30   年金改革は超党派で改めて議論せよ（社説）                                             4.30 NM2 

      4.30   （年金を問う／法案審議の忘れ物－上－）財政シナリオ、不信招く                         4.30 NM2 

      4.30   （年金を問う①）制度の大枠／現行維持か一元化か。自民「所得比例は困難」。民主「政府   4.30 YM4 

             案は不公平」 

      5. 1   （年金を問う－下－法案審議の忘れ物）社会保障、見えぬ全体像                           5. 1 NM5 

      5. 1   厚生年金改革、「現役の５割」最初だけ。１～１２年で４割台                             5. 1 AM1 

      5. 2   年金問題打開めざし政府・与党、協議会構想、前面に。参院選挙争点ぼかす狙い。抜本改革   5. 2 NM2 

             論議呼びかけ 

      5. 2   年金給付水準「５０％以上」。受給後、全世代維持できず。改革法案、厚労省が試算。現役   5. 2 NM3 

             世代の負担抑制で 

      5. 3   わからぬ年金、窓口渋滞。加入している？いくらもらえる？５時間半待ち、相談２０分       5. 3 AM1 

      5. 4   （論陣論客）年金審議大詰め／古川元久氏・民主衆院議員、制度一本化で不信払拭。坂口力   5. 4 YM10,11 

             厚労相、「所得再分配」の助け合い 

      5. 4   （年金を問う／データを読む－上－）誤算続きの出生率                                   5. 4 NM3 

      5. 5   年金受給、仕組みや規則、進まぬ理解。２５年加入必要、４割が知らず。納付実績、全員通   5. 5 AM1 

             知へ。国民年金加入者社会保険庁調査 

      5. 6   年金改革３党合意、一元化なおハードル。玉虫色決着否めず。抜本改革論議の岐路に         5. 7 AM4 NM3 

      5. 6   年金一元化検討で合意。与党・民主「２００７年めど結論」                               5. 7 AM1 TM1 

                                                                                                 NM1 

      5. 7   年金未納が合意後押し。民主「国民の信頼失う前に」。与党、参院選への影響心配…。今国   5. 7 YM3,4 

             会成立へ（スキャナー） 

      5. 7   （年金を問う／データを読む－下－）社会構造の変化、減額要因に                         5. 7 NM5 

      5. 7   「年金一元化は困難」。坂口厚労相、「合意」に見解                                     5. 7 AE2 

      5. 7   「現役時代」の５０％確保。坂口厚労相、年金給付水準で新解釈                           5. 8 AM4 

      5. 7   小泉首相「年金一元化、課題多い」。衆院厚生委、異例の補充質疑                         5. 8 YM2 

      5. 8   福田長官辞任／年金改革の実現こそ政治の責任（社説）                                   5. 8 YM3 

      5. 8   小泉政権の中枢を痛撃した年金不信（社説）                                             5. 8 NM2 

      5. 9   年金改革合意の実現に真剣に取り組め（社説）                                           5. 9 NM2 

      5. 9   年金／世帯の形で大きな違い。専業主婦ほんとに有利？「モデル」合致、ほんの一握り       5. 9 NM9 

      5.10   税と保険料、徴収一元化も。与党年金協座長が示唆                                       5.11 NM5 

      5.10   民主・菅代表が辞任。新代表週内選出。年金合意は了承。年金法案きょう衆院通過           5.11 NM1 AM1 

      5.11   年金平均給付額の差、公務員と会社員、最大月９万円超                                   5.11 AE2 NE2 

      5.11   年金、参院審議へ。「一元化」位置付け争点。野党「法案の欠陥、徹底追及」               5.12 YM2 

      5.11   年金法案衆院通過、同友会代表幹事が批判                                               5.12 NM7 

      5.11   年金、衆院通過、財源再考も。「一元化」の形が「額」を左右。具体論進まぬ恐れ           5.12 YM9 

      5.12   年金法案衆院通過／見切り可決は納得できない（社説）                                   5.12 MM5 

      5.12   年金改革「同床異夢」｡｢一元化｣異なる定義。合意の真意､消費税増税？空洞化など積み残し   5.12 AM2 

      5.12   年金法案、参院で審議入り。首相、一元化に期待                                         5.12 TE2 

      5.12   年金改革審議／抜本改革で不信の連鎖を断て（社説）                                     5.12 YM3 

      5.12   「皆年金」の限界露呈。未納続出、税方式が課題に。年金法案衆院通過（年金を問う）       5.12 NM3 

      5.12   年金改革／すべてはこれからだ（社説）                                                 5.12 AM3 

      5.12   年金改革／まず政治家自ら制度学べ。塩川正十郎東洋大総長（論点）                       5.12 YM12 

      5.12   賃金上がれば、国民年金保険料、２０１７年度２万８６０円。厚労相、試算明らかに。計画   5.13 NM5 

             より３９６０円増 
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      5.13   ２００２５年度の社会保障費、年金改革成立なら国民所得の２９％に                       5.13 AM10 

      5.13   年金一元化論議、焦点を聞く。高山憲之一橋大教授／国民不信の解消から。支払っただけも   5.13 AM15 

             らえる仕組みに。堤修三前社会保険庁長官／世代代表合意の場を。制度根づき大規模な変更 

             は困難 

      5.13   （永田町インサイド）年金改革、ひるむ社労族。消えぬ「国民福祉税」の悪夢。負担先送り   5.13 NE5 

             の繰り返し 

      5.13   「年金支給開始年齢、上げを」。高齢者の雇用促進。ＯＥＣＤ閣僚理で一致                 8.14 NE2 

      5.14   社保事務所。年金相談３時間待ち。「未納」で関心アップ                                 5.14 YE4 

      5.14   社会保険料・税プラス財政赤字／潜在的国民負担、２０２５年度５６％に。厚労省が試算。   5.15 NM4 

             政府目標の「５０％程度」突破 

      5.15   小沢民主党／三党合意を反故にするのか（社説）                                         5.15 YM3 

      5.16   年金未加入、首相の説明、「納得できぬ」５２％。今国会成立反対７０％。内閣支持率４５   5.17 AM1,3 

             ％。朝日新聞世論調査 

      5.16   ｢年金法案見送りを｣６７％。全議員の納付状況､７８％が公開求める｡共同通信電話世論調査   5.17 TM1 

      5.16   年金法案の今国会成立、６２％「見送りを」。首相再訪朝、７３％賛成。内閣支持率４ポイ   5.17 MM1 

             ント減。イラクへの自衛隊派遣、賛否逆転「反対」５０％。毎日新聞世論調査 

      5.17   年金改革法案の今国会成立を強調。小泉首相                                             5.17 TE2 

      5.17   小沢氏、民主代表を辞退。年金６年間未加入が判明。新代表に岡田氏                       5.18 NM1 AM1 

                                                                                                 MM3 

      5.18   年金法案、民主、廃案めざす。岡田新代表、３党合意、事実上撤回                         5.19 NM1 MM1 

                                                                                                 AM1 

      5.19   岡田民主党／三党合意の推進は新代表の責務（社説）                                     5.19 YM3 

      5.19   民主新執行部、年金法廃案シフト。選対委員に４０歳玄葉氏                               5.20 AM2,4 

      5.20   年金改革ケーススタディー／給付と負担こう変わる。年収８００万円の５０歳サラリーマン、 5.20 NM6 

             １４年連続で負担増。フリーターの２２歳息子、最長１０年の保険料免除。届け出忘れのあ 

             った６３歳専業主婦、国民年金減少、 

      5.20   林正和財務次官、年金・税の一元徴収難色                                               5.21 NM5 

      5.21   未納・未加入／払いたくなる年金制度に。高山憲之一橋大学教授                           5.21 YM13 

      5.21   年金法案の廃案、民主が方針確認                                                       5.22 NM2 

      5.22   厚生年金給付額、旧３公社は高額。月額で平均より４万円                                 5.22 AE3 

      5.25   年金法案、今国会成立「反対」６１％。自民支持層でも過半数に                           5.25 NM2 

      5.25   年金「抜本改革を」７１％。制度「信頼せず」最悪７０％。読売新聞世論調査               5.25 YM2,4 

      5.25   年金法案「今国会見送り」５８％。１週間前より４ポイント減。日経新聞世論調査           5.25 MM5 

      5.25   年金番号、７００万人重複付与可能性。一本化進まず受給減る恐れも                       5.26 AM1 

      5.26   国民年金保険料／賃金上昇反映すると、２０１７年度月額１万６９００円のはずが…２万    5.26 YM1 

             ８６０円 

      5.26   保険料固定は困難。厚労相、厚生年金保険料の再引き上げ言及                             5.26 MM1 

      5.26   （追跡・年金改革／識者に聞く－中－）堀勝洋・上智大学教授／厚生年金の対象拡大を。現   5.26 YM23 

             行体系は当面維持 

      5.26   自民「年金一元化を検討」。参院選に向け公約原案                                       5.27 AM4 

      5.27   公的資金注入新法、廃案危機。「年金未納」で国会空転、ペイオフ全面解禁影響も           5.27 TM9 

      5.27   給付水準維持に保険料引き上げも。厚労相                                               5.28 TM2 

      5.27   年金法案、浅い議論。参院での審議終盤。「未納」で攻防、説明も不足                     5.28 AM4 

      5.28   年金受給額、毎年目減り。７５歳時点で月１万６０００円。４７歳以上に影響。厚労省試算   5.28 NM1,5 

                                                                                                 AM1 

      5.29   分割時の年金、離婚前に目安。社会保険庁、２００６年秋メド                             5.29 NM5 

      5.30   社保庁改革／税と保険料の徴収一元化を図れ（社説）                                     5.30 YM3 

      5.30   年金法案、与党強行採決なら、３党合意「消える」。民主幹事長                           5.31 AM2 

      5.31   年金給付５０％割れ、政府説明に首相「問題ない」                                       6. 1 AM4 
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      5.31   年金改革法案に賛否。参院公聴会、一元化はほぼ全員賛成                                 6. 1 YM4 

      6. 1   年金廃案へ民主思惑。首相の疑惑、攻めきれず。不信任案、時期探る                       6. 1 AM4 

      6. 2   年金法案、与党、４日の成立確認。会期延長せず。野党は廃案で連携                       6. 2 ATE2 

      6. 2   基礎年金、１５年で１割目減り。厚労省試算。月額６万円割る                             6. 2 NM1,5 

      6. 2   年金、月５万円「最低保障」。参院選公約、共産が発表                                   6. 3 AM4 

      6. 3   年金の価値、１３％目減り。物価上昇、年１％なら。厚労省、１９年後を試算               6. 3 AE1 

      6. 3   年金法案、参院委で可決。自公、採決を強行。４日成立目指す。野党は問責案               6. 4 AM1,3 

                                                                                                 TM3 NM1,3 

      6. 4   「年金」強行採決／「１００年安心」誰も信じない（社説）                               6. 4 MM5 

      6. 4   年金法成立へ／抜本改革を誰に託す（社説）                                             6. 4 AM3 

      6. 4   年金法案、採決ずれ込む。野党、牛歩で抵抗                                             6. 5 AM1 

      6. 5   年金法案、抜本改革へ難題ばかり。一元化、与野党にズレ。社会保障全般見直し急務      6. 5 YM3 

      6. 5   年金抜本改革案作りを早急に始めよ（社説）                                             6. 5 NM2 

      6. 5   年金採決混乱／選挙への思惑が封じた抜本論議（社説）                                   6. 5 YM3 

      6. 5   年金改革、３党合意、崩壊の瀬戸際。一元化協議、棚上げへ                               6. 5 NM3 AM4 

      6. 5   年金公変わる／保険料固定、見直しの可能性。給付水準・５０％超はモデル世帯のみ。女性   6. 5 YM10 

             ・離婚時に厚生年金分割。在職者・働く意欲に配慮。国庫負担・財源論議は改めて。免除・ 

             低所得者免除、４段階で。ポイント制・ 

      6. 5   年金改革法が成立。徹夜の攻防、与党賛成多数。民・社欠席し採決。参院本会議。副議長が   6. 5 NE1 AE1 

             散会宣言、議長が無効に 

      6. 5   年金改革、負担増、給付は減。共働きや単身世帯「下限５０％」割る                       6. 5 ME2 

      6. 5   年金改革法成立。課題残した「暫定改革」。社会保障、全体像描けず                       6. 6 NM3 

      6. 6   年金改革法成立。財源・未納対策、先送り。給付の前提に不安（時時刻刻）                 6. 6 AM2 

      6. 6   年金法成立／立ち止まらず抜本改革を進めよ（社説）                                     6. 6 YM3 

      6. 6   年金保険料、上限下げも。「１５％」２００７年度めど。厚労相、早くも改革法再検討示唆。 6. 7 NM3 

             政労使で財源見直し詰め 

      6. 8   ２００３年度高齢社会白書閣議決定。６５歳以上、２４３１万人                           6. 8 AE2 

      6.10   出生率１．２９。年金改革法“誤算”。２００３年「想定１．３２」下回る                 6.10 YM1 AM1 

                                                                                                 TE1 ME1 

      6.10   年金改革法／情報後出し揺らぐ根幹。「１．２９の衝撃」火消しに躍起。厚労省、指標見直   6.11 AM2 

             し、「支え手」２人台低下も(時時刻刻） 

      6.10   社会保険庁廃止し「歳入庁」。３％の年金目的消費税。参院選へ民主マニフェスト           6.11 AM2 

      6.11   岡田代表色、随所に。民主党参院選マニフェスト、年金・地域再生など柱                   6.11 AM4 

      6.11   （年金を問う）出生率、最低の１．２９。年金改革、出はなくじく。給付確保、揺らぐ根幹。 6.11 MM3 

             活力回復へ「意味ある対策」を 

      6.11   日米の社会保険料、二重払いを解消。協定実施法成立。日韓の年金も                       6.11 NE1 

      6.11   民主、マニフェスト各論公表、「子ども家庭省」設置、女性天皇容認、追加                 6.12 AM2 

      6.12   民主復調、自民不振。年金｢痛みわけ｣一転。参院選関心なお低迷。厳しい世論､与党に焦り    6.12 AM2 

      6.14   内閣支持率、１２ポイント減４６％。年金法、７割評価せず。毎日新聞世論調査             6.14 ME1 

      6.15   内閣支持低下５４．７％。景気・年金、現状に不満。読売新聞世論調査                     6.15 YM1,2 

      6.15   年金個人情報、閲覧カード過剰発行。社会保険庁職員を１万枚上回る。暗証設定せず         6.16 AM1 

      6.17   与党が共通公約。年金一元化、全く触れず                                               6.18 AM4 

      6.17   首相会見。年金見直し、政府協議機関。来月設置、税金投入など検討                       6.18 NM1,2 

      6.17   社会保障で協議機関。経済界、労働界の参加得ながら政府設置。首相表明                   6.18 MM2 AM2 

                                                                                                 NM5 

      6.18   （参院選、日本の選択・２０１０年からの問い）年金制度、世代間対立、鮮明に。高齢者と   6.18 MM2 

             大学生１００人アンケート、改革への評価低く 

      6.18   年金制度改革が残した課題／保険料か税、性格を明確に。ご都合主義に不信。実態は「税」   6.18 NM31 

             の色彩強まる。西沢和彦日本総研主任研究員（経済教室） 
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      6.18   民主党、年金制度を一元化、マニフェスト発表。財源、消費税上乗せ                       6.18 NE1 

      6.18   年金目的消費税、税率は明記せず。民主、政権公約を発表                                 6.19 TM2 

      6.20   参院選挙立候補予定者、読売新聞アンケート／「年金見直し争点」７３％。９条改正、集団   6.20 

             的自衛権行使、自公に隔たり。厚生・共済・国民年金一元化、自民、賛否二分              YM1,2,11 

      6.22   社会保障改革、明確に示せ／参院選控え広井良典・千葉大教授に聞く。低成長下の分配が課   6.22 AM13 

             題。欧州型か米国型か。負担増、先送りの歴史、制度ゆがみ後生にツケ 

      6.22   出生率１．２９、年金法成立前に把握。厚労省、発表は１７日後                           6.22 NE1 

      6.22   年金改革法、条文ミス。支給根拠不明確に。厚労省が対策へ。このままで上乗せ年金もらえ   6.23 AM1 ME5 

             るの？                                                                              AE2 

      6.25   年金選挙／本気の政党はどこか（社説）                                                 6.25 AM3 

      6.28   内閣不支持４３.５％、支持を上回る。｢年金｣｢イラク」対応に不満。読売新聞臨時世論調査   6.28 YM1,2 

      6.28   社会保障見直し協議機関、政府税調のメンバーも参加                                     6.28 NM2 

      6.28   退職後の備え、「政府信頼」日本は０％。米社、１２カ国・地域調査                       6.28 AM3 

      6.29   将来像見える具体的な年金改革論議を（社説）                                           6.29 NM2 

      6.30   国会議員、所得公開、１２５人に年金収入。数百万円の給付も                             6.30 NE23 

 

【その他年金制度改革】 
 

〔共済年金〕 

 

 2003年 

      6.30   国と地方の公務員共済、保険料率一本化へ。２００９年に。財政悪化に歯止め               7. 1 YM1 

     10. 6   共済年金見直しに着手。財政審                                                        10. 7 NM5 

     11. 4   公務員優遇の年金制度。身内の改革は手つかず。秘密は「職域加算」、サラリーマンに不公  11. 4 YM18,19 

             平感。引退の国会議員、在職１０年、６５歳から年４１２万円。不足分は税金で補てん 

     12. 2   （年金を問う／第２部・改革ちぐはぐ④）店ざらしの官民統合。消えぬ格差、新たな不安    12. 2 NM1 

     12.10   公務員の共済年金を点検／上乗せ部分に官民格差。財政難でも有利な受給                  12.10 AM23 

     12.11   三位一体、補助金削減決着。１兆円「数字合わせ」。厚労省／「生活保護」は先送り。文科  12.11 YM3 

             省／「教員退職手当」粘り勝ち。大きな不安、地方に残す。税源移譲５０００億／福祉や教 

             育２１００億、教職員共済費２３００億 

 

 2004年 

      2. 3   「厚生」「共済」統合を検討。年金改革、与党合意文書に明記へ                           2. 4 YM2 

      2. 4   年金給付「５割以上」明記。「パート」、共済統合、５年後に先送り。与党が改革合意文書   2. 5 NM5 

      2. 4   共済年金も改正へ                                                                     2. 5 AM1 

      2. 6   共済・厚生年金「早期一本化を」。厚労相                                               2. 7 AM11 

      2.12   国家公務員年金も保険料引き上げへ                                                     2.13 YM11 

      2.17   適格年金から中退協、移管資産の制限を撤廃                                             2.17 NM5 

      2.20   共済年金改正法案を 閣議決定。「国」と「私学」                                       2.20 TE2 

      3.29   郵政公社、社宅など建設の借金、１９００億円繰り上げ償還。金利分２７００億円節約       3.30 MM2 

      4. 2   国による国のための年金／国民・厚生年金３８％、国家公務員共済７％。株の運用…差は歴   4. 2 TM24 

             然。リスクの対価、累損６兆円。恩給法継ぐ特典もアリ。年２４４万円支給…でも公務員は 

             １２万円乗せ。支払い２８年で受給３８ 

      4. 2   地方公務員共済連、あいまいな「対等合併」には反対。議決権行使に指針                   4. 2 NM1 

      4. 6   民主年金案決まる。国民･厚生･共済一元化。年金目的の消費税３％。「２階建て」２００９   4. 7 AM3 NM1 

             年度から                                                                           TM1 

      5. 9   地方議員年金、６９４億円赤字。３共済加入者減。合併も要因                             5. 9 MM1 

      5.11   年金平均給付額の差、公務員と会社員、最大月９万円超                                   5.11 AE2 NE2 

      5.22   厚生年金給付額、旧３公社は高額。月額で平均より４万円                                 5.22 AE3 
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      6.10   民間からの大臣、共済年金義務化。政府、未納対策に                                     6.11 AM4 

      6.14   共済年金改正２法成立。地方公務員共済年金、私立学校教職員共済年金                     6.15 TM3 

      6.19   （株式会社立学校の課題－上－）私学助成や税制優遇を。共済加入できぬ教職員。事業者参   6.19 NM29 

             入妨げる壁なお。朝日塾中学学園長・鳥海十児（教育） 

      6.20   参院選挙立候補予定者、読売新聞アンケート／「年金見直し争点」７３％。９条改正、集団   6.20 

             的自衛権行使、自公に隔たり。厚生・共済・国民年金一元化、自民、賛否二分              YM1,2,11 

      6.21   社会保険庁、年金５００人分、二重払い。ＪＲやＮＴＴ、旧４共済加入者。返還求める方針   6.22 AM3 

 

 

〔議員年金〕 

 

 2003年 

     10.22   議員年金、点検してみた。在職１０年で試算、国民・厚生年金より有利。目立つ疑問の声、  10.22 AM23 

             「特権的支給は理不尽」。議員側の対応、政党尻込み進まぬ改革 

 

 2004年 

      1.14   支給の６７％を国が負担。「議員年金」見直しへ。与野党合意                             1.15 AM4 

      1.16   議員年金問題、第三者機関で。与野党合意                                               1.17 TM12 

      1.19   優遇批判に「自ら襟正す」。議員年金改革、「重い腰」やっと。第三者機関で論議へ。参院   1.19 TM2 

             選向けポーズ？（スコープ） 

      1.28   議員年金廃止へ法案。民主有志『役割終え単なる特権』                                   1.29 TM2 

      2. 6   民主、議員年金廃止を検討                                                             2. 7 NM2 

      2.11   議員年金、「優遇」批判に見直し機運。参院選向けポーズの見方も                         2.11 MM5 

      2.13   衆院制度協、議員年金見直し一致。自民・民主若手にも動き                               2.14 AM4 

      2.13   議員年金見直し、４月にも第三者機関。公設秘書制度は来月結論                           2.14 NM2 

      2.22   国会議員年金／自分だけ「手つかず」では通らない（社説）                               2.22 YM3 

      3.13   議員年金改革、はや失速。自民・民主、ベテラン抵抗                                     3.13 AM4 

      3.16   議員年金見直し、自民総務会反発。『若い民主党、年配者に配慮足りぬ』                   3.17 TM2 

      3.18   「議員年金廃止を」。自民若手、執行部に提言へ                                         3.19 MM5 

      3.23   「自分の痛み」はちょっぴり。議員年金、各党が改革案。退職金移行「長老」に配慮。一元   3.23 TM2 

             化後廃止、事実上先送り（スコープ） 

      4. 4   最高で年７４２万円、税負担７割も。議員年金、改革機運！？各党、参院選向けアピール     4. 4 YM4 

      4. 6   小泉首相、議員年金全廃を表明。「今国会で」自民に指示                                 4. 7 MM1,2 

                                                                                                 TM1 AM3 NM2 

      4. 7   議員年金廃止「首相の個人的考え」。与党、正式指示なし、と確認。年金法案、野党欠席で   4. 7 TE2 AE2 

             審議入り。首相は「今国会成立」強調。官房副長官、「総裁の立場で党への指示」 

      4. 8   難しい？銀年金廃止。首相発言で波紋、与野党、異論噴出                                 4. 8 YM2 AM4 

      4. 8   議員年金「手放せぬ」。ベテランら「老後の支え必要」。１０年勤続…年４１２万円         4. 8 AM39 

      4. 8   難しい？議員年金廃止。首相発言で波紋、与野党、異論噴出                               4. 8 YM2 AM4 

      4. 9   議員年金、第三者機関で検討                                                           4.10 NM2 

      5. 9   地方議員年金、６９４億円赤字。３共済加入者減。合併も要因                             5. 9 MM1 

      5.10   民主・菅代表が辞任。新代表週内選出。年金合意は了承。年金法案きょう衆院通過           5.11 NM1 AM1 

      5.14   未納全議員調査／議員年金「優遇」に安住。お粗末な実態露呈。「混同」「脱退」「移行せ   5.14 MM3 

             ず」。解決へ「一元化」論、自民にも賛同の声（クローズアップ２００４） 

      5.15   「議員年金は廃止」、公明・神崎代表が方針                                             5.16 NM2 

      5.31   民主、議員年金の廃止検討。参院選公約に。ベテラン反対必至                             6. 1 YM4 

      6. 1   議員年金廃止へ民主が意見集約                                                         6. 2 AM4 

      6. 7   議員年金見直し開始へ                                                                 6. 7 NM2 

      6.14   河村たかし氏ら民主党有志議員、議員年金廃止法案を提出                                 6.15 NM2 

  - １９７ - 



社会保障 

  2004年 

      6.16   未納対策法案、審議されず閉会。議員年金改革、初会合のみ                               6.17 AM4 

      6.30   議員歳費＋地方議会年金、ダブル受給、衆参４７人。引退後は「国会議員年金」も。国民年   6.30 YE1 

             金、重複受給も可能 

 

 

〔無年金問題〕 

 

 2003年 

    10.18   専業主婦の年金空白、期間問わず救済。次期改正で厚労相表明                            10.19 AM1 TM3 

                                                                                                 YM2 

     12.11   年金制度の谷間、障害者１２万人。任意加入時代に事故、学生ら生活困窮。支援団体、厚労  12.11 TE10 

             省に要望書提出 

 

 2004年 

      3.24   障害年金、受給に「壁」。集団訴訟、きょう判決。元学生、任意時未加入、救われず。「３   3.24 AM22 

             号」主婦、要件満たさぬ長い空白。初診日の確定に難しさ 

      3.24   学生時に障害、無年金で放置は違憲。東京地裁判決、国に１５００万円賠償命令             3.25 NM2,42 

      3.25   在日外国人や主婦含め対応。無年金問題で厚労相                                         3.25 NE18 

      3.25   法で無年金障害者救済。「違憲」判決受け、与党、今国会に提出                           3.26 TM1 YE2 

      3.27   無年金障害者に手当。特措法案提出へ。月３万、違憲判決受け                             3.28 YM2 

      3.29   無年金障害者問題、年金財源で救済、超党派議連決議                                     3.30 AM2 NM2 

      3.30   無年金訴訟、政府控訴へ。与党は救済法案、今国会に提出                                 3.31 MM1 

      3.31   無年金訴訟、政府控訴へ。障害者救済、別枠組で                                         3.31 AE1 

      4. 1   「無年金」救済で与党、障害基礎年金の６割支給で調整                                   4. 2 AM2 

      4. 2   「無年金」救済で民主、障害基礎年金の相当額を要望                                     4. 3 AM4 

      4. 5   政府・与党、「無年金障害者」問題、救済策の大枠合意                                   4. 6 AM3 NM2 

      4. 6   無年金障害者、月４～５万円軸に検討。救済案、与党が正式合意                           4. 6 AE1,2 

                                                                                                 TE1 NE2 

      4. 6   無年金障害者問題の違憲判決に政府が控訴                                               4. 7 AM3 

      5.28   無年金障害者に特別給付金支給。議員立法、今国会提出                                   5.29 YM4 MM5 

      5.30   無年金障害者、月４～５万円給付。救済策、来春導入めざす                               5.31 AM2 

      6. 1   無年金障害者、月４－５万円給付。来春から。自公、議員立法で検討                       6. 2 NM5 

      6. 7   無年金障害者の救済法案、月４－５万円支給。概要判明                                   6. 8 TM2 

      6. 9   無年金障害者、民主が救済法案。在日外国人らも対象                                     6.10 AM4 

 

 

【年金財政、徴収・運用】 
 

 2003年 

      7. 2   国民年金、未納者、差し押さえも。社会保険庁検討、強制徴収へ法改正                     7. 2 TM1 

      7. 2   国民年金、福岡市、収納率１０．５ポイント減。徴収事務の移行初年度。全国的に大幅減か   7. 3 AM2 

      7. 5   年金積立金、予定運用利回り下げ。厚労省方針。年１．０－２．５％で検討                 7. 6 YM2 

      7.12   企業年金の不足、２３兆４０００億円。株価下落で目減り。大和総研２９６社調査           7.12 AM3 

      7.15   （変わる年金－65－／積立金②）運用赤字、５兆円に膨らむ                               7.15 YM26 

      7.23   公的年金の運用赤字、最悪の３兆円。２００２年度、塁損６兆円に倍増                     7.23 NE1 AE1 

      7.24   国民年金、未納最悪３７％、２００２年度。２０代は５割超す                             7.24 NE1 TE1 

                                                                                                 AE1,2 YE2 

      7.25   国民年金／未納４割は放置できぬ（社説）                                               7.25 AM2 

      7.25   進む空洞化、進まぬ改革。国民年金、未納最悪３７％。失業増影響、若者は制度不信         7.25 NM3 

 - １９８ - 



社会保障 

  2003年 

      7.25   国民年金、保険料未納１．９兆円。２００１年度まで２年分。厚生年金は累積４０００億     7.26 TM3 

      7.26   国民年金の未納対策に全力で取り組め（社説）                                           7.26 NM2 

      7.26   国民年金、未納４割。徴収方法の抜本的改革急務。制度自体のあり方も見直す時期（解説部） 7.26 YM7 

      7.26   年金空洞化／政治は安定財源への道筋を示せ（社説）                                     7.26 YM3 

      7.28   年金保険料、郵政公社に徴収委託。来年度、納付率上昇目指す                             7.29 TM3 

      7.29   （どうする社会保障／年金改革の現実－４－）止まらぬ｢空洞化｣／負担と給付､不信消えず    7.29 NM5 

      7.30   （ニュースなるほど）国民年金、空洞化防ぐには。信頼確立こそ最良の特効薬               7.30 NE3 

      7.30   国民年金、４割が保険料未納。制度に格差、「払いたくない」。自営業者「不利」と怒り。   7.30 AM16 

             徴収側も感じる不公平 

      8. 1   企業年金積み立て、株下落で２３兆円不足                                               8. 2 TM3 NM1 

                                                                                                 AM11 

      8. 3   年金株式運用、「年内に与党協議」。厚労相、政治決着の意向                             8. 4 AM2 

      8. 4   国民年金８割納付目標。厚労省・社会保険庁が対策本部                                   8. 4 AE2 YE1 

                                                                                                 TE1 

      8. 4   厚生年金基金、積立金が約２兆円不足。過去最悪。株安、受給者増が響く                   8. 5 TM3 

      8. 7   厚生年金基金、運用利回し、過去最悪。２００２年度、マイナス１２．４６％               8. 8 AM2 

      8.12   厚生年金基金の４割、解散・減額。給付下げ４４７基金。１５基金は２回目。昨年度末時点   8.12 NM5 

      8.13   国民年金保険料、強制徴収１万人リスト。まず督促、財産差し押さえも。社会保険庁「悪質   8.14 YM1 

             者」抽出 

      8.14   国民年金保険料、１万人強制徴収リスト。社会保険庁、作成指示へ。悪質未納者が対象       8.14 TE1 

      8.19   （変わる年金69）グリーンピア②／戻らない投入資金。全施設の約３割に当たる７７施設が   8.19 YM23 

             累積赤字抱え、総額１２７億円（２００２年度末） 

      8.21   国民年金、未納者の控除除外要望、税制改正で厚労省。保険料の徴収強化                   8.22 TM3 

      8.22   国民年金未納の場合、「個人年金控除なしに」。厚労省、税制改正要望へ                   8.22 AE1 

      8.23   （年金改革／課題に迫る）積立金１４０兆円／赤字運用、問われる意義。坂口厚労相『使い   8.23 TM9 

             たい』前向き。厚労省、取り崩しには慎重 

      8.27   年金積立金、予定利回り下げ。厚労省方針、給付削減など影響も                           8.28 TM3 

      8.27   公的年金の名目予定利回り、２％程度に下げ。厚労省                                     8.28 NM5 MM2 

                                                                                                 AM4 

      8.30   厚生年金基金、トヨタ「代行返上」１号に。過去積み立て。あす厚労省認可                 8.31 TM3 

      8.30   社会保険料、年収の３５％内。厚労相意向。制度の効率化推進                             8.31 NM3 

      8.31   年金施設、２割削減。厚労省２００５までに。資金投入を停止                             8.31 NM1 

      9. 1   厚生年金基金の過去分､代行返上。トヨタなど６基金認可､厚労省。６００基金以上に拡大へ   9. 2 NM7 

      9. 9   (年金は頼れるか－上－）減る担い手、募る不安。１９８０年生まれ会社員、現行制度続けば  9. 9 AM23 

             ３３年後に保険料率２倍に。制度への不信悪循環。国民年金の納付率１０年連続低下。約４ 

             割の未納、財政圧迫。積立金運用、２ 

      9.16   国民年金徴収、実行行使へ。保険料滞納に差し押さえも。まず１万人対象。社会保険庁。改   9.17 NM3 

             革案、決め手欠く 

      9.24   国民年金徴収、実力行使へ。「資産家限定」効果は疑問（ニュースなるほど）               9.24 NE3 

      9.27   年金積立金運用の配分比見直しへ。厚労省審議会                                         9.28 AM3 

      9.29   買い手いない“年金御殿”、「子役人、最大の無駄遣い」。破たん処理進まぬ「グリーンピ   9.29 TM26,27 

             ア指宿」。地元に押しつけ？１００万坪の「廃墟」。『年金改革の前に天下り禁止せよ』 

     11.17   ＮＴＴ、企業年金下げ。利率２．５％減、来春に実施。ＯＢ給付引き下げも                11.18 TM8 

     12. 9   年金資金運用基金、２００６年度に独立法人。厚労省案、運用責任を明確化                12. 9 NM1 

     12.15   年金住宅融資金利下げ                                                                12.16 NM7 

     12.19   公的年金運用、２兆４０００億黒字。４－９月                                          12.20 YM2 MM2 

     12.22   グリーンピア処理、年金財政３７００億円損失。譲渡決定は２施設のみ。厚労省が試算      12.23 TM1 

     12.27   年金住宅融資、損失９３００億。調達と貸出金利、逆ざや。財政負担残し廃止へ            12.28 TM1 

     12.28   グリーンピア、住宅融資、年金事業の損失１兆３１００億円。厚労省が試算                12.29 YM1 
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      1.10   今年度見通し、厚年基金･健保の解散最多。合併基準など、厚労省､緩和検討。さらに増加も   1.10 NM5 

      1.10   代行返上、トヨタ、初の物納。２９００億円のうち４００億円                             1.10 NM5 

      1.10   厚生年金保険料滞納４３３０億円。２００１年度厚労省調べ。不況で企業未納               1.11 TM1,2 

      1.16   国民年金保険料、１万円徴収のコスト８１０円。国税の６倍に                             1.16 NM4 

      1.17   国民年金保険料、３月から強制徴収。社会保険庁、滞納５００人に最終通告                1.17 AM1 

      1.19   国民年金、保険料強制徴収に着手。悪質滞納者５００人へ督促状                           1.20 TM3 NM5 

      1.19   年金実質収支、来年度、赤字５兆円。２００５年度、積立金取り崩しか                     1.20 MM1 

      1.21   国民年金、保険料徴収、一部委託へ。商工会や農協などに。未納者、地域で説得             1.22 TM3 

      1.22   年金５法人を統廃合。運営施設、一部売却へ。自民党方針                                 1.23 TM3 

      1.22   赤字・福祉施設、一部廃止へ。政府・与党、年金財源投入も中止                           1.23 YM2 

      1.24   国民年金納付、コンビニの債務保証。日本興亜損保                                       1.24 NM24 

      1.24   企業年金資産、４０１ｋへ全額移管可能。厚労省、制限撤廃、１０月から                   1.24 NM1 

      1.25   保険料納付率、社保庁に移管後急落。最大３０ポイント､｢態勢整備遅れた｣(どうする年金）   1.25 MM1 

      1.25   国民年金納付、来月からコンビニでも。１３社と契約。全国３万８０００店で可能           1.25 TM3 

      1.27   厚生年金の未加入企業、増加の一途。保険料負担、中小に重圧。「富裕層の制度」へ変質も。 1.27 AM13 

             社員、社会の安全網喪失。未加入企業アンケート／人件費増えて倒産、安ければ加入する 

      1.27   ２００４年度の国民年金会計、未収引当金２．３兆円。“徴収穴埋め”過去最高             1.28 MM1 

      1.29   年金施設への資金投入中止。自民作業部会が方針                                         1.30 AM3 

      1.30   国民年金保険料のコンビニ納付、来月から                                               1.31 NM5 

      2. 3   社会保険の事務費負担「国庫で」、自民部会方針                                         2. 4 AM4 

      2. 3   年金住宅融資で自民、４兆５０００億円一括償還へ                                       2. 4 TM2 

      2. 3   年金住宅融資、２００４年度中に廃止。自民部会方針、１年前倒し                         2. 4 NM7 

      2. 4   「年金運用基金」独立行政法人へ。自民合同会議が了承                                   2. 4 AE2 NE2 

      2. 4   国民年金、保険料免除制を拡充。失業の２０代、納付猶予も。離婚時分割、最大半額。与党、 2. 5 AM1 

             改革案に合意                                                                       YM1,3,4 

      2. 5   公的年金で運用、福祉施設の３割、累積赤字の不振                                       2. 6 AM4 

      2. 5   年金施設、約７０廃止を。社会保険庁が見直し案。赤字改善めど立たず                     2. 6 MM2 NM5 

                                                                                                 YM4 

      2.12   年金改革／“保険料流用”の廃止が先決だ（社説）                                       2.12 YM3 

      2.12   年金基金トップ、移行後は民間人。厚労相が表明                                         2.12 AE2 

      2.12   年金、ずさん運用浮き彫り。保養施設で損失も。民主、政府の責任追及                     2.13 YM4 

      2.12   「年金運用基金」トップに民間人。厚労相表明                                           2.13 YM4 

      2.13   年金事業の役員、厚労省ＯＢ１割。主要１５９法人で                                     2.13 AM4 

      2.17   社会保険庁、「保険料」で職員宿舎建設。３９施設、賃料は格安。社会保険費抑制、各目の   2.17 TE1 

             特措法、７０億４８００万円支出 

      2.18   年金はいったい誰のもの／特別会計で“ザル”運用。食いつぶされる保険料。社会保険庁宿   2.18 TM24,25 

             舎建設に「流用」 

      2.18   年金福祉施設／２６７施設に１兆５０００億円投入。不信招いたムダ遣い政官に責任         2.18 YM15 

      2.18   厚生年金会館やサンピア、２６５施設、売却方針。自民部会                               2.18 AE1 

      2.20   国民年金の保険料未納者、１７年ぶり強制徴収。沖縄の医師ら９人                         2.20 ME1 

      2.23   年金保険料支出、長官交際費にも。社会保険庁、県人会費などに                           2.24 TM1 

      2.23   年金福祉施設、９７％赤字。２６５カ所中、黒字は９。社会保険庁試算                     2.24 AM1,3 

      2.24   年金福祉２６５施設めぐり自民幹部会。独立法人設立し整理へ                             2.24 AE1 

      2.24   年金施設すべて譲渡売却、首相指示。２６５カ所、厚労省が検討                           2.24 NE1 

      2.24   年金福祉、全施設処分へ。自治体売却など柱に。政府方針                                 2.25 TM3 

      2.25   年金加入記録、受給開始前に通知。厚労相表明、来月から                                 2.26 NM5 

      2.26   年金福祉施設、２００９年度メド、すべて処分。自公合意。売却促進へ清算法人             2.27 NM7 AM3 

                                                                                                 YM4 

      2.26   ２６５福祉施設、整理。自民調査会幹部会了承                                           2.27 MM5 
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      2.27   ５公益法人も合理化。政府・与党年金事業見直し案                                       2.28 YM4 

      2.27   年金福祉施設、２００９年度めど全廃。自民作業部会報告書                               2.27 NE3 

      2.29   年金の副業／精算は当然のことだ（社説）                                               2.29 AM2 

      3. 1   ２００２年度、国民年金積立金取り崩し。４８５億円、赤字で１７年ぶり                   3. 2 TM1 

      3. 2   国民年金保険料、悪質未納者は許さない。１０月から社会保険庁、所得情報、市町村に提供   3. 2 YM2 

             命令 

      3. 3   年金保険料支出、５兆６０００億円が給付外。責任「第三者機関で」。厚労相答弁           3. 4 TM3 AM2 

                                                                                                 NM7 YM2 

      3. 3   年金事業団役員報酬など見直し。整理・合理化案で与党                                   3. 4 AM2 

      3. 4   厚生年金３９％減。２００２年度収支残高。運用低迷、国民年金は赤字                     3. 4 NM7 

      3. 4   年金保険料、流用額を誤記載。社会保険庁資料、不信に拍車                               3. 5 TM3 

      3. 5   年金加入記録、５８歳時に通知。希望者には給付見込み額も                               3. 6 AM3 

      3. 5   年金資金運用基金、３兆４９２２億円黒字。４－１２月。株価上昇、利回り９．６１％       3. 6 NM4 

                                                                                                 AM11 

      3. 7   年金徴収に税情報利用。社会保険庁の権限強化。悪質滞納へ対応。改革法案に規定           3. 7 AM1,2 

      3. 7   年金福祉施設の数／すべて廃止・売却へ                                                 3. 7 AM19 

      3.10   「年金が財源」に批判。社会保険庁９８年度以降、事務費充当５３００億円。職員宿舎４５   3.10 AM2 

             億円。公用車に５億円 

      3.10   年金福祉施設、全廃・売却で自公合意。２００８年度めど。関連法案の影響考慮             3.11 MM5 TM2 

                                                                                                 AM4 

      3.11   社会保険庁事務費で厚労相「２００５年度から国庫負担に」                               3.12 AM3 NM7 

      3.11   年金関連法人､厚労省から１０４人天下り。２００２年度末時点で｡役員報酬１０億３５００   3.12 TM1 

             万円 

      3.12   年金保険料／官僚の打ち出の小槌ではない（社説）                                       3.12 YM3 

      3.12   （年金を問う／資金漏れのツケ－上－）「転用全廃」道筋見えず                           3.12 NM7 

      3.12   まだある、社会保険庁の年金流用。拡大解釈、何でもあり？まるで国民が“雇い主”。非常   3.12 TM24,25 

             勤の「負担金」肩代わり。事務費減ったが増える「国民負担」。責任の所在どこに 

      3.12   これでも年金保険料？転用の詳細判明。社会保険庁、５年間で－公用車２４７台４億円。長   3.12 ME13 

             官交際費２５０万円。外国出張費に１億円                                              TE1 NE2 

      3.12   国民年金、未納対策費６４億円。３年間の９０倍、でも徴収率は２００２年度過去最悪       3.12 TE1 

      3.12   社会保険庁事務費、全額国庫負担に財務相が難色                                         3.13 AM4 

      3.14   企業年金、負担軽く。国債の時価評価を免除。厚労省、今期から導入へ。満期保有が条件。   3.14 NM1 

             金利上昇時の評価損回避 

      3.14   年金施設売却／損失の責任は誰が取るのか（社説）                                       3.14 MM5 

      3.14   （どうする年金）給付以外の保険料転用、法案審議の火種に。４５～０２年度で総額５兆円   3.14 MM2 

             余。２００４年度予算にも９７５億円 

      3.16   企業年金の給付水準見直し。「同意者だけ減額」可能に。厚労省が明文規定。３分の２以上   3.17 NM5 

             の賛成で 

      3.16   年金保険料未納問題、税務署との連携指示。脱税行為に対応。首相表明                     3.17 NM5 TM2 

      3.16   国民年金保険料の未納、厚生年金などしわ寄せ。給付不足、積立金から補てん。参院予算委   3.17 YM2 

             集中審議 

      3.17   厚生年金基金、透明性基準に株投資。経営評価、まず５０社、１００億円規模               3.18 TM1 

                                                                                                 AM11 

      3.19   国民年金、高所得世帯も保険料未納。２００１年度、１０００－１２００万円で１２％       3.19 TE1 

      3.21   国民年金、１７年ぶり赤字、２００２年度。支出、１０年で、１．４兆円増                 3.21 AM1 

      3.22   公的年金市場運用５３兆８０００億円。国内債券が中心                                   3.23 NM7 

                                                                                                 AM11 MM5 

      3.22   グリーンピア負債、有利子分７９７億円、繰り上げ返済へ                                 3.23 AM2 

      3.25   年金保険料の未納者の所得把握。社会保険庁、税当局と情報網。強制徴収、厳格に           3.25 NM1 
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      3.25   厚生年金基金２００万人減、８５０万人。代行返上増が影響。２００３年度末               3.26 TM3 

      4. 1   厚年基金の解散、最多９２。２００３年度の基金数、ピークの７割に。運用難で財政悪化、   4. 1 NM5 

             代行返上も加速 

      4. 1   国民年金未納で相互に情報活用。自治体・国税・社保庁                                   4. 2 AM2 

      4. 1   最多の９２厚生年金基金が解散                                                         4. 2 AM10 

      4. 2   国による国のための年金／国民・厚生年金３８％、国家公務員共済７％。株の運用…差は歴   4. 2 TM24 

             然。リスクの対価、累損６兆円。恩給法継ぐ特典もアリ。年２４４万円支給…でも公務員は 

             １２万円乗せ。支払い２８年で受給３８ 

      4. 2   保険料未納対策、３省庁が連携。財務相                                                 4. 2 NE2 

      4. 2   厚生年金基金の９５％、積み立て不足に。昨年３月末                                     4. 3 NM5 TM2 

      4. 4   年金積立金基準を緩和。厚労省                                                         4. 4 NM3 

      4. 9   社会保険庁の職員の事故、賠償にも年金保険料。１５件で１８００万円。大半は不注意       4.10 TM3 

      4.10   国民年金加入、自営業者２割切る。バイト増など影響                                     4.11 AM3 

      4.13   グリーンピア指宿、異例の２度目民間入札へ。自治体売却が不調                           4.13 NM7 

      4.15   グリーンピア、運営費の９９％が厚生年金保険料                                         4.15 YM4 

      4.16   国民年金８兆円取り損ね。保険料１７年分の４分の１。社保庁「及び腰」、強制徴収見送る   4.17 AM3 

      4.16   国民年金保険料、時効で「消失」、１７年で８兆円。社会保険庁公表                       4.16 TE3 NE1 

      4.19   新規法人、厚生年金、２割未加入。社会保険庁、強制措置も検討                           4.20 AM1 

      4.20   厚生年金空洞化／節約狙い「加入逃れ」。会社員パート化。店を別法人に。報酬過少申告。   4.20 AM2 

             企業「払えば倒産」。社員も「手取り優先」（時時刻刻） 

      4.23   国民年金、３閣僚が未加入や滞納。中川経産相、２１年間。麻生氏３年、石破氏１年         4.23 AE15 

      4.23   国民年金保険料、２６日に全閣僚の納付状況公表                                         4.24 NM1 

      4.24   国民年金、未払い３閣僚陳謝、衆院委。辞任要求は拒否。民主、法案阻止へ追及             4.24 AM1,3 

      4.24   年金「現況届」、原則廃止へ。死亡届と連動化。住基ネット経由で確認                     4.25 AM3 

      4.27   年金未納問題、閣僚の記録、開示拒否。政府、「個人情報」理由に                         4.27 TE1 

      4.28   国民年金の追納期間５年に延長。厚労相が意向                                           4.29 TM2 

      4.28   年金未納さらに４閣僚。福田・谷垣・竹中・茂木氏。菅氏も厚相在任中                     4.29 AM1,2 

                                                                                                 NM1 

      4.28   国民年金、追納延長を検討。「意欲損なう」慎重意見も                                   4.28 AE2 

      4.28   年金加入実績、与野党、公表遅れる。法案、夕方にも衆院委可決                           4.28 AE1 

      4.29   採択強行と未納／年金不信はここに極まった（社説）                                     4.29 MM5 

      4.29   （年金を問う）未納問題、ひずみ浮き彫り。枠組み・財源、議論急務                       4.29 NM3 

      4.29   年金改革／これでは国民が怒る（社説）                                                 4.29 TM5 

      4.30   郵貯･簡保･年金、連結貸借対照表。同友会がまとめる｡６００兆円のうち官業に２００兆円   4.30 NM3 

      4.30   閣僚らが年金保険料滞納。未納防ぐ仕組みこそ急務（ニュースなるほど）                   4.30 NE3 

      5. 2   国民年金、免除期間を拡大。最長、申請１年前から                                       5. 2 AM1 

      5. 4   厚生年金の空洞化対策に着手。未加入事業所を巡回指導。社会保険庁、強制適用も検討。後   5. 4 NM3 

             手に回った制度改善 

      5. 6   国民年金、農協、生協でも納付ＯＫ。未納対策、来年度にも導入                           5. 6 YE1 

      5. 6   年金未納対策、後払い期間、５年に。３党合意、強制的な加入も検討                       5. 7 AM3 

      5. 6   年金法案修正、一転合意。未納問題、民主に影。菅氏の責任論強まる                       5. 7 NM2 

      5. 7   年金未納が合意後押し。民主「国民の信頼失う前に」。与党、参院選への影響心配…。今国   5. 7 YM3,4 

             会成立へ（スキャナー） 

      5. 7   福田官房長官が辞任。年金未納で引責。小泉政権に打撃。後任に細田副長官                 5. 7 NE1 AE1 

      5. 7   年金未納、４知事も。短期間だが、平謝り…「気付かなかった」。石原都知事らは「調査中」 5. 8 AM35 

      5.10   根深い保険料「未納問題」。年金制度の不備露呈。なぜ、問題深刻化／転職増え手続き漏れ。 5.10 NM3 

             なぜ、いま焦点に／負担増加で関心。これまでなぜ放置／制度維持へ帳尻合わせ 

      5.10   民主・菅代表が辞任。年金３党合意、紛糾の末了承                    5.11 AM1 

      5.10   税と保険料、徴収一元化も。与党年金協座長が示唆                                       5.11 NM5 
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      5.11   国民年金未加入６３万人。２００１年１０月、社会保険庁が答弁書                         5.11 YE2 

      5.11   年金保険料の手続き簡素化。厚労相                                                     5.11 NE2 

      5.11   国民年金、橋本元首相も未納。丹羽氏・柳沢氏も                                         5.12 AM4 

      5.12   年金衆院通過／自民は未納者の公表を（社説）                                           5.12 TM5 

      5.12   公明の年金未納、計１４人。神崎代表、引責辞任は否定                                   5.13 AM1 

      5.13   厚労副大臣２人未納。年金法案審議に影響も                                             5.13 NE1 

      5.13   社会保険庁を近く行政評価                                                             5.13 YE2 

      5.13   年金未納、１０７議員。衆参全体の１５％。自民党最多５８人。割合では公明最高           5.14 MM1 YM4 

                                                                                                 MM6 

      5.13   民主、未納３３議員を、公表。羽田氏ら役職辞任。自浄能力訴え。政府・与党、未納の厚労   5.14 NM3 YM4 

             副大臣「辞めず」。堀内氏、リスト公表前向き 

      5.14   年金未納者の罰金上げ。厚労省、個人３０万円に。追加納付促進へ金利軽減                 5.14 NM1 

      5.14   未納､４つの落し穴。年金制度の改善急務｡閣僚就任時､ミス目立つ｡社会保険庁への批判次  々  5.14 YM3 

      5.14   未納全議員調査／議員年金「優遇」に安住。お粗末な実態露呈。「混同」「脱退」「移行せ   5.14 MM3 

             ず」。解決へ「一元化」論、自民にも賛同の声（クローズアップ２００４） 

      5.14   石原都知事は８年間、年金未納                                                         5.14 MM1 TE1 

      5.14   社保事務所。年金相談３時間待ち。「未納」で関心アップ                                 5.14 YE4 

      5.14   首相も年金未加入。義務化前の６年余。野党、政治責任追及。首相「未払いでない」         5.15 AM1 

      5.15   ９市区長、年金未納。５年超３人は都議出身。「認識不足」「深く反省」                   5.15 AM31 

      5.16   年金未加入、首相の説明、「納得できぬ」５２％。今国会成立反対７０％。内閣支持率４５   5.17 AM1,3 

             ％。朝日新聞世論調査 

      5.16   ｢年金法案見送りを｣６７％。全議員の納付状況､７８％が公開求める｡共同通信電話世論調査   5.17 TM1 

      5.16   「情報流出、責任重大」。年金未納問題に絡み、厚労相、関係者処分の考え                 5.17 YM2 

      5.17   小沢氏、民主代表を辞退。年金６年間未加入が判明。新代表に岡田氏                       5.18 NM1 AM1 

                                                                                                 MM3 

      5.18   建設費、特養の３倍／入居に２６００万円。社会保険庁、厚生年金保険料使い豪華有料老人   5.19 AM2 

             ホーム。民主が指摘 

      5.18   ８６年４月以降、追納ＯＫ。「国民年金」時効延長。３年間の時限措置、その後は５年間。   5.19 YM1 TM1 

             自公、今国会に法改正案                                                              AM3 

      5.19   未納対策へ大改革。社会保険庁トップに民間人。厚労相表明                               5.20 TM1 YM2 

                                                                                                 AM2 

      5.19   （年金を問う）「未納」の教訓、改革に生かせ。社保庁のあり方、徹底審議を               5.19 NM5 

      5.19   年金未納、最悪水準続く。昨年度３７％程度。強制徴収２３件のみ                         5.19 NM1 

      5.19   年金は官僚パラダイス。核心手つかず利権温存。積立金１４７兆円「中抜き」で天下り確保。 5.19 TM24,25 

             負担は国民、役人は豊かな老後 

      5.19   追納特例、自公が合意。年金義務化の全期間に拡大。３年間の時限で                       5.19 TE2 NE1 

      5.20   年金追納に「延滞料」。特例悪用を防止。厚労相、社会保険庁改革案早急に                 5.20 NM3 

      5.21   都市部・離島は低く。国民年金納付率、地域でばらばら                                   5.21 TE2 

      5.21   社会保険庁年金情報、職員の業務外閲覧禁止。政治家の未納発覚で                         5.21 MM1 

      5.21   未納・未加入／払いたくなる年金制度に。高山憲之一橋大学教授                           5.21 YM13 

      5.21   社会保険庁改革、厚労相「今国会中に案」。情報管理の徹底・入札導入                     5.21 AE2 

      5.21   年金保険料納付率、市町村、際立つ格差。９割超から３割未満も。農村部は高率。２００２   5.22 NM5 

             年度社会保険庁調査 

      5.21   未納年金、事後納付は金利加算。自民、法改正案で方針                                   5.22 YM2 

      5.24   未納・未加入、次々明るみに。避けられない抜本改革。国民年金の変遷／変更次々、制度に   5.24 AM11 

             不信感。国会議員の場合／任意時代・勘違い・ミス。改善策の行方／「後払い」拡大も検討 

      5.24   後払い、２０％加算。未納対策で与党方針。月額１万６０００円程度に                     5.25 AM4 

      5.26   年金追納法案、民主は対案提出へ。議員名公表「未納あぶり出し」狙う                     5.27 MM5 

      5.27   年金未納対策法案、今国会成立見送り                                                   5.27 NM2 
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      5.27   ２００２年度国民年金、未納率は４７．８％。社会保険庁、免除・猶予者加え公表           5.28 MM2 

      5.30   社保庁改革／税と保険料の徴収一元化を図れ（社説）                                     5.30 YM3 

      5.30   坂口厚労相、「社会保険庁に改革委」の方針明らかに。７月めどに民間人長官               5.30 AM3 

      6. 1   社会保険庁／こちらの抜本改革も（社説）                                               6. 1 AM3 

      6. 1   社会保険庁長官人事で厚労相「民間人、今夏にも」                                       6. 2 YM4 

      6. 1   国会議員、年金未納１１９人に。新たに１２人判明。毎日新聞調査                         6. 2 MM1 

      6. 4   社会保険庁改革案、今国会中に。業務点検へ新組織。厚労省検討。長官、民間起用で調整     6. 5 NM3 

      6. 6   国民年金推進員の給与、７都府県、徴収額上回る。２００２年度                           6. 6 NM1 

      6. 8   社会保険庁、第三者機関が監視。政府改革原案明らかに。労使代表ら参加                   6. 9 TM1 

      6. 9   年金改革、社保庁にも焦点。組織の規律回復待ったなし（ニュースなるほど）               6. 9 NE3 

      6.10   「保険料、年金給付以外使用せず」。社会保険庁が改革案                                 6.11 YM4 

      6.10   民間からの大臣、共済年金義務化。政府、未納対策に                                     6.11 AM4 

      6.10   社会保険庁廃止し「歳入庁」。３％の年金目的消費税。参院選へ民主マニフェスト           6.11 AM2 

      6.13   社会保険庁の解体的な出直しを求める（社説）                                           6.13 NM2 

      6.15   社会保険庁改革、厚労相原案、地方と人事交流拡大、組織見直し、１年後に提言             6.15 NE2 

      6.15   社会保険庁、民営化も。厚労相が改革私案、有識者会議で検討                             6.16 TM3 NM5 

                                                                                                 AM2 

      6.15   年金個人情報、閲覧カード過剰発行。社会保険庁職員を１万枚上回る。暗証設定せず         6.16 AM1 

      6.16   未納対策法案、審議されず閉会。議員年金改革、初会合のみ                               6.17 AM4 

      6.18   社保庁改革／民間人登用でお茶を濁すな（社説）                                         6.18 YM3 

      6.18   社会保険庁改革／廃止して「歳入庁」の創設を（社説）                                   6.18 MM5 

      6.18   有識者会議で社会保険庁改革論議。官房長官表明                                         6.19 AM2 

      6.20   国民年金、地域団体で徴収、復活。社会保険庁が方針。未納増加に危機感。「制度いじり」   6.20 NM3 

             地方反発 

      6.21   ｢社会保険庁が仕事しないから年金未納多い｣。竹中経財相、｢私も被害者｣。徹底改革を強調   6.21 NE2 

      6.21   社会保険庁改革、首相「民間から数十人必要」                                           6.22 AM8 NM1 

      6.21   社会保険庁、年金５００人分、二重払い。ＪＲやＮＴＴ、旧４共済加入者。返還求める方針   6.22 AM3 

      6.22   年金センター再編急務。予算執行調査、コスト管理の甘さ指摘                             6.22 NE1,2 

      6.26   年金無駄遣い、社保事務費見直しへ。厚労省、一般財源から支出検討                       6.27 TM3 

      6.28   国民年金、強制徴収、今年度も。社会保険庁、課税情報活用へ                             6.28 NM3 

      6.28   退職慰労金５８％に反対。株主の議決権行使。厚生年金基金連合会                         6.29 AM8 

      6.28   社会保険庁、３８億、不透明随意契約。元職員関連２社と。単価も突然アップ               6.29 YM38 

      6.29   年金事務費、保険料充当せず。社会保険庁、全額税金を要請へ                             6.29 NM1 

      6.29   年金保険料、福祉施設宿舎にも流用。社会保険庁、建設費に２２２億円                     6.30 TM3 

 

 

② 介護保険制度                                           
 

 2003年 

      7. 3   介護費５．２兆円。昨年度「在宅」２５％増                                             7. 3 YM2 

      7. 7   介護報酬改定後も「移送サービス」混乱続く。厚労省は「介助」、国交省は「白タク」       7. 7 MM2 

      7.20   ２００２年度、介護保険、介護費１３％増加。在宅サービス大幅増                         7.20 NM3 

      7.21   介護保険の抜本見直し、２００４年度に前倒し。政府、具体的検討に着手                   7.22 MM2 

      7.22   介護保険／給付に地域差１．８倍。サービス利用に違い。トップ沖縄１．３６、最低は茨城   7.22 YM5 

             ０．７５ 

      7.24   有料老人ホーム、不当表示の規制対象に。公取委、保険外負担、明示求める                 7.25 AM2 

      7.25   介護や留守番、災害現場でも。「ネットロボット」計画、総務省                           7.25 AM12 

      7.26   「福祉自治体」１８０市町村長提言。「障害者も介護保険で」                             7.26 AE14 

      7.28   介護サービス格付け。質向上へ全事業対象。厚労省方針                                   7.28 NM1 
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      7.28   （暮らしどこへ）介護保険見直し論議開始。２０歳から徴収も。給付増、財政ひっぱく！見   7.28 MM3 

             返りに若年障害者も対象 

      7.28   介護保険２６％が赤字。２００２年度末見込み                                           7.29 MM2 AM2 

                                                                                                 NM5 

      7.29   （シリーズ年金改革⑧）年間２２００億円。年金、医療・介護保険、“重複給付”、無駄で   7.29 YM26,27 

             は？「余剰分が遺産」に疑問も。諸外国、死後返還の傾向。仏…相続約６１０万円超で。米 

             …介護費用を資産から 

      7.30   社会保障負担上限、厚労相、来月にも私案。年金・医療・介護全体で                       7.31 NM5 TM1 

                                                                                                 AM2 

      8. 2   介護６事業に第三者評価。事業者選びに情報提供。厚労省２００５年度導入目指す           8. 2 TE1 

      8. 4   育児休暇、最長２年に。厚労省が法改正検討。有期雇用者にも                             8. 5 NM1 

      8.19   介護事業、すべてに第三者評価。厚労省、来年度７事業で試行                             8.20 AM3 

      8.28   施設の介護機能、在宅支援に活用。厚労省が推進へ                                       8.28 AM4 

      8.31   年金・医療・介護・雇用保険料「年収の３２％に」。２５年の目標、厚労相試案             8.31 AM3 

      9. 3   オストメイト高齢化、自力交換に不安。協会、ヘルパー介助認めて。厚労省、知識必要な医   9. 3 TM31 

             療行為。切実、見解変更求める 

      9. 5   介護保険料高額化、沖縄の場合。積極利用が押し上げ／｢使える分だけ使わないと損」。割安  9. 5 YE16,17 

             施設充実、定員割れなし。高齢者の居場所増やし｢介護予防」。広がる保険外サービス 

      9.19   在宅介護需要、２０１０年に３．４兆円。内閣府予測                                     9.20 MM11 

      9.23   介護保険、障害者も対象に。首長７人､共同アピール。財源拡大アピール｡サービス向上期待   9.23 YM18,19 

     10. 4   介護、誰にされたい。「家族だけ」１２％に半減。内閣府調査                            10. 5 NM1 YM1 

                                                                                                 AM3 TM1 

     10. 5   介護保険、４割が「知らない」。国民理解進まず。内閣府調査                            10. 5 MM2 

     10. 6   介護保険、障害者福祉、「統合を」自治体６割。若年障害者、財源に限界。読売新聞調査    10. 6 YM1 

     10. 7   介護保険・自治体アンケート／支え合い大きな輪で。市町村、財政苦しく、「障害者福祉」  10. 7 YM18,19 

             との一体化模索。小さな施設で手厚くサービス、地域密着の拠点作り。「保険料の高騰、心 

             配」６６％。「国など負担増を」７２％ 

     10.23   介護保険制度見直し、都が試案、国に提出へ。対象サービス拡大を                        10.24 AM30 

     10.25   ケアマネジャー、報酬上がったが…依然厳しい労働実態。新基準で仕事増加。休日出勤・残  10.25 NE11 

             業強いられる（生活コミュニティー） 

     11.12   育児休業延長、攻防大詰め。労組「対象者も拡大を」。企業「負担増加の恐れ」。欧州、手  11.13 NM3 

             厚い制度。日本企業にも先取り組 

     11.12   子供看護休暇を検討。法改正へ厚労省論点整理。育児休業も延長                          11.12 NE1 

     11.13   （生活コミュニティー）高齢者のショートステイサービス、特養以外に施設広がる。質アッ  11.13 NE11 

             プへ「単独型」。受け皿不足の解消にらむ 

     11.17   介護保険３年余…不正目立つ事業所。１７１カ所が指定取り消し。職員数不足や報酬架空請  11.17 TE1 

             求、返還要求２０億円超 

     11.22   痴呆性老人の家族支援事業、導入促進、もっと工夫を。傾聴ノウハウ有効。自治体の２．６  11.22 NE9 

             ％が導入．鈴木育英ＮＰＯ法人代表（生活コミュニティ－） 

     11.25   「要介護認定」補助金廃止。事務費３０５億円、来年度から。厚労省方針                  11.26 YM2 

     11.25   介護保険サービス費「本人負担を３割に」。財政審提言へ                                11.26 AM2 YM2 

     11.27   生活保護・介護保険事務費、補助金２４００億円削減。厚労省方針                        11.28 YM2 MM2 

     12. 4   要介護認定、更新時の有効期間、最長２年に延長。厚労省方針                            12. 4 YE2 

     12. 5   移送サービス／介護保険適用などで利用増。質の向上が課題（やさしい社会保障）          12. 5 YE17 

     12. 5   地域住民にサービス提供｡高齢者福祉施設に新潮流｡ランチや入浴宿泊(生活コミュニティー)  12. 5 NE17 

     12. 9   「介護のまちづくり特区」、稲城市など３都県の１５市町村が共同提案。有料ホーム急増、  12. 9 YM26 

             介護保険料高騰に危機感 

     12.12   障害者施策、介護保険と統合も検討。厚労省社保審部会                                  12.13 AM2 

     12.22   要介護認定の有効期限延長へ。厚労省                                                  12.23 MM3 
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     12.24   ２００４年度予算政府案／介護。保険費用伸び突出。サービスの質、第三者評価            12.25 NM6,7 

     12.24   「楽しい老後」きめ細かく。高齢者向け、新サービス続々。在宅支援、独り暮らしも快適に。12.24 NM15 

             旅行、一人ひとりに合うプラン。施設、医療機能さらに充実 

     12.25   パート・派遣に育休拡大。介護休業の分割可。厚労省、国会提案へ                        12.25 AE1 

     12.25   介護保険徴収、２０歳から。厚労省、２００６年度にも実施検討                          12.26 YM2 

     12.25   介護保険と障害者支援、年明け統合検討。厚労省、徴収対象拡大狙う                      12.26 AM3 

 

 2004年 

      1. 2   介護利用者負担上げへ。２００６年度にも２－３割に｡財務省方針｡特養食費など給付除外も   1. 3 TM1,3 

      1. 4   介護施設入所者、住居費を負担へ。２００５年度見直しで厚労省。在宅と格差縮小           1. 4 NM3 

      1. 4   保険給付見直し検討。訪問介護、軽度は除外。施設入所、重度に限定。２００６年度から段   1. 5 YM1,2 

             階的実施 

      1. 6   パート従業員も育児・介護休業可能に。厚労省、法改正案提出へ                           1. 6 YM27 

      1. 8   介護保険、大幅見直しへ。厚労省が「改革本部」。給付費膨張を抑制。「２０歳から保険料」 1. 8 NM3 

             も浮上 

      1. 8   介護保険、徴収「２０歳以上」検討。厚労省が改革本部。障害者福祉と統合も               1. 9 MM1,25 

                                                                                                 AM1 TM3 YM2 

      1. 9   介護保険制度に障害福祉統合を。坂口厚労相、検討表明                                   1. 9 TE2 NE2 

      1.12   介護保険見直し､負担増、近づく限界。６５歳以上｢月に５０００円以上無理｣。２０～３９    1.12 AM3 

             歳、数百円？反発は必至 

      1.19   介護保険+障害者福祉、分権・財政難、統合へ圧力。福祉団体、「期限６月」に戸惑い。厚労  1.19 AM3 

             省、若者加入の切り札 

      1.19   加齢で身体に衰え、介護予防義務付け。保険見直し厚労省方針。家事援助利用前に           1.19 NM1 

      1.20   障害者支援と介護保険の統合協議、７団体に参加要請。厚労省                             1.20 YM18 

      1.26   介護保険改革／不適切な利用を改めるのが先決（社説）                                   1.26 YM3 

      1.26   介護保険見直し／若者たちはじっと見ている（社説）                                     1.26 MM5 

      1.27   リハビリ強化で介護の予防を。厚労省研究会、中間報告書案                               1.27 YM22 

      1.27   介護保険、対象拡大どうなる？財源充実､給付増に対応。障害者福祉統合､客観的判断重要に   1.27 YM22,23 

      1.27   高齢者住宅と老人保健施設、複合施設を開設。聖蹟会がさいたまに                         1.27 NM35 

      1.27   介護保険との統合協議、賛否に揺れる障害者側（深層リポート）                           1.27 YM23 

      1.27   年金・医療・介護、社会保障を一体改革。諮問会議、国民負担率を抑制                     1.28 NM5 

      1.28   介護報酬の不正請求急増。４年で２５億円。厚労省調査                                   1.28 AM1,3 

      1.28   （ゼミナール／「改革特区」が拓く⑱）介護－東京都稲城市など／指定権限など問題提起     1.28 NM27 

      1.31   介護内容を細かく把握。市町村向けシステム、来月から導入                               1.31 AE2 

      2. 3   （論陣論客）介護制度見直し／浦谷馨ジャパンケアサービス部長、生活ニーズ満たす工夫を。 2. 3 YM12,13 

             池田省三龍谷大学教授、介護予防と痴呆ケアが課題 

      2. 5   医療・介護・年金、年内に改革案。自民幹事長                                           2. 5 NE12 

      2. 6   年金・医療・介護を一体改革。自民、経済界負担に配慮。公明、弱者給付拡大狙う。与党合   2. 7 NM2 

             意、思惑には違い 

      2.10   介護保険見直しと議論本格化／障害者福祉と統合焦点。浅野史郎宮城県知事、財源安定させ   2.10 AM13 

             充実図る。中西正司全国自立生活センター協議会代表、必要な介助、切り捨ても 

      2.12   ６４歳以下保険料、年額４万１６６５円に。介護保険                                     2.12 AM2 

      2.12   要介護者移送、ＮＰＯも容認。厚労・国交省が統一案                                     2.13 NM42 

      2.15   介護保険料１４％増。来年度分、厚労省見通し。４０－６４歳４万１６００円               2.15 NM3 

      2.17   介護保険と障害者福祉の統合を考える／寺谷陵子日本社会事業大教授、だれもが利用可能な   2.17 YM25 

             仕組みに。中西正司全国自立生活センター協議会代表、十分なサービス確保期待できず 

      2.17   介護休業､なお不備も。改正案、分割取得が可能に。期間３カ月のまま｡柔軟な働き方も重要   2.17 NE13 

      2.18   動き出す介護保険見直し。「年金」「医療」含めた視点必要（ニュースなるほど）           2.18 NE3 
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      2.19   保険料上昇懸念する自治体、民間介護施設抑制に動く。凍結狙い特区提案。呼び寄せ老人排   2.19 NE11 

             除の恐れ（生活コミュニティー） 

      2.22   障害者介助費、上乗せも。税財源で介護保険超過分                                       2.23 AM2 

      2.23   介護予防、保険対象に。厚労省、財政悪化、歯止め狙う                                   2.24 NM7 

      2.24   介護保険料／２０歳以上徴収なら引き下げも。引き上げ｢もう限界｣。負担、どうやって配分   2.24 YM18,19 

      2.26   要介護認定３７４万人。昨年１１月末時点。制度発足から７割増。財政悪化の兆し           2.26 NM1 MM3 

      2.26   介護サービス１人当たり給付額、都道府県格差、最大２倍。沖縄２９万円、埼玉１５万円、   2.26 NM5 AM3 

             要介護認定率も開き。全国平均は１９万３０００円。前年比９．７％増 

      2.26   ２００２年度、介護保険事業状況／在宅介護利用は２１％増                               2.26 TM3 

      2.26   ９０分以上の身体介護減額。障害者支援費で厚労省                                       2.27 NM42 

      2.27   介護保険／みんなで不正を防ごう（社説）                                               2.27 AM2 

      2.27   （やさしい社会保障）介護予防／社会参加促進、最も効果的                               2.27 YE19 

      2.29   介護保険不正、業者再指定、５年禁止。役員名、確認策も。厚労省方針                     3. 1 AM1 

      3. 7   有料ホームに続々転入、地元負担増え悲鳴。元の居住地、介護費用。「特例」拡大、厚労省   3. 7 YM2 

             検討 

      3. 7   （けいざい解読）言うは易し､社会保障一体改革／相いれぬ？人生の備え。編集委員･大林尚   3. 7 NM3 

      3. 7   ６５歳以上の介護保険料、低所得層を軽減。厚労省、所得区分、細分化へ                   3. 7 NM1 

      3. 8   課題山積の介護保険５年目の見直し（社説）                                             3. 8 NM2 

      3. 9   介護保険料の天引き徴収、遺族・障害年金に拡大                                         3. 9 YM2 

      3. 9   介護保険・障害者福祉、６県３２２市町村の６４％が統合賛成。地方分権研究会アンケート   3. 9 AM3 

      3. 9   介護保険料、広く重く、社保審検討。天引き、遺族・障害年金も                           3.10 NM3 

      3.13   １０００人で発足、４年で４万６０００人。「介護の組合」急成長                         3.13 TE1 

      3.13   家事援助に代え予防給付を検討。介護保険見直し                                         3.14 TM3 

      3.17   介護予防に自治体続々参入。練馬など財政負担減ねらう。先行の杉並、定員３倍増           3.17 NM37 

      3.21   高齢者への虐待も防げ。政府が本腰。窓口設置検討、介護相談員も活用                     3.22 TM1 

      3.22   介護保険改革、予防事業も給付対象。不正請求業者対策、再指定を制限                     3.22 MM2 

      3.22   港区社協、訪問介護事業から撤退。第２次活動計画、民間との競合を避け                   3.23 MM29 

      3.24   介護事業者に更新制。保険見直し厚労省案まとまる。６年ごと実態点検。悪質業者の排除め   3.25 NM5 

             ざす。食費と住居費、施設入所者負担に 

      3.28   介護サービス開示義務。全事業所対象、厚労省が検討。利用者の選択支援                   3.29 TM3 

      3.30   公明、「介護予防」公約に。保険の支出、節約狙う                                       3.31 AM4 

      3.31   有料老人ホーム表示規制、上乗せ介護、根拠要求。公取委基準、１０月施行へ               4. 1 AM2 

      4. 3   公明党の政権公約第１弾は介護予防１０年戦略                                           4. 4 TM2 

      4. 5   痴呆高齢者のグループホーム急増。１１県･市が総量規制。保険料上昇を懸念｡朝日新聞調査   4. 5 AM1,2 

      4. 5   介護保険見直し、都の「提案」。保険料負担、若者にも拡大。見返りに障害者福祉と統合     4. 5 YE2 

      4. 5   社会保障で提言相次ぐ。「医療サービス業」活性化を、経済同友会、「混合診療」や「患者   4. 6 NM5 

             権利法」要請。東京都、介護保険料負担、若年層に拡大を 

      4.13   ２００５年度予算、財政審が社会保障抑制を検討。介護保険など対象                       4.14 AM9 

                                                                                                 MM11 

      4.13   利用者負担２ー３割。介護保険で財政審分科会                                           4.14 TM1 

      4.13   年金・医療・介護、一体見直し。重複給付を是正。負担の不均衡回避。財政審が検討         4.14 NM5 

      4.19   車いす・ベッドの介護保険、「要支援」は対象外。厚労省方針                             4.19 AM1 

      4.19   介護保険での車いす・介護ベッド補助、軽度の人は利用除外へ。福祉用具に基準設定         4.20 NM7 

      4.19   「痴呆」呼称を変更。厚労省、今秋メドに結論。「べっ視」批判受け                       4.20 NM38 

      4.20   介護保険加入「４０歳」維持を。日本経団連が意見書                                     4.21 TM3 

      4.21   介護報酬不正請求、市町村に支払い停止権。５月分から。水増しなど対応                   4.21 YM2 TM3 

      4.21   （変えたい介護）秋田県・鷹巣町／「福祉の町」方針転換。「生きがいデイサービス」廃止、 4.21 YM25 

             補助金も削減。背景に合併問題、他町に近づける 
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      4.25   介護費「１割負担」で足りる？膨らむ保険外、かさむ出費。個室型特養は月１０万円。増え   4.25 NM7 

             る保健利用額、サービスや負担見直し 

      4.26   施設入居利用、介護保険、１人月額３５万円。障害者福祉は２７万円。一体化検討へ         4.26 NM3 

      4.26   社会保障全体の見直し、首相、前向き姿勢。連合など要請に                               4.26 AE2 NE1 

      4.26   介護保険料、「２０歳から徴収」で調整。厚労省、給付・負担、均衡狙う。企業は反発、議   4.27 NM7 

             論難航へ 

      4.27   （いまグループホームで－１－）人間らしい痴呆介護求め。親身なケア、表情よみがえった   4.27 AM21 

      4.30   介護報酬、２００２年の不正請求３２億円。厚労省、監査強化へ                           4.30 AE2 

      5. 1   介護施設、定借活用し整備。葛飾区、土地貸し出し                                       5. 1 NM31 

      5. 3   介護保険、１７０団体赤字。２０００年度の倍以上。保険料上げ追いつかず。昨年度、日経   5. 3 NM1 

             新聞調査 

      5. 9   介護利用者の負担、２－３割に上げを。財政審建議素案                                   5.10 TM1 

      5.10   介護保険、サービス内容を市町村が選択。痴ほう見守り、夜間緊急訪問などで               5.10 YM1 

      5.10   介護保険、「免責制度の導入を」。財政審分科会、建議で必要性指摘                       5.11 MM2 

      5.10   介護の内容や人員配置、全事業者に開示義務。介護保険で厚労省方針                       5.11 NM7 AM2 

      5.11   北・板橋区など、携帯使い介護予防。民間と「デジタル健康手帳」、来年度から有料提供     5.11 NM32 

      5.14   介護保険、１７０団体赤字。２００３年度                                               5.15 NM4 

      5.16   介護住宅、乱立歯止め。厚労省、市町村に拒否権認める検討へ                             5.16 NM1 

      5.17   介護保険＋障害者福祉＝徴収拡大。財源確保が急務。若者に過重負担。賛否両論、深い溝。   5.17 YM3 

             ２００３年度、介護保険赤字１７０団体（スキャナー） 

      5.19   育児休業期間の延長、来年４月実施、微妙に。法改正先送り。周知不足となる恐れ           5.19 NM5 

      5.19   介護保険料５話、その２／格差は最大３．３倍に                                         5.19 AM12 

      5.19   自公、介護予防の「戦略」作成。参院選の統一公約に                                     5.20 MM5 NM2 

      5.19   介護保険改正、厚労省案、２００６年度実施目指す。２０～３９歳半額徴収。障害者支援と   5.20 AM1,4 

             統合 

      5.22   介護保険、赤字１７０団体。２０００年度の倍を超す。厚労省集計、２００３年度           5.22 AE3 

      5.25   （どう変わる介護保険／初の抜本見直し－上－）予防メニュー、集中的に。サービス量増加   5.25 MM15 

             に歯止め 

      5.26   （どう変わる介護保険／初の抜本改革－中－）個室・ユニット化進む施設。「地域ケア」が   5.26 MM15 

             在宅化のカギ。施設入所申し込み「予約型」が３３％ 

      5.29   介護報酬、市町村独自に。地域の実情でサービス設定。厚労省、保険給付拡大防ぐ           5.29 NM1 

      5.30   介護住宅、民間企業の参入加速。厚労省調査、全体の４割。市町村、参入規制も             5.30 NM3 

      6. 4   障害者福祉と介護保険統合「有力な選択肢」。厚労省部会報告                             6. 5 AM2 MM2 

      6. 4   介護保険､障害者も給付対象に。保険料徴収､２０歳に下げ検討。厚労省、制度一本化めざす   6. 5 NM7 

      6. 7   介護保険と障害者福祉の統合、知的障害者団体、賛成へ                                   6. 8 AM3 

      6. 9   （膨張介護保険－上－）「疑惑の請求書」次々と                                         6. 9 NM5 

      6.10   （膨張・介護保険－中－）積もる赤字、増える責任                                       6.10 NM5 

      6.11   （膨張・介護保険－下－）視界開けぬ給付抑制策                                         6.11 NM5 

      6.13   介護保険制度改革、７月末に厚労省案。厚労相表明                                       6.14 YE2 

      6.16   介護保険／「楽」がくせものだ（社説）                                                 6.16 AM3 

      6.18   介護保険との統合問題で障害者団体意見聴取、「選択肢」「反対」「判断できぬ」も         6.19 AM2 YM2 

      6.19   介護保険と障害者／支援制度統合案、背景に予算不足。実施には市町村説得が不可欠         6.19 YM13 

      6.24   介護保険と障害者支援費、制度統合も選択肢。社会保障審議会中間報告案                   6.25 TM3 

      6.25   介護保険と障害者福祉、統合「選択肢の一つ」。厚労省部会長が案示す                     6.26 AM2 NM5 

                                                                                                 MM2 

      6.26   障害者福祉、介護保険と統合方針。「負担増」障害者ら反発。サービスの具体策なく         6.26 TE10 

      6.28   社会保障見直し協議機関、政府税調のメンバーも参加                                     6.28 NM2 

      6.28   介護、「予防」重点に。厚労省部会が制度見直し案。痴呆ケアも強化                       6.29 TM3 

      6.30   外国人労働者､看護と介護、部分開放。政府検討。国別に上限設定｡アジア経済連携協定促進   7. 1 NM1 YM1 
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＊医薬品のコンビニ販売などについては、Ⅱ規制の１４ 医療・福祉を参照 

 

【医療制度】 
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      7. 2   遠隔医療を全国導入。ＩＴ戦略、政府新計画。生活向上策を推進                           7. 3 TM3 NM3 

      7. 4   「高度先進医療」の基準緩和。保険外診療と保険診療併用                                 7. 4 NM7 

      7. 8   （論陣論客）大衆薬販売に規制緩和。八代尚宏日本経済研究センター理事長／消費者に便利   7. 8 YM10,11 

             に、安く。中島恵美共立薬科大教授／副作用被害や悪用に懸念 

      7. 9   当番医、ネットで検索。ＮＴＴ、２７００市町村を網羅。コラムなど関連情報も掲載         7. 9 TM3 

      7.11   薬剤師不要の特例廃止。厚労省方針。医薬品販売、緩和に逆行。「コンビニ解禁」に抵抗?    7.11 ME1 

      7.11   企業的手法導入、病院経営を改善。「患者志向」で「顧客満足」。「どんぶり勘定」を排除   7.11 YE16,17 

      7.11   厚労相、規制改革会議に不快感                                                         7.12 YM4 

      7.22   在宅医療ごみ、自治体以外の回収責任検討                                               7.22 AE1 

      7.23   医師主導「治験」始まる。改正薬事法、３０日に施行。海外標準薬、導入めざす。承認拡大   7.23 AM23 

             へ１００品目要望。費用面で企業に警戒感 

      7.27   ＮＰＯの活動分野、医療・福祉が６割。内閣府調査                                       7.27 NM3 

      7.28   患者向け病院情報強化。評価結果を出版。ネットで治療法。医療機能評価機構、今秋から     7.28 NE1 

      8. 2   大学薬学部６年制へ。実習は半年以上。文科・厚労省、方針固める                         8. 2 AM1 

      8. 2   医師国家試験、何度も失敗、１０回以上が７１人。大学別に不合格数一覧表、厚労省が集計。 8. 3 AM1 

             進路変更促す。大学側、公表検討には戸惑いも 

      8. 5   医療規制改革の論議再開。病院広告に治療成績。看護師配置を見直し。「制度壊れる」慎重   8. 5 NM5 

             論も 

      8. 9   治験、ネットで参加募る。新薬開発「欧米に追いつけ」。規制緩和で医師が主導             8. 9 AM10 

      8.12   （安心の設計）精神病患者／病院が生活の場に。社会的入院７万２０００人。国、１０年で   8.12 YM26,27 

             解消目指す。地域の受け皿乏しく、慣れた環境望む人も。改革で平均日数、２１５６日が 

             １０８日に。大阪府、医療・福祉が連携。 

      8.15   大手９０健保が病院情報。ネット活用、加入者５００万人、満足度も調査                   8.15 NM5 

      8.19   生活保護受け入院、２３％が「退院可能」。厚労省「社会的入院」解消検討                 8.19 YM23 

      8.20   厚労省､概算要求２０兆２１５４億円。｢年金改革｣最大課題に。医師､臨床研修に２１２億円   8.21 AM2 YM1 

      8.21   今週の「異議あり！」・医療特区論議／河北総合病院理事長・河北博文さん。高すぎる構造   8.21 ME3 

             改革特区のハードル。「選択の自由」広げる多様なサービスを（特集ワイド２） 

      8.22   専門医資格「広き門」。延べ２０万人。取得８割の学会も。朝日新聞調査                   8.22 AM1,3 

      8.26   労災病院、２割統廃合。厚労省、年度内に具体計画                                       8.27 AM3 

      8.29   薬学教育、６年に延長、文科省方針。医療高度化に対応                                   8.29 ME1 

                                                                                                 YE18 

      8.31   薬剤師不足…ドン・キホーテの｢妙案｣／ＴＶ電話活用、薬販売に波紋。世論喚起へ｢無料｣。   8.31 AM3 

             厚労省「違法は違法」。規制改革会議は実現へ「関心」（時時刻刻） 

      9. 2   薬のＢＳＥ規制見直し。厚労省、輸入対象をリスト評価                                   9. 2 AM3 

      9. 3   オストメイト高齢化、自力交換に不安。協会、ヘルパー介助認めて。厚労省、知識必要な医   9. 3 TM31 

             療行為。切実、見解変更求める 

      9. 3   医療など民事紛争、裁判外の解決促進。政府基本法案「早く安く」狙う                     9. 3 YE1,2 

      9. 5   救急出動、最高の４５５万件。０２年『６５歳以上』増加、４０％に                       9. 6 TM3 

      9.10   小児医療を充実。民主｢マニフェストの目玉に」                                          9.11 TM2 

      9.12   厚労省、カルテ開示、初の指針。｢訴訟前提でも」記載なし                                9.13 AM3 

      9.13   乳がん診断／Ｘ線撮影装置、半数が基準外。劣る画質、異常見逃す恐れ                     9.13 AE1 

      9.29   医療事故、市民が判定。救済制度設立目指す弁護士、模擬「陪審制」試み                   9.29 AE26 

     10. 1   国立がんセンター、がん検診公募。最新機器使用、まずは２千人                          10. 1 AM3 

     10. 3   ベッドの３割が長期入院者向け。全国の病院、厚労省調査                                10. 3 NM5 
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     10. 6   「安全重視の病院」ランキング・日経新聞調査／安全管理組織、９７％設置。責任者「いる」10. 6 NM1 

             ２４％。医療事故「昨年度１００件超」１５％ 

     10.11   救命救急センター、死者の４割、命救えた。外傷治療に問題点。厚労省全国調査            10.11 TE10 

     10.12   救急車、増え続けている訳は？小家族で進む１１９番依存。到着時間短縮に知恵絞る        10.12 NM17 

     10.12   小児救急マニュアル、一般医向け作成へ。専門医不足対策で厚労省                        10.13 TM1 

     10.13   患者４７万人―「不妊治療大国」日本。５０超す自治体、費用補助。カウンセラー・看護師  10.13 NM27 

             養成、物心両面から支援（医療） 

     10.15   専門医紹介、地域ぐるみで。福岡でモデル事業。九大医学部教授ら乗り出す。病院や診療所  10.15 NM1 

             連携、オンラインで情報共有 

     10.16   日本人の医者通い、世界で突出。ＯＥＣＤ調査、１人年１４回。女性医師の割合は最低      10.17 NM42 

     10.16   専門医数や治療法、ネットで。健保連が２０日から、全国２２２７病院情報公開            10.17 AM3 

     10.17   （生活コミュニティー）ＮＰＯ、病児保育サポート。小児科医・看護婦・母親らが法人設立。10.17 NE12 

             施設不足を補う。事業継続、採算性が課題 

     10.21   刑確定前､医師処分も。坂口厚労相､考え明らかに。医療過誤相次ぎ､行政上の問題明らかな   10.21 ME1 

     10.25   厚労省、病院の兼業規制緩和、２０００病院で可能に。医薬品の販売・医系進学塾…        10.25 NM1 

     10.29   後発の薬をさらに安く。厚労省、原案提示                                              10.30 AM3 

     10.30   （焦点の薄給改善）４月から新人医師に卒業後研修義務化。良医の育成、財源迷走。厚労省、10.30 YM3 

             ２１２億要求。財務省、病院が負担して。指定病院、倍増８００施設、指導医の質も課題 

     11. 4   ７県９カ所、３分の１。ドクターヘリ、導入進まず。費用かかり規制も多く。「国はもっと  11. 4 NM39 

             支援を」。導入した病院では…搬送患者の死亡率低下。後遺症抱えるケースも大幅減 

     11. 4   ＳＡＲＳ対策、自治体困惑。「指示待ちでは対応遅れ」。「症状ない患者どうする」。国の  11. 5 NM39 

             権限強化で厚労省会議 

     11. 5   病院評価の公表／｢診療の質｣にまで踏み込む動き、情報を受ける患者側は｢選択眼｣育てよう  11. 5 YM17 

     11. 5   「厚労省文書、わかりづらい」検査院。国も病院も告示誤読、医療費過払い６０億円        11. 5 AM1 

     11. 5   危険な感染症受け入れ病院、３４道府県、整備できず                                    11. 5 TM3 

     11. 5   改正感染症法きょう施行。建物封鎖、ＳＡＲＳも                                        11. 5 NM39 

     11. 6   病院の２５％、医師不足。厚労省集計、北海道・東北は４８％                            11. 7 YM1 

     11. 7   厚労・文科・総務、初の連絡会議。地方の医師確保検討。人口１０万人に東京２５３人、青  11. 8 AM3 

             森１６０人 

     11. 8   病院を診断します。全国８１７施設、５段階評価。医療評価機構が“通信簿”出版          11. 8 TE10 

     11.11   医師不足解消へ連携。厚労・総務・文科省、連絡会議が発足                              11.12 NM38 

     11.13   研修医手当、財源は？受け入れ先きょう決定。バイト原則禁止／厚労省「月３０万円必要」。11.13 AM3 

             ２年間臨床義務／財務省「国庫補助ノー」。私大、平均１２万円。一気の増額困難 

     11.17   診療体制にお墨付き。病院評価、８年で１０００件突破。患者に結果公開。自己改革促す。  11.17 NM33 

             医療機関選びの参考に（医療） 

     11.22   足りない医師、名義貸しや寄付…苦悩の地方病院。大学頼み脱却へ制度見直しを（盛岡支局）11.22 YM17 

     11.22   病院にマニフェスト。経営管理手法の学会発足。｢待ち時間４分短縮｣｢経費削減１０％｣…    11.22 AE1 

     12. 2   規制改革、需要創出に力。医療・住宅など軸に。２％成長、財政再建に道筋。日本経済中期  12. 2 NM29 

             予測／日本経済研究センター（経済教室） 

     12. 9   医療事故、「警鐘事例も報告を」。厚労省、範囲拡大、省令改正へ                        12. 9 NE14 

     12.10   救急救命士活動、範囲拡大で効果。２００３年版消防白書                                12.10 NE16 

     12.22   医療の質／「指標で評価」３割。「再手術を検証」半数に届かず。日経新聞病院調査        12.22 NM1 

     12.23   ミス犯す医師、再教育。医療安全対策、厚労省公表へ。新薬使用医、限定も                12.23 AM1 

     12.24   医師再教育など安全対策１４項目、厚労省発表                                          12.24 AE2 

     12.25   薬剤投与、救命士もＯＫ。救急車内で心拍刺激剤。２５０単位講習条件に。厚労省方針      12.26 YM2 

     12.26   救命士に薬注射認める。２００６年にも。心拍再開促す１種類                            12.27 AM3 

                                                                                                 NM30 

     12.28   救急車の出動「４８秒に１回」を軽減。病院間の搬送、全面民間委託。東京消防庁、原則有  12.28 YM1,26 

             料化 
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      1. 6   医薬品にバーコード｡品名や成分量､２００５年夏から表示｡投与ミス防止策｡厚労省、指導へ   1. 6 AM3 

      1.12   薬剤師養成、大学６年に。文科省研究会議が３月メド最終報告。実務実習を重視。４年制も   1.13 NM34 

             併存、国家試験の受験資格なし 

      1.22   医師名義貸し５１大学。全国の３分の２。延べ人数は１１００人超。文科省調査             1.23 AM1 

      1.23   地域医療や診療報酬、抜本見直し必要。名義貸しで文科相表明                             1.23 NE14 

      1.24   医師名義貸し／地方の医師不足の解消が基本だ（社説）                                   1.24 YM3 

      1.25   慈恵医大、補助金１５５０万円不正受給。資格外申請、医局内で流用                       1.25 AM1 

      1.27   （記・患者の視点⑭乳房再建－上－）混合診療禁止が壁に                                 1.27 YM22 

      1.28   医師への謝礼、患者の重く。総医療費１％相当、３３００億円。入院時、過半数が渡す。経   1.29 NM39 

             験者の５５％「今後は渡さない」。大学教授ら全国年間推計 

      2. 6   へき地の医師不足深刻。人材の確保、コネ頼み限界。医大卒業生、県外流出増える。地域挙   2. 6 YE16,17 

             げ呼び寄せ策。Ｕターン促進へＰＲ、研修で技術向上支援（時時刻刻） 

      2. 6   パスポート２００５年度ＩＣ化。ＩＴ戦略本部が包括計画。処方せんも電子化推進           2. 7 NM3 

      2.11   大学病院からの医師派遣、自治体病院２５％、打ち切りを経験。手術制限や休診も。朝日新   2.11 AM1,30 

             聞調査 

      2.18   薬学部６年制、２００６年にも実施。中教審答申                                         2.19 AM3 YM2 

                                                                                                 NM42 

      2.19   公立病院「手術できない」。専門医足りず、急患転送（医者がいない）                     2.19 AM38 

      2.20   保健所長の資格／適材確保へ「医師以外」も。小野光子日本看護協会常任理事（論点）       2.20 YM13 

      2.22   ６年制薬学部／四年制の並立も検討すべきだ（社説）                                     2.22 YM3 

      2.23   研修医バイト禁止しないなら、補助金、病院に交付せず。厚労省方針                       2.23 TM1 

      2.23   （ドクターが足りない－上－日経新聞大学調査）医療／「医師不足感高まる」５割。地域の   2.23 NM23 

             偏在大きく。多すぎる病床数も一因。大学、派遣の余力が低下。「院生の報酬確保」７割。 

             名義貸し、全国的に慣習化 

      2.25   へき地の医師不足、厚労省など取りあえず対策、配置、地域単位で協議                     2.26 YM2 

      2.26   へき地病院、配置医師数の基準緩和。厚労など３省合意                                   2.27 YM2 AM1 

                                                                                                 NM4 

      2.28   「森林医学」確立めざせ。癒しや効果、森林浴で裏付け。林野庁「健康増進に活用」         2.28 AE1 

      2.29   医学部入試に「地元枠」。国公立大、導入の動き拡大。卒業後も定着期待                   2.29 AM1 

      3. 1   （医療／ドクターが足りない／日経新聞大学調査－下－）医師不足解消へ試行錯誤。自治体   3. 1 NM33 

             連携広がる。供給機能、大学に一本化。専門医不足も深刻。麻酔・放射線科など目立つ 

      3. 2   瀕死の小児救急／ある小児科医の死。「オレは命を削りながら当直している」。月５～６回、 3. 2 YM28,29 

             ３２時間連続勤務も。行政ようやく重い腰上げ。問題は医師の数でなく、診療の担い方にも 

      3. 8   「経営充実度」病院ランキング、幹部に企業出身者２６％。「成果主義」２割。日経新聞調   3. 8 

             査                                                                                  NM1,32,33 

      3. 9   構造改革特区法改正案を閣議決定。株式会社による医療機関経営認める医療法特例など盛り   3. 9 NE2 

             込んだ 

      3. 9   株式会社の病院経営、「高度な医療」のみ。特区法改正案を閣議決定                       3.10 NM4 

      3.10   中小企業、医療分野進出を支援。関東経産局、産業育成へ手引き                           3.10 NM39 

      3.12   医療事故報告、義務化、全病院で。総務省、厚労・文科省に勧告                           3.13 AM2 

      3.16   大病院が「外来」分離、門前診療所火種。「患者囲い込みだ」、日医が反発                 3.16 YE19 

      3.17   青戸病院手術ミス、３医師を医業停止へ。厚労省、判決待たず処分                         3.18 TM1 

      3.19   医療・教育・農業、株式会社参入を推進。規制改革新３か年計画を閣議決定。重点１７項目   3.19 YE1 ME1 

                                                                                                 NE1,3 AE2 

      3.22   公立病院の６割赤字。民間は７割が黒字。日経新聞調査                                   3.22 NM1 

      3.28   新薬承認審査担う新法人、薬害被害者が監視役。５人参加                                 3.28 AM3 

      3.30   労災病院７院削減。２００７年度まで。自治体・民間へ譲渡                               3.31 AM3 YM2 

      3.30   医薬品販売の規制緩和、法改正へ                                                       3.31 NM42 

                                                                                                 MM2 AM1 
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      4. 1   （新市場創造研究報告／日本経済研究センター）規制改革で新需要創出を。医療・福祉分野   4. 1 NM31 

             など。持続的な経済成長に必要。八代尚宏・日本経済研究センター理事長（経済教室） 

      4. 1   医療ミス、検証機関創設を。４学会共同声明。中立的立場で情報公開                       4. 2 NM42 

      4. 1   日医「反小泉」色濃く。新会長に植松治雄氏。規制緩和や医療費抑制、反対論唱える         4. 2 NM3 

      4. 5   社会保障で提言相次ぐ。「医療サービス業」活性化を、経済同友会、「混合診療」や「患者   4. 6 NM5 

             権利法」要請。東京都、介護保険料負担、若年層に拡大を 

      4. 6   独立行政法人化した国立病院。小児救急「充実」道険し。赤字覚悟で態勢強化。医師不在、   4. 6 AM19 

             輪番を離脱 

      4. 6   「赤い救急車」に法の壁。悩む自治体。出動急増、消防車で代用、救急患者搬送できず。救   4. 6 NM39 

             急車の出動、６．９秒に１回、２００２年、４５０万件 

      4.16   中医協見直し迫る日歯事件（社説）                                                     4.16 NM2 

      4.16   外資誘致、地方で活発に。医療や福祉に重点。雇用と生活の豊かさも。大西隆東京大学先端   4.16 NM29 

             科学技術研究センター教授（経済教室） 

      4.17   医療事故相次ぐ「特定機能病院」。ノルマ年１００論文。厚労省が承認条件強化             4.17 TE1 

      4.22   構造改革特区の岐阜・岩村町、高齢化の町に無線ＬＡＮ。全国初、行政が推進。自宅にいな   4.22 TE8 

             がら無料で健康診断。医療サービスも 

      4.23   「保健所長」ポスト、医師以外でもＯＫ。ただし、事務系ダメ。厚労省決定。感染症対応な   4.24 YM37 

             ど重視。部分開放で決着                                                              NM38 

      4.23   医局への寄付、｢違法性なし｣。北海道内町村から大学医学部への寄付金問題、北海道が見解   4.24 YM37 

      4.26   規制改革会議、「官製市場」重点に。行政事務の民間開放検討                             4.26 AM3 

      4.29   医療事故･事件､け出２００件突破。立件５％､期化する捜査。警察庁まとめ､昨年３５％増     4.30 NM30 

      5. 4   国立病院機構、治療成績評価に指標。全国１６０病院を比較                               5. 4 MM1 

      5. 4   健保保養所、賃貸ＯＫ。厚労省、遊休条件に規制緩和                                     5. 4 AM1 

      5. 9   保養所、健保、賃貸可能に。厚労省方針。財務改善へ有効利用                             5. 9 NM3 

      5.12   病院ＨＰ広告、誇張は「ダメ」。都、自主規制へ指針。研究中なのに「画期的効果」、スゴ   5.12 AM1 

             腕医師… 

      5.13   自治体病院、効率化へ再編。総務省、不採算施設閉鎖促す。民間委託で地域医療充実         5.13 NM5 

      5.14   企業並の透明性、病院会計に導入。厚労省が新基準骨格                                   5.15 NM4 

      5.16   医療／国立病院、変身競う。独立法人化で患者サービス拡充。「独立性」「地域密着」軸に   5.16 NM9 

      5.20   構造改革特区、経団連が改善提案。民間の申請認めて。「混合診療」解禁を                 5.20 NM5 

      5.24   森林浴、医療やリハビリに。効果を科学的に評価。林野庁、自治体で研究進む。地域おこし、 5.24 MM27 

             里山保全にも 

      5.25   規制改革・推進本部が初会合、医療・教育など重点                                       5.26 AM4 

      5.26   外国人労働者、受け入れ拡充。看護・介護、骨太方針盛り込み                             5.27 MM11 

                                                                                                 TM1 

      5.28   心停止患者に電気刺激処置、一般人、講習義務なし。厚労省方針                           5.28 AM2 

      6. 2   気管挿管、普及に暗雲。７月から救急救命士にも門戸。病院側の実習協力低調。資格取得進   6. 2 YM33 

             まず 

      6. 3   医師・弁護士など職種別国保、国庫補助を一部削減。厚労省検討                           6. 3 NM1,5 

      6.22   都市部１１自治体、ＨＩＶ予算７割削減。読売新聞調査１０年間で千葉県９割カット         6.22 YE1 

      6.22   国立大の大型医療機器入札、予定価格での落札是正を。今年度の予算執行調査、財務相、閣   6.22 NM5 

             僚懇で要請へ 

      6.23   規制緩和、医療分野は「平行線」。推進会議と医師会、討論                               6.24 AM4 MM2 

                                                                                                 YM4 

      6.24   医師が足りない。自治体病院の再編は不可避に。住民の不満解消に明確な将来像示せ      6.24 YM13 

      6.26   救急救命士の気管内挿管、来月から実施へ。東京消防庁                                   6.26 TE10 

      6.27   気管内挿管、来月解禁。救命士実習１６都道府県。「病院・患者の了解に時間」             6.28 TM3 

                                                                                                 NM38 
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      6.27   ヘリで患者搬送、救命効果高める。厚労省研究班推計、死亡２６％減。自治体、及び腰、７   6.28 NM38 

             県８ケ所のみ、財政難影響 

      6.30   （首都圏発話題の知恵袋）県立病院の経営再建／埼玉県病院事業管理者･武弘道さん。｢本気   6.30 NM39 

             の改革者が出にくい人事システムに問題」 

 

 

【医療保険制度】 
 

 2003年 

      7. 5   高齢者の高額医療費、戻ってくるのに…。周知不足？３割未申請。７億円分                 7. 5 TE1 

      7. 9   高額医療費払い戻し、高齢者の３割申請せず。手続き、市町村に差                         7. 9 AE1 

      7. 9   （揺れる国保）広域化、都道府県での試み。進む合併、対応迫る。滋賀、国保連中心に検討   7. 9 AM19 

             会。埼玉、統一の保険料を試算。狙いは保険財政の安定、運営の規模は「柔軟に」 

      7.10   健保赤字４００３億円、２００２年度最悪に                                             7.11 NM5 AM2 

      7.14   医療・税の負担増。０．３％物価押上げ。内閣府が試算                                   7.15 NM5 

      7.17   医療制度改革、難航は必至。社保審部会で具体案作り始動。高齢者新保険、負担で対立       7.17 NM5 

      7.18   政府、診療報酬下げ検討                                                               7.18 AM3 

      7.21   ぜんそくなど子供の慢性疾患、医療費補助５０－６０億拡充。２０００－３０００人分、厚   7.22 YM1 

             労省要求へ 

      7.25   小児難病、公費負担を法制化。厚労省方針、一部自己負担を導入                           7.25 AE1 

      7.28   医療費、最高の３１兆円。厚労省調査、２００１年度３．２％増。高齢者増加が影響         7.29 NM5 AM3 

                                                                                                 TM3 MM2 

      7.29   （シリーズ年金改革⑧）年間２２００億円。年金、医療・介護保険、“重複給付”、無駄で   7.29 YM26,27 

             は？「余剰分が遺産」に疑問も。諸外国、死後返還の傾向。仏…相続約６１０万円超で。米 

             …介護費用を資産から 

      7.29   「補助金」｢医療費｣で後退。諮問会議､予算の全体像を決定｡一般歳出４８兆２０００億円に   7.30 YM9 

      7.30   ２００４年度予算概算要求基準､社会保障、課題先送り。年金国庫負担上げ･診療報酬下げ…   7.30 AM9 

      7.30   社会保障負担上限、厚労相、来月にも私案。年金・医療・介護全体で                       7.31 NM5 TM1 

      7.31   政管健保、積立金が枯渇。２００２年度、赤字、最悪の５５８８億円                       8. 1 NM5 TM1 

                                                                                                 AM2 

      8. 2   医療費、抑制計画、都道府県に要求、厚労相意向。地域間の競争促す                       8. 3 TM1 

      8. 3   健保の解散急増。２７組合、医旅費増え財政悪化。４－６月                               8. 3 NM1 

      8. 5   サラリーマンの自己負担増で医療機関の６４％「外来患者減少」。東京保険医協会調べ       8. 5 AM2 

      8. 8   医療費、２年ぶりに減少。２００２年度３０兆２０００億円                               8. 9 NM5 AM2 

                                                                                                 TM3 MM2 

      8.27   在外被爆者の医療費助成、厚労省方針。来日できぬ人に配慮                               8.28 AM1 

      8.28   老人医療費、地域で抑制。厚労省が方針                                                 8.29 YM2 

      8.30   社会保険料、年収の３５％内。厚労相意向。制度の効率化推進                             8.31 NM3 

      8.31   年金・医療・介護・雇用保険料「年収の３２％に」。２５年の目標、厚労相試案             8.31 AM3 

      9.10   国保、滞納世帯２割。今年、最悪の４４０万世帯に。厚労省、収納対策急ぐ                 9.10 NM5 

      9.24   健康づくりで医療費減。生活習慣病予防の先進地で。大分・湯布院町、水中運動、町民が主   9.24 AM21 

             役。神奈川・藤沢市、健康状態の指標開発。国保中央会、かかりつけ医、役割をき強化 

      9.26   （改造内閣／閣僚に聞く）坂口厚労相／診療報酬下げに慎重。年金の国庫負担、段階的引き   9.26 NM5 

             上げも。中川経産相／ＦＴＡ推進に努力。金子行革相、道路公団分割進める                YM11 

     10. 3   ベッドの３割が長期入院者向け。全国の病院、厚労省調査                                10. 3 NM5 

     10. 4   診療報酬、なるか抜本改革。来年度改定へ論議スタート。算定の根拠あいまい              10. 4 NM4 

     10.16   （確かなあした）医療保険改革の行方／保険料の格差、どう是正。透明性の確保が鍵に      10.16 TM10 

     10.22   被用者本人の医療費４．１％減。３割負担で受診抑制                                    10.23 AM3 

     10.22   マイナス改定で「病院経営悪化」。日医、診療報酬で調査                                10.23 AM3 NE2 
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     10.22   診療報酬定額払い、来年３月まで延長。厚労省の試行事業                                10.23 TM3 

     10.25   セカンドオピニオンに差額料。２００４年度実施、厚労省方針。選定療養と判断。負担増に  10.26 TM1 

             反発必至 

     10.29   後発の薬をさらに安く。厚労省、原案提示                                              10.30 AM3 

     10.31   国保滞納、最悪１９．２％。上昇幅は９１年以降最大。厚労省調査                        10.31 AM38 

     11. 5   各市町村、国保保険料、徴収に懸命。足立区、督促へ自動電話。千葉市、成果に応じ報酬    11. 5 NM35 

                                                                                                 AM2 

     11. 6   特定療養費／再診時にも負担なぜ？病院の事情・「納得した人だけ来院」。制度の狙い・集  11. 6 AM21 

             中防ぎ選択肢広げる（医療費探検隊） 

     11.10   診療報酬下げ要求。予算編成へ攻防激化。医師会「経営悪化」と猛反対                    11.11 AM13 

     11.10   診療報酬５％下げ。財務省、来年度予算方針                                            11.11 YM2 AM3 

     11.12   政管健保の保養所１１カ所、「要保養者」の利用ゼロ。９８年度から                      11.12 TE1 

                                                                                                 NE16 

     11.13   「医師への報酬」３％下げ要求。財務省、薬価除く部分                                  11.13 NM5 TM3 

     11.13   医療費負担、医者と家族、依然「２割」。引き上げ２組合。補助見直し要求も              11.13 TE1 

     11.13   診療報酬削減、「最低限４％」。財務省が提示                                          11.14 NM5 

     11.19   ２００２年度実質、国保の赤字４１８８億円。２２．６％増え過去最悪                    11.20 MM2 NM5 

                                                                                                 YM2 AE2 

     11.19   国保、強制徴収徹底へ。２００２年度、滞納率１割に迫る。厚労省方針                    11.20 TM1 

     11.19   社会保険事務局、医療費過払い１０県で６２億。制度改正で２年間。厚労省通知を誤解      11.20 TM3 

     11.20   診療報酬、「出来高払い」圧縮。財務省、抜本改革要請へ                                11.21 YM2 

     11.25   米財政赤字に新たな重荷。医療保険改革法を可決。追加支出４０００億ドルに。選挙控え高  11.26 NM9 

             齢者優先 

     11.26   個人の診療所、２年で黒字９．９％減。診療報酬下げ影響。厚労省調べ                    11.26 NE1 

     11.27   （予算攻防）財政審が意見書。診療報酬に下げ圧力。財務省は４％主張。医師会「収益悪化、11.27 NM3 

             上げ必要」 

     12. 2   社会保障、２００１年度の給付費８１兆円、過去最高。国民所得の２２％に                12. 3 YM4 TM3 

                                                                                                 NM5 AM2 

     12. 3   診療報酬下げ幅１％台。２００４年度改定。政府調整、薬代分で１％                      12. 4 NM5 

     12. 3   診療報酬、薬剤費１％下げ。２００４年度改定で政府方針                                12. 3 NE1 

     12. 5   診療報酬、首相が引き下げを指示。政府・与党、議論紛糾も                              12. 6 AM1 

     12. 8   米大統領署名､医療保険改革法が成立。高齢者負担減､支持拡大狙う。医療財政は悪化の懸念  12. 9 NE2 

     12.12   診療報酬改定の議論、平行線。引き上げ、医師会「経営厳しい」。引き下げ、健保など「賃  12.13 NM5 

             金が下洛」 

     12.15   診療報酬改定、方向性出せず。中医協総会                                              12.16 AM4 

     12.17   診療報酬改定、調整が難航。政府・与党                                                12.18 NM5 

     12.18   ２００４年度改定、診療報酬本体は据え置き、薬価下げ全体１．０％減                    12.19 TM1 

                                                                                                 NM1,3 AM1 

     12.19   年金改革と診療報酬改定、連合・同友会が批判                                          12.19 NE2 

     12.20   診療報酬下げ／医療費の膨張体質こそが問題（社説）                                    12.20 YM3 

     12.22   診療報酬／患者本位にするために（社説）                                              12.22 AM2 

     12.23   （変わる年金／改革の展望－80－最終回）２００４年社会保障制度の課題。介護、保険料徴  12.23 YM22,23 

             収、４０歳未満も？障害者福祉、税財源では支援に限界、介護保険との統合論も。医療、  

             「高齢者制度」の具体化は。雇用、定年後 

     12.24   ２００４年度予算政府案／年金・医療。膨張続く国庫負担。少子化対策は後手に            12.25 NM6,7 

                                                                                                 TM8,9 AM10 

     12.25   国保保険料率、「引き上げ」反対再考求める。特別区長会、渋谷区長に申し入れ            12.26 YM28 

     12.26   政管健保の財政悪化。年度末積立金、計画の６分の１。抜本改革前倒しも                  12.26 NM1 

     12.27   国保料「強制徴収を」。厚労省、市町村に予算要請                                      12.28 MM2 
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      1. 5   都内区市町村の国保保険料､収納率ビリ返上へ“プロ”がノウハウ｡財産調査や電話テク伝授   1. 5 TE11 

      1. 6   社会保障制度改革、広井・千葉大教授に聞く／医療・福祉に重点配分を                     1. 6 YM26 

      1. 7   パート健保加入を拡大。厚労省方針､２００６年度にも。週２０時間以上｡厚生年金と同時に   1. 7 NM1 

      1.10   今年度見通し、厚年基金･健保の解散最多。合併基準など､厚労省、緩和検討。さらに増加も   1.10 NM5 

      1.14   夜間・休日の小児医療、診療報酬引き上げへ                                             1.15 YM4 

      1.15   健診は医院で、出産は大病院。厚労省、妊婦の選択後押し。連携に診療報酬優遇             1.15 AM1 

      1.15   不法滞在者の国保加入、一部認める。最高裁「個別事情で判断」                           1.15 AE14 

      1.16   小児慢性特定疾患の治療費、通院患者の補助拡大。１０月から                             1.16 YE18 

      1.16   国民健康保険、危機的状況に再編・統合検討（安心の設計）                               1.16 YE12,13 

      1.21   診療報酬改定で、初診料、４月から上げ。中医協、合意                                   1.22 TM1 AM2 

      1.22   健保組合統合へ財政支援。厚労省、苦境組の救済促す。来年度から。政管健保へ移行抑制     1.22 NM5 

      1.23   地域医療や診療報酬、抜本見直し必要。名義貸しで文科相表明                             1.23 NE14 

      1.23   今年の薬価改定、後発品下げが柱。中医協、改定案了承                                   1.24 NM5 

      1.27   年金・医療・介護、社会保障を一体改革。諮問会議、国民負担率を抑制                     1.28 NM5 

      1.28   政管健保手続き、一括申請認める。２００４年度から厚労省                               1.28 NM5 

      1.29   医療新技術に保険、素早く。難手術、件数公表促す。診療報酬改定で厚労省                 1.29 NM5 

      2. 4   診療報酬改定、見送りも。包括評価で対立。諮問、予定通り行わず                         2. 5 YM2 

      2. 5   医療・介護・年金、年内に改革案。自民幹事長                                           2. 5 NE12 

      2. 6   年金・医療・介護を一体改革。自民、経済界負担に配慮。公明、弱者給付拡大狙う。与党合   2. 7 NM2 

             意、思惑には違い 

      2. 9   政管健保保険料率、都道府県別再編で試算。最高は北海道８．７％。最低長野は７．５％     2.10 YM2 NM4 

      2.12   診療報酬改定、決裂回避、中医協。高度手術件数公開へ                                   2.12 YM2 

      2.13   診療報酬改定、小児・精神科に手厚く。４月から。時間外など加算                         2.13 AE1,2 

                                                                                                 YE1,2 ME1 

      2.13   ２００４年度から定額払い民間病院でも。医療効率化促す。初診料４０－５０円上げ。中医   2.14 NM4 YM2 

             協、診療報酬改定を了承 

      2.14   高医療費市町村、１４３自治体を指定。厚労省、現行基準で最多に                         2.14 AE2 

      3. 9   （社会保障／一体改革と国民負担－中－）年金よりも医療・福祉。家族や会社を代替。雇用   3. 9 NM29 

             や環境政策とも調整。広井良典千葉大学教授（経済教室） 

      3. 9   筋トレ教室で医療費絞る。自治体、相次ぎ導入。高齢者の健康増進                         3. 9 NE14 

      3.17   健保数の減少、最大。今年度、企業のリストラで打撃                                     3.18 AM3 

      3.17   「定額払い」導入８２病院。入院医療費２．８％増。抑制期待、効率化進み？収入増         3.18 YM2 

      3.21   医療費抑制、都道府県ごとに計画。厚労省、策定義務付け検討                             3.21 NM1 

      3.21   ４月から診療報酬改定。薬や検査多いと負担軽減。小児科、夜間は負担増。大病院では「定   3.21 NM9 

             額制」も 

      3.22   公立病院の６割赤字。民間は７割が黒字。日経新聞調査                                   3.22 NM1 

      3.22   高額医療費、未還付６８億円に。２００２年度１０月以後半年間。５人に１人受領せず       3.22 ME3 

      3.22   ７５歳以上の医療保険料､１人当たり年５万３０００円に。厚労省推計。新制度､議論難航へ   3.23 NM5 

      3.23   団塊の老後、数万人追跡。厚労省、１０～１５年かけ。年金・医療費、負担大きく           3.23 AM1 

      3.23   米医療基金、２０１９年破たん予測。年金は２０４２年。制度改革急務に                   3.24 NE2 

      3.30   公明、「介護予防」公約に。保険の支出、節約狙う                                       3.31 AM4 

      3.30   来月から診療報酬改定。向上するか医療の質。患者の負担、初診料、約１０円アップ。小児   3.30 TM19 

             医療、充実へ報酬増。情報公開、肺がんなど難手術実績公表すれば５％上乗せ。包括払い制 

             度、民間も取り組み開始 

      4. 4   差額ベッド最高料金／東京４万３４００円、全国平均の２．５倍。「設置増やす」１６％。   4. 4 NM1 

             主要病院日経新聞調査 

      4. 5   「定額払い」導入の８２病院、医療費、平均超す伸び。昨年４－１０月                     4. 5 NM3 

      4.13   年金・医療・介護、一体見直し。重複給付を是正。負担の不均衡回避。財政審が検討         4.14 NM5 

      4.14   日歯会長ら逮捕。中医協巡り贈収賄容疑。社会保険庁下村元長官も                         4.15 NM1 
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      4.15   「初診料増額」緩和求める。中医協で日歯側、贈賄時期と一致                             4.15 YE1 AE1 

      4.15   診療報酬汚職、医療改革に影響必至。中医協見直しも                                     4.16 NM4 

      4.16   中医協見直し迫る日歯事件（社説）                                                     4.16 NM2 

      4.18   （ＮＥＷＳな数字･５４組）健康保険組合の減少数（２００３年度）｡再編や不況で過去最多   4.18 NM27 

      4.18   （けいざい解読）天下りの何が問題か／透明化で不信解消を。編集委員・大林尚             4.18 NM4 

      4.20   中医協委員、任命方法見直し。衆院委、日歯汚職で厚労相表明                             4.20 NE1 

      4.20   中医協の医療費決定システム、「事後評価を導入」。厚労相、専門委新設を表明             4.21 MM3 TM2 

      4.23   健保組合の医療費滞納に懲罰金利。厚労省、財政改善促す。健全組合負担軽く               4.23 NM1 

      4.26   社会保障全体の見直し、首相、前向き姿勢。連合など要請に                               4.26 AE2 NE1 

      4.27   社会保障負担、２０年後、１５５兆円に倍増。年金・医療、給付膨らむ。国民所得の２９％   4.28 NM1 

             に。厚労省試算 

      4.28   中立委員の増員検討。中医協見直し、任期制限も課題                                     4.28 NM5 

      5. 7   連合の根幹直撃。中医協汚職で前副会長起訴。サラリーマン全体への裏切り（解説部）       5. 7 YM15 

      5. 8   高齢者の高額医療費制度、７０億円が未支給。２００２年１０月から半年、厚労省全国調査。 5. 8 NM34 

             「周知が不十分」 

      5.10   健保組合、今年度赤字に                                                               5.11 NM7 

      5.14   病気予防なら負担軽減。厚労省、高齢者新保険で検討                                     5.14 NM5 

      5.26   国保納付、コンビニで２４時間ＯＫ。港・品川・中野・練馬区、来月から。収納率増狙う     5.26 AM31 

      5.30   診療報酬制度見直し。厚労相表明「時間」「重症度」考慮。２００６年法案提出へ           5.31 YM2 TM2 

                                                                                                 NM3 

      5.30   医療費、２０２５年度に倍増。高齢者増加で６９兆円。老人医療費は３倍。厚労省試算       5.30 NM3 

      5.31   会社員、医療費５．１％減少。昨年度減少幅最大。自己負担増が要因                       6. 1 NM5 

      6. 1   診療報酬決め方抜本見直し方針。厚労相                                                 6. 1 AE2 

      6. 3   医師・弁護士など職種別国保、国庫補助を一部削減。厚労省検討                           6. 3 NM1,5 

      6. 6   ６５歳から国庫負担を。高齢者医療制度で厚労相                                         6. 7 TM3 

      6. 8   不法滞在外国人、国保から全面排除。厚労省が明文化                                     6. 8 MM2 TM3 

      6.18   高額医療また増加。月１０００万円以上１０１件｡高度治療広がる｡２００３年度過去２番目   6.19 NM5 MM2 

      6.20   （高齢者医療の問題点）増える負担、現役に重く                                         6.20 TM20 

      6.21   「進んで余計なことするのも…」。中医協汚職、厚労省調査及び腰。地検捜査横にらみ。調   6.21 YE1 

             査報告いったん封印（眼） 

      6.23   医療制度改革、高齢者新保険、地域別に。厚労省、議論前倒しへ論点案                     6.24 NM3 

      6.24   高齢者医療費、払戻期間を延長。請求漏れ、半年で６９億円                               6.25 AM3 

      6.28   社会保障見直し協議機関、政府税調のメンバーも参加                                     6.28 NM2 

 

 

④ 児童福祉・子育て支援  
 

2003年 

      7. 9   次世代育成推進法が成立                                                               7. 9 AE2 NE2 

      7.14   児童虐待防止ネットワーク、市町村の３割が構築。厚労省調査                             7.14 NE14 

      7.15   （多様化する働き方／労働法・派遣法改正－下－）働く側の待遇、後回しに。育児休業難し   7.15 NE12 

             く。保険制度の整備も急務（生活／ワーキングウーマン） 

      7.17   ２００２年度、育児休業、女性の取得率７．６ポイント増。男性は前回下回る               7.18 MM2 

                                                                                                 AE18 

      7.17   法相、少年院法改正を検討。１３歳以下の収容も                                         7.17 TE1 

      7.17   母子家庭の就職支援法が成立                                                           7.18 AM4 

      7.21   子育て支援策／数値掲げ拡充。行動計画作成へ。予算確保が課題                           7.21 YM4 

      7.23   保育所の整備、官民で連携を。経団連が提言                                             7.24 NM5 

      7.23   少子化対策法が成立                                                                   7.23 AE1,14 
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  2003年 

      7.23   『母子家庭白書』、厚生省が来年度に初作成。自立促進策まとめ                           7.23 TM3 

      7.29   少子化対策で厚労省、行動計画の指針案公表                                             7.29 AE2 

      7.31   産ませる策より産みたくなる策を（社説）                                               7.31 NM2 

      8. 1   保育サービスの「質」点検。第三者評価の公表始まる。住民との連携など５２項目。「自信   8. 1 AM15 

             ある園だけ」が現状 

      8. 4   少子化対策の財源統合。厚労省研究会案、新システム提言                                 8. 5 NM5 MM2 

      8. 5   児童館の運営、ＮＰＯに開放                                                           8. 5 NM2 

      8. 5   市町村へ子育て支援。厚労省研究会、交付金創設を提言                                   8. 5 YE2 

      8. 6   保育園に第三者評価。試行錯誤のスタート。受ける受けない園の自由。親は歓迎、「園選び   8. 6 YM22,23 

             の材料」「改善求める根拠にも」（生活スコープ・ワイド版） 

      8. 7   少子化対策、子育て交付金、育休の延長も。厚労省研究会が報告書                         8. 8 AM4 MM2 

                                                                                                 NM5 

      8.13   駅型保育所の補助を廃止。厚労省、１０年度まで段階的に。コストかかる「認可」移行。     8.13 AE1 

             撤退・値上げも 

      8.17   子育てカリスマ自治体を育成へ。厚労省、来年度５０市町村                               8.17 TM3 

      8.19   （安心の設計）家庭で育児、手当てに賛否。ノルウェー、７５％が制度利用。フランス、支   8.19 YM22,23 

             援対象拡大へ見直し。日本、導入巡り議論白熱 

      8.20   認可保育所、待機児童２万６０００人に。厚労省、「ゼロ作戦」実施中だが…希望者膨らみ   8.20 NM38 

             定員増上回る                                                                        TM3 AM3 

      8.22   新法で進むか、少子化対策。｢行動計画｣指針、検討委員４人が読み解く。組合、見直す全部   8.22 AM23 

             の働き方。自治体、まずは住民の声から。企業、男性も育児取るには。現場発の分析に期待 

      8.22   厚労省、少子化対策の指針告示。自治体・企業に義務づけ                                 8,22 AM3 

      8.25   子役の出演時間、１０時に延長ダメ。厚労省「児童保護」                                 8.26 NM2 

      8.28   ２００４年度予算概算要求、｢少子・高齢｣対策日から。福祉･雇用／児童手当、対象を拡充    8.29 YM11 

      9. 2   「子役出演８時まで」巡り激論。特区室「才能生かすべきだ」。厚労省「就寝時間遅くなる」 9. 2 AM3 

      9.10   『児童守れ』論陣/虐待防止法改正へ提言。平湯真人氏･弁護士らの「防止研」委員長、家庭   9.10 NE5 

             へ強制介入、家裁が判断。福島一雄氏･全国養護施設協議会会長、施設の人員拡充､ケア手厚く 

      9.10   児童相談業務、一部を市町村に。厚労省方針                                             9.10 NM42 

                                                                                                 TM3 

      9.11   来年５月めど、少子化で大綱。対策会議初会合                                           9.11 

      9.11   (生活／ワーキングウーマン）空き店舗で子育て支援。学童保育や保育所。商店街活性化にも  9.11 NE13 

             一役。行政も制度を後押し 

      9.13   ｢安心して預けられる委託先なければ見送りを」「和泉北」の保護者。杉並の学童クラブ民間  9.13 MM25 

             運営、国に見直しを要求 

      9.26   在所児童２００万人突破。認可保育所２００２年調査。入所待ち２．６万人に増             9.27 TM3 

                                                                                                 YM38 

      9.29   児童養護施設など、６人程度、小規模運営に。厚労省が方針、家庭的対応めざす             9.29 NE18 

      9.30   児童手当９歳に拡大。来年度から。厚労相表明                                          10. 1 NM2 

     10. 2   公設保育園、広がる運営委託。民営で預かり時間延長。給食の充実、好評。サービス低下、  10. 2 NE11 

             なお不安（生活コミュニティー） 

     10.10   生活保護の水準見直し。自立促す仕組み大切。母子世帯には「子育て支援」と調整が必要   10.10 YE17 

     10.13   保育所不足／民間活力の導入が欠かせない（社説）                                      10.13 YM3 

     10.17   学童保育児童が５年前の１．６倍に。５３万人、共働き増え                              10.17 NM42 

     10.21   （２００３衆院選争点／子育て）待機児童５２００人、後手の行政                        10.21 YM30 

     10.22   保育所の一部、幼稚園に。施設転用の要件緩和。厚労省方針                              10.22 AM1 

     10.27   児童福祉施設、小規模ホーム中心に転換。虐待増で抜本再編。厚労省専門委報告書          10.27 TE1 

                                                                                                 NE18 

     10.27   保育所の幼稚園転用、築１０年以内でも容認。厚労省方針                                10.27 YE1 

     10.27   児童虐待防止策、厚労省の専門委が報告書。施設小規模化を進めることなど                10.28 AM3 
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     10.30   『シングルマザー』採用。省ぐるみ積極推進、厚労省方針                                10.30 TE10 

                                                                                                 YE18 

     10.30   母子家庭の母親、優先的に採用。厚労省                                                10.31 MM5 

     11. 5   学童保育、様変わり。設置基準なし、設備と人員の充実、重要に。高学年受け入れ・共働き  11. 5 YM26,27 

             以外もＯＫ。（生活スコープ） 

     11.12   育児休業延長、攻防大詰め。労組「対象者も拡大を」。企業「負担増加の恐れ」。欧州、手  11.13 NM3 

             厚い制度。日本企業にも先取り組 

     11.12   子供看護休暇を検討。法改正へ厚労省論点整理。育児休業も延長                          11.12 NE1 

     11.13   年金受給遅らせ退職後に上乗せ。厚労省、６５歳以上会社員に選択制を創設する方針。保険  11.13 NM1 

             料免除、育児休業中、最長３年 

     11.17   児童福祉司、幅広く登用。虐待防止で社会保障審議会部会                                11.18 AM3 TM3 

     11.17   児童手当、小３まで拡大。来年６月分から支給。政府与党方針                            11.18 TM1 NM5 

     11.19   児童手当、小３まで拡充。来年度から、与党が合意                                      11.20 NM2 AM3 

     11.20   幼保一元化の施設、２００６年度から導入                                              11.21 YM2 

     12. 1   厚労省審議会の法改正作業､｢有期も育休｣へ大詰め。対象者どう線引き｡少子化対策のカギに  12. 1 NE9 

     12. 2   契約社員にも育児休業。１歳半まで取得可能。厚労省、法改正案                          12. 3 TM3 

     12. 2   児童養護施設の危機／癒えぬ虐待の傷。大人数、ストレスに専門知識欠く職員。少ない「里  12. 2 YM26,27 

             親」、登録者数わずか７０００人。欠かせぬ自立への支援（安心の設計） 

     12. 4   保育所待機なら育休６カ月延長。厚労省が素案                                          12. 5 AM3 NM2 

     12. 4   保育事業後退する国庫補助削減せず。自民厚生部会                                      12. 5 MM2 

     12. 5   （進む民間委託／日経新聞調査から－上－）保育所、現在の８倍に。延長などサービス向上  12. 5 NM39 

     12. 7   「少子化対策大綱」策定へ検討会。半数程度、女性起用へ。１０日設置                    12. 7 YM4 

     12. 9   １４歳未満の触法少年事件、警察調査権を提言。青少年育成施策大綱                      12. 9 AE1 

     12.11   児童生徒の安全に貸与・配布。１都３県、防犯ブザー導入。５１市区町に。品川など新たに  12.11 TE1 

             １３自治体 

     12.19   育児休業、給付も半年延長。金額は日割り計算に。厚労省方針                            12.19 NM7 

     12.20   児童手当の拡充よりも（社説）                                                        12.20 NM2 

     12.20   ２００４年度予算財務省原案／社会保障／年金保険料１３．９３４％アップ。国庫負担は５  12.21 TM10,11 

             兆８２４６億円に。児童手当は３年延長。保育所受け入れ５万人増                        AM6,7 NM6,7 

                                                                                                 MM3 

     12.24   養護施設出る若者の資金。厚労省、貸し付け開始へ。就職・進学、自立後押し              12.24 NM34 

     12.24   ２００４年度予算政府案／子育て。保育受け入れ、定員５万人増。子育て支援事業強化      12.25 NM6,7 

                                                                                                 TM8,9 AM10 

     12.24   （少子化対策／欧州にみる－上－）仏、社会全体で子育て。「保育ママ」が協力。手当拡充、12.24 NE13 

             予算は１２％増。企業の支援制度も整う（生活ファミリー） 

     12.25   育休拡大、実効性は？雇用継続条件なお不安。厚労省審案                                12.25 AE18 

     12.25   パート・派遣に育休拡大。介護休業の分割可。厚労省、国会提案へ                        12.25 AE1 

     12.25   育児休業、有期雇用者に拡大。厚労省審議会が報告                                      12.26 NM5 

     12.27   無認可保育所、１２％増６８４９か所。２００２年度末                                 12.27 YM2 

     12.28   育児休業、２００５年度から延長。厚労省方針、１月に法改正案                          12.28 NM3 

     12.29   保育士の人材派遣、受注競争で上値重い                                                12.29 NM11 

 

 2004年 

      1. 4   保育所設置、企業参入、１０市が拒否。小泉改革、実効性なく。さいたま、大阪など         1. 4 MM1 

      1. 9   産後ママの負担和らげます。今春から育児支援訪問。厚労省                               1. 9 TE10 

      1. 9   「子どもの居場所づくり」事業、有識者委、立ち上げへ。文科相会見                       1. 9 NE16 

      1.13   保育所・幼稚園の一体施設、モデル５０カ所、２００５年度に。厚労省方針。受け入れ体制、 1.13 NM1 

             柔軟に 

      1.15   幼保一元化、今年中に具体案。総合施設の審議開始                                       1.16 MM2 
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      1.16   小児慢性特定疾患の治療費、通院患者の補助拡大。１０月から                             1.16 YE18 

      1.17   公立保育園の民営化加速。東京２３区は半数が計画。市民団体「親に説明を」               1.18 NM42 

      1.21   学童保育､多彩に変身中｡企業／ＮＰＯなどが参入｡時間延長･習い事支援…運営に民間の知恵   1.21 NE13 

      1.22   年金保険料、育児休業の優遇延長。自民合同会議了承。３歳まで免除可能                   1.22 NE1 

      1.23   （ゼミナール／「改革特区」が拓く⑮）保育－鳥取県羽合町／給食の外部搬入を追認         1.23 NM33 

      1.23   契約社員も育児休業。厚労省、２００５年の施行めざす                                   1.24 TM3 

      1.25   保育料支払い、コンビニでも。厚労省、来春から                                         1.25 NM3 

      1.26   児童相談所の親権喪失請求、２０歳未満に対象拡大。性虐待の深刻化受け、厚労省方針       1.26 ME1 

      1.27   児童虐待、一時保護、親の面会制限。安全確保、家裁に権限。厚労省方針                   1.28 TM3 

      1.29   児童相談所、２００２年度の家庭立ち入り２０府県ゼロ。虐待相談最多の大阪も             1.29 AM1 

      1.31   （どうする年金）選挙意識、抜本改革遠く。国民へ負担増、給付減迫る。７０歳以上、年金   1.31 MM5 

             額カットのみ。育児休業中の免除３年へ 

      1.31   児童虐待で法律改正へ。家裁の関与、強化。親子面会制限など                             1.31 AM3 

      1.31   児童相談所長、新任研修を義務化。厚労省が法改正案。虐待に的確対処へ                   2. 1 MM2 

      2. 5   児童虐待、防止ネット「法の規定」。厚労省方針、協議会化、守秘義務も                   2. 5 AM1 

      2.11   １０億円で「子育て基金」。企業内保育所開設にも補助。港区が来年度                     2.11 AM27 

      2.13   保育園民営化「中止を」。保護者、横浜市を提訴                                         2.13 AE18 

      2.14   港区、子育て支援へ基金。１０億円拠出し４月創設                                       2.14 MM27 

      2.16   ｢職人｣里親で自立支援。厚労省､１０月にも新制度｡虐待の“傷”ケアへ生活費月１０万支給   2.16 TE8 

      2.17   児童虐待、警察に強制立ち入り権。自民改正案、『生命危険』条件に                       2.17 TE1 

                                                                                                 NE19 

      2.19   交付税の配分、基準外保育施設も対象。総務省、自治体の独自設置を後押し                 2.20 AM3 

      2.19   公明、政権公約、高評価。自己採点ですが…                                             2.20 YM4 

      2.24   児童虐待防止与党改正案、警察への要請、知事も可能に                                   2.25 YM3 

      2.25   児童虐待防止法、強制立ち入り焦点。改正案、与野党出そろう                             2.26 NM42 

                                                                                                 TM3 

      3. 2   児童虐待、自立支援も国の責務。与野党案、警察関与度に違い                             3. 2 ME1 

      3. 4   虐待児救済へ強制立ち入り。警官の権限先送りへ。与野党会議                             3. 5 NM42 

      3.12   保育園へ企業参入相次ぐ。自治体、認定し助成。待機児童解消にはほど遠く。柔軟性に乏し   3.12 NE12 

             い認可園（生活コミュニティー） 

      3.12   児童虐待防止法改正案、衆院通過へ。強制立ち入り先送り                                 3.12 AE2 

      3.16   市町村に地域活動基金。高齢者ケア・子育てなど支援。３０００件事業化目標。総務省       3.16 NM5 

      3.17   児童福祉司、配置を拡充。虐待防止へ基準見直し。交付税増、財源に                       3.17 AM1 

      3.22   少年院長期収容、５年間で３倍増。粗暴壁など矯正に難問。法務省調査、研究会設置へ       3.22 AE1 

      3.23   育休／制度見直し、実態は？有期雇用者にも権利、厳しい条件、現実味薄く。期間延長、保   3.23 AM23 

             育園の増設が先決。保険料免除１年→３年、民間では少数派 

      3.29   午前中・週３日でもＯＫ。動き出すパート向け保育。限られる実施地域。財政難で自治体二   3.29 NE11 

             の足。料金、通常の半額程度（生活／ワーキングウーマン） 

      3.31   「子育て後押し」企業にお墨付き。厚労省が認定基準。育児休業の取得率など               4. 1 NM5 

      4.14   国立大学法人、非常勤職員の待遇改善。複数年契約や育休など                             4.14 AE14 

      4.22   児童虐待への対応強化。警察庁、少年要綱を７年ぶり改定。相談所調査を支援               4.22 TE1 

      4.23   虐待・非行防止ネット提唱。「校区」「市町村」ごとに。文科省研究会                     4.24 YM37 

      4.26   幼稚園・保育所の総合施設、合同で検討会議。文科・厚労省                               4.27 NM38 

      4.30   出生時の５連休、男性の取得推進。厚労省、職員の支援計画                               5. 1 AM2 

      5. 2   少子化対策大綱で素案                                                                 5. 2 NM2 

      5. 3   （子どもの権利条約）定着進むが侵害も深刻。歩み／米など除く１９２が国批准。現状／条   5. 3 YM9 

             例制定へ動く自治体。課題／救済機関の充実必要（ワイド時典） 

      5.17   子育て支援、モデル自治体を助成。厚労省、月末メド５０カ所指定                         5.17 NM3 

      5.18   育児休業法改正、今国会見送り。自民方針                                               5.18 NE2 
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      5.19   育児休業期間の延長、来年４月実施、微妙に。法改正先送り。周知不足となる恐れ           5.19 NM5 

      5.21   幼稚園と保育所一体化、７月メド報告書。文科・厚労、合同で会議                         5.22 NM4 

      5.27   児童手当改正案、成立微妙、気もむ公明。先送りなら参院選影響                           5.27 AM4 

      5.28   縄張り排し幼保一元化目指せ（社説）                                                   5.28 NM2 

      5.31   計画づくり企業困った。次世代法、仕事・子育ての両立支援迫る。「先進」認定欲しい、で   5.31 NE13 

             も何をすれば…（生活／ワーキングウーマン） 

      6. 1   幼児の一時保育、５保育園で開始。品川区                                               6. 2 YM30 

                                                                                                 NM35 AM25 

      6. 3   出生率上昇へ大綱。少子化対策会議まとめ「５年程度で転換」                             6. 4 AM2 

      6.10   虐待を疑った教師、３人に１人「校内で処理」。文科省研究班、専門家登用を提言。５人に   6.10 TE1 

             １人「被虐待児扱った経験」 

      6.11   子どもの一時保護委託、集団生活になじめぬ子対象。都がＮＰＯと協定                     6.12 MM26 

      6.14   児童手当、小学１－３年にも。改正法成立                                               6.15 NM5 AM4 

      6.15   （少子化と女性／１・２９の現実－上－）育児支援「芯」が欲しい。出生率高い埼玉県朝霞   6.15 NE11 

             市、保育施設の活用促す。ＴＯＴＯ、制度取得しやすく（生活／ファミリー） 

      6.22   児童虐待、警官立ち入り容認８５％。「行政に不満」７割。読売新聞世論調査               6.22 YM1 

      6.24   税制も構造変化に対応を｡退職金課税見直し｡高齢者も負担の担い手に。石弘光一橋大学教授   6.24 NM33 

      6.29   通報急増、児童虐待対応１２％増。昨年度２万６５７３件。高い関心反映                   6.29 YE14 

                                                                                                 NE10 

 

 

⑤ 障害者福祉 
 

 2003年 

      7. 1   精神障害者の社会復帰施設、認可数、申請の２割。厚労省                                 7. 1 NE14 

      7. 1   重度知的障害者施設の民間移譲、認定制度を導入。都議会で都側答弁。サービス維持目的に   7. 2 TM23 

      7. 8   障害者１万５０００人に現在３０数頭。介助犬育成へＪＡ共済支援。年間予算１億円超、将   7. 8 TE1 

             来は直接養成も 

      7.26   「福祉自治体」１８０市町村長提言。「障害者も介護保険で」                             7.26 AE14 

      7.26   知的障害者／施設隔離から地域での生活へ。実現に支援環境の充実欠かせぬ                 7.26 YM17 

      7.30   知的障害者の国立施設、入所者の一部、地域へ                                           7.30 AM29 

      8. 7   ＮＰＯ、障害者支援に動く。事業者選べる「支援費制度」スタート。利用者本位で人気。高   8. 7 NE11 

             齢者ケアの実績生かす（生活コミュニティー） 

      8.12   （安心の設計）精神病患者／病院が生活の場に。社会的入院７万２０００人。国、１０年で   8.12 YM26,27 

             解消目指す。地域の受け皿乏しく、慣れた環境望む人も。改革で平均日数、２１５６日が 

             １０８日に。大阪府、医療・福祉が連携。 

      8.20   お年寄り・障害者、共生ホーム設置へ。宮城県、小学校区ごと                             8.20 AM3 

      8.27   念願の「地域」負担ずしり。知的障害者グループホーム、実情は…家賃重く赤字月３万円    8.27 AM21 

      9. 8   駅のバリアフリー調査、千葉の公務員、手弁当で１０００駅。トイレやスロープなど、結果   9. 8 NE14 

             ・感想、冊子に 

      9.23   介護保険、障害者も対象に。首長７人､共同アピール。財源拡大アピール｡サービス向上期待   9.23 YM18,19 

     10. 6   介護保険、障害者福祉、「統合を」自治体６割。若年障害者、財源に限界。読売新聞調査    10. 6 YM1 

     10. 7   介護保険・自治体アンケート／支え合い大きな輪で。市町村、財政苦しく、「障害者福祉」  10. 7 YM18,19 

             との一体化模索。小さな施設で手厚くサービス、地域密着の拠点作り。「保険料の高騰、心 

             配」６６％。「国など負担増を」７２％ 

     10.27   「害」改め「障がい者」に。印象悪いと各地の自治体。「表記だけ変えても」の声も        10.27 NE19 

     11.12   ＮＰＯの有料送迎認める。高齢者ら介助、国交省が方針。普通車もＯＫ                    11.12 AM3,19 

     11.14   障害者支援費、利用急増、補助金不足も。在宅サービス低下不安                          11.14 AM3 

     11.14   障害者支援費不足、厚労省内予算で対応                                                11.14 AE2 
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     11.17   障害者支援費制度､国補助､５０億円不足の恐れ。利用急増､膨らむ事業費｡旧制度の１.５倍   11.17 NM38 

     11.26   障害者支援費の行方／膨らむ介助、足りぬ予算。外出支援、２５倍増の市も。脱施設へ強ま  11.26 AM19 

             る望み。制度存続に危機感 

     11.26   学校、飲食店、マンション…バリアフリー設計義務づけ。都、国基準に規制上乗せ。条例、  11.26 NM39 

             来年７月施行 

     12. 5   障害者ホームヘルプ、予算の不足分、厚労省確保へ                                      12. 6 YM2 

     12. 7   障害者計画策定、市区町村の９割                                                      12. 7 YM4 

     12.11   年金制度の谷間、障害者１２万人。任意加入時代に事故、学生ら生活困窮。支援団体、厚労  12.11 TE10 

             省に要望書提出 

     12.12   障害者の居宅生活支援費１００億円不足。厚労省、他予算流用で穴埋め                    12.12 AE2 

     12.12   障害者施策、介護保険と統合も検討。厚労省社保審部会                                  12.13 AM2 

     12.13   知的障害者グループホーム、補助金２割削減。厚労省指示                                12.13 ME1 

     12.21   予算復活折衝、金融庁１１０人増員。厚労省、障害者対策に上積み                        12.22 NM3 MM3 

     12.22   障害者雇用、中小企業低下。雇用率は１．４８％                                        12.23 AM2 

     12.23   （変わる年金／改革の展望－80－最終回）２００４年社会保障制度の課題。介護、保険料徴  12.23 YM22,23 

             収、４０歳未満も？障害者福祉、税財源では支援に限界、介護保険との統合論も。医療、  

             「高齢者制度」の具体化は。雇用、定年後 

     12.25   介護保険と障害者支援、年明け統合検討。厚労省、徴収対象拡大狙う                      12.26 AM3 

 

 2004年 

      1. 6   障害者就労依然厳しく。雇用率０．０１ポイント増                                       1. 6 YM27 

      1. 9   介護保険制度に障害福祉統合を。坂口厚労相、検討表明                                   1. 9 TE2 NE2 

      1.10   携帯サイトへ「１１０番」。警視庁が運用開始。通話できない人に対応／折り返し質問も     1.10 AE15 

      1.19   介護保険+障害者福祉、分権・財政難、統合へ圧力。福祉団体、「期限６月」に戸惑い。厚労  1.19 AM3 

             省、若者加入の切り札 

      1.20   障害者支援と介護保険の統合協議、７団体に参加要請。厚労省                             1.20 YM18 

      1.20   公立障害者施設、改革の波。融通利かぬ人員配置、民間移譲で質向上へ。削減された職員は   1.20 YM18,19 

             ？転身、経験生かす道を（安心の設計） 

      1.27   介護保険､対象拡大どうなる？財源充実、給付増に対応。障害者福祉統合､客観的判断重要に   1.27 YM22,23 

      1.27   介護保険との統合協議、賛否に揺れる障害者側（深層リポート）                           1.27 YM23 

      1.27   （ゼミナール／「改革特区」が拓く⑰）生活福祉－東京都世田谷区／ＮＰＯによる移送支援   1.27 NM29 

      2. 6   障害者が主役「特例子会社」。集中雇用で働きやすく（やさしい社会保障）                 2. 6 YE17 

      2.10   介護保険見直しと議論本格化／障害者福祉と統合焦点。浅野史郎宮城県知事、財源安定させ   2.10 AM13 

             充実図る。中西正司全国自立生活センター協議会代表、必要な介助、切り捨ても 

      2.17   介護保険と障害者福祉の統合を考える／寺谷陵子日本社会事業大教授、だれもが利用可能な   2.17 YM25 

             仕組みに。中西正司全国自立生活センター協議会代表、十分なサービス確保期待できず 

      2.17   学習障害児教育見直し。中教審に検討要請。校内に支援教室                               2.17 YE1 

      2.20   知的障害者、地域で生活。脱施設「宮城全県で」。知事宣言、民間含め促す                 2.20 AM1 MM1 

                                                                                                 NE14 TE10 

      2.22   障害者介助費、上乗せも。税財源で介護保険超過分                                       2.23 AM2 

      2.26   ９０分以上の身体介護減額。障害者支援費で厚労省                                       2.27 NM42 

      3. 4   「障害者の地域生活」促進へ。施設の新設、補助せず。厚労省方針                         3. 4 NM1 

      3. 9   障害者基本法、自民が改正案。「差別禁止」を明確化                                     3.10 YM3 AM2 

      3. 9   介護保険・障害者福祉、６県３２２市町村の６４％が統合賛成。地方分権研究会アンケート   3. 9 AM3 

      3.16   高齢者・障害者、送迎規制緩和へ。ＮＰＯ法人に                                         3.17 AM2 

      3.24   障害年金、受給に「壁」。集団訴訟、きょう判決。元学生、任意時未加入、救われず。「３   3.24 AM22 

             号」主婦、要件満たさぬ長い空白。初診日の確定に難しさ 

      3.24   障害者支援費、補助金１４億円不足。利用、予想上回る。厚労省見通し                     3.24 NE20 

                                                                                                 AE2 
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      3.24   不足１４億円、自治体負担。障害者支援費、厚労省が方針                                 3.25 MM3 

      3.24   学生時に障害、無年金で放置は違憲。東京地裁判決、国に１５００万円賠償命令             3.25 NM2,42 

                                                                                                 AM1 

      3.25   法で無年金障害者救済。「違憲」判決受け、与党、今国会に提出                           3.26 TM1 YE2 

      3.27   無年金障害者に手当。特措法案提出へ。月３万、違憲判決受け                             3.28 YM2 

      3.29   補助金削減が追い討ち、障害者作業所が存続の危機に。「切り捨て」と親ら反発             3.29 MM3 

      3.29   無年金障害者問題、年金財源で急性、超党派議連決議                                     3.30 AM2 NM2 

      3.30   無年金訴訟、政府控訴へ。与党は救済法案、今国会に提出                                 3.31 MM1 

      3.31   無年金訴訟、政府控訴へ。障害者救済、別枠組で                                         3.31 AE1 

      3.31   入所施設整備費補助廃止を通知。厚労省、障害者自立促進で                               4. 1 TM5 

                                                                                                 NE14 

      4. 1   小規模作業所の制度化を提言。障害者保護者らの団体                                     4. 2 NM42 

      4. 1   「無年金」救済で与党、障害基礎年金の６割支給で調整                                   4. 2 AM2 

      4. 2   「無年金」救済で民主、障害基礎年金の相当額を要望                                     4. 3 AM4 

      4. 5   介護保険見直し、都の「提案」。保険料負担、若者にも拡大。見返りに障害者福祉と統合     4. 5 YE2 

      4. 5   政府・与党、「無年金障害者」問題、救済策の大枠合意                                   4. 6 AM3 NM2 

      4. 6   無年金障害者、月４～５万円軸に検討。救済案、与党が正式合意                           4. 6 AE1,2 

                                                                                                 TE1 NE2 

      4. 6   無年金障害者問題の違憲判決に政府が控訴                                               4. 7 AM3 

      4. 7   知的障害・高齢者施設、ずさん金銭管理。契約書なく財産預かりも                         4. 8 MM2 

      4.19   高齢・障害者施設の９割が金銭預かる。うち２割は管理契約せず                           4.19 AM2 

      4.19   「痴呆」呼称を変更。厚労省、今秋メドに結論。「べっ視」批判受け                       4.20 NM38 

      4.22   発達障害児、支援へ新法。超党派議員、提出へ。自閉症など早期発見                       4.23 NM42 

      4.26   施設入居利用、介護保険、１人月額３５万円。障害者福祉は２７万円。一体化検討へ         4.26 NM3 

      4.27   障害者就業、支援施設１．７倍に増設。厚労省、８０カ所に。生活相談きめ細かく           4.27 NM38 

      4.27   （住民が動かすDｏ it 街Self）北海道・留辺蘂／福祉施設建設、町民が融資。お金が生き  4.27 NM33 

             なら無利子で 

      4.30   障害者､齢者と｢共生｣。デイサービスなど活用。交流で感情豊かに（生活コミュニティー）    4.30 NE13 

      5. 4   障害者支援費、利用格差、最大４４倍。業者偏在などで。都道府県別調査                   5. 4 MM3 

      5. 9   障害者ＩＴ支援、官民一体で研究。総務省、モデル地区定めて                             5. 9 AM30 

      5.17   介護保険＋障害者福祉＝徴収拡大。財源確保が急務。若者に過重負担。賛否両論、深い溝。   5.17 YM3 

             ２００３年度、介護保険赤字１７０団体（スキャナー） 

      5.17   障害者の自立、財源不足が壁。支援費制度開始から１年、充実自治体に希望者殺到           5.17 NM39 

      5.19   介護保険改正、厚労省案、２００６年度実施目指す。２０～３９歳半額徴収。障害者支援と   5.20 AM1,4 

             統合 

      5.21   障害者生活支援の事業費、受託者の半数「減額」。ＮＰＯ調べ                             5.22 NM38 

      5.28   無年金障害者に特別給付金支給。議員立法、今国会提出                                   5.29 YM4 MM5 

      5.29   ＩＴ機器、規格統一を。高齢者らも使いやすく。総務省方針                               5.30 TM3 

      5.30   無年金障害者、月４～５万円給付。救済策、来春導入めざす                               5.31 AM2 

      6. 1   無年金障害者、月４－５万円給付。来春から。自公、議員立法で検討                       6. 2 NM5 

      6. 4   ３万人就職は達成も、バリアフリーに遅れ。２００４年版障害者白書                       6. 4 TE2 

      6. 4   障害者福祉と介護保険統合「有力な選択肢」。厚労省部会報告                             6. 5 AM2 MM2 

      6. 4   介護保険、障害者も給付対象に。保険料徴収､２０歳に下げ検討。厚労省､制度一本化めざす   6. 5 NM7 

      6. 7   無年金障害者の救済法案、月４－５万円支給。概要判明                                   6. 8 TM2 

      6. 7   介護保険と障害者福祉の統合、知的障害者団体、賛成へ                                   6. 8 AM3 

      6. 8   精神障害者支援、ケア計画作成、制度化。地域での生活促す。厚労省方針                   6. 9 NM38 

      6. 9   無年金障害者、民主が救済法案。在日外国人らも対象                                     6.10 AM4 

      6.15   高齢者向けグループホーム、都の空白地解消策、始動。土地貸与、新宿など４カ所           6.15 NM35 

      6.18   介護保険との統合問題で障害者団体意見聴取、「選択肢」「反対」「判断できぬ」も         6.19 AM2 YM2 
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      6.19   介護保険と障害者／支援制度統合案、背景に予算不足。実施には市町村説得が不可欠         6.19 YM13 

      6.22   障害者支援費１７０億円不足。厚労省が試算、２年続き赤字。財源めど立たず               6.22 AE1 

      6.24   介護保険と障害者支援費、制度統合も選択肢。社会保障審議会中間報告案                   6.25 TM3 

      6.25   介護保険と障害者福祉、統合「選択肢の一つ」。厚労省部会長が案示す                     6.26 AM2 NM5 

      6.26   障害者福祉、介護保険と統合方針。「負担増」障害者ら反発。サービスの具体策なく         6.26 TE10 

 

 

⑥ その他福祉 
 

 2003年 

      7. 2   特養の繰越金使途制度緩和。土地購入も可能に                                           7. 3 YM2 

      7. 5   ２００４年度予算、社会保障費２０００億圧縮。大枠固まる。公共投資削減３％超           7. 6 YM1 

      7. 7   ホームレス支援、空き家を活用。雇用・能力開発機構が運営する「雇用促進住宅」、自治体   7. 7 AE1 

             へ売却検討 

      7.13   生活保護、最低生活費、減額も視野。抜本改定へ専門委                                   7.13 AM1 

      7.15   生活保護費２年連続減。２００４年度０．４％下げ方針。年金物価スライド準用             7.16 TM3 

      7.18   どう変わる生活保護／現状は。自治体側に問題は。公平に運営？見直しのポイント           7.18 YE16,17 

      7.25   総務省の社会福祉法人監査、６県４市、基準違反放置                                     4.25 TE2 AE2 

                                                                                                 NE14 

      7.31   被爆者援護法に基づく健康管理手当、支給期限ほご撤廃                                   7.31 AM33 

      8. 4   「雇用保険」施設、投げ売り損２３４億円                                               8. 5 YM1 

      8. 5   （投げ売り／消えた雇用保険－上－）体育館、時価１００分の１以下。破格の値引き「根拠   8. 5 YM31 

             なし」 

      8. 6   （投げ売り消えた雇用保険-中-）赤字施設､手放したら一転黒字｡ぬるま湯経営“汗”かかず   8. 6 YM31 

      8. 7   （投げ売り／消えた雇用保険－下－）それでも続く「豪華施設」建設。職業体験施設、「子   8. 7 YM26 

             供だまし」批判も 

      8.10   ホームレス、「住宅扶助」に支給基準。厚労省、複数入居は人数割り                       8.10 MM1 

      8.13   勤労者福祉施設投げ売り。雇用保険収入、無計画に。「維持費に年間１００億円」           8.13 MM2 

      8.16   特養老人ホーム、個室型着工２倍。今年度、７月末で                                     8.16 NM5 

      8.28   概算要求、懸案先送り。２００４年度一般会計５．７％増８６兆４６００億円。生活安定／   8.29 NM5 YM2 

             社会保障不安残す。総選挙控え負担不透明。経済活性化／バイオ／ＩＴに集中。歳出改革／ 

             公共事業のシェア不変 

      9. 9   １００歳以上、２万人突破。３３年連続最多更新。４０年で１３４倍に                     9. 9 ME2 

      9. 9   勤労者福祉施設の売却、民間の知恵借り極端な安値改善。厚労省が委託へ                   9.10 NM5 

      9.10   福祉施設売却で仲介業者を公募。雇用・能力開発機構                                     9.11 AM3 

                                                                                                 YM38 

      9.12   ｢職」なお厳しく。生活保護最多８７万世帯。来春の高卒就職、求人倍率０．５３倍          9.12 TM3 

      9.13   「車あるなら」と生活保護却下。秋田県「処分を取り消し」                               9.13 AM37 

      9.14   生活保護受給８７万世帯。最多更新、中・若年で急増                                     9.14 NM35 

      9.28   高齢者への給付水準、「過大」５９％、「適当」４０％。財政審アンケート                 9.28 NM3 

      9.29   生活保護／トータルな視点で総点検を（社説）                                           9.29 MM5 

     10. 1   有料老人ホーム、サービス表示、法規制へ。公取委、費用など対象                        10. 2 TM3 

                                                                                                 NM43 

     10. 1   勤労者福祉施設、必要なの？土地使用料。名古屋市、１６億円「貸した形。当然だ」。富山  10. 2 YM35 

             県、ゼロ円「同じ施設。不公平」。厚労省は不要論 

     10. 1   ホームレスの「宿泊所」開設。板橋区が要綱施行。都内３区目                            10. 2 AM31 

     10. 3   ＮＰＯ、相次ぎ福祉法人へ。既得権益が魅力、格差是正が課題。自治体意識転換を          10. 3 NE13 

     10. 4   消費税率上げ、容認６割。読売新聞・ネットモニター調査                                10. 4 YM4 

     10.14   マニフェスト、経済活性化へ改革競う。主要政党出そろう。社会保障など焦点              10.15 NM1 
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社会保障 

  2003年 

     10.18   大都市で増加、ホームレス入居の宿泊所、相部屋なのに月１０万円。全国２８０施設に１万  10.18 YE15 

             人、生活保護費、年間１００億流入 

     10.31   雇用促進住宅、施設退所者・障害者も。厚労省、福祉活用へ入居緩和                      10.31 AE1 

     11. 5   ホームレスら宿泊所、一部ＮＰＯ、強引な拡張。区の指導に「街宣車まわす」入居者使い公  11. 5 YM39 

             園で勧誘。都内に３３業者「商売になる」。「収容助かる」自治体本音も 

     11. 5   旧雇用促進事業団の施設建設、閣議で「中止」後、新設３７件。総額２１６億円、２年後売  11. 5 AM1,38 

             却開始 

     11.16   成年後見人、思わぬ負担。家族が担う例が大半。財産管理・家裁への報告や身上監護。まず  11.16 NM39 

             内容理解して。成年後見人センター・松井秀樹氏 

     11.20   「勤労青少年ホーム」フリーター拠点に。福祉転じて就業支援。厚労省、来年度モデル事業  11.20 AM2 

     11.27   生活保護費１５００億円削減。補助金見直しで。厚労省方針                              11.27 AE1 

     11.28   生活保護で１６８１億円削減。厚労省が提案                                            11.28 AE2 

     12. 2   生活保護の老齢加算廃止。条件付き、厚労省方針                                        12. 3 AM2 YM2 

     12. 8   生活保護、国負担カット。三位一体はつけ回しか。自治体が猛反発                        12. 8 MM2 

     12.16   「最後の安全網の行方は」。給付抑制が先行の生活保護改革。今でも厳しい窓口対応。国の  12.17 AM18 

             補助削減案も浮上 

     12.20   「社会保障抑制できず」「公共事業削減された」。評価分かれる経済界                    12.20 AE2 

 

 2004年 

      1. 1   ２０３０年の市区町村別人口、５０００人未満、３４％に増加。半数以上で１万人割れ。社   1. 1 NM46 

             人研推計                                                                            AM3  

      1. 6   老後を支える成年後見制度。調査・啓発へ学会発足。ドイツの哲学者招いてシンポ。「審判   1. 6 MM18 

             が長すぎる」「手続きなお煩雑」。鑑定書費用かさむとの指摘も 

      1. 6   （深層リポート）質を問われるグループホーム                                           1. 6 YM26 

      1. 7   ＤＶ防止法改正案、元配偶者にも「保護命令」。退去期間、２カ月に延長                   1. 8 NM42 

      1.10   勤労者福祉施設、“投げ売り損失”６００億。時価の８割分。厚労省試算                   1.10 YE1 

      1.21   もったいない！ピカピカ学生寮も。２９億施設取り壊し。３月廃校｢職能大学校水戸短期校」。1.21 YM39 

             雇用保険、ここでも無駄遣い 

      1.21   （動き出した「増税」論議－上－）財政再建に軸足／「歳出入差３０兆円」解消狙う         1.21 NM5 

      1.21   法定福利費６万８５５２円。年金や健康保険料の企業負担、額・比率とも最高に。２００２   1.22 AM9 

             年度経団連調査 

      1.25   ＮＰＯなどの福祉タクシー、２種免許なくても運行ＯＫ。国交省、特区条件、全国に拡大へ   1.25 MM26 

      1.31   消えた５９７億。勤労者施設“投げ売り”の無駄。コスト意識欠く厚労省に問題             1.31 YM13 

      2. 3   被災者支援金、最高３００万に。生活再建法改正案を閣議決定                             2. 3 YE2 

      2. 4   自民政調会長「社会保障改革急ぐ」。経団連と懇談                                       2. 4 NE2 

      2.10   ＤＶ防止法改定案概要明らかに。元配偶者、子供も保護                                   2.10 YE2 

      2.11   痴ほう性高齢者共同生活、グループホーム、異業種組が拡大。住宅建設や土地開発企業、蓄   2.11 NM27 

             積技能を応用 

      2.29   １６府県３市、無料職業紹介。母子家庭の母親や障害者らを対象に。来年度末までに開始    2.29 AM3 

      3. 2   生活保護受給者８．２％増。２００２年度、不況・高齢化で過去最高                       3. 3 AM3 

      3.13   予算１１億円、支出２２３万円。母子家庭への就労支援給付、自治体の対応遅れ             3.14 AM3 

      3.16   生活保護減額は違法、最高裁判決。学資保険、積み立て容認。損賠請求は棄却。厚労省、制   3.16 NE14 

             度見直しへ。                                                                        YE18 AE1 

      3.18   生活保護費訴訟／健康で文化的な「最低生活」とは。丸裸じゃなきゃ受給できない？手持ち   3.18 TM26 

             現金ダメ…でも必需品購入にやりくりを 

      3.26   法務省、人権侵害規定を改正。セクハラ、虐待は特別対応                                 3.26 ME1 

      4. 8   雇用保険料使う事業に数値目標。雇用対策で厚労省                                       4. 8 AM3 

      4.18   母子世帯の年収３割減、９８年比。２００２年、一般世帯の３０％、平均１４０万円。あし   4.19 TM26 

             なが育英会調査 
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      4.19   小規模授産施設の福祉法人、設立要件を緩和へ。厚労省                                   4.20 NM38 

      4.21   社会保障費特別会計、中期目標定め抑制。諮問会議、民間議員が改革案                     4.21 NM5 

      4.21   予算制度改革、「成果目標」を重視。経財会議の４議員提案。社会保障費抑制も             4.22 AM4 NM5 

      4.23   川崎の一時宿泊施設、野宿者も運営参加。市が方針、すでに研修会                         4.23 ME15 

      4.23   虐待・非行防止ネット提唱。「校区」「市町村」ごとに。文科省研究会                     4.24 YM37 

      4.24   生活保護､不正受給が急増。２００２年度､最高の５３億円。世帯数増える。調査追い付かず   4.24 NE11 

      4.26   社会保障、労使交え協議会。民主に参加求める。首相「認識は共有できる」                 4.27 NM2 MM2 

      4.30   ＤＶ被害者を優先入居。国交省支援策、公営住宅の条件緩和                               5. 1 TM3 

      5. 3   特養ホーム、「個室型」急増２．６倍。昨年度、新設計画２２５件。厚労省調べ             5. 3 NM3 

      5.10   国民負担率４７％程度。２０２５年度推計。社会保障給付１５２兆円に                     5.10 YE1 

      5.10   社会保障費、抑制に向け数値目標。財政審提言へ。利用者の負担増想定                     5.11 AM3 

      5.12   （ＮＰＯが変える／市民の社会へ）霞ヶ浦再生へ官・民を橋渡し。ＮＰＯ、６年で１万６千､  5.12 AM1,4,5 

             地域に世界に存在感。行政の谷間、きめ細かく活動・宣言。自治体や起業と連携も 

      5.12   コンビニの深夜営業「ＮＯ！」。有害図書などヤリ玉。都知事ら規制言及                   5.13 NM33 

      5.13   社会保障給付、中期目標めぐり対立。財政審・厚労省、「抑制必要」では一致               5.14 AM11 

      5.14   出生率、低い東京、渋谷区が最低の０．７５。最高は沖縄・多良間村３．１４。厚労省調査   5.15 MM28 

                                                                                                 NM34 

      5.16   社会保険料、会社員負担、年収の１６％。２０２５年試算。２００４年比３割増             5.16 AM1 

      5.17   ２００５年度予算で財政審、社会保障費の抑制求める                                     5.17 NE2 

      5.17   「国民負担」かみ合わず。厚労省ｖｓ．財務省。財政審意見書「抑制へ数値目標」。「社会   5.18 NM5 

             保障給付の削減困難」。「社会保障費に総枠負担制」、諮問会議、民間議員が提案 

      5.18   骨太の方針第４弾素案明らかに。保険料徴収見直し。公的給付範囲もテーマ                 5.19 AM2,9 

      5.19   ２００５年度から社会保障改革。経済財政諮問会議、基本方針素案を了承                   5.20 MM3 

      5.19   社会保障費の目標設定に理解。諮問会議で厚労相                                         5.20 NM5 

      5.21   国民生活白書、「ＮＰＯの邪魔するな」。「官」に規制見直し求める                       5.21 AE2 NE2 

      5.21   社会保障協議の政労使機関、首相「早急に設置」                                         5.22 NM2 

      5.25   母子家庭、「生活苦」８割。平均年収、一般の４割                                       5.25 TE10 

      5.31   ＤＶ被害防止へ住民票交付制限。省令改正                                               6. 1 YM3 

      6. 4   経済・財政運営の基本方針「骨太方針２００４」、閣議で決定                             6. 4 NE2 AE2 

                                                                                                 TE2 

      6. 7   社会保障問題、与野党で協議会。首相表明                                               6. 7 NE2 

      6. 7   犯罪被害者支援へ新法。自民、今秋、法案提出                                           6. 7 NE1 

      6. 8   社会保障制度全体見直し実施を明記。自民、参院選公約を発表                             6. 9 AM4 

      6.13   地域密着サービス支援、厚労省。今夏にも情報提供窓口                                   6.13 NM3 

      6.16   社会保障協議会「参院選後に」。厚労相が意向                                           6.16 NE2 

      6.16   「社会保障、抜本改革を」、経済同友会代表幹事                                         6.17 NM7 

      6.17   「負担増でも給付」６割。消費増税３割容認。高齢期に「不安」８割。内閣府調査           6.17 AM3 

                                                                                                 NM42 MM1 TM3 

      6.17   特区でボランティア「移送」。福祉ＮＰＯの有償サービス、国交省が制度化。違法の状態を   6.17 TM13 

             解消。愛知は全県で申請へ 

      6.24   参院選、「改革」への審判。社会保障／税制／郵政民営化…責任「小泉後」に先送り？与野   6.24 AM2 

             党、展望示すか（時時刻刻） 

      6.24   参院選挙公示、郵政・財政…改革を左右。財政、歳出抑制路線続く。郵政民営化、組織具体   6.25 NM5 

             像、焦点に。社会保障、負担・給付の均衡課題 

      6.29   参院選候補者調査／２０１０年の社会保障、財政、民主９６％、自民４３％、危機感。消費   6.29 MM1,2 

             税の引き上げ、自・民とも４割超 

      6.30   社会保障版の諮問会議浮上。労使代表に閣僚加え                                         7. 1 AM4 

 

 

  - ２２５ - 



教育 

２ 教育 

 

① 教育基本法改正 
 

 2003年 

      7.30   教育基本法改正、意見集約を指示。首相、与党に                                         7.31 NM2 

      8. 3   教育基本法／次期通常国会で改正を目指せ（社説）                                       8. 3 YM3 

      8.13   教育基本法改正、反対・慎重、２６４議会。意見書可決「愛国心」に違和感                 8.13 AM1,27 

     10.30   教育基本法見直し問題、与党３党が論点整理。「国を愛する心」。憲法尊重の文言          10.30 AM4 

 

 2004年 

      1. 1   教育基本法、自民、改正を明記。運動方針、党大会で採択へ                               1. 1 NM2 

      1. 5   教育基本法改正案、通常国会見送り。与党固める。公明、慎重論崩さず                     1. 6 TM1 

      1. 8   政府・与党、教育基本法改正案の通常国会での提出見送り。公明の慎重論に配慮             1. 9 NM2 

      1. 9   教育基本法全面改正も                                                                 1.10 NM2 AM4 

      1.12   教育基本法、下旬から改正作業。自公同床異夢。自民、抜本改正狙う。公明、議論先延ばし   1.12 NM2 

      1.22   教育基本法改正、首相「精力的に」。参院代表質問                                       1.22 YE1 

      2. 2   教育基本法の改正協議、自公に距離。「愛国心」「宗教」で食い違い。首相は静観、長期化   2. 2 YM4 

             必至 

      2.23   （新地動説／特区）高まる熱受け、小学校から学習。「英語漬け」一貫校、来春登場。群馬   2.23 MM26 

             県太田市主導で設立。「子供のため」引っ越す家族も 

      2.24   教育基本法早期改正目指し、自民・民主中心の議連、あす設立総会                         2.24 YM4 

      2.25   教育基本法改正、自・民議員が超党派議連                                               2.26 NM2 

      3.23   教育基本法改正／中教審答申から論議１年。「愛国心」と「宗教」。自公なお対立           3.23 YM4 

      3.24   自・公「愛国心」を本格議論。教育基本法、意見に差、難航予想                           3.25 AM4 

      4.20   教員免許、更新制に。日本経団連提言、教育基本法見直し言及                             4.21 YM4 

      6. 8   自民綱領に「新憲法制定」、改定原案明らかに。教育基本法改正も                         6. 8 TM1 

      6. 9   超党派で教育基本法改正大綱。愛国心など盛る                                           6. 9 YE2 

      6. 9   教育基本法、「愛国心」巡り再調整。与党検討会中間報告案、全条文見直し盛る             6.10 AM37 

                                                                                                 TM1 NM2 

      6.11   「新憲法の制定」。自民、新綱領に明記。教育基本法改正も盛る                           6.12 NM2 

      6.16   教育基本法、「愛国心」なお調整。[改正「国愛し」「大切にし」併記。改正向け与党中間報  6.16 AE1 TE1 

             告                                                                                  NE1 

      6.16   教育基本法、改正論議、加速へ。法案提出で文科省、次期通常国会めざす                   6.16 NE14 

      6.16   教育基本法改正、愛国心表記、選挙控え先送り。中間報告、自公譲らず                     6.17 AM37 

      6.17   教育基本法／愛する国とはどんな国（社説）                                             6.17 AM3 

      6.18   教育基本法／「国を愛する心」でなぜいけない（社説）                                   6.18 YM3 

 

 

② 教育制度改革 
 

 2003年 

      7. 1   ゆとり重視の新指導要領に逆行。公立小８割、授業時間上乗せ。学校行事が犠牲に。文科省   7. 2 TM3 

             全国調査 

      7.15   不登校やひきこもり児童・生徒、心の「ひずみ」を自然の力で再生。環境省、２００４年度   7.15 TE1 

             から取り組む方針。野鳥の保護など体験学習。少年犯罪防止にも 

      7.23   学習指導要領、「上限」見直し求める。中教審部会、弾力的指導を強調                     7.24 NM38 

                                                                                                 MM3 AM2 

      7.30   教委廃止、特区なじまず。文科省、志木市の構想に回答                                   7.31 TM30 
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      8. 2   教員採用、独自制度増える。東京都、学生対象に養成塾、１年通じて実習。大阪府、他県現   8. 2 NM28 

             職の枠新設、「横取り」近隣反発。優秀な若手人材確保へ工夫競う（教育） 

      8. 4   中教審部会中間報告まてまる。指導内容の制限緩和。習熟度別学習も奨励                   8. 5 MM2 

                                                                                                 NM34 AM3 

      8. 7   学習指導要領、「歯止め規定」見直し、中教審部会。学力重視路線を“追認”               8. 8 TM26 

      8. 8   追認された「ゆとり教育」転換（社説）                                                 8. 8 NM2 

      8.13   絶対評価、教師に戸惑い。成長よく見るが…「複雑で余裕ない」「入試にそぐわぬ」。文科   8.13 NE13 

             省調査                                                                              TE10 

      8.14   学力アップへ小中に支援室。退職教員や大学生常。来年度、モデル校                       8.14 YE1 

      8.20   “特区学校”、私学助成の壁。ＮＰＯ法人「参入見送り」も。文科省、認めず。推進室「法   8.20 YM4 

             改正で解決できる」 

      8.25   理数科教育、達人を支援。教員３０人に各５０万円。文科省方針                           8.25 AM3 

      8.28   ２００４年度予算概算要求／教育、不登校減少へ自立支援教室                             8.29 YM11 

      9. 3   特区で公設民営幼稚園と高校も。文科省、検討方針                                       9. 4 AM3 

      9. 6   公設民営校／学校制度の根幹で文科省譲歩。受け身のままでは教育改革に限界（解説）       9. 6 YM17 

      9.10   学校週５日、評価分かれる。新学習指導要領、学力低下７割心配。ＰＴＡ全国協が父母調査   9.10 NM42 

      9.10   ｢栄養教諭」創設。中教審、中間報告案了承                                              9.11 YM2 TM3 

      9.12   規制緩和、４８項目、正式決定。学校の「公設民営」など                                 9.13 AM4 MM5 

      9.12   ２８９教員が「指導力不足」。２００２年度認定、文科省まとめ。初の免職処分３人         9.13 AM1,37 

                                                                                                 NM39 

      9.17   総合学習、学校ごとに全体計画。教師の裁量に枠。新指導要領、文科省が改革案             9.18 NM42 

      9.17   小学生の９割が「総合学習好き」。「普段できぬ体験、魅力」。教員「活動で精いっぱい」   9.18 AM3 

             声も。文科省調査 

      9.21   校長養成は大学院で。学校経営のプロ作り構想。研究者ら                                 9.21 AM8 

      9.28   偏食・欠食・孤食の時代に、学校が教える「食べること」／栄養職員に脚光、教諭職の創設、 9.28 AM8 

             文科省が検討。愛知、学級ごとに炊きたてご飯。千葉、量も献立も選べる給食 

     10. 1   特区、半歩前進。第３次申請受け付け開始。株式会社が学校設立。農家がどぶろく造り。農  10. 2 NM3 AM4 

             業、医療、「本丸」に省庁抵抗 

     10. 7   指導要領、学力重視に転換。中教審『歯止め』緩和提言                                  10. 7 TE1 AE1 

                                                                                                 NE1,21 

     10. 8   中教審答申／伸びる芽は摘まないで（社説）                                            10. 8 TM5 

     10. 8   栄養教諭／食指道に資格創設計画。財政、職域など課題山積み（社会部）                  10. 8 YM13 

     10. 9   学習指導要領／現場の創意生かせるものに（社説）                                      10. 9 MM5 

     10. 9   中教審答申／学校の力の見せどころだ（社説）                                          10. 9 AM2 

     10.10   学校法人改革最終報告、私学説明責任の明確化の重点                                    10.11 AM3 

     10.11   （教育）遠山敦子前文科相に聞く／大転換期、政策展開に腐心。「学びのすすめ」は成果。  10.11 NM31 

             国庫負担、義務教育の根幹 

     10.12   指導要領｢学力重視｣型へ､中教審が答申。実施２年の見直し､混乱映す。全面改訂求める声も  10.12 AM6 

     10.21   株式会社運営の学校、来春開校へ道。特区、前倒し認定へ                                10.21 YE1 

     10.22   政権選択のために／“官僚統制教育”脱却の方向が見えない（社説）                      10.22 NM2 

     10.24   中学校、株式会社が運営。岡山で来春開校。３特区の学校認定                            10.25 MM42 

     10.30   トヨタなど設立の中高一貫校、初代校長に「開成」の伊豆山氏                            10.31 AM37 

     10.31   自治体が設置・民間に運営委託。公設民営の学校構想続々。特色ある試み、特区に提案。東  10.31 NE15 

             京都港区、外国人講師を派遣。東京都杉並区、小中一貫や全寮制。大阪のＮＰＯ、無学年制 

             の一貫校（ニューウエーブ教育） 

     11. 4   改革特区、問われる成果。第三次分、月内に認定。規制の厚い壁に風穴／地域限定の実験場、11. 4 NM12 

             なお残る参入障壁。教育・農業に注目。商機探る企業 

     11. 5   教育改革／土曜日をどうするか（社説）                                                11. 5 AM2 
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     11. 7   マニフェスト選挙の陰に隠れた大切な争点。憲法・教育・医療どこへ。自民・民主、理念よ  11. 7 TM3 

             り党内事情。沈黙のまま政治日程に？（核心） 

     11. 8   『栄養教諭』免許、養護と同様３種。中教審部会答申                                    11. 9 TM3 

     11.11   指導要録、客観記録開示認める。最高裁初判断。大田区が逆転敗訴                        11.11 YE1 

                                                                                                 AE14 YE18 

     11.20   国庫負担で少人数学級、文科省方針。来年度から運用緩和                                11.21 AM3 YM2 

     11.22   （教育／株式会社学校の狙い－下－）個性教育で地域活性化。廃校設備を有効活用。私学助  11.22 NM29 

             成なく財源に課題。岡山・御津町に来春第一号 

     11.25   教育委廃止特区、議論は平行線                                                        11.26 YM4 

     12. 5   学校公設民営、義務教育、対象外に。高校・幼稚園は特区のみ。中教審、素案まとめる。地  12. 6 NM38 

             域住民参加へ運営協 

     12. 5   住民・保護者ら参加、教育内容決定。地域運営型の公立校、中教審案。人事にも関与        12. 5 AM1 

     12.10   教員人事に住民の声。中教審が中間報告書。「新しい学校」で提案                        12.11 YM2 

     12.16   中教審、「地域運営学校」を提言。教育内容や人事に保護者・住民が関与。２００５年度に  12.17 NM1,42 

             の登場                                                                              TM30 AM1,38 

     12.21   規制改革会議、最終答申案明らかに。企業の農地直接取得、幼稚園入園年齢下げ            12.22 YM2,4 

     12.23   （変わる入試）「入試」競う公立高。「総合選抜」３府県に減。生徒流出、学力に危機感。  12.23 AM9 

             独自試験で特色模索。改革、９０年代に加速 

     12.24   地域運営学校／成功のカギは適切な評価だ（社説）                                      12.24 YM3 

     12.26   学習指導要領、一部改訂。学力向上路線を追認。総合的学習、学校ごと目標設定も。入試で  12.26 NM38 

             は「上限」配慮要請                                                                  AM2 MM3 

     12.26   （回顧２００３年の教育界）新指導要領、２年で見直し。ゆとり路線を転換。「学力」めぐ  12.26 NE11 

             り模索続く。学力テスト、成績公表相次ぐ。公立校序列化、危ぶむ声 

     12.27   指導要領改訂／謝った教育観が混乱を招いた（社説）                                    12.27 YM3 

     12.27   「学力重視」を明確に示せ（社説）                                                    12.27 NM2 

     12.31   “形がい化”教委改革へ。批判受け文科省『広域単位』を促進                            12.31 TM24 

 

 2004年 

      1.12   株式会社だけど営利「追求せず」。定款に「利益は寄付」、公益性アピール狙う。春から中   1.12 AM2 

             学校運営の「朝日学園」 

      1.16   公立校で外部評価実施４４％。自己評価８８％→結果公表４１％。２００２年度文科省調べ   1.17 NM35 

      1.20   「食の先生」小中学校に登場。中教審が答申、２００５年度にも                           1.21 AM3 

      1.23   高３、１０万人学力テスト、「理数は苦手」鮮明。期待の正答率、超えたのは…数学で３０   1.24 AM1 

             門中１問。「勉強嫌い」７割超す 

      1.25   （転機の教育／障害児）どうなる「特別支援教育」。対象５倍増、「軽度発達障害」も。１   1.25 AM8 

             割の小中でモデル事業。「先生足りるか」「特殊学級なしで大丈夫か」、戸惑う親、学校も 

             不安。４年以内に全校で試行へ 

      1.26   ２学期制、評価二分。時間を気にせずゆとりがもてた。試験範囲広がり、学習意欲わかず。   1.26 AE18 

             教育研究全国集会での反応                                                            NE18 

      1.28   教育改革で品川フォーラム。小学校長８６％、中学校長７４％が評価。学校と区教委の関係   1.29 AM31 

             が不十分、３割。成果と課題、浮かぶ。全校長向けアンケート報告 

      1.30   公立小中で続々導入､二学期制の波紋。教師歓迎､行事減り授業増。親は不安､試験の機会減る  1.30 NE15 

      2. 2   「小学校で英語必修」国が本腰？文科省が検討会                                         2. 2 YE2 

      2. 5   中高一貫校で先取り学習ＯＫ。高校「古典」→中学で授業。文科省、指導要領を弾力化       2. 6 YM2 

      2. 6   （討論／競争で学校はどこへ）日本経済研究センタ－理事長・八代尚宏さん、選択制は消費   2. 6 AM15 

             者の権利、多彩なサービス提供を。教育評論家・尾木直樹さん、現場の声踏まえた改革、親 

             と子の積極参加カギ 

      2.13   学校の自由選択、８割超す「賛成」。広がる制度、保護者も“挙手”で後押し。『地域との   2.13 TE11 

             連携低下』懸念も。都小学校ＰＴＡ協が意識調査 
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      2.13   市町村が教員特別免状。改革特区で付与認める                                           2.14 NM2 

      2.13   社会人への特別教員免許授与権限、都から千代田区へ移譲。特区申請で文科省方針           2.14 YM2 

      2.17   教育委員会の役割など検討。文科相、近く諮問                                           2.17 AM2 

      2.17   学習障害児教育見直し。中教審に検討要請。校内に支援教室                               2.17 YE1 

      2.17   教員免許、市町村も。特区４次案、１８項目の規制緩和                                   2.18 AM3 

      2.19   小学校で英語必修、検討。文科省方針、中教審に専門グループ                             2.19 AM1 

      2.20   授業も企業も／商・工業高に「デュアルシステム」。来年度、モデル事業                   2.21 MM2 

      2.22   教育委制度見直し諮問へ。「形がい化」が背景に。首長との関係など検討                   2.22 YM4 

      2.24   父母ら参加「コミュニティ・スクール」、来春にも開校。文科省、法改正案、今国会提出へ   2.25 NM42 

      2.29   社会人採用への特別教員免許、市町村が付与、１３特区で。文科省方針、１０月施行へ       3. 1 NM38 

      3. 4   父母、住民が積極関与」、『地域運営学校』、来春にも開校へ。きょう中教審最終答申       3. 4 TM3 

      3. 4   住民が教員人事に関与。中教審、「地域運営学校」を答申                                 3. 4 NE14 

                                                                                                 AE1,18 

      3. 4   教育委制度見直し。文科相『形がい化』批判受け、中教審に諮問              3. 4 TE1 

      3. 5   学校運営のカタチ／中教審答申は文科省方針の追認、現場の提案吸い上げず、議論不十分     3. 5 YM17 

      3. 7   教育委員会／役割と責任を明確にしよう（社説）                                         3. 7 YM3 

      3. 8   運営関与の実践研究校、「学校に民意」試行錯誤。学力観など溝埋まらず。地域、読み書き   3. 8 NM38 

             強化を。教師、意欲重視（月曜リポート） 

      3. 9   小学校の「英語」正式導入する？先取りする学校増える一方。文科省が近く中教審に依頼、   3. 9 TE10 

             具体的検討は初めて。『授業時間の調整』心配の声も 

      3.11   「地域運営学校」創設へ法改正案。政府、今国会に提出                                   3.11 NE20 

      3.11   小学校での英語必修化、中教審、可否を検討。来年度めど方向性探る                       3.12 NM42 

      3.13   少人数学級、４３道府県で。来年度１３県増。教員配置弾力化で拍車                       3.13 YE2 

      3.16   尼崎市申請「そろばん特区」など８８件了承                                            3.16 NE3 

      3.16   フリースクールも正規学校に。第４次特区、設立認可を内定                               3.17 AM2 TM1 

                                                                                                 YM2 

      3.19   医療・教育・農業、株式会社参入を推進。規制改革新３か年計画を閣議決定。重点１７項目   3.19 YE1 ME1 

                                                                                                 NE1,3 AE2 

      3.20   コミュニティ・スクール／公立校の多様化ひらく。住民参加でニーズ反映。効果的な教育改   3.20 NM31 

             革可能に。慶応大学教授・金子郁容（教育） 

      3.24   構造改革特区１年・認定３２４件に。目立つ教育・農業分野                               3.25 MM5 

      3.27   非営利型株式会社学校、教育の自由、独自財源で。行政の過干渉を防ぐ。配当せず、成果    3.27 NM31 

             向上に特化。慶応大学教授・跡田直澄（教育） 

      3.29   構造改革特区、誕生１年。教育・農業、関心高く。ＰＲ不足、新たな規制も                 3.29 YM4 

      3.29   生涯学習社会推進策を提言。中教審分科会                                               3.29 AE2 

      3.29   「図書館、開館延長を」。中教審分科会が報告書。サービス向上が必要                     3.30 YM2 

      3.30   ゆとり一転「発展的学習」。文科省、小学教科書検定結果発表。台形の面積公式、５年生で   3.31 AM1,3 

             復活。「指導要領外」盛る                                                            NM1 TM3 

      4. 2   文科相、「公立校」の諮問会議、奥田碩氏らメンバーに                                   4. 2 NE14 

      4. 4   （国の関与／転機の教育－１－）特区の印籠／市場化、守勢の文科省                       4. 4 AM1 

      4. 5   学校同士の競争「望まず」。教育の内容「国が定めて」。保護者、改革に警戒も。朝日新聞   4. 5 AM2,10 

             ・ベネッセ調査 

      4. 5   学力向上支援に３９２校。公立の小中、文科省指定。退職教員・学生を派遣                 4. 6 NM38 

      4. 6   （国の関与／転機の教育－３－）見えぬ責任／協議前から「３割削減」                     4. 6 AM1 

      4. 6   スクールカウンセラー区教委から移行。子どもＳＯＳ把握、学校から飛び出せ。千代田区、   4. 7 TM31 

             地域と連携、総合解決 

      4.16   小規模自治体の首長廃止。「行政執行責任者」議会が選出。分権推進会議最終意見書案、ま   4.16 NE3 

             とめ。教育委設置義務も弾力化 

      4.20   教員免許、更新制に。日本経団連提言、教育基本法見直し言及                             4.21 YM4 
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      4.21   “屋上屋”懇談会、文科相も批判は承知、迅速な教育改革追求（解説）                     4.21 YM13 

      4.26   規制改革会議、「官製市場」重点に。行政事務の民間開放検討                             4.26 AM3 

      4.26   教育委設置、選択制に。地方分権会議意見書素案                                         4.27 YM2 

      4.26   中高一貫校、３４校増え１５２校。今年度、文科省発表                                   4.27 NM38 

      5. 7   Do you speak English? 英会話力は小学校から。特区の自治体「英語科」スタート。必修化   5. 7 NE1 

             の行方占う。研究者からは批判も。「担当教諭が専門外」「中学の検証不十分」 

      5.10   足立の「地域立」校に文科相視察、理事長らと意見交換                                   5.11 TM23 

      5.10   教え上手「校長待遇」も。中教審、校内運営、本格審議へ                                 5.10 AE18 

      5.10   研究開発学校、多彩な授業。「ものづくり」地元技術者が講義。「食育」食べ物通し国際理   5.10 NE14 

             解。文科省、今年度２５校指定 

      5.11   教育委員会／名誉職ではいけない（社説）                                               5.12 TM5 

      5.14   「栄養教諭」制度実施へ。改正学校教育へ。                                             5.14 YE2 

      5.21   品川区立小学力調査／結果公表、変わる学校。分析・改善策に重点。「基礎基本定着に成果」 5.22 AM31 

             「教師に責任持つ空気」。校長「変化」実感 

      5.22   数字は語る／小中学生の不登校減る                                                     5.22 NM29 

      5.25   学級編成権限、政令市に移譲を。中教審部会が中間報告                                   5.25 NE18 

      5.25   規制改革・推進本部が初会合、医療・教育など重点                                       5.26 AM4 

      5.31   広がる「学校選択制」。公立校も“サバイバル競争”。児童・生徒獲得へＰＲ               5.31 YM31 

      5.31   大都市が「教師」争奪戦。早期退職増加・少人数指導定着。互いの本拠で説明会、「青田買   5.31 AM3 

             い」「引き抜きも」 

      5.31   （探訪／「特区」の現場から－３－）討論科授業で「聞く姿勢」習得                       5.31 YM31 

      6. 1   三位一体改革、思惑走る。知事会、夏にも補助金削減案。財務省、税源移譲確約を警戒。義   6. 1 NM5 

             務教育費の扱い焦点 

      6. 1   公立小の８８％、英語活動実施。文科省調査                                             6. 2 YM33 

      6. 5   公立中高一貫校、６年間でわずか３５万円。教育費、安さが魅力                           6. 5 TE10 

      6.12   幼小一貫校、教育の「段差」解消へ。文科省、２００６年度創設目指す                     6.13 TM3 

      6.17   トヨタなど開設、日本版「イートン校」。基礎学力重視、スポーツにも力。来月、計画提出   6.17 YE1 

      6.19   （株式会社立学校の課題－上－）私学助成や税制優遇を。共済加入できぬ教職員。事業者参   6.19 NM29 

             入妨げる壁なお。朝日塾中学学園長・鳥海十児（教育） 

      6.19   教育に市場原理の波、基準広げ才能伸ばせ/名古屋でシンポジウム(中部が拓く日本の未来）。 6.19 NM26,27 

             中部の実績、特区に生かせ 

      6.20   教育改革促す地域学校運営（社説）                                                     6.20 NM2 

      6.27   義務教育費国庫負担、スクールカウンセラーも対象に。文科省検討、「三位一体」の中、制   6.28 YM2 

             度維持狙う 

 

 

③ 義務教育国庫負担金改革 
 

 2003年 

      8.12   地方税､法人向け税率規制緩和。首相､検討指示｡自治体の裁量拡大｡義務教育費負担金は削減   8.12 NM1,2 

      8.25   理数科教育、達人を支援。教員３０人に各５０万円。文科省方針                           8.25 AM3 

9. 1   義務教育費国庫負担制度見直し、地方の自由度高める「総額裁量制」導入を正式表明。文科   9. 2 YM4 

             事務次官 

      9. 4   文房具代や給食費、就学援助、１０人に１人。５年間で１．５倍。長引く不況影響。文科省   9. 4 AM1 

             まとめ 

      9.27   国庫補助金７６％廃止を。三位一体改革で都道府県調査。義務教育費は両論                 9.28 TM3 

     10. 9   義務教育補助金削減前倒し要求。財政制度等審議会                                      10.10 AM3 

     11. 5   義務教育費国庫負担金、「総額裁量制」、文科省が提案                                  11. 6 AM4 MM2 
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教育 

  2003年 

     11.18   （知事が問う／日本の選択）宮城・静岡・和歌山・佐賀､４知事会談。｢実効性ある改革を｣。 11.18 MM1 

             義務教育費の国庫負担金削減、厳しく批判 

     11.21   少人数学級、国が負担。教員給与補助。地方の裁量拡大。文科省方針明らかに              11.21 NE14 

     11.21   経済財政諮問会議、三位一体改革具体化に着手。補助金削減に省庁枠。公共事業、義務教育、11.22 NM5 TM1 

             計５０００億円圧縮                                                                MM2 AM2 

     11.25   税源移譲、たばこ税で５４００億円を。消費税は１％分確保。補助金削減、義務教育別枠で。11.26 TM9 AM3 

             関西経済研提言                                                                    NM5 

     11.28   義務教育費国庫負担金、３１００億円を一般財源化。総務省、文科省に要求へ              11.28 AM1 

     12. 7   「三位一体改革」焦点の義務教育費は。独自教育か水準確保か。自治体、権限拡大へ“財布”12. 7 AM17 

             を。文科省、存亡かけ縛り緩和策。税源移譲、地域間格差招く恐れも 

     12. 8   義務教育費２３００億円削減。補助金削減閣僚折衝。生活保護は決裂。総務省、地方負担増  12. 9 NM5 

             の反発（予算攻防） 

     12. 9   補助金削減、「文科省２３００億」で詰め。教員退職手当など。交付税増など条件に        12. 9 YE1 

     12. 9   学校事務職員給与、一般財源化案に河村文科相が難色                                    12.10 AM4 

     12.10   補助金削減、きょう中に決着へ。保育所運営費一般財源化、厚労省案に追加で              12.10 MM5 NM1 

     12.11   義務教育国庫負担、堅持求める緊急集会                                                12.12 AM4 

     12.12   数字合わせに終わった補助金削減（社説）                                              12.12 NM2 

     12.20   教職員給与に総額裁量制。財務省原案盛り込む                                          12.20 YE3 

 

  2004年 

      4. 8   （国の関与／転機の教育－５－）国庫補助金／「外圧」に焦る文科省                       4. 8 YM1 

      5.25   義務教育国庫負担、「制度の堅持を」。中教審が中間案                                   5.25 AE2 ME5 

                                                                                                 TE10 

      6. 1   三位一体改革、思惑走る。知事会、夏にも補助金削減案。財務省、税源移譲確約を警戒。義   6. 1 NM5 

             務教育費の扱い焦点 

      6.27   義務教育費国庫負担、スクールカウンセラーも対象に。文科省検討、「三位一体」の中、制   6.28 YM2 

             度維持狙う 

      6.28   義務教育費補助金廃止、賛成、７知事のみ。骨太方針「評価」７割。日経新聞調査           6.28 NM1 

      6.29   廃止か維持か知事５人熱弁。補助金改革案、義務教育費国庫負担金、結論出ず。全国知事会   6.30 AM3 

             委員会 

 

 

④ 大学 
 

【国立大学法人化】 
 

 2003年 

      7. 8   国立大法人法成立                                                                     7. 9 AM1 TM3 

                                                                                                 AE2 TE1,2 

                                                                                                 NE1,14 

      7. 9   自立と競争、試練の国立大。来年4月に法人化。官の介入、懸念残す                       7.10 NM3 

      7. 9   国立大法人化で１２万人が非公務員に。教職員の雇用、条件整備多難。給与など当面現状維   7.10 NM38 

             持？                                                                                MM2 

      7.13   国立大法人法が成立。改革へ第一歩、１０年後検証を。「キーマン」有馬朗人・元文相に聞   7.13 AM5 

             く／メリット、予算・人事の自由度増す。評価制度、時代の要請、人選が課題。学長、権限 

             に見合う責任を果たせ 

      7.14   大学の自主性尊重を確約。法人化で文科相                                               7.15 AM3 

      7.14   東大の土地資産６１１６億円。国立大間の格差２００倍                                   7.15 AM3 
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教育 

  2003年 

      7.15   法人化はビジネスチャンス。国立大経営に金融「助っ人」。東大の年間資金２０００億円。   7.15 AE1 

             医療ミス・セクハラ保険も。使いこなし大丈夫？ 

      7.15   東大学長、信任投票へ。２４日実施。法人化前に自ら要求                                 7.16 AM38 

      7.17   国立大学法人／待ちの姿勢を捨てよ（社説）                                             7.17 AM2 

      7.18   埼玉大など国立４大学の共同ＴＬＯ、設立構想白紙に。特許帰属など調整難                 7.18 NM35 

      7.19   存在意義示せるか？国立大。来年から法人化正式決定。文科省の運用がカギ。私大から民営   7.19 NM27 

             化求める声（教育） 

      8. 4   東大副学長が補助金不正。似田貝研究室、５００万円カラ出張                             8. 5 AM1 

                                                                                                 AE11 

      8. 9   国立大学改革の出発点。法人化、来年度スタート。予算と組織、課題多く。文科省は日程表   8. 9 NM24 

             提示を。国立学校財務センター教授・天野郁夫（教育） 

      8.20   国立大授業料、１０％上乗せ可能。文科省が最終調整。標準額据え置き５２万円             8.20 NE18 

      8.27   国立大学法人化、授業料上げ、１割まで。標準額は５２万８００円。値下げ限度は定めず     8.27 AM34 

      8.29   国立大は財政的自立図れ。潮木守一桜美林大教授（論点）                                 8.29 YM12 

      9. 3   研究拠点形成ＣＯＥ計画、交付金、東大トップ。２００３年度、５６大学、総額１５８億円   9. 4 NM38 

                                                                                                 AM33 

      9. 5   国立大法人化、評価委の概要公表                                                       9. 6 AM33 

      9.13   東北大振興会に年２０００万円。２１の公立病院・自治体から寄付。金額指定の例も         9.13 AM39 

      9.26   国立大法人評価委員、鳥居・野依氏ら１６人                                             9.26 NE1 

      9.30   国立大の再編着々。全国の２０校、あす１０大に。東京海洋大など                         9.30 NM38 

     10. 1   国立大法人評価委、きょう発足                                                        10. 1 NM42 

     10. 1   国立大統合協議、教育学部をめぐり、群馬・埼玉など難航                                10. 1 AE14 

     10. 1   新国立大、１０校発足。２０大学を再編                                                10. 1 AE1 

     10. 3   国立大法人化／教育、研究の活性化へ魂入れよ（社説）                                  10. 3 YM3 

     10.16   国立大が“公約”。法人化控え、生き残り策、中期目標・計画素案。医師国家試験、合格率  10.17 YM39 

             ９５％。教員の質向上へ「任期制」                                                    NM42 MM3 AM1 

     10.18   国立大入試、前期１本化ＯＫ。２００６年度入学から。「ＡＯ」「推薦」条件に            10.18 YE1 

     10.22   東大、重点研究選定で評価委立ち上げ方針。学長の“独断専行”防ぐ                      10.22 NE18 

     10.31   狙え､国立大メーンバンク。来春法人化で商機。みずほ､利便性訴え。三井住友、経費を安く  10.31 NM7 

     11. 1   国立大法人評価委、初会合、野依委員長を選出。「当面は試行錯誤」。文科省からの「独立」11. 1 NM42 

             カギ                                                                              NM42 

     11. 3   国立大入試、前期一本化認める。推薦などの募集前提。国大協が最終報告                  11. 4 NM38 

     11. 4   売れる発明=優秀な研究者？国立大､法人化で変わる収入方程式。知的財産優先、本末転倒の  11. 4 TM3 

             声も（核心） 

     11. 4   ものづくり経営、東大で探究。脱「強い工場、弱い本社」へ。民間から教授ら３０人。年内  11. 4 AM1 

             に拠点、学生にも開放 

     11. 8   暗中模索の国立大評価委。具体的手法なお手探り。文科省色濃い委員顔ぶれ（教育）        11. 8 NM31 

     11.10   国立大学予算、総額抑制へ。文科省判断で配分。財務省打診。大学側は反発も              11.11 NM38 

     11.12   国立大予算、総額抑制検討。大学反発「従来規模を」。国大協総会声明、政府に要請へ      11.13 NM4 

     11.16   （大学が変わる）自立の時代「経営」競う。国立大法人化、試される学長手腕。法科大学院、11.16 NM38 

             ７２校が名乗り。私立大も岐路、定員割れ、４年制の亜３割弱。財務公開、外部の目導入 

     12. 2   国立大法人化、予算削減では失速する。佐々木毅東大学長（私の視点）                    12. 2 AM14 

     12. 5   国立大交付金、年２％削減。他法人並み、財務省提示。「約束違う」大学側反発            12. 6 YM1 

     12. 8   国立大予算削減。「学長職返上も念頭」。国大協、文科省に対応迫る                      12. 9 NM38 

     12.11   語学学校で大学授業。新都立大検討、「必修」廃止も                                    12.11 ME12 

     12.11   経費削減の予算方針、国大協が反対の決議                                              12.12 AM4 

     12.16   国立大学の法人化／予算、運営に独自性。外部から資金調達の道（アフター５けいざい）    12.16 YE7 

     12.29   国立大予算／角を矯めて牛を殺す愚（社説）                                            12.29 AM2 
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教育 

 2004年 

      1. 1   先読み・４月／国立大学法人化。象牙の塔、競わせ活力。学長は経営者、大学債もＯＫ。大   1. 1 NM27 

             学側、不安も山積み。国の関与強まる？全体では予算減？第三者評価は中立？ 

      1. 7   修士取得まで１年短縮。一橋や東大、特別コース、経済系で増加                           1. 7 AE1 

      1.16   国立大学法人化と産学連携。技術移転妨げぬ工夫を。知的財産本部とＴＬＯ、調整不足なら   1.16 NM29 

             弊害。ロバート・ケネラー東大先端科学技術研センター教授（経済教室） 

      1.18   国立大学の法人化／ステップ１・そもそもは？競争促し人材輩出。ステップ２・何が問題？   1.18 NM16 

             交付金減で対立も。ステップ３・これからは？見えない評価方法 

      1.28   教員給与は削減対象外。国立大交付費、文科・財務合意                                   1.29 AM33 

      1.28   国立大予算削減、「専任教員」は対象外。文科省・財務省合意。実質１％未満               1.28 NE18 

      1.31   （秒読み国立大法人化の課題④）「変わりたくない」が本音。大学側の意識に遅れ。高等教   1.31 NM35 

             育の質向上、期待薄（教育） 

      2.20   文部科学白書／大学への財政支援強化を。欧米と水準比較、「極めて低い状況」             2.20 NE14 

      2.21   国立大の出張管理、ＪＴＢが初の受託。法人化控え、第一号は鳥取大                       2.21 AM1 

      3. 4   国立大法人化と研究開発。基礎研究充実の仕組みを。評価システム必要。短期的成果優先で   3. 4 NM29 

             は弊害。小川一夫大阪大学教授（経済教室） 

      3.12   主要国立大、法人化控え産学連携。知財大学院やＶＢ育成                                 3.12 NE3 

      3.17   国立大発ＶＢに投資。ファンド設立相次ぐ。１００億円規模、東大が発表。財政自立へ運用   3.18 NM11 

             益還流 

      3.19   国際連携、「不可」なし。国公立大実績、５段階で評価                                   3.20 TM3 

      3.24   法人化目前／指定金融機関へ、国立大市場に銀行過熱。手数料値引き、経営「指南」も       3.24 AM13 

      3.28   国の大学評価「待った」。教授ら１４０人、“別組織”旗揚げ                             3.28 YM2 

      3.31   動き始める「国立大学法人」（社説）                                                   3.31 NM2 

      4. 1   国立大学が法人化                                                                     4. 2 AM2 

      4. 7   国立大の財産９兆１３００億円。東大９８００億円､京大４１００億円。法人化､財産力に差   4. 8 NM1 

      4.14   国立大学法人、非常勤職員の待遇改善。複数年契約や育休など                             4.14 AE14 

      4.21   郵政公社・法人化の国立大、損保、新市場で争奪戦。自動車保険頭打ち、危機感             4.21 AM9 

      4.22   群馬大と統合棚上げ、埼玉大が正式表明                                                 4.23 AM37 

      5. 6   企業寄付で「基金教授」新設、東大                                                     5. 6 AE18 

      5.11   国立大、半数が数値目標。法人評価委が中期計画了承。３７校、新たに設定                 5.12 NM38 

                                                                                                 AM3 NM27 

      5.16   国立大ＰＦＩ融資拡大。東京三菱銀、５件で主幹事                                       5.16 NM3 

      6. 3   ８９国立大学法人、中期計画を認可。文科相                                             6. 4 NM38 

      6.22   国立大の大型医療機器入札、予定価格での落札是正を。今年度の予算執行調査、財務相、閣   6.22 NM5 

             僚懇で要請へ 

 

 

【法科大学院】 
 

 2003年 

      7. 1   法科大学院、７２校、来春開設目指す。定員５９５０人、都市に集中                       7. 1 AM1,39 

                                                                                                 NM1,3 

      7. 4   法科大学院／志願者の身にもなって（社説）                                             7. 4 TM6 

      7.12   法科大学院、７２大学が設置認可申請。法曹８割合格は不可能に。適正規模へ淘汰必至。慎   7.12 NM27 

             重な学校選択が必要（教育） 

      7.16   法科大学院、審議スタート。生き残り、あの手この手。「現場」触れ実践教育。予備校と提   7.17 MM3 

             携、奨学金制度 

      7.28   法科大学院、学費も課題。「少人数教育」高いコスト。公的支援、具体策見えず             7.28 AM11 

      7.31   法科大学院、国立授業料７０ー８０万円。私立と１００万円程度格差                       7.31 NE1 
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  2003年 

      7.31   法科大学院、私大に衝撃。国立授業料７０－８０万円。「競争にならない」。文科省「助成   8. 1 NM34 

             どこまで可能か」 

      8. 3   法科大学院、初の適性試験、１万８３００人受験                                         8. 4 AM3 

      8.21   文科省、法科大学院に財政支援の方針。奨学金や補助上乗せ                               8.21 AM1 

      8.21   法科大学院、適否審査受けたら、教員候補「×印」続出。約２０校、人数不足に             8.21 AE1 

      8.21   法科大学院の年間授業料格差、国立と私立、３０万円まで圧縮。８５億円の奨学金創設へ。   8.22 NM42 

             文科省方針 

      8.27   私立法科大学院に助成、文科省方針。国立との授業料格差縮小                             8.28 YM2 

      8.29   法科大学院、筑波大、東京で夜間に。社会人向け、２００５年度                           8.29 NE3 

     11.21   法科大学院、６６校に認可。阪大・専大、保留。龍谷・青森・北陸・愛知学院、４私大、異  11.22 TM3 AM1 

             例の不可。審議会答申                                                                NM1,38,39  

     11.22   法科大学院に補助金認めず。財務省、授業料上げで対応要請                              11.23 TM3 

     11.27   法科大学院、答申通り６６校に認可。文科相「良質な人材育成を」                        11.28 NM42 

     11.29   法科大学院、認可校にも注文。教育課程の質・教員の年齢構成・成績基準明確化。甘さ目立  11.29 NM29 

             つ申請内容。第三者評価、重要性高まる（教育） 

     12. 2   法科大学院、認可後が正念場（社説）                                                  12. 2 NM2 

     12.14   ロースクール、ロープライス。授業料“値下げ”過熱。早大まず７５万、中大３０人免除。  12.14 YM39 

             「優秀な学生集めるため…仕方ない」 

     12.20   国立法科大学院、年間授業料８０万４千円に。財務省原案で明らかに                      12.20 AE14 

     12.22   ２００４年度予算、法科大学院、私大支援２５億円復活。授業料の負担軽減                12.23 NM30 

 

 2004年 

      1. 6   法科大学院向け、実務のプロ、教材作り。法務省、６検事専従、教官用も。司法研修所、民   1. 6 NM38 

             事・刑事で７冊出版（法廷が変わる） 

      1.23   都立大法科大学院、予定通り４月開校                                                   1.24 TM4 

      1.23   法科大学院入試本格化。都市部の大学、激戦に。私大の値下げも影響か（司法改革の行方）   1.23 NM24 

      1.26   法科大学院、初年度開校は６８校定員５５９０人                                         1.27 AM2 

      4.15   （スキャナー）法科大学院／１期生、粒ぞろい。社会人比率最高８５％・内部進学ゼロも。   4.15 YM3 

             慶応大「相当な勉強、覚悟を」 

      5.12   法科大学院、入学、「社会人」が半数。定員割れ、６８校中１４校                         5.13 AM3 

                                                                                                 NM38 

      6.28   キャンパスに法律事務所。法科大学院生に実務経験積ませよう。国学院大、１日開設、全国   6.29 TM26 

             初めて 

 

 

【その他の大学問題】 
 

 2003年 

      7. 2   外国人学校生の入学資格、国立大８割「与えたい」、私立２５％「既に認めた」。朝日新聞、 7. 2 AM1 

             学長アンケート 

      7. 9   朝鮮学校など外国人学校卒、京大が受験資格                                             7. 9 NE14 

      7.25   研究費全額負担、成果は地元還元。横浜市大が地域貢献                                   7.25 NM5 

      7.28   外国人学校卒業生の入学資格、「東京外大、独自認定を」。教授会が決議                   7.28 AE1 

      8. 1   大学受験、外国人学校卒業生に資格。朝鮮学校も対象。文科省方針                         8. 2 NM34 

                                                                                                 AM1 

      8. 2   大学薬学部６年制へ。実習は半年以上。文科・厚労省、方針固める                         8. 2 AM1 

      8. 4   大学教育支援に６７０校が応募。文科省発表                                             8. 5 AM3 

      8. 4   東大副学長が補助金不正。似田貝研究室、５００万円カラ出張                             8. 5 AM1 

      8. 6   大学受験、来年から資格緩和。文科省発表。高校中退者でも可能                           8. 7 AM1 
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  2003年 

      8. 6   外国人学校大検免除、２９校は無条件でＯＫ。朝鮮学校は個人の学力審査                   8. 7 YM26 

      8. 7   財務諸表の公開、私学に義務づけ。文科省審議会が提言                                   8. 8 NM1 AM2 

      8. 8   大検免除／混乱を招かないことが条件（社説）                                           8. 8 YM3 

      8.11   優れた専門職大学院、助成。文科省方針。教育内容などで選定。競争促し質高める           8.12 NM34 

      8.17   ２１世紀のＣＯＥ、再挑戦の機会。文科省、来年度も公募。大学の活性化に効果             8.17 AM3 

      8.21   産学連携や隔教育など、大学の教育改革に補助金。国公私の枠超え、競争促す。総額２００   8.22 NM42 

             億円。文科省 

      9. 2   私大職員らの行政管理学会､大学経営に評価指標。入試方法や地域貢献。課題の把握､容易に   9. 2 NM38 

      9. 3   研究拠点形成ＣＯＥ計画、交付金、東大トップ。２００３年度、５６大学、総額１５８億円   9. 4 NM38 

                                                                                                 AM33 

      9.11   朝鮮学校卒にも受験資格。東京外大、国立で初。来春から                                 9.11 TM3 

                                                                                                 NM42 

      9.13   東北大振興会に年２０００万円。２１の公立病院・自治体から寄付。金額指定の例も         9.13 AM39 

      9.17   サテライト教室続々。石川などの地方大学、都内、社会人取り込み狙う。技術経営など専門   9.17 NM39 

             に特化 

      9.18   「特色ある教育」に８０件。大学・短大、８．３倍の狭き門。予算重点配分、文科省が採択   9.19 TM3 

                                                                                                 NM42 AM10 

      9.19   外国人学校生、大検なしで受験資格。改正文科省令、きょう施行。大学側が個別審査も       9.19 TE10 

      9.19   教育底上げ。初の大学支援プログラム。現場に意識改革を促す（解説）                     9.19 YM17 

      9.19   大学入学、外国人学校にも資格。来春から。文科省が正式決定                             9.19 AM37 

      9.21   校長養成は大学院で。学校経営のプロ作り構想。研究者ら                                 9.21 AM8 

      9.22   どうなる？公立大の法人化。「財政支援が切れるかも…」。独立、根強い不安               9.22 YM31 

     10. 1   千代田区が特区申請、株式会社の大学設置                                              10. 1 AE2 

     10. 3   朝鮮学校卒、国立大の大半、受験容認。すでに７割方針決定。朝日新聞調査                10. 4 AM1 

     10. 4   私大の経営、指標で評価。大学行政管理学会が策定。使命・施策に１５４項目。「選択と集  10. 4 NM25 

             中」戦略見極め。早稲田大学理事・井原徹（教育） 

     10.10   学校法人改革最終報告、私学説明責任の明確化の重点                                    10.11 AM3 

     10.15   専門医紹介、地域ぐるみで。福岡でモデル事業。九大医学部教授ら乗り出す。病院や診療所  10.15 NM1 

             連携、オンラインで情報共有 

     10.21   朝鮮学校制度受験、東大もＯＫに                                                      10.22 AM38 

     10.22   大学改革、経済人ら支援。オリックス会長らがＮＰＯ設立。教育内容など第三者評価        10.22 NM4 

     10.25   横浜市大、教員に「任期・年俸制」。２００５年度から。大学改革案まとめる              10.25 AM27 

     10.29   教員は任期・年俸制。横浜市大が独立法人に。２００５年度                              10.29 TE10 

     11. 2   公立大、１０年で倍増の不思議。地域活性化の夢に逆風（スクープ）                      11. 2 NM15 

     11. 4   ものづくり経営、東大で探究。脱「強い工場、弱い本社」へ。民間から教授ら３０人。年内  11. 4 AM1 

             に拠点、学生にも開放 

     11. 8   「目指せ！地域の大学」。横浜市大、生き残りへ挑む。全教員に年俸制。研究成果を還元。  11. 8 NM33 

             住民の目厳しく、問われる改革成果（首都圏リポート） 

     11.12   株式会社設置の特区大学・大学院、認可へ初の諮問。ＬＥＣ・デジタルハリウッド。文科省、11.12 NE16 

             ２月に結論 

     11.14   大学新設・学部増設時の問題点、「留意事項」公表へ。文科省方針                        11.14 YE2 

     12.13   大学改革支援へ経済人らがＮＰＯ。変わらぬ組織に変化促す。財務など第三者評価。国際競  12.13 NM29 

             争力養成目指す。教育は金属疲労。変えるのは今。教職員の流動化 

     12.20   入学金返還、私大に動き。辞退したら「返らなくて当然」は過去の話？負担に配慮、減額や  12.20 NM31 

             制度廃止（けいざい探検） 

     12.22   大学教員が設立・運営、ベンチャー４００社突破。国立大が上位に。日経新聞調査          12.22 NM9 

     12.22   地域密着型ＶＢ、慶大に育成施設。神奈川・藤沢                                        12.22 NM9 

     12.22   初のＩＴ専門職大学院。産業界が主導、２００５年度認可申請。４２万人不足、高度実務者  12.23 MM9 

             を養成 
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 2004年 

      1. 7   大学はどこへ／教養教育に焦点。経営重視で壁も（潮流２００３～２００４）               1. 7 YM13 

      1. 7   （新潮流・首都圏ダイナミズム／第２部・大学攻防②）ＶＢ創出、地域が実験場。早大・墨   1. 7 NM35 

             田区、思惑の一致 

      1. 7   修士取得まで１年短縮。一橋や東大、特別コース、経済系で増加                           1. 7 AE1 

      1. 7   駆け込み弁護士登録。大学教員「特権」廃止前に次  々                                    1. 7 AE14 

      1.19   外国人学校生の大学受験資格問題、ブラジル人学校にも資格                               1.19 NM42 

                                                                                                 AM34 

      1.23   朝鮮学校、国立大８０校が受験資格認定                                                 1.24 TM26 

      2. 2   大学発の特許後押し。政府が指針改正。出願経費支払い、研究費活用ＯＫ                   2. 2 NE1 

      2.11   大学病院からの医師派遣、自治体病院２５％、打ち切りを経験。手術制限や休診も。朝日新   2.11 AM1,30 

             聞調査 

      2.13   （株）大学に注目。究極の実学志向に批判はあるが事後評価で検証したい（解説部）         2.13 YM17 

      2.15   株式会社大学／高等教育に新分野を切り開くか（社説）                                   2.15 YM3 

      2.16   「株式会社立」開校を認可。大学・大学院                                               2.16 AE2 

      2.20   文部科学白書／大学への財政支援強化を。欧米と水準比較、「極めて低い状況」             2.20 NE14 

      2.21   教室不要、ネット大学。設置基準緩和へ                                                 2.22 YM2 

      2.22   （特区をゆく）夜間大学院／大阪市。留学生受け入れ、アジアと交流                       2.22 AM10 

      3. 5   外国大学の日本校、単位、日本の大学と交換ＯＫ。文科省会議、制度化提言へ               3. 5 AM3 

      3.13   公共政策系大学院、４月誕生。専門職業人、育成めざす。実践的な教育を重視。資格認証制   3.13 NM33 

             度など課題。東大教授・森田朗（教育） 

      3.16   （秋田発）公立大学法人第一号「国際教養大」／４月開校、全員留学、６割外国人教師。北   3.16 AM37 

             の学舎、売りは国際性。「前期」受験者、定員の１５倍 

      3.27   （大学が変わる）民間手法の浸透、手探り。懸念は経営協議会、委員数も学内事情優先。競   3.27 NM42 

             争力強化へ中国シフト。修士同時取得、留学生を確保 

      4. 3   私立大と地方自治体連携、技術移転など振興策を練る。日大と藤沢市・早大は台東区と。学   4. 3 NE1 

             生募集や産学協力狙う 

      4.16   （株式会社大学」スタート。ＣＧ制作・制度資格取得法￥。デジタルハリウッドや東京リー   4.16 M\NM11 

             ガルマインド、特区使い実験 

      4.16   教員資格の対象、大学院修了者に。文科相諮問会議検討へ                                 4.17 NM38 

      4.20   大学教育支援、４９７校から応募。今年度、文科省発表                                   4.21 NM38 

      4.20   ネット大学、設置基準緩和。文科省、設備投資の負担軽減。特区対象、来春から             4.21 NM38 

      4.21   子ども学科、発育ざかり。大学で開設相次ぐ。少子化、教育・遊び・産業など研究対象に。   4.21 TE1 

             遊具事故…「安全」もテーマ 

      4.23   司法試験、朝鮮大出身者ら一次試験を免除。来年度から適用へ                             4.24 TM1 

      4.27   若手議員、政策立案力、身に付けて。大学院やＮＰＯが講座                               4.27 NE18 

      5.10   大検、在学受検可能に。高校単位算入も検討。中教審骨子案                               5.10 TM1 

      5.11   大検、全日高生も可。不登校生の受験に道。中教審中間報告案                             5.12 AM34 

      5.14   キャリア教育、緩和項目追加。千代田区、特区再申請                                     5.15 NM31 

      5.29   ＩＴ・医療中心／地方でも続々。大学発ベンチャー急増。昨年度末７９９件、雇用も期待     5.29 AE1 

      6.22   職業教育提供の大学創設を提言。厚労相私的懇談会                                       6.22 NM5 

      6.22   江戸川区、産学連携を積極化。千葉商科大と商店街再生。中小・地方大の橋渡しも           6.22 NM35 

      6.22   大学科学研究費“二重取り”。計画なく原発広報費も。２００４年度予算執行調査           6.23 TM3 

      6.26   （株式会社立学校の課題－中－）大学設置審の見直しを。経済界の有識者中心に教員基準・   6.26 NM31 

             内容に外部の目。デジタルハリウッド社長・藤本真佐（教育） 

      6.27   早大商学部、９月入学、来年度から。３年半で卒業も可能                                 6.27 AM6 
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教育 

⑤ 科学技術 
 

 2003年 

      7. 9   来年度概算要求基準で財務相、科学技術は増額容認                                       7.10 NM5 

      7.18   埼玉大など国立４大学の共同ＴＬＯ、設立構想白紙に。特許帰属など調整難                 7.18 NM35 

      7.23   国の研究資金の運用改善要求。総合科学技術会議報告書                                   7.24 MM3 

      7.25   介護や留守番、災害現場でも。「ネットロボット」計画、総務省                           7.25 AM12 

      7.28   概算要求基準「３点重視を」。与党３党政策責任者                                       7.29 AN4 

      8. 4   東大副学長が補助金不正。似田貝研究室、５００万円カラ出張                             8. 5 AM1 

      8. 7   大学への科研費、流用発覚、氷山の一角？背景に単年度支給問題。繰り越しできぬ余剰金、   8. 7 YM3 

             教授らカラ出張で確保。「使い勝手」今年度から改善 

      8. 7   科学技術協力、１１項目を合意。温暖化問題の日米協議                                   8. 8 AE2 

      8.14   Ｈ２Ａ、搭載能力２倍。文科省、国際競争力を強化。２００７年度目標                     8.14 NM2 

      8.18   「Ｈ２Ａ」増強型を計画。輸送能力２倍に。概算要求方針                                 8.19 AM2 

      8.20   大学の海外特許取得支援。文科省、弁理士費用など補助                                   8.20 TE10 

      8.25   理数科教育、達人を支援。教員３０人に各５０万円。文科省方針                           8.25 AM3 

      8.25   科学技術、予算配分に独立機関。省庁から分離し設立。政府方針                           8.25 NM2 

      9. 3   研究拠点形成ＣＯＥ計画、交付金、東大トップ。２００３年度、５６大学、総額１５８億円   9. 4 NM38 

                                                                                                 AM33 

      9. 6   宇宙基地経費、日本負担１兆円超に。従来説明より大幅増加                               9. 7 TM3 

      9.11   科学研究費、補助金不正に“厳罰”。最高５年停止                                       9.12 YM2 

      9.19   原子力２法人の統合検討報告書、２５施設の廃止・縮小盛る                               9.20 YM2 

      9.21   原子力機関／無駄を削り統合の実を上げよ（社説）                                       9.21 YM3 

      9.24   「日本版ＮＡＳＡ」新機構が来月発足。官主導の宇宙開発、転換。産学と連携／技術移転や   9.24 NM19 

             人材交流。ロケット開発、目白押し／大型Ｈ２Ａ着手、民は小型 

      9.29   （新閣僚に聞く）科技担当相・茂木敏充氏、予算、民間並み厳格査定。環境相・小池百合子、 9.29 NM17 

             京都議定書、ロシア説得 

     10. 5   科学技術予算、評価理由ネット公開。科学技術会議、研究者の不満に配慮                  10. 6 YM2 

     10. 6   理研やＮＥＤＯ、独立法人化、「費用対効果」風圧強く。事業の選択と集中迫られる        10. 6 NM17 

     10. 9   新都立大構想、学長見解に温度差。都立大「反発」、他３大学「賛同」                    10.10 YM33 

     10.12   「ひまわり」後継衛星製造の米社、３３億円追加要求                                    10.13 AM2 

     10.17   ２００４年度予算概算要求、科学技術部門の評価、「もんじゅ」など最優先                10.17 ME3 

                                                                                                 AE2 

     10.17   ニュートリノ実験施設建設、科学技術格付け、最低「Ｃ」。小柴名誉教授「ばかげた評価」  10.17 YE1 

     10.21   科学予算格付け、研究者・省庁に不満。透明・信頼性が課題（科学部）                    10.21 YM13 

     10.21   小柴さん“直談判”。「ニュートリノ」施設建設格付けで                                10.22 YM38 

                                                                                                 MM3 

     10.27   「巨大科学」の予算配分、有識者集め優先度検討                                        10.27 YE2 

     10.29   Ｈ２Ａトラブルあれば…衛星打ち上げアリアリ代行。宇宙開発機構、相互補完で合意        10.29 NE3 

     10.31   「みどり２」運用停止。電源故障で通信不能。７４０億円、衛星最大級。打ち上げから１０  10.31 NE18 

             カ月。衛星・探査機１６基、総点検 

     11. 1   「流れ星」２つ､１４００億円消えた｡｢みどり２号｣先代に続き回復不能｡｢日の丸衛星｣窮地   11. 1 AM1 

     11. 4   六ケ所村ＶＳＥＵ統一候補、国際熱核融合炉（ＩＴＥＲ）建設地、年内にも決定。建設費   11. 4 TM9 

             ５０００億円、財政負担、放射性物質の管理…課題多く 

     11. 9   環境観測衛星みどり２、運用断念。原因究明は難航。失われた信頼性。先月発足、ＪＡＸＡ  11. 9 MM3 

             に試練 

     11.11   科学解説のプロ養成。文科省研究会、専門大学院の設置を提案。市民の関心低下防止        11.12 YM2 

     11.13   気象衛星／安易なコスト削減策は高くつく（社説）                                      11.13 YM3 

     11.17   企業研究者にも補助金。文科省、「科研費」資格を拡大                                  11.17 YM2 

     11.27   ニュートリノ実験装置、文科省の審議会部会「着工早く」。実現は厳しい情勢              11.28 NM17 
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     11.28   半導体研究、国主導に転換。基礎から実用、体制一本化                                  11.28 NM1 

     11.29   情報収集衛星、Ｈ２Ａ打ち上げ失敗。補助ロケット分離できず                            11.30 NM1 AM3 

     12. 2   国立大法人化、予算削減では失速する。佐々木毅東大学長（私の視点）                    12. 2 AM14 

     12. 3   Ｈ２Ａの打ち上げ失敗。最先端追い、技術成熟せず（ニュースなるほど）                  12. 3 NE3 

     12. 4   Ｈ２Ａ引き揚げ計画、海底から回収、失敗原因解明へ。宇宙航空研究開発機構。損失額は   12. 4 YE2 

             ６３３億円 

     12. 8   熱核融合実験炉、建設費４８％、運転費４２％、ホスト国の負担                          12. 9 MM3 

     12.20   ２００４年度予算財務省原案／教育・科学／義務教育の負担見直し。少数指導、査定厳しく。12.21 NM6,7 

             私大助成マイナス６４億円。奨学金事業１０万人増。「地域教室」創設３１億円。新産業創  AM6,7 TM10,11 

             出向け研究開発に１０２０億円。ナノ                                                 MM3 

     12.22   競争的研究資金ピンチ。科学技術基本計画、「５年間で倍増」絶望的                      12.22 YE2 

     12.31   長期停滞払しょくの道。新たな豊かさ追求。成熟社会のニーズに対応。吉川洋東大教授      12.31 NM21 

 

 2004年 

      1. 6   （ハイテク立国の針路①）重点化戦略／研究予算「査定」の苦悩。評価体制、人材に課題。   1. 6 YM35 

             基盤領域は幅広く投資（いきいきサイエンス） 

      1. 8   棚田や里山、船大工も文化財。指定対象に景観・技術、文化庁が改正案提出へ               1. 8 AM3 

      1.16   国立大学法人化と産学連携。技術移転妨げぬ工夫を。知的財産本部とＴＬＯ、調整不足なら   1.16 NM29 

             弊害。ロバート・ケネラー東大先端科学技術研センター教授（経済教室） 

      1.19   最先端研究「欧米に負けるな」。分析装置開発、国が後押し                               1.19 AE2 

      1.21   （経営革新／地方から変える②）新日本科学社長・永田良一氏。「オンリーワンの存在だ」。 1.21 NM35 

             創薬支援の先駆者めざす 

      1.24   特許庁、社内発明者の保護強化。改正法案提出指針。「対価に意義」も可能に               1.25 MM1 

      1.29   医療新技術に保険、素早く。難手術、件数公表促す。診療報酬改定で厚労省                 1.29 NM5 

      1.30   もんじゅ改造を認可、原子力安全保安院。着工へ国の審査終了                             1.31 MM2 

      2. 2   大学発の特許後押し。政府が指針改正。出願経費支払い、研究費活用ＯＫ                   2. 2 NE1 

      2.12   “科学者の国会”活性化。日本学術会議、改正案を国会提出へ。学会の枠超え提言           2.12 YM2 

      2.20   文部科学白書／大学への財政支援強化を。欧米と水準比較、「極めて低い状況」             2.20 NE14 

      3. 4   国立大法人化と研究開発。基礎研究充実の仕組みを。評価システム必要。短期的成果優先で   3. 4 NM29 

             は弊害。小川一夫大阪大学教授（経済教室） 

      3. 5   大学発ＶＢで上場益。東大、３５億円受け取り。８月にも                                 3. 5 NE1 

      3. 8   国の研究費補助、年功序列？５０歳以上に全体の半分以上                                 3. 8 YE1 

      3.17   リストラに揺れる美術館。芦屋市、委託先みつからねば休館も。美術界、「切り捨て」の広   3.17 YE21 

             がり懸念 

      4. 1   医療ミス、検証機関創設を。４学会共同声明。中立的立場で情報公開                       4. 2 NM42 

      4. 1   科学研究費補助金、不正使用の罰則強化。共同研究者も申請停止                           4. 2 YM3 

      4.26   （ルポわがまち創造／大学発ベンチャーを育む③）石川県＜バイオデバイステクノロジー＞   4.26 NM24 

             産学連携、橋渡し役に。小回りきく会社、学内外から期待 

      5. 6   企業寄付で「基金教授」新設、東大                                                     5. 6 AE18 

      5.12   ロケット計画、第三者が監査。文科省が指示                                             5.12 NE2 

      6.10   失敗の遠因／Ｈ２Ａ審議で「国民の無理解」指摘、まずは情報発信こそ大切と自覚せよ     6.10 YM4 

      6.19   失敗続き科学衛星計画。年に一基打ち上げ見直しへ                                       6.19 YM2 

      6.21   原子力委、核燃サイクルで意見対立。「再利用」「埋設処分」、コスト論争激しく           6.22 NM7 

      6.22   ＮＡＳＡ前長官ら助言役。宇宙航空研究開発機構、再起へ外部諮問委                       6.22 YM2 

      6.22   大学科学研究費“二重取り”。計画なく原発広報費も。２００４年度予算執行調査           6.23 TM3 

      6.23   壁画保存、文化庁の怠慢。高松塚古墳、無策２０年。キトラでもカビ発生                   6.23 YE4 

      6.28   科学研究費補助金、無作為監査を導入。大学で不正相次ぎ                                 6.28 AE1 

      6.28   科学重点４分野、２００１年度以降の予算増たった３ポイント。科学技術会議、監視強化へ   6.28 YM2 
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① 公共事業 
 

 2003年 

      7. 5   ２００４年度予算、社会保障費２０００億圧縮。大枠固まる。公共投資削減３％超           7. 6 YM1 

      7. 8   ２００４年度概算要求基準、公共事業３％以上減。一般歳出、今年度並み。財務省方針       7. 9 NM1 

      7. 9   政策評価／業務のムダ遣い省庁が自ら採点。なくせるか前例主義。予算概算要求に反映方針   7. 9 YM11 

      7. 9   来年度予算概算要求基準､公共事業３％以上減｡一般歳出､今年度並み。財務相､方針明らかに   7.10 AM2 

      7. 9   公共事業自己評価、６９００件で“大甘”採点。農水省など判断データ示さず               7.10 YM2 

      7.10   地方単独事業、総務省により過剰見積額、年５兆円規模。無駄遣い温床に                   7.10 AM1 

      7.10   公共事業に景観アセス。国交省が政策大綱。基本法も目指す                               7.11 NM5 

      7.15   予算の全体像､諮問会議原案明らかに。公共投資７％削減。補助金カット､来年度から本格化   7.16 NM1,5 

      7.16   予算ムダ遣い３９件改善提言。公務員手当の見直しなど。有識者の行革推進７００人委員会   7.17 AM11 

                                                                                                 NM5 

      7.16   政策評価に関する決議案、参院本会議に                                                 7.17 YM4 

      7.16   補助金１兆３０００億円減。経財諮問会議月内決定の「予算の全体像」来年度の原案明らか   7.17 AM2 YM2 

             に。公共事業も７％                                                                  NM5 

      7.17   公共事業、民間ノウハウで経費削減。ＰＦＩ伸びる。３年で１０倍。｢バラマキ」拡大の懸念  7.17 YM13 

             ・業者選択方法にも疑問（なるほど！経済） 

      7.18   自己政策評価で「見直し必要」２８％。農水省昨年度分                                   7.18 NE2 

      7.20   予算制度改革、腰重い省庁。モデル事業提出「利点薄い」。評価主導争いは過熱             7.20 AM2 

      7.23   地方単独事業、国公共事業より削減。総務相、諮問会議で表明                             7.24 NM5 

      7.25   総選挙へ与党、歳出拡大圧力。新幹線「予算上積みを」                                   7.26 AM9 

      7.29   ２００４年度予算全体像､諮問会議決定。三位一体､数値目標見送り｡公共事業費削減幅は縮小  7.30 TM1 MM1 

      7.31   進まぬ入札改革。落札率軒並み９０％台。長野、宮城など談合防止徹底した入札制度改革を   7.31 NE31 

             行った自治体、落札率７０％台に低下。都道府県・政令市、日弁連調べ 

      8. 1   国の公共工事、トヨタ流でコスト圧縮。資材算定を厳格化                                 8. 1 NM5 

      8. 1   予算スリム化、３つの試練。概算要求基準了承、年末に火種残す。社会保障・公共事業・地   8. 2 NM5 

             方補助金 

      8. 1   シーリング、少子化対策「枠外」で検討。公共事業などしわ寄せも                         8. 2 TM3 

      8. 9   （官のムダ④）走り出したら永遠に／２０年続く「使われぬ手本」                         8. 9 NM5 

      8.13   公益事業、参入促進へ強制力。設備料是正､妨害の排除、所管官庁に権限。経産省､新法検討   8.13 NM1 

      8.14   公共事業「市場価格」上限に。政府、入札制度２００５年度に改革。コスト積み上げ廃止     8.14 NM5 

      8.15   国の財政運営に民間感覚／税収見積もり。制度引き上げへ連携模索。公共事業。トヨタモデ   8.15 NM5 

             ルでコスト減 

      8.21   地方単独事業費５％減｡削減幅､国を上回る。２００４年度総務省方針｡景気対策へ与党抵抗も  8.21 NM5 

      8.23   入札改革、壁高く。公共工事、横浜市の挑戦。業界・市議、強い抵抗。インフラ整備の遅れ   8.23 NM29 

             響く。市長、問われる指導力（首都圏リポート） 

      8.25   国交省概算要求、直轄高速道３割増。民営化にらみ工事本格化                             8.26 NM5 

      8.27   公共投資で７兆４１３１億円。２００４年度概算要求、国交省１６％増８兆４６２億円       8.27 NE2 AE2 

      8.27   都市の国際競争力強化。国交省概算要求､首都圏。羽田再拡張に着手､３環状道路の整備推進   8.28 NM33 

      8.28   概算要求、年金、税源移譲、公共事業、火種は先送り水面下で攻防。来月以降の政局焦点に   8.29 TM6 

      8.28   概算要求、懸案先送り。２００４年度一般会計５．７％増８６兆４６００億円。生活安定／   8.29 NM5 YM2 

             社会保障不安残す。総選挙控え負担不透明。経済活性化／バイオ／ＩＴに集中。歳出改革／ 

             公共事業のシェア不変 

      8.28   ２００４年度予算概算要求／公共事業、新幹線３線６区間で７７２億円                     8.29 YM11 

      9.12   （公的部門の改革－下－）公共事業、地方発で見直し。利権から解放必要。主体的判断でき   9.12 NM29 

             る制度に。松原聡東洋大学教授(経済教室） 
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      9.14   広域農道建設、４割減。「無駄な整備」批判に対応。農水省                               9.14 NM3 

      9.18   民主の政権公約／公共事業など１兆４０００億円削減。現行の地方補助金１８兆円廃止。数   9.18 AE1,2 

             値目標盛る 

      9.18   （公共事業のコスト革命／中部空港の挑戦－上－）トヨタ流価値工学/設計から切り詰め徹底  9.18 AM12 

      9.18   民主党マニフェスト素案公表。大型公共事業３割削減。高速道無料化盛る                   9.19 NM1,2,7 

      9.19   （公共事業のコスト革命／中部空港の挑戦－中－）原単位／無駄排除し「１人多役」         9.19 AM12 

      9.20   （公共事業のコスト革命／中部空港の挑戦－下－）ＰＦＩ／リスク・資金、「進化」に壁     9.20 AM10 

      9.22   住民参加の公共事業始動。実効性へ試行錯誤続く。議論収れんの努力必要。合意形成に格差。 9.22 NM24,25 

             「計画追認」と批判も。問われる地域の主体性 

      9.24   高値落札、公共工事むしばむ談合、一般競争入札の拡大めざせ（東北総局）                 9.24 YM13 

     10. 5   中小建設業者の再編狙い、国交省がモデル事業。来年度から                              10. 5 MM7 

     10. 7   予算改革／硬直性の打破目指す新しい試み（社説）                                      10. 7 YM3 

     10. 8   共産、公共事業半減を公約。「社会保障を充実」。消費税の増税と憲法改正反対            10. 9 AM4 NM2 

     10.10   公共事業の計画一本化。国交省                                                        10.10 AM3 

     10.10   社会資本整備重点計画、きょう決定。電線地中化１５％を目標                            10.10 NM5 

     10.14   公共事業、国の単価、「トヨタ流」の４割高。財務省、調達価格下げ推進                  10.15 NM5 

     10.27   ＰＦＩ、運営より整備に比重。ＪＡＰＩＣ調査、税制改善など提言                        10.27 NM38 

     10.30   （私の視点）和歌山県知事・木村良樹／公共事業、実情知る地方の提案生かせ              10.30 AM14 

     11. 1   指名・営業停止。入札少ない時期の処分、効果疑問。国、自治体に求めれれる厳正執行      11. 1 YM15 

     11. 3   公共事業効率化に壁。中部空港「予算カット」の教訓。コスト削減でも見返りはなし。入札  11. 3 NM3 

             後の価格交渉、国なら法接触も 

     11.18   発注官庁に談合防止策。公取委、運用改善へ提言                                        11.19 AM9 NM5 

     11.20   補助金削減、地方公共事業も対象に。三位一体改革、国交省が方針。空港、港湾など        11.21 YM2 

     11.21   経済財政諮問会議、三位一体改革具体化に着手。補助金削減に省庁枠。公共事業、義務教育、11.22 NM5 TM1 

             計５０００億円圧縮                                                                 MM2 AM2 

     11.21   モデル事業、予算繰り越し容認。経費間の資金融通も。財務省方針                        11.22 AM11 

     12. 2   １４知事が公共事業で提言                                                            12. 3 NM5 

     12. 6   公共事業／撤退できる仕組みを（社説）                                                12. 6 AM2 

     12.17   新規国債３６兆７０００億円前後｡一般会計は約８２兆円。公共事業費３.４％減。２００４  12.18 NM5 MM2 

             年度予算骨格 

     12.18   ２００４年度予算、公共事業３．５％減。防衛費１％減、過去最大                        12.19 AM2 

     12.18   ２００４年度予算事前折衝／羽田再拡張に本格着手。少子化対策に２５００億円            12.19 NM9 

     12.20   財務省原案、回復の芽、摘む恐れも。公共事業費、１兆７０００億円減少。規制改革や金融  12.21 NM5 

             再生急務 

     12.20   ２００４年度予算財務省原案／公共事業／事業シェア不動。ダム見直し相次ぐ。循環型社会  12.21 NM6,7 

             の構築で２．２％増。                                                                TM10,11 

     12.20   「社会保障抑制できず」「公共事業削減された」。評価分かれる経済界                    12.20 AE2 

     12.20   ２００４年度予算、公共事業削減、迫力なし。大規模計画なお存続                        12.21 AM2 

     12.20   ２００４年度予算財務省原案／鉄道・空港。拠点空港整備で大都市圏３割増。整備新幹線、  12.21 AM6,7 

             ２００３年度と同額                                                                  TM10,11 

     12.22   （検証・改革予算－下－）ムダ省く試み途上。公共事業の効率化急務。地方へのばらまき抑  12.22 YM8 

             制、参院選控え与党が壁 

     12.24   ２００４年度予算政府案／公共事業。新事業、目玉乏しく。省庁間のバランス重視          12.25 NE6,7 

     12.24   ２００４年度予算政府案／鉄道・空港・道路。拠点空港に集中投資。地方空港は減。地下鉄  12.25 NM6,7 

             火災の対策に３０億円                                                                TM8,9 

 

 2004年 

      1.10   単独事業に地方債枠。総務省、２００４年度に８０００億円新設                           1.10 NM5 

      1.10   国のＰＦＩ第１号事業、三井住友銀など４０億円協調融資                                 1.10 NM4 
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  2004年 

      1.11   環境重視の工事推進など柱。国交省が「行動計画」。６月までに策定                       1.12 YM8 

      1.21   公共事業改革／住民参加で意識転換図れ（社説）                                         1.21 MM5 

      1.22   補助金申請事務、年間費用１２５億円。全国知事会が試算                                 1.23 TM3 

      1.28   公共事業削減「４年で２割」。無駄一掃へ省庁横断会議                                   1.29 NM1 

      1.30   公共工事費圧縮へ新方式。積算見直し工法問わず。国交省、秋から                         1.30 NM1 

      1.31   経費削減へ連絡会議。省庁超え局長級参加                                               2. 1 YM4 

      2. 4   地方公共事業費・２００４年度計画、８．４％減                                         2. 5 YM3 

      2.10   予定価格で落札、５５８２件。国入札の契約２００２年度まとめ。不自然な実態示す         2.10 AE1 

      2.10   官製談合で９１社に課徴金。公取委                                                     2.10 ME8 

      2.10   予定価格で落札、５５８２件。２００２年度国入札、事前漏れなどの疑いも。政府答弁書     2.11 TM3 

      2.10   地域再生事業債、発行条件を緩和。総務省方針                                           2.11 NM5 

      2.18   予定価格そのまま落札、政府が一斉調査。入札効率化へ５０００件                         2.18 NM5 

      2.20   公共事業費、国交省、シェア拡大。来年度、羽田再拡張などで                             2.20 NM5 

      2.23   予定・落札同価格の入札、文科省・防衛庁、８割を占める                                 2.24 NM5 TM3 

      2.24   公共事業の減少加速。１０－１２月請負額１６．９％減。地方に打撃。新産業の創出急務     2.24 NM5 

      3. 7   大規模林道建設、１０年で４割削減。農水省方針                                         3. 7 NM3 

      3.19   「官公需」１０兆円市場争奪戦。「中小企業枠」大手が触手。撤廃要求巡り対立             3.19 NM7 

      3.22   公共工事の手抜き１７５件。過去５年間                                                 3.22 TE2 

      3.25   公共事業費７．４％減。都道府県来年度予算                                             3.26 AM2 

      3.30   公共事業前倒し、財務相「弾力的」協力を。参院選の足音、与党・地方に配慮。小泉改革と   3.31 NM5 

             の整合性にも腐心 

      3.30   国交省の公共事業予算配分、４．１％減の１０兆４千億円                                 3.30 TE2 

      4. 7   公共事業の地域格差拡大。東京、１０年ぶりに増。交付税依存、３７道府県１０．５％減。   4. 7 NM5 

             ２００４年度の地方単独分 

      4.23   公共工事入札全国調査／高値落札、改革で防止。競争進み価格低下                         4.23 YE22 

      4.30   政策評価、外部検証強化へ。総務相の諮問機関、省庁“お手盛り”脱却                     5. 1 YM4 

      5.19   入札に官民競争制。２００５年度、試行的導入を政府検討                                 5.19 AM2 

      6. 7   公共投資、３年連続減。２００１年度の国と自治体。環境分野は１０％増                   6. 8 TM3 NM5 

      6.11   公共事業など５６件廃止・中止。政策評価白書                                           6.11 AE2 NE3 

      6.15   公共事業一般競争入札拡大。実施割合を毎年公表。行政効率化､政府最終案､ＩＰ電話導入も   6.15 NM5 

      6.15   公共工事のコスト削減目標、政府、上積み見送り。行政効率化計画を決定                   6.16 NM5 

      6.17   国直轄事業、「地域主権」に逆行、阻止を。神奈川県知事・松沢成文（私の視点）           6.17 AM14 

      6.26   ２００３年度、国交省報告書、路上工事時間７％減                                       6.27 NM3 

      6.29   予定価格と同額落札１４８３件。国の特殊法人など、強まる談合疑惑                       6.30 YM4 

      6.29   国の入札、予定価格と同額落札、文科省分は２割超                                       6.30 MM2 

 

 

② 道路 
       ＊道路関係四公団民営化問題は、特集２を参照 

 

 2003年 

      7.15   外環道都内区間、環境アセス開始へ。２年程度調査。国交相表明                           7.16 NM35 

      7.25   阪神高速泉北線、建設中止を決定                                                       7.25 AM2 

      8. 1   道路整備、地方の裁量拡大。補助金７０００億円一括交付。成果あげれば増額               8. 1 NM5 

      8. 2   圏央道＜日の出－あきる野＞正念場。初の代執行、都、近く期限明示。国交省、年度内開通   8. 2 YM14 

             目指す。「説明不十分」「突然の事業認定」、不満隠さぬ住民 

      8. 3   道路工事遅れ、罰金。国交省、渋滞緩和へ検討                                           8. 4 YM1 

      8.15   外環道都内区間問題、ＰＩ協議会の次期開催延期。国交省と都                             8.16 NM29 

      8.27   都市の国際競争力強化。国交省概算要求､首都圏。羽田再拡張に着手､３環状道路の整備推進   8.28 NM33 
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  2003年 

      9. 3   首都・阪神高速道、国主導で新線建設。国交省方針、来年度から。経済効果を重視           9. 4 NM1,5 

      9. 5   中央環状品川線の公共事業方式に、都、負担増を懸念                                     9. 5 NM39 

      9.22   開発インターチェンジ曲がり角／経済見通し甘く、収益事業が頓挫、３セク解散加速         9.22 NM25 

     10. 2   成果主義／道路予算の効率的執行へ国交省が始動。目標値設定、評価方法など課題も多く    10. 2 YM15 

     10. 3   圏央道予定地、都の代執行停止。地裁決定「収用裁決、違法の可能性」                    10. 3 NE1,19 

                                                                                                 AE1,15 TE1,11 

     10. 3   道路事業費、上限３８兆、国交省方針。５か年計画、１６％削減                          10. 4 YM11 

     10. 4   圏央道の収用停止､東京地裁決定。首都の大動脈､建設遅れ必至｡代執行の停止区間､１３００  10. 4 NM3 

             回以上、国と交渉 

     10. 4   地方有料道路７割不採算｡計画交通量､８割が下回る｡借金１３３５億円増｡２００２年度集計  10. 4 TM3 

     10. 4   民主党「無料化」案の財源、一般国道、建設費を半減                                    10. 5 MM1 

     10. 7   国が直接建設する直轄高速道路、建設基準に民営化委の調査も反映。国交省・道路事業評価  10. 8 NM5 

             手法検討委 

     10. 8   国交省委が提言。工事渋滞解消貢献に報奨金。完了日越せば罰金                          10. 8 AM1 

     10.10   公共事業の計画一本化。国交省                                                        10.10 AM3 

     10.20   （インタビュー領空侵犯）道路も空港も港もダメ／ソニー名誉会長・大賀典雄氏。無策の交  10.20 NM5 

             通網、重い足かせ 

     10.29   外環道、都内にＩＣつくらず。国交省方針。本線の整備を重視                            10.30 YM38 

     11. 8   高速道路建設、「月内に基準」。石原国交相                                            11. 9 YM9 

     12.13   湾岸線値下げなど年明けにも検討。３県市と国                                          12.13 NM23 

     12.17   高速道、割安非常電話“道遠し”。２５０万→４０万構想、現状まだ２１０万              12.17 YE18 

     12.20   ２００４年度予算財務省原案／道路。拡幅関係は１０．４％減                            12.21 AM6,7 

     12.21   復活折衝で首都圏事業、羽田再拡張に着手。圏央道整備、環境対策も                      12.22 TM22 

     12.24   ２００４年度予算政府案／鉄道・空港・道路。拠点空港に集中投資。地方空港は減。地下鉄  12.25 NM6,7 

             火災の対策に３０億円                                                                TM8,9 

     12.25   圏央道用地強制収用、代執行停止取り消し。東京高裁、地権者申し立て却下                12.25 NE17 

                                                                                                 AE1 

     12.25   高速道路整備「国幹会議」、２７区間６９９キロ、新直轄方式決定。税金２．３兆円分投入  12.26 AM2 TM3 

             一度に                                                                              MM3 

     12.25   圏央道代執行停止取り消し。都、来年早期手続き終了へ                                  12.26 NM35 

 

 2004年 

      2.28   道路行政、民間の経営手法を導入。数値目標掲げ、効率的な行政目指す                     2.28 YM17 

      4.17   圏央道訴訟、２２日に地裁判決。居住の利益、どう判断。他地域の工事に影響も             4.17 AE14 

      4.22   圏央道の認定取り消し、東京地裁判決。あきる野ＩＣ付近「必要性低い」                   4.22 AE1,18 

      4.22   圏央道訴訟、住民勝訴。最後の一軒、思い複雑。進む工事、立ち退き決断、残された妻娘    4.22 NE19 

            「家守れず」。原告ら「感激した」「長かった」。都「計画大幅修正ない」。判決確定まで事  TE10 

             業継続可能 

      4.23   「圏央道」判決／公共性の観点が余りにも乏しい（社説）                                 4.23 YM3 

      4.23   圏央道判決／裁判所に早い出番を（社説）                                               4.23 AM3 

      4.23   圏央道訴訟判決、「膨張」道路建設に警鐘。投資の分散と批判。国交省は「渋滞緩和」。国   4.23 AM2 

             道は歯止めかからず（時時刻刻） 

      4.25   圏央道判決／独善的な道路行政への警告（社説）                                         4.25 MM5 

      4.26   圏央道代執行停止を認めず。制度の不条理、揺れる住民。迫られる明け渡し                 4.26 AE1 

      4.29   （ここに注目）圏央道・あきる野の土地収用問題。行政訴訟に一石投じたが。「事業認定違   4.29 MM26 

             法」でも建設進む 

      5.10   圏央道、都､代執行取りやめ。地権者､土地明け渡しに応じたため、国交省、近く本格着工へ   5.11 TM23 

      6.26   ２００３年度、国交省報告書、路上工事時間７％減                                       6.27 NM3 

      6.29   最高裁､東海環状道路建設で環境アセス案公開命令。東海環状道路建設､｢行政への支障なし｣   6.29 NE14 
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③ 空港 
 

 2003年 

      7. 5   中部空港建設１２００億円節約。社長トヨタ系、競争原理徹底。民間流で費用１５％減。タ   7. 5 AM1.3 

             ーミナルビル、曲線の美から直線の利へイメージ変更                                    TE1 

      7.22   静岡空港／政策評価の真価が問われる（社説）                                           7.22 YM3 

      7.30   羽田再拡張に民間資金。空港ビルなど建設、ＰＦＩで３０００億円。国交省方針。公共事業   7.31 NM1 

             費圧縮、来年度にも着工 

      7.31   中部国際空港／公共事業の悪弊砕いたトヨタ流（社説）                                   7.31 YM3 

      8. 1   羽田再拡張に民間資金。総工費１兆円、地元負担、圧縮                                   8. 1 ME1 AE3 

      8. 1   羽田再拡張、ＰＦＩ導入。石原知事は「進歩」。負担受け入れ明言避ける                   8. 2 NM29 

                                                                                                 TM2 AM10 

      8. 6   中部空港の総事業費、当初計画比１６％を圧縮                                           8. 7 AM2 

      8. 8   羽田再拡張の予算、１００億円概算要求へ。国交省                                       8. 8 AM10 

      8.27   都市の国際競争力強化。国交省概算要求､首都圏。羽田再拡張に着手､３環状道路の整備推進   8.28 NM33 

      9.18   （公共事業のコスト革命／中部空港の挑戦－上－）トヨタ流価値工学/設計から切り詰め徹底  9.18 AM12 

      9.19   （公共事業のコスト革命／中部空港の挑戦－中－）原単位／無駄排除し「１人多役」         9.19 AM12 

      9.20   （公共事業のコスト革命／中部空港の挑戦－下－）ＰＦＩ／リスク・資金、「進化」に壁     9.20 AM10 

     10.10   公共事業の計画一本化。国交省                                                        10.10 AM3 

     11. 3   公共事業効率化に壁。中部空港「予算カット」の教訓。コスト削減でも見返りはなし。入札  11. 3 NM3 

             後の価格交渉、国なら法接触も 

     11. 5   羽田再拡張「中部」の節約生かせず。「トヨタ方式」導入に法の壁。国直轄事業、値下げ交  11. 5 TM1 

             渉に制限 

     11.19   羽田空港再拡張、事業費、数百億圧縮、国交省方針。設計・施工、一括で発注              11.20 YM9 

     12. 3   成田滑走路予定地の東峰神社、公団が無償譲渡提案。訴訟和解へ譲歩                      12. 3 YE1,2 

     12. 3   羽田再拡張負担、条件付きで軟化。神奈川県知事、横浜市長                              12. 4 NM39 

     12. 4   成田空港訴訟、農民側の敗訴確定。最高裁、提訴３３年、上告退ける                      12. 4 AE1 

                                                                                                 NE17 

     12. 4   羽田再拡張に着手。３００億無利子貸し付け、神奈川県など合意                          12. 5 TM3 AM2 

     12. 6   羽田再拡張地元負担、神奈川の決定待つ。都知事、最終決断で方針                        12. 6 NM33 

     12. 9   羽田空港再拡張事業、自治体負担に前向き。石原知事が議会で答弁                        12.10 MM26 

     12.10   羽田再拡張、無利子貸し付け合意。神奈川県と横浜・川崎市。来年度の着手確実            12.10 AE18 

     12.12   羽田再拡張、３自治体１００億ずつ負担。神奈川県・横浜・川崎市、地元問題解決          12.12 YM2 

     12.12   新滑走路、来年度に着工。羽田再拡張、都など１３００億円負担                          12.12 NE1 

                                                                                                 AE18 

     12.12   羽田再拡張４都県市合意。騒音で調整難航も。千葉県反発。新ルートも不透明              12.13 NM33 

     12.12   羽田空港再拡張､都と国が合意｡緊急性極めて高い｡１０００億円を無利子貸し付け｡２００９  12.13 MM27 

             年までに新滑走路建設 

     12.13   羽田新滑走路、来年度に着工。発着便、２００９年に１．４倍。経済効果１兆８０００億円。12.13 NM3 

             競争激化で運賃低下も 

     12.13   湾岸線値下げなど年明けにも検討。３県市と国                                          12.13 NM23 

     12.16   羽田空港再拡張に伴い東京都への交付金、減額の方針                                    12.17 AM3 

     12.18   ２００４年度予算事前折衝／羽田再拡張に本格着手。少子化対策に２５００億円            12.19 NM9 

     12.20   ２００４年度予算財務省原案／鉄道・空港。拠点空港整備で大都市圏３割増。整備新幹線、  12.21 AM6,7 

             ２００３年度と同額                                                                  TM10,11 

     12.21   復活折衝で首都圏事業、羽田再拡張に着手。圏央道整備、環境対策も                      12.22 TM22 

     12.24   成田暫定滑走路誘導路予定地、湾曲解消へ買収。約１．３ヘクタール分、団結小屋も撤去    12.24 YE18 

     12.24   ２００４年度予算政府案／鉄道・空港・道路。拠点空港に集中投資。地方空港は減。地下鉄  12.25 NM6,7 

             火災の対策に３０億円                                                                TM8,9 
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 2004年 

      1. 8   羽田空港再拡張、東京都、１５億円負担、来年度予算化へ                                 1. 9 MM23 

      1.29   羽田再拡張、特措法案の要綱提出。国交省                                               1.30 YM9 

      1.30   羽田再拡張、東京・神奈川上空、新ルート案。来月上旬、国交省が８都県市に提示           1.31 TM8 

      2. 2   羽田再拡張特措法、千葉県知事遺憾の意、国交省に伝える                                 2. 3 YM3 

      2. 2   羽田空港再拡張特措法案提出へ。国交省                                                 2. 3 AM11 

      2. 8   羽田新滑走路計画の変更は「困難」。事業費増など理由。国交省、千葉県に回答             2. 8 MM2 

      2. 9   新飛行ルート、千葉県拒否。羽田再拡張協議会、都心上空増など要求                       2.10 TM1 MM2 

                                                                                                 NM35,38 AM37 

      2.20   公共事業費、国交省、シェア拡大。来年度、羽田再拡張などで                             2.20 NM5 

      3.29   静岡空港の補助金継続。国交省決定                                                     3.30 NM5 MM2 

      4. 4   神戸空港訴訟／開港は課題を解決してからだ（社説）                                     4. 4 YM3 

      4.30   関空の滑走路、２本目延期論。需要低迷、財務省が難色。予算編成の焦点に                 4.30 AM8 

      5. 8   関空２期先送り。施設整備、計上せず。２００５年度予算政府方針                         5. 9 MM2 

      5.13   こんなに「高い」羽田新滑走路。海抜２３メートル発着、ビル８階に匹敵。工費６９００億   5.13 TM24,25 

             円、単価は「中部」の２．５倍 

      5.24   羽田新滑走路、飛行ルート千葉側同意へ。国交省、騒音軽減策示す                         5.25 AM1 

      5.25   羽田の新滑走路、飛行ルート修正、千葉県が同意へ                                       5.25 NE2 TE1 

      5.26   発着４割増、国際定期便も。総工費９千億円の巨大事業。羽田空港の再拡張、始動へ         5.26 AM13 

      6. 3   羽田新滑走路、設計を見直し。建設費１００億円圧縮                                     6. 4 NM5 

      6.10   羽田の新滑走路案再修正、さらに低く。国交相方針                                       6.11 TM3 

      6.18   羽田新滑走路入札方針、建設費２００億円圧縮。滑走路北端５．９メートル低く。国交省発   6.19 NM5 TM3 

             表                                                                                  YM11 MM2 

      6.27   羽田空港の再拡張／ステップ１・そもそもは、新規参入を促す。ステップ２・どうして、発   6.27 NM28 

             着回数が限界。ステップ３・これからは、国際線の運航も 

 

 

④ 新幹線 
 

 2003年 

      7.25   総選挙へ与党、歳出拡大圧力。新幹線「予算上積みを」                                   7.26 AM9 

      7.25   整備新幹線の新規建設を。自民党特別委、決議採択                                       7.26 NM5 

      8.28   ２００４年度予算概算要求／公共事業、新幹線３線６区間で７７２億円                     8.29 YM11 

     12. 2   「着工財源に１兆円」。整備新幹線見直しで与党要求へ                                  12. 3 NM2 

                                                                                                 AM10 

     12. 3   整備新幹線の総事業費、未着工分４兆４７００億円。国交省試算                          12. 4 YM9 

     12.10   整備新幹線３線、早期着工要求へ。自民特別委                                          12.11 YM2 

     12.11   整備新幹線３線同時に早期着工を。与党側、要請へ                                      12.12 YM11 

                                                                                                 AM10 

     12.16   整備新幹線３区間、２００５年度同時着工。与党チーム方針                              12.16 YE2 

     12.17   与党チーム、整備新幹線の調査費増額で合意。３線同時着工、２００５年度にも。福井駅、  12.18 AM4 NM2 

             長崎駅、青函トンネル… 

     12.19   整備新幹線、２００５年度３線同時着工案浮上。財源は？採算は？                        12.19 YM11 

     12.20   ２００４年度予算財務省原案／鉄道・空港。拠点空港整備で大都市圏３割増。整備新幹線、  12.21 AM6,7 

             ２００３年度と同額                                                                  TM10,11 

     12.21   整備新幹線未着工区間、調査費計上で決着                                              12.21 YM9 

     12.22   整備新幹線の路線別配分決定。八戸－新青森間３１％増の４８４億円                      12.23 NM5 MM1 

                                                                                                 AM11 

     12.24   ２００４年度予算政府案／鉄道・空港・道路。拠点空港に集中投資。地方空港は減。地下鉄  12.25 NM6,7 

             火災の対策に３０億円                                                                TM8,9 

 - ２４４ - 



社会資本整備 

 2004年 

      1.28   整備新幹線新規着工負担、与党、ＪＲ側に要請検討                                       1.29 AM4 

      2.18   新幹線着工区間、５月までに決定。自民・小里氏が表明                                   2.19 AM11 

      2.20   未着工の整備新幹線､｢次はウチ｣地元譲らず。予算の配分調整難航。財源か確保､先は読めず   2.20 AM3 

      3.13   「つばめ」発進、夢と不安と。九州新幹線、部分開業、着工１３年。残り区間７９００億円、 3.13 AE1 NE1 

             重い地元負担金 

      3.14   効果が問われる新幹線開業（社説）                                                     3.14 NM2 

      3.16   九州新幹線開業／ブレーキなき整備新幹線（社説）                                       3.16 MM5 

      3.31   １０年２０年３０年、一気に勤続表彰。国労組合員５人、免職無効で復職                   3.31 AE18 

      4.27   新幹線３区間、来年度着工を。自民特別委方針                                           4.28 MM3 NM4 

      5.15   「収入前借りで１兆円財源に」。整備新幹線で国交相                                     5.16 NM3 

      5.27   （永田町インサイド）路線は続くよ、どこまでも。新幹線誘致、オール与党。採算性論議、   5.27 NE5 

             素通り 

      6. 2   新幹線３区間、来年度着工。新青森－新函館／富山－松任／武雄温泉－諫早。自民党方針内   6. 2 NE1 

             定。福井駅も先行整備。２０１３年度以降の財源先取り 

      6. 2   新幹線３区間、来年度着工、財源「先食い」。予算編成難航へ                             6. 3 NM5 

      6. 2   整備新幹線、３区間、来年度着工。新青森－新函館、富山－金沢、武雄温泉－諫早。福井駅   6. 3 AM2,11 

             も高架化。自民方針                                                                  YM9 TM3 MM3 

      6. 4   整備新幹線／「借金しない」は最低限の節度（社説）                                     6. 4 YM3 

      6. 7   整備新幹線新規着工待った（社説）                                                     6. 7 NM2 

      6. 8   整備新幹線、前倒し着工。予算編成、迷走の恐れ。高速道路の「教訓」見えず               6. 8 NM5 

      6.10   整備新幹線、３区間着工で与党合意                                                     6.11 NM2 TM3 

 

 

⑤ ダム・干拓整備 
 

 2003年 

      7.30   栃木県、東大芦川ダム、中止。河川改修で事業費削減                                     7.31 MM2 

      8. 8   岐阜県に建設中の徳山ダム、総事業費１０１０億円増へ。全国２番目の高額                 8. 9 AM33 

      8.27   川辺川ダム、今年度着工見送り。国交省、概算要求せず                                   8.27 AE18 

      9. 5   中海・中浦水門、来秋から撤去へ。農水省                                               9. 6 MM3 

      9. 8   工業用水事業、苦境に。契約解除で解散事業体も。大阪府、ダム利水撤退に波紋。工場減・   9. 8 NM30,31 

             節水進む。料金見直しなど藻悪。４大工業地帯、契約水量制限界に 

      9.12   中止の長野・浅川ダム賠償、県、支払いを拒否。談合根拠に｢契約は無効」                  9.12 ME10 

     10.27   国の敗訴。申請却下の要件でない。川辺川ダムで収用委判断                              10.28 TM1 

                                                                                                 AM38 

     12. 3   倉渕ダム当面見合わせ。群馬県知事が表明                                              12. 3 NE19 

     12. 7   戸倉ダム、撤退経費８９億円。埼玉県が試算。継続なら３８０億円以上                    12. 7 AM38 

     12. 8   戸倉ダム撤退、都も検討。中止か縮小、国、年度内に決定                                12. 9 NM35 

                                                                                                 AM38 

     12. 8   建設費倍増八ツ場ダム、国の見積もり問題視、埼玉県が独自試算へ調査委                  12. 8 YE14 

     12. 9   戸倉ダム、都も撤退。石原知事が議会で表明。千葉見知事も撤退を示唆                    12.10 NM35 

     12.10   「脱ダム」答申。独立性と透明性保った「淀川流域委」、社会的合意形成のモデルケースに。12.10 YM15 

     12.11   首都圏の｢水がめ｣､八ツ場ダム、事業費倍増。全国最大４６００億円に。きょう都議会審議   12.11 AM2 

     12.12   戸倉ダム“中止”、はしご外された村困惑。「開発計画、どうなる」                      12.12 AM39 

     12.13   諫早湾干拓、開門調査見送り濃厚。専門委報告「異変の解明困難」                        12.14 AM3 

     12.16   戸倉ダム事業中止。水資源機構、手続き入り発表。２７１億円支出済み。国交省、着工後で  12.17 TM30 

             初。都、１３８億円支出回避                                                          NM3,39 

     12.16   戸倉ダム中止決定、関係自治体の反応複雑。「適正判断」「一方的」…                    12.17 YM38 

     12.17   利水ダム、新規計画断念。主要７水系、国交省方針。水需要減少受け                      12.17 YE1 
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社会資本整備 

  2003年 

     12.18   新規ダム、埼玉県が全面撤退                                                          12.18 YE14 

     12.20   ２００４年度予算財務省原案／公共事業／事業シェア不動。ダム見直し相次ぐ。循環型社会  12.21 NM6,7 

             の構築で２．２％増。                                                                TM10,11 

     12.24   ダム事業、水余りで見直し。全国に広がる動き。財政負担、自治体に重く／建設費膨張、意  12.24 NM14 

             欲そぐ。近畿では「水利権転用」／工業用水活用、国の許可待ち 

     12.25   戸倉ダム（群馬県片品村）中止を決定                                                  12.26 NM38 

     12.26   徳山ダム、住民の請求棄却。岐阜地裁「利水の必要性」認定                              12.26 AE14 

                                                                                                 NE14 

 

 2004年 

      1. 9   開門調査回避は許されない（社説）                                                     1. 9 NM2 

      1.10   ７水系、新規ダム見送り。次期開発計画で国交省方針。財政・需要減考え                   1.11 MM1 

      1.26   岐阜・徳山ダム、１０倍値の代替地と交換。水資源機構「等価」評価。現村長１０００万円   1.26 AM34 

             の土地 

      2. 5   八ツ場ダム・滝沢ダム、国の負担増条件に承認。埼玉県の懇談会。上田知事、国との協議、   2. 5 NM35 

             都と連携 

      2. 5   基本計画変更による八ツ場ダム、湯西川ダムの事業費の増額、千葉県も容認                 2. 5 AE4 

      2.13   事業費倍増、群馬・八ツ場ダム。分担金増、苦渋の受け入れ。関係都県、渇水時に不安       2.13 AM4 

      3. 3   可動堰以外を国に要望方針。吉野川巡り徳島知事                                         3. 3 AE14 

      3.29   八ツ場ダム建設費減額に応じる姿勢。国が埼玉県に示す                                   3.30 YM2 

      4. 5   可動堰／もうあきらめなさい（社説）                                                   4. 5 AM3 

      4. 6   利水ダム、新設せず。水余り受け、国交省計画見直し。主要７水系、建設中１４事業は継続   4. 6 AM3 

      4.27   諫早開門調査見送り。きょうにも亀井農相表明                                           4.27 YM34 

      4.27   亀井農相、諫早開門調査見送りを宣言。中・長期、再生施策作成へ                         4.27 ME1 

                                                                                                 AE18 NE18 

      4.27   可動堰以外も検討。国交省、吉野川治水で方向修正                                       4.28 AM2 

      5.11   諫早の開門調査、農相、見送りを表明。「成果明らかでない」                             5.11 TE2 

      5.17   徳山ダム／流域が納得する議論を（社説）                                               5.17 TM5 

 

 

⑥ 土地・住宅 
      ＊住宅ローン減税は、Ⅰ財政・税制の２ 税制 ⑥土地・住宅税制の項を参照 

 

 2003年 

      7.10   住宅金融公庫の金利引き上げへ。適用は９月２日以降                                     7.10 AM2 

      7.10   住宅公庫金利２．４％に上げ。９月２日から                                             7.11 AM2 

      7.27   住宅公庫、地方の融資上限上げ。自民が建設促進総合策                                   7.27 NM1 

      7.30   ２００２年度、財投使い残し７兆円。特殊法人、役割低下鮮明に。住宅公庫９８％余る       7.31 NM5 TM3 

      8. 1   路線価、１１年連続下落。都心では上昇定着                                             8. 1 AE1 NE1 

      8.10   特殊法人改革、先行例のはずが…膨張続く都市公団。賃貸マンション大型物件相次ぐ。大量   8.10 NM15 

             に土地抱え資産と負債増加。虫食い土地集約、公団評価する声 

      8.11   住宅公庫金利０．３％引き上げ。来月から                                               8.11 NE2 

      8.23   木造住宅の耐震改修費、補助の対象地域拡大。国交省、来年度予算で要求へ                 8.24 NM34 

      8.26   被災住宅の再建費、新制度で一部負担。内閣府、来年度から                               8.27 YM2 

      8.28   ２００４年度税制改正、住宅ローン減税延長要望。「不良債権処理」促進策も               8.29 YM11 

      8.28   住宅再建制度導入へ。内閣府                                                           8.29 AM3 MM3 

      9. 1   新型公的ローン、６９機関取り扱い。住宅公庫                                           9. 2 NM5 

      9. 7   住宅公庫融資、申し込み急増。７－８月、金利上げ前駆け込み                             9. 7 NM1 

      9. 8   住宅公庫金利上げ。来週にも０．４％程度                                               9. 8 NE1 
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社会資本整備 

  2003年 

      9.17   住宅公庫改革、民営方式で。河村小百合日本総研主任研究員（論点）                       9.17 YM12 

      9.18   基礎地価、１２年続落                                                                 9.19 AM3 

     10. 1   住宅公庫きょうからローン証券化。競争で金利低下期待。他業種参入容易に                10. 1 AM12 

     10. 7   住宅公庫、住宅金利上げ幅縮小。９月２２日分から年２．７％→２．５５％に              10. 7 NM5 

     10. 8   住宅公庫金利０．１５％下げ。財投金利下げ、財務省が発表                              10. 8 NE2 

     10.15   住宅公庫、転職・高齢者に融資増額。「民間が拒否」条件。年収８００万円超、価格の８割  10.15 NM5 

     11. 8   優良農地確保制度、転用相次ぎ、各地で形骸化。市町村の半数、線引き変更、年に複数回    11. 8 AM2 

     11.12   住宅公庫金利、２．７％に上げへ。１年半ぶり水準                                      11.12 NM7 

     11.12   財投金利上げ。財務省が発表。住宅公庫金利２％台後半へ                                11.12 NE2 TE2 

                                                                                                 AE2 

     11.13   国交省、住宅公庫金利上げ発表                                                        11.14 NM7 

     11.14   住宅公庫の応募、前回の４分の１                                                      11.15 NM4 

     11.27   規模縮小し継続。住宅ローン減税で自民税調会長表明                                    11.27 NE1 

     12. 8   住宅公庫金利、２．６％に下げへ。２１日受け付け分から                                12. 8 NM3 

     12. 8   財投金利下げ、財務省、１０日から                                                    12. 8 NE2 

     12.14   土地の市街化区域・調整区域、４県、線引き一部廃止。来年メド                          12.14 NM3 

     12.15   住宅減税、縮小し恒久化。固定資産税率は自由化も。自民税調方針                        12.15 TE3 

     12.15   年金住宅融資金利下げ                                                                12.16 NM7 

     12.16   所得税を暫定移譲。地方譲与税に４２４９億円。住宅減税、２００５年から４年で縮小。自  12.16 TE1 AE1 

             民税調固める                                                                        NE1 

     12.20   財投、住宅公庫向け９３％減。２００４年度財投計画・財務省原案                        12.20 YE3 

     12.22   ２００４年度予算復活折衝、災害対策支援制度新設。住宅再建、最大２００万円。解体・整  12.23 AM3 

             地費など補助                                                                        YM30 

     12.27   年金住宅融資、損失９３００億。調達と貸出金利、逆ざや。財政負担残し廃止へ            12.28 TM1 

     12.28   グリーンピア、住宅融資、年金事業の損失１兆３１００億円。厚労省が試算                12.29 YM1 

 

 2004年 

      1. 6   公的支援住宅ローン、１００平方メートル未満も対象。４月から、低迷打開へ緩和。４２金   1. 6 NM1 

             融機関参入 

      1.14   住宅賃貸契約、期限付きに変更可能。借り手の解約権制限。政府・自民方針。老朽化集合住   1.14 NM1,7 

             宅改築など都市再生へ役立てる狙い 

      1.15   住宅公庫、返済特例最多に。雇用情勢厳しく利用２万７０００件。４－１２月、１．５倍     1.15 NM5 

      1.17   住宅公庫、年収８００万円超でも購入額の８割融資。４月から。民間に断られた場合         1.18 YM1 

      1.18   住宅再建「本体補助を」。被災者公的支援へ新制度。政府案、周辺経費のみ対象。住民「一   1.18 AM3 

             歩前進だが」（時時刻刻） 

      1.19   住宅公庫金利２．５５％に下げ                                                         1.20 NM7 TM3 

      1.24   住宅ローン、日銀が証券化支援。住宅公庫保証のＭＢＳ。金融調節の担保に                 1.24 NM4 

      1.26   国家公務員住宅値上げ。１２年ぶり最大４３％。なお格安、青山９０平方メートルで９万円   1.26 AM2 

      1.27   住宅再建支援、「本体支給」は困難。改正法案与党承認。限度額３００万円に増額           1.27 ME4 

      2. 3   年金住宅融資で自民、４兆５０００億円一括償還へ                                       2. 4 TM2 

      2. 3   年金住宅融資、２００４年度中に廃止。自民部会方針、１年前倒し                         2. 4 NM7 

      2. 3   被災者支援法の改正、きょう閣議決定                                                   2. 3 NM2 

      2. 4   未着工の道路計画地、都･２３区､３階建て認める。建設規制､４月から緩和｡２世帯住宅促す   2. 4 NM31 

      2. 5   “お上”の責任。住宅公社の歴代首脳は天下り県幹部。債権放棄求める前にすべきことは…   2. 5 YM17 

      2. 9   公庫の住宅ローン、基準金利引き下げへ                                                 2. 9 AE2 

      2. 9   住宅公庫金利２．５％に下げ                                                           2.10 NM5 

      2.10   賃貸退去時の指針を改訂。国交省、６年ぶり                                             2.11 AM3 

      2.12   “官僚”まだ庶民と格差。国家公務員住宅、４月から家賃値上げ。南青山・９４平方メート   2.13 TM3 NM5 

             ルで９万２０００円 
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      3. 8   定期借地権、１０年以上なら設定自由。借地借家法与党改正へ。事業用建物対象に           3. 8 NM1 

      3. 8   財投金利引き上げ発表。住宅金融公庫金利上げへ                                         3. 8 NE3 

      3.14   被災住宅再建、４１知事、政府案に不満。本体補助求める。朝日新聞調査                   3.14 AM1 

      3.23   公示地価、東京圏などで底打ち。下落続く地方と二極化。活性化策も効果薄                 3.23 AM1,2 

      3.28   住宅公庫融資、「直接」１０年まで金利上げ。国交省、証券化の「新型」促進               3.29 TM1 

      3.29   住宅公庫、融資、計画の半分。今年度２０万戸。財投資金不要に                           3.30 NM1 

      3.31   住宅再建支援を拡充。改正法成立。被災全壊に３００万円。あす施行                       3.31 ME1 NE2 

      4.14   住宅公庫融資、当初１０年の基準金利、上げ幅は０．１ポイント止まり                     4.15 NM4 

      5. 7   中古住宅第三者評価、発足１年余。利用２４県でゼロ、「高い負担」が壁                   5. 7 AE2 

      5.28   改正被災者支援法で住宅再建費見送り。知事会基金に鳥取知事が異議。財源出さぬ杭に「怒   5.28 TM3 

             り示せ」（核心） 

      5.31   木造４階建てＯＫ。フーバイフォー工法条件                                             5.31 NM3 

      6. 3   土地政策再検討を。２００３年度土地白書                                               6. 4 YM11 

      6. 4   土地境界争い短期解決。法務省、来年度中にも新制度                                     6. 4 TE1 

      6.11   ２００３年度土地白書、東京都心部中心に取引活発化の動き                               6.11 NE3 

      6.29   基準年収超えても公営住宅に、入居世帯の１割強。国交省が答弁書                         6.30 NM5 
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① 農政全般 
 

 2003年 

      7.10   今年度の飲用乳価､据え置きで決着。ホクレン､交渉長期化回避。乳業側、輸送費の一部負担   7.10 NM25 

      7.16   農地転用「虫食い」に歯止め。市町村の了解義務付けへ。流通など出店計画に影響も         7.16 NM7 

      7.17   農業法人、ビジネス志向に。「特区」支持６割超す。外部の出資、２割前向き。規制緩和求   7.17 NM3 

             める。企業も関心、参入相次ぐ。日経新聞調査 

      7.18   自己政策評価で「見直し必要」２８％。農水省昨年度分                                   7.18 NE2 

      7.19   全国９３４農協に“経営通信簿”。全中、総合評価制度、来年度に導入。１０月決定         7.19 AM10 

      7.21   農水省、麦政策も抜本改革。補助金見直し・支給農家を選別。輸入分の売値引き下げ         7.21 YM2 

      7.22   農水省所管の公益法人、１０事業の実績低調。「緊急対策」２０年存続。民間調査           7.22 NM3 

      8.21   農水省、間伐材普及へ率先垂範。木材利用行動計画まとめ。庁舎の内装や机を木製に         8.21 TE2 

      8.25   来年度予算、農水省、食品流通合理化図る                                               8.26 AM9 

      8.28   地方競馬苦境、打開策見えず。１０年で売り上げ半減、自治体から補填も。農水省、「中央」 8.28 AM10 

             と連携・統合案。生産者、買い手なく破産も 

      8.29   農家への補助金、直接支払い検討。農水省、正式表明                                     8.30 AM9 

      9. 1   農漁協、首都圏に拠点。地元の名産品、販路開拓                                         9. 1 NE3 

      9.14   広域農道建設、４割減。「無駄な整備」批判に対応。農水省                               9.14 NM3 

     10. 1   特区、半歩前進。第３次申請受け付け開始。株式会社が学校設立。農家がどぶろく造り。農  10. 2 NM3 AM4 

             業、医療、「本丸」に省庁抵抗 

     10. 3   農水省と環境省の統合案「詳細知らない」、農相                                        10. 3 NE2 

     10. 4   農協、直売所ふる活用。共同で商品開発・生産履歴開示。安心と安さ売る                  10. 4 NE1 

     10. 5   地方競馬、国がテコ入れ。農水省、ブロック化など改革原案                              10. 6 TM3 

     10. 8   農協改革待ったなし。販売・金融、伸び悩む。合併進めたが、統合目標の５００に届かず。  10. 8 AM10 

             １０日に全国大会 

     10.19   ダチョウ飼育、なぜ広がる？建設不況で業態転換。遊休農地解消にも一役（エコノ探偵団）  10.19 NM19 

     10.20   農水省系の遠洋漁業基金、２０年近く融資ゼロ。検査院指摘で廃止、返金                  10.20 AE1 

     10.22   基金１４億円、運用益１１万円、家畜改良事業団。検査院、「破綻の瀬戸際」指摘、制度見  10.22 AE15 

             直しやっと「延命」 

     10.29   「農業にも構造改革」。首相、ＦＴＡ推進へ表明                                        10.30 NM2 

     10.30   「農業法人」各地に。農協グループ、効率経営促す                                      10.30 NM5 

     11. 4   改革特区、問われる成果。第三次分、月内に認定。規制の厚い壁に風穴／地域限定の実験場、11. 4 NM12 

             なお残る参入障壁。教育・農業に注目。商機探る企業 

     11. 5   首相、農業改革を訴え。農協票意識、発言に矛盾も                                      11. 5 AM4 

     11. 6   環境派農家､補助金手厚く｡農水省が検討。減農薬･減肥料…苦労に報い｡指標基に直接支払い  11. 6 AE1 

     11. 7   （なるほど！経済）ＪＡ改革“正念場”。直接販売、倍増目指す。職員２万６千人削減。情  11. 7 YM15 

             報開示っ信頼回復 

     11. 7   農業改革、ＦＴＡが迫る。競争力の強化急務。補助金見直しや参入促進策を                11. 7 NM5 

     11. 7   農業特産物の育成目的なのに、４割の施設、運営不適切。レストラン・直売所…地域の食材  11. 7 AE18 

             生かせず。会計検査院調べ 

     11. 8   優良農地確保制度、転用相次ぎ、各地で形骸化。市町村の半数、線引き変更、年に複数回    11. 8 AM2 

     11.13   農業株式会社に出資。カゴメ、千葉・広島の２社に                                      11.13 NM15 

     11.21   農業構造改革、首相が推進指示。２００５年春に新基本計画                              11.21 NE1 

     11.21   プロ農業経営を支援。農相が農政改革基本方針示す。環境保全策確立も                    11.21 TE2 

     11.22   「企業が農業」を全国拡大、農水省方針。農地制度改正へ                                11.22 AM2,11 

     11.26   大規模農家に所得補償検討。農相、諮問会議で表明                                      11.26 NM5 

     11.28   「松坂牛」「稲庭うどん」、農産物ブランドを保護。農水省が制度検討                    11.28 MM1 
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     11.29   農業改革へ首相が攻勢。人事・予算で対立演出。農林族は反撃態勢                        11.29 NM2 

     12. 3   ２００３年度、飲用乳価、据え置き。冷夏で需給緩和                                    12. 3 NM28 

     12. 4   水戸納豆・鳥取梨・松坂牛…ブランド産地、知的財産に。他地域の使用規制。農水省方針    12. 4 AE1 

     12. 5   食料自給率／さらに低下の恐れ。昨年度わずか４０％。ＦＴＡ進展→農産物輸入増で。食べ  12. 5 YM13 

             残し２割、ムダなのに… 

     12. 9   農業委向け交付金、３年間で２割削減。農水省、２００４年度予算では７％程度            12. 9 NE2 

     12. 9   食料・農業・農村基本計画、２００５年３月に新計画策定へ議論始まる                    12.10 YM11 

     12.10   乳価交渉、２年連続で長期化。酪農・乳業、リーダー不在。雪印撤退の後遺症大きく        12.10 NM26 

     12.12   麦農家の補助金、農水省が見直し                                                      12.13 AM13 

     12.13   補助金１０８億円を流用。コメ支援の社団法人、農水省が指示                            12.13 AM1 

     12.18   地域ブランドで活性化。農産物・特産品・観光…。自治体、独自色競う。地鶏は激戦、銘柄  12.18 AM33 

             の数は１０年で２倍 

     12.19   「静岡茶」「宇治茶」…地元産茶葉１００％のみ。業界団体が基準変更                    12.20 NM34 

     12.19   北海道の農業生産法人、起業家育成へ財団設立。農業試験場や北大も参加                  12.19 NE3 

     12.21   規制改革会議、最終答申案明らかに。企業の農地直接取得、幼稚園入園年齢下げ            12.22 YM2,4 

     12.22   農業、直接支払いで競争力。価格支持から転換。ＷＴＯ・ＦＴＡを乗り切る。山下一仁経済  12.22 NM22 

             産業研上席研究員（経済教室） 

     12.24   ２００４年度予算政府案／農業。中核的農家に助成金１６００億円。高級果実の輸出促進な  12.25 NM6,7 

             ど３．５億円                                                                        TM8,9 AM10 

     12.29   生産履歴管理、優良農産物を認証。新制度導入、農水省方針。国内産の競争力強化          12.29 NM1 

 

 2004年 

      1.10   農水産物、輸出が急増。内需不振で市場開拓。リンゴやサケ２倍                           1.10 NE1 

      1.11   農政見直し、議論本格化。「プロ農家」育成が主眼。直接補償の基準課題                   1.11 AM5 

      1.12   （０４政治課題を聞く－１－）経済産業相・中川昭一氏／ＦＴＡ。農業、譲るべきは譲る     1.12 NM2 

      1.16   （ゼミナール／「改革特区」が拓く⑩）農業／山梨県。企業参入で行き詰まり打破           1.16 NM29 

      1.19   （モデル農村の軌跡①）秋田県大潟村・大地誕生４０年／農政に翻弄され続け               1.19 AE3 

      1.22   北海道電力が食品直販店。道産のソバ･イクラ･野菜･魚介類、８００品目、７月にも都内に    1.22 NM15 

      2. 4   新品種の保護強化、農水省方針。審査期間、半分に短縮                                   2. 4 AM3 

      2. 5   加工食品に新ＪＡＳ。冷食・缶詰も原料産地表示。２００６年にも                         2. 5 NM1 

      2. 6   自民が食育基本法案骨子まとめる                                                       2. 6 NE2 

      2.14   （数字で読む流行）農家苦境で大型店出店増                                             2.14 NM35 

      2.14   日本の農産物、輸出を。高品質でアジア進出。果物や野菜が人気                           2.14 AM11 

      2.17   （新しい農業政策－上－）農地制度「利用優位」に転換。創意・工夫で競争力。直接支払い   2.17 NM29 

             型政策も必要。生源寺真一東京大学教授（経済教室） 

      2.18   （新しい農業政策－中－）農政企画を市町村に。「霞が関」の誘導排せ。食品産業との連携   2.18 NM29 

             も活路。高橋正郎女子栄養大客員教授（経済教室） 

      2.19   農協共済、予定利率下げ可能に。農水省方針、来月４月にも。逆ざや拡大に備え             2.19 NM5 

      2.19   民主、「農政」にも力。参院選向け１人区対策。党内、具体策でズレも                     2.19 AM4 

      2.19   （新しい農業政策－下－）直接支払い策を本格導入。「保護」対象を限定。農業の２次・３   2.19 NM29 

             次産業化も。矢口芳生東京農工大教授（経済教室） 

      3. 6   自前の野菜を店頭に。山梨市構造改革特区・農地いきいき特区を活用                       3. 6 NM31 

      3. 7   大規模林道建設、１０年で４割削減。農水省方針                                         3. 7 NM3 

      3.19   医療・教育・農業、株式会社参入を推進。規制改革新３か年計画を閣議決定。重点１７項目   3.19 YE1 ME1 

                                                                                                 NE1,3 AE2 

      3.24   構造改革特区１年・認定３２４件に。目立つ教育・農業分野                               3.25 MM5 

      3.27   参院選、民主、農業を前面に。マニフェスト固める                                       3.28 TM1 

      3.29   構造改革特区、誕生１年。教育・農業、関心高く。ＰＲ不足、新たな規制も                 3.29 YM4 

      3.31   鶏卵価格の安定基金／卸値低迷で資金枯渇。補てん基準価格見直し機運                     3.31 NM30 
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      3.31   「保護」だけじゃダメ。農水族、変貌の時。職の安全、消費者の視点必要。ＦＴＡ交渉、国   3.31 AM4 

             際化への対応も 

      4. 1   「建設的」コメ作り。宮城県内建設業者、５社共同で農業生産法人。達人の無農薬栽培、余   4. 1 YE18 

             剰人員を投入へ 

      4. 6   （異彩人／地方から変える①）独自の有機農法展開・古野隆雄氏／水田から物作りの心訴え。 4. 6 NM35 

             食通じ現代の歪み問う 

      4. 7   果物産地、中国に照準。富裕層の贈答用に。青森リンゴ、佐賀イチゴ、鳥取のナシ           4. 7 NE1 

      4. 7   （立て直せ子どもの食⑧）食育の輪／鳥取、給食で地産地消。全県一丸、地元食材２倍に     4. 7 NE5 

      4. 8   農地減少ハイペース。年３万ヘクタール、食料自給、目標困難に                           4. 8 AM11 

      4. 9   都内自治体、農産物直販を支援。共同の直売所や売り場情報提供                           4. 9 NM35 

      4.17   飲用乳価据え置き決着。乳業側が供給確保優先                                           4.17 NM27 

      4.20   林業白書閣議了承。中国向け木材、１３倍。昨年、全体では大幅入超                       4.20 AE2 

      4.27   プロ農家助成巡り対立。農政新指針、審議会の議論本格化                                 4.27 AM11 

      5. 2   株式会社の農業、後押し、農水省検討。助成金や低利融資                                 5. 2 NM3 

      5. 5   特区「市民農園」広がる。耕作放棄地、農家が転用。週末滞在プランも                     5. 5 NM26 

      5. 5   青森りんご・静岡の茶、世界へ売り込め！農産品輸出、一転攻勢へ。輸入枠撤廃・高給品種   5. 5 YM9 

             ・健康志向など照準 

      5. 7   農政指針見直し。企業の農地所有、焦点。反発強く調整は難航か                           5. 7 AM11 

      5.12   無毒フグ肝、ふくらむ夢。佐賀県、特区提案へ。長崎大研究班の技術活用                   5.12 AM34 

      5.17   酪農家補助金の一部削減を検討。農水省                                                 5.18 NM5 

      5.18   農業白書、一律助成の弊害指摘。伸び悩む大規模農家数                                   5.19 AM11 

      5.19   農政改革、財界も後押し。「一律助成やめよ」、調査機関が提言                           5.20 AM10 

                                                                                                 NM5 

      5.19   農業参入規制、緩和へ。農地利用、会社組織を拡大。信託方式、銀行など可能に。法改正、   5.19 NM5 

             農水省が検討 

      5.20   （永田町インサイド）農林族いまや外食・流通族？保護政策手詰まりで「親族」台頭。「食   5.20 NE5 

             の安全」に活路 

      5.24   農業補助金を選別。食料・農業・農村政策推進本部、農政改革基本構想まとめる。参入規制   5.25 NM4 TM3 

             を緩和。ＷＴＯにらみ競争力                                                          AM2 

      5.26   民主が農家所得補償案。参院選へ基本指針。年１兆円直接払い                             5.27 AM3 NM2 

      5.28   農政見直し／直接支払い制導入へ議論深めよ（社説）                                     5.28 YM3 

      6. 1   農業起業を後押し。国民会議設立総会                                                   6. 2 NM4 

                                                                                                 AM10 

      6. 2   市場開放に動じない農業へ改革を急げ（社説）                                           6. 2 NM2 

      6. 6   新ラウンドと農業改革をリンクせよ（社説）                                             6. 6 NM2 

      6.14   「元気なムラ」お手本３０市町村。内閣の推進本部選定。成功ノウハウ紹介                 6.15 AM11 

      6.22   青森県、首都圏で県産品強化。農林水産物、ヨーカ堂で販売                               6.22 NM35 

      6.29   天下り最多は農水省。特殊・独立行政法人、抑制目標に届かず                             6.30 MM5 NM2 

 

 

② こめ 
 

 2003年 

      6.30   コメ産地、販売量、格差浮き彫り。９９～０１年産、食糧庁公表、九州勢増、宮城など減     7. 1 AM3 

      7. 1   食品安全委、きょう発足。消費者重視の政策めざす。コメ政策半世紀、食糧庁は廃止         7. 1 NM5 AM3 

      7.19   コメ流通改革／助成金の大幅削減ならず。「農家の経営悪化」、全中、上積み求める         7.19 NM4 

      7.21   減反政策大転換控え、コメ補助金、綱引き。全中、「一層の予算」を要求。農水省、“過剰   7.21 YM8 

             支援”脱却狙う 
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      7.23   コメ改革予算、自民、農協寄りの骨格。３千億円近くを要求へ                             7.24 AM9 

                                                                                                 MM11 

      7.24   コメ助成金、予算を増額。農水省２５００億円要求へ                                     7.25 NM5 

      7.25   農水省、コメ助成金２５００億円要求へ                                                 7.26 NM5 

      7.25   コメ「やや不良」２０府県。日照不足。９３年に次ぐ生育遅れ                             7.26 TM3 

      8. 6   コメ作況「９４」の予想。東北地方悪化顕著。銘柄米値上がりも。民間会社調査             8. 7 AM3 

      8. 8   長野・浅科村、コメ減反、初の離脱表明。『ブランド米、自由に生産』                     8. 8 TE1 

      8. 8   長野･浅科村、減反政策から離脱へ｡来週にも正式決定｡各農家の自由生産に｡長野知事も歓迎   8. 9 MM1 NM4 

      8.11   長野・浅科村議会、村の減反不参加方針に慎重姿勢                                       8.12 TM3 

      8.12   ＷＴＯ農業交渉、関税一律下げ容認。政府、コメなど除外条件                             8.12 NM1 

      8.12   （論陣・論客）日本のコメ政策／本間正義・東大教授、補助金づけ、農家を弱体化。山田俊   8.12 YM12,13 

             男・全中専務理事、集落ごとに「担い手」育成 

      8.13   ＷＴＯ農業交渉、米欧、枠組み合意。関税率に上限、コメも対象                           8.14 NM1 

      8.20   ＷＴＯ農業交渉、コメは２国間方式で。米・ＥＵ合意に盛る                               8.20 NM1 

      8.20   農水省、在庫米処理、財政資金で。財務省、消費者のため安売りを。処理費用押し付け合い   8.20 AM7 

      8.23   豚肉やコメなど農水省「例外に」。日本メキシコＦＴＡ交渉                               8.23 NM5 

      8.25   長野・浅科村、減反離脱、撤回へ。農協反発、合併協議に配慮も                           8.25 MM30 

      8.26   前年産米、９年ぶり高値。卸間、冷夏で新米遅れ調達殺到。農水省、販売方式を変更         8.26 NM25 

      8.27   コメ１０年ぶり不作、農水省発表。太平洋側が深刻                                       8.28 AM1 NM3 

      9. 1   長野・浅科村の「減反離脱」騒動／「コメ作り自由に」。合併問題で撤回。論議には一石    9. 1 NM27 

      9. 3   ５県がコメ関税下げ反対訴え                                                           9. 3 NE2 

      9. 3   冷夏コメ不足懸念｡農水省､０２年度産･備蓄米９万トン全量放出｡｡自主流通米１０万トンも    9. 4 YM2 TM3 

      9. 5   古米、卸値２－４割高に。新米収穫遅れブランド争奪戦                                   9. 5 NE1 

      9. 8   共済金年内払い低利融資も活用。農家支援で農水省                                       9. 9 TM3 

      9. 8   新米表示を集中検査。冷夏不作で偽装けん制。月内にも農水省                             9. 9 TM3 

      9.10   亀井農相、上限関税設定に反対。ＷＴＯ閣僚会議控え講演。欧米、日本に「農業」譲歩迫る   9.10 NE2 

      9.13   コメ落札価格が急騰。自主流通米、昨年同期比。９銘柄平均で４割高                       9.13 AM1 

      9.14   コメ以外は譲歩濃厚。ＷＴＯ閣僚会議、日本、成果厳しく                                 9.15 NM3 

      9.19   不正表示を特別調査。農水省、２００３年米、不作懸念で                                 9.20 TM3 

      9.25   作況指数９２「不良」。９月１５日現在                                                 9.25 AE26 

     10. 9   食料自給率４０％。コメ消費減、牛肉やや回復。２００２年度も横ばい                    10.10 NM3 

     10.21   コメ不作、低利融資大規模に                                                          10.21 YE2 

     10.28   今年産米の作況指数９０。「著しい不良」に                                            10.28 MM2 

     10.28   コメ作況、さらに悪化。青森「５３」、宮城「６９」。全国平均は「９０」                10.29 AM38 

                                                                                                 MM2 NM7 

     11. 3   コメ不足回避したが…。来年の減反に影響も。農水省、備蓄積み増し検討。消費者、「ブラ  11. 3 YM9 

             ンド」より「ブレンド」 

     11.20   もち米不作、加工業者、計画外調達で苦悩。輸入拡大も卸値高騰止まらず                  11.20 NM24 

     11.26   減反目標据え置き。農水省方針                                                        11.27 MM2 AM8 

                                                                                                 NM5 

     11.26   自主米、最高値に。１１月入札、集荷低調で急反発                                      11.27 NM1,29 

     12. 4   （自主米高騰の裏側－上－）少ない入札量に卸殺到。制度に欠陥、混乱を生む              12. 4 NM29 

     12. 5   （自主米高騰の裏側－下－）表示問題が需要増やす。集荷少なく需給不均衡                12. 5 NM31 

     12. 8   コメ「著しい不良」確定へ                                                            12. 8 NM3 

     12. 8   コメ作況指数、確定値も「９０」。「著しい不良」                                      12. 9 AM38 

     12. 8   （ルポ地域を拓く／農業を変える②）佛田利弘（ぶった農産社長）／価格競争せず「安心」  12. 8 NM28 

             売る。同じ「志」の農家を発掘 

     12. 8   コメ作況指数、平均９０                                                              12. 8 NE2 
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農政 

 2004年 

      2.26   高騰自主米、一転下げ局面。消費減で市場縮小。「新米在庫だぶつき気味」                 2.26 NM29 

      3.31   全農、２００４年産米の契約栽培倍増。需要家・産地囲い込み                             3.31 nm30 

      4.15   コメ不作で高値集荷→年明け後急落。逆ザヤ販売、全農が苦悩                             4.15 NM29 

      4.18   規制緩和で仕入れ競争。コメ価格上昇か。５月の入札                                     4.18 AM7 

      4.27   コメ自由化・株式会社の農地取得、公明、反対の政権公約。参院選                         4.28 AM4 

      5.25   ＷＴＯ農業交渉、政府、コメなど例外化要求へ                                           5.26 NM5 

      5.26   コメ、昨年来の高騰沈静。小売価格、銘柄米１－３割安く。過剰在庫で処分売り             5.26 NE3 

      5.27   コメ入札拠点、価格形成センターでリストラ。規制緩和で役割減。大阪事務所閉鎖へ         5.27 AM9 

      6. 2   ＷＴＯ農業委きょうから。関税下げ交渉大詰め。途上国提案軸に調整。日本、コメ開放阻止   6. 2 YM9 

             正念場 

      6. 4   コメ集荷率回復目指す。全農、大口需要家囲い込み。販路安定、価格で主導権               6. 4 NM28 

      6. 9   アジアＦＴＡ、コメ関税例外要求へ。農水省方針。交渉難航の見通し                       6.10 NM7 

      6.12   売れるコメ、産地が本腰。法改正、販売減が生産減に直結。「農薬半減」アピール、外食・   6.12 AM10 

             コンビニに活路（最前線） 

      6.23   ＷＴＯ農業交渉が再開。コメ例外扱い継続へ。輸入義務枠は拡大                           6.24 NM5 

 

 

③ 食品安全行政 
 

 2003年 

      7. 1   中立評価基本に食品行政を確立。食品安全委、初会合                                     7. 2 NM4 

      7. 1   食品安全委が発足。谷垣担当相「各省から独立守る」                                     7. 1 AE2 

      7. 2   頼れる食の番人になれるか（社説）                                                     7. 2 NM2 

      7.10   食品安全調査、モニター導入。食品安全委、４７０人を募集                               7.10 NE14 

      7.22   食の安全、東京都が評価委。被害未然防止へ情報収集。消費者代表も参加                   7.23 NM38 

                                                                                                 AM1 

      7.22   遺伝子組み換え食品、ＥＵ、流通認める。法案承認、ラベル表示条件                       7.23 NE1 

      7.29   都の食品安全情報評価委、正式発足                                                     7.30 NM38 

      8.14   食品安全確保へ監視網。国立研など６００機関参加。厚労省、データベース作成             8.14 NE1 

      8.15   東京都の食品安全条例案、概要まとまる。生産中止の勧告も。情報隠しには罰則             8.16 AM26 

      8.18   農水省、残留農薬の有無調査。「有機」表示農産物対象に                                 8.19 MM2 

      8.20   知事調整権限を強化。都食品安全基本条例方針。自主回収に報告義務                       8.20 MM26 

      8.26   農産物すべて生産履歴。国内の６割。農協系、安全志向に対応。２００６年末メド、ネット   8.26 NM 

             ・店頭で照会 

      8.31   信頼揺らぐ「有機」認証。農水省が実態調査                                             8.31 NM39 

      9. 1   トレーサビリティー（追跡可能性）制度／消費者の「安心」を確保。牛の生年月日、生産地、 9. 1 MM10 

             移動歴など一元管理。国産牛肉の７割が対象。輸入肉は対象外 

      9. 7   農産物の流通履歴表示支援。農水省                                                     9. 7 NM3 

      9.10   「一人でも怖いと思う食材出せない」．ＢＳＥ騒動から２年、７００校今も給食で牛肉使用   9.10 YE19 

             を自粛 

      9.21   肉・卵にも「有機」表示。農水省が検討。『自然で飼育』条件に                           9.22 TM26 

      9.30   ＪＡＳ制度を大幅見直し。「環境配慮」生産方法も対象                                   9.30 AM11 

      9.30   ＢＳＥ感染源､特定できず。英･伊の牛肉骨粉､疑いは指摘。農水省検討会､最終報告書を公表  10. 1 AM1,2 

     10. 2   輸入牛、３か月飼えば国産牛！？農水省、ＪＡＳ法の特例「見直します」                  10. 3 YM35 

     10.25   ＢＳＥ対策、浮いた！２０億円。牛肉焼却処分事業、検査院の指南で。和牛と乳牛買値分け  10.25 AE1 

             る。全箱検査で種別再分類 

     11. 4   ２歳未満牛またＢＳＥ。１歳９カ月従来型感染。「安全説」に疑問                        11. 5 MM1 

     11. 6   環境派農家、補助金手厚く。農水省が検討。減農薬・減肥料…苦労に報い。指標基に直接支  11. 6 AE1 

             払い 
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農政 

  2003年 

     11. 9   食品衛生法改正から半年。食の安全、監視が追いつかず（スクープ）                      11. 9 NM17 

     11.12   加工食品、原産地表示を拡大。切り干し大根、塩さけも対象。「原材料５０％以上」。農水  11.12 NE1 TE1 

             省品目案 

     11.18   銘柄牛、育った場所表示。農水省が義務化。最長飼育場所、異なる場合。たとえば、前沢牛  11.18 AE1 

             （青森県産）近江牛（岐阜県産）… 

     12. 3   「食」の政策調整、省庁間取り決め。食品安全委が方針                                  12. 4 AM3 

     12. 5   米国産リンゴ、検疫緩和でも商社冷ややか。採算や食味に難点                            12. 5 NM31 

     12. 6   野菜苗も農薬表示義務。使用回数や種類記録。農水省方針                                12. 6 AE2 

     12.24   ＢＳＥの疑い、米で一頭。米の牛肉、輸入停止。日本の消費量の３割                    12.24 AE1 

     12.26   米産牛肉、輸入禁止を正式決定。厚労省、危険部位回収を指示                            12.27 TM1 AM9 

     12.29   生産履歴管理、優良農産物を認証。新制度導入、農水省方針。国内産の競争力強化          12.29 NM1 

 

 2004年 

      2. 5   加工食品に新ＪＡＳ。冷食・缶詰も原料産地表示。２００６年にも                         2. 5 NM1 

      2. 9   ＢＳＥ問題、米、調査打ち切り。米国牛肉、輸入再開交渉難航へ                           2.10 NE1 

      2.13   「和牛の輸入、米、再開せよ」。農水省、ＢＳＥで逆提案へ                               2.13 YE2 

      2.20   牛丼・焼き肉店、農水省が支援。ＢＳＥ対策、総額７３億円。関税上げの増収「還元」       2.21 AM1 

      2.23   賞味期限設定に指針。厚労省・農水省、自主基準任せ改め                                 2.23 AE1 

      3. 1   鶏の異常、通報義務付け。法改正へ。農家補償の制度化も                                 3. 2 TM1 

      3. 5   京都･鳥インフルエンザ、自治体超えた｢有事｣。経費や人手｢もう手一杯｣｡「国レベルの制圧を」   3. 5 TM28,29 

      3. 5   鳥インフルエンザ対策、周辺農家に補償。家畜伝染病予防法、今国会改正へ                 3. 6 NM1 

      3.15   鳥感染違反の罰則強化                                                                 3.16 NM5 

      3.16   鳥インフルエンザ被害農家補償に１億円                                                 3.16 NM5 

      3.16   通報遅れ、罰則強化。鳥インフルエンザ総合対策を決定。養鶏農家緊急助成１億円           3.16 NE1 

      3.19   組み換え作物、栽培問題／自治体の「屋外」規制、疑問。北海道が禁止、他県にも動き。日   3.19 NM15 

             本バイオ産業人会議世話人代表・歌田勝弘氏に聞く 

      3.24   原産地表示義務、豆腐や納豆見送り。事業者の対応難しく                                 3.25 NM42 

      4. 6   ＪＡＳ制度大改革。食の信頼取り戻せ。「有機」「生産情報公表」、新マークも続々登場     4. 6 YM3 

      4. 7   食品の「生産履歴」公開促す。都、登録業者に指定マーク。問い合わせ先表示など条件       4. 7 NM35 

      4. 8   民間全頭検査認めず。ＢＳＥで米農務省、食肉業界の意向受け                             4.10 TM1 

      4.15   全頭検査、見直し着手決定。食品安全委、「２０カ月以上」が軸。米国産牛肉輸入、早期再   4.16 NM7 

             開には課題 

      4.23   牛肉輸入再開、日米、歩み寄り模索。あす次官級協議。作業部会設置へ                     4.23 NM3 

      4.30   ＢＳＥ対策、対象外の肉骨粉に補助金。兵庫の会社、１億５０００万円変換へ。対象、定義   5. 1 MM1 

             あいまい、農水省 

      5. 5   畜産物にも「有機」表示。農水省                                                       5. 5 NM3 

      5. 8   食の安全「制度化を」。根強い「業界」不信。履歴追跡に期待、「牛以外も」８１％。読売   5. 8 YM29 

             新聞世論調査 

      5.10   ニセ「天然魚」許しません。農水省が表示調査。悪質違反は公表                           5.10 NE4 

      5.12   無毒フグ肝、ふくらむ夢。佐賀県、特区提案へ。長崎大研究班の技術活用                   5.12 AM34 

      5.19   加工食品の産地表示拡大。緑茶、ゆでタコ…。義務化、２０品目群に。農水省方針           5.19 AM2 

      5.22   飼育状況公表ＪＡＳマーク。豚肉にも導入へ。農水省                                     5.23 YM3 

      5.27   健康食品の表示、基準緩やかに。効果立証だけでＯＫ                                     5.27 AE2 

      6.21   遺伝子組み換え作物、栽培制限へ指針。自治体で相次ぐ                                   6.21 NM23 

      6.22   減農薬トマト本格生産。ＧＯＫＯカメラ、無人工場で栽培                                 6.22 nm35 

      6.23   米駐日大使、農相に、牛肉輸入の早期再開要望。安全対策で隔たり                         6.24 NM11 

      6.28   米で２例目のＢＳＥ疑い牛、禁輸、長期化も。農水次官見解                               6.29 NM5 

      6.30   食品安全行政、新体制１年、縦割り排除で成果。米牛肉輸入再開、難しい舵取りも           6.30 YM9 
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農政 

④ その他農政 
 

 2003年 

      7.10   今年度の飲用乳価､据え置きで決着。ホクレン､交渉長期化回避。乳業側、輸送費の一部負担   7.10 NM25 

      7.19   全国９３４農協に“経営通信簿”。全中、総合評価制度、来年度に導入。１０月決定         7.19 AM10 

      8.21   農水省、間伐材普及へ率先垂範。木材利用行動計画まとめ。庁舎の内装や机を木製に         8.21 TE2 

      8.28   地方競馬苦境、打開策見えず。１０年で売り上げ半減、自治体から補填も。農水省、「中央」 8.28 AM10 

             と連携・統合案。生産者、買い手なく破産も 

      9. 5   中海・中浦水門、来秋から撤去へ。農水省                                               9. 6 MM3 

      9.14   広域農道建設、４割減。「無駄な整備」批判に対応。農水省                               9.14 NM3 

     10. 3   農水省と環境省の統合案「詳細知らない」、農相                                        10. 3 NE2 

     10. 5   地方競馬、国がテコ入れ。農水省、ブロック化など改革原案                              10. 6 TM3 

     10. 8   農協改革待ったなし。販売・金融、伸び悩む。合併進めたが、統合目標の５００に届かず。  10. 8 AM10 

             １０日に全国大会 

     10.19   ダチョウ飼育、なぜ広がる？建設不況で業態転換。遊休農地解消にも一役（エコノ探偵団）  10.19 NM19 

     10.20   農水省系の遠洋漁業基金、２０年近く融資ゼロ。検査院指摘で廃止、返金                  10.20 AE1 

     10.22   基金１４億円、運用益１１万円、家畜改良事業団。検査院、「破綻の瀬戸際」指摘、制度見  10.22 AE15 

             直しやっと「延命」 

     10.27   国の敗訴。申請却下の要件でない。川辺川ダムで収用委判断                              10.28 TM1 

                                                                                                 AM38 

     11. 7   （なるほど！経済）ＪＡ改革“正念場”。直接販売、倍増目指す。職員２万６千人削減。情  11. 7 YM15 

             報開示で信頼回復 

     11. 7   証券業務、農林中金が撤退。みずほ証券に子会社譲渡                                    11. 7 NE1 

     11. 7   農業特産物の育成目的なのに、４割の施設、運営不適切。レストラン・直売所…地域の食材  11. 7 AE18 

             生かせず。会計検査院調べ 

     11.25   地方競馬再建手綱引き締め。中央の馬券販売。購入年齢下げ、リストラに優遇策。農水省が  11.25 AM3 YM2 

             法改正検討 

     12. 3   ２００３年度、飲用乳価、据え置き。冷夏で需給緩和                                    12. 3 NM28 

     12. 9   農業委向け交付金、３年間で２割削減。農水省、２００４年度予算では７％程度            12. 9 NE2 

     12.10   乳価交渉、２年連続で長期化。酪農・乳業、リーダー不在。雪印撤退の後遺症大きく        12.10 NM26 

     12.13   諫早湾干拓、開門調査見送り濃厚。専門委報告「異変の解明困難」                        12.14 AM3 

     12.28   諫早湾開門／見送りは官僚の独善だ（社説）                                            12.28 AM2 

 

 2004年 

      1. 9   開門調査回避は許されない（社説）                                                     1. 9 NM2 

      2. 6   自民が食育基本法案骨子まとめる                                                       2. 6 NE2 

      2. 7   ＪＲＡと地方、馬券相互販売。競馬法改正案概要まとまる。２０歳以上学生に解禁           2. 8 TM3 

      3. 7   大規模林道建設、１０年で４割削減。農水省方針                                         3. 7 NM3 

      4.17   飲用乳価据え置き決着。乳業側が供給確保優先                                           4.17 NM27 

      4.20   林業白書閣議了承。中国向け木材、１３倍。昨年、全体では大幅入超                       4.20 AE2 

      4.27   諫早開門調査見送り。きょうにも亀井農相表明                                           4.27 YM34 

      4.27   亀井農相、諫早開門調査見送りを宣言。中・長期、再生施策作成へ                         4.27 ME1 

                                                                                                 AE18 NE18 

      5.11   諫早の開門調査、農相、見送りを表明。「成果明らかでない」                             5.11 TE2 

      5.17   酪農家補助金の一部削減を検討。農水省                                                 5.18 NM5 

      6.11   ２年遅れの地方競馬対策。救済、ＪＲＡに求めるのは酷（ぱどっく）                       6.11 NE13 

      6.29   天下り最多は農水省。特殊・独立行政法人、抑制目標に届かず                             6.30 MM5 NM2 
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５ 環境 

 

① 環境税 
 

 2003年 

      7.16   ガソリン１リットル『環境税』２円。炭素１トン、最低３４００円。環境省試算             7.17 TM3 AM3 

      7.17   石油・石炭の輸入・精製時に環境税。温暖化防止策に活用。環境省案                       7.18 YM1 MM1 

      7.18   炭素税の一部、地方財源に。温暖化対策促進。省エネ住宅など支援。環境省原案             7.18 TM3 AM4 

      7.25   「環境税」素案を公表。「ＣＯ2 削減の切り札」。低税率、効果なお課題                   7.26 MM29 

      7.28   地球温暖化防止－「環境税」骨格固まる。導入急ぐ環境省。産業界反発強め                 7.28 MM29 

      8. 4   環境税の導入、秋から検討着手。政府税調、中央環境審と協議も                           8. 5 TM8 

      8.18   環境税、既存税と調整必要。中央環境審が報告書案                                       8.19 NM5 

      8.21   温暖化対策税／環境省と産業界・他省庁との調整、求められる政治主導力（社会部）         8.21 YM15 

      8.27   「ガソリン１リットルで２円の環境税を」中央環境審議会専門委                           8.28 MM3 

      8.27   温暖化対策税収１兆円。環境省制度案、石油輸入時などに課税                             8.28 AM3 NM5 

      8.27   家庭の負担は年５５００円。温暖化対策税、環境省が試算、２００５年導入目指す           8.28 TM28 

                                                                                                 YM2 

      8.28   環境税／本気で導入を考えよう（社説）                                                 8.28 AM2 

      9. 2   実現なるか「温暖化対策税」。環境省の「たたき台」、長引く不況で産業界反発も。１０％   9. 2 TM3 

             以上ＣＯ２削減、１世帯、年間５５００円負担 

      9.16   環境税、環境省が経団連などと討論会                                                   9.17 NM5 

      9.28   温暖化税導入／これで本当にＣＯ２減るのか（社説）                                     9.28 MM5 

      9.29   議論始まった温暖化対策税。暮らしの変化促す契機に。家庭で年約５５００円。欠かせぬ用   9.29 AM25 

             途の透明さ。産業界は反発、「家庭も排出削減を」 

     10. 3   郵政２００７年民営化明記。マニフェスト、自民が骨格。環境税の創設盛る                10. 4 NM1 

     10. 7   北城恪太郎経済同友会代表幹事、環境税導入「好ましい」                                10. 8 NM5 

     11.16   温室効果ガス、排出増減を金額換算。環境税見据え、企業で導入広がる                    11.16 AM7 

     11.18   日本経団連、環境税反対、改めて表明                                                  11.18 ME4 NE3 

     11.18   環境税の議論、平行線たどる。環境省・経団連                                          11.19 AM9 

     11.28   経済同友会が環境税反対                                                              11.29 NM5 

     12. 2   独環境税、憲法裁が審査。物流会社提訴「競争条件が悪い」                              12. 3 NE2 

 

 2004年 

      2.10   環境税論議、春にも再開。温暖化対策『見直し年』で前倒し。政府税調会長                 2.11 TM9 

      2.24   環境税創設に前向き。小池環境相                                                       2.25 NM2 

      4. 5   （揺らぐ京都の誓い／増えるＣＯ2－２－）議論進まぬ削減策／環境税、産業界が反発        4. 5 NM25 

      4.15   温暖化ガス、２０１０年、４％強増加。環境省試算、９０年比。議定書、達成難しく         4.16 NM7 

      5.13   「環境税検討」、連合が表明。温暖化対策で                                             5.14 NM7 

      5.18   温暖化ガス削減。環境税含め抜本策、政府が検討開始。年内にも策定                       5.19 NM7 

      5.21   ＣＯ2削減、省エネなど努力重視。産構審、環境税導入には反対                            5.22 NM5 

      5.24   環境税、「早期導入に反対」。経産省の合同会議、方針。当面は省エネ優先                 5.25 AM3 

      5.31   温室効果ガス排出削減、目標達成へ環境税導入焦点。京都議定書、ロシア批准で発効。環境   5.31 MM29 

             省「有力な抜本的対策」、産業界、反発根強く。プーチン大統領、政治的な見返り品定め 

      6. 1   京都議定書、年度内に温暖化対策新大綱。ガス削減議論、足踏み。８審議会、調整がカギ。   6. 1 AM13 

             環境税早期導入で対立。「議定書否定論」も拡大 

      6.17   ＣＯ2 抑制、開けぬ展望。原発新設遅れ､ＩＴ機器普及、排出量、予想超す。環境税導入や排  6.17 NM7 

             出権取引、政府内も賛否割れる 

      6.28   （環境税の焦点－上－）産業界が率先して検討を。欧州諸国を参考に。減免措置などで配慮   6.28 NM23 

             必要。横山彰中央大学教授（経済教室） 
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  2004年 

      6.29   （環境税の焦点－下－）地道な努力でＣＯ2削減。税に価格効果なし。民生・運輸で多角的対  6.29 NM31 

             策を。小谷勝彦・日本経団連地球温暖化対策ワーキンググループ座長（経済教室） 

      6.30   （２１世紀の選択／エネルギー）ＣＯ2削減、現実路線に転換。政府の追加対策、目玉は省エ  6.30 YM29 

             ネ。ＩＴ活用、家庭やオフィス、消費量を管理。環境税に根強い反対 

 

 

② 温暖化対策・大気 
 

 2003年 

      7. 8   環境省が貸し出し。燃料電池車、自治体で試して                                         7. 8 AM33 

      7.12   船舶に排ガス規制。窒素酸化物を１割削減。政府が来秋                                   7.12 NM1 

      7.14   低公害車、５００万台突破。先月末の登録台数。ＣＯ2、２年で１１４万トン減              7.14 AE1 

      7.14   ディーゼル車、排ガス対策補助、８億増加。国交省、業界側にも１２億円要請               7.15 YM2 

      7.15   屋上緑化、予算増要求へ。税優遇・義務づけも検討                                       7.15 AM2 

      8. 7   科学技術協力、１１項目を合意。温暖化問題の日米協議                                   8. 8 AE2 

      8.13   温暖化防止で町おこし。環境省、事業費補助の新制度                                     8.13 TE10 

      8.18   ＣＯ2 削減、運輸会社に認定制度。国交省､１０月創設。成果に応じ奨励金。キャノンなど取  8.18 NM1 

             得業者に発注 

      8.19   脱温暖化、地域活性化、両立事業案を公募へ。環境省、市町村対象に                       8.19 AE14 

      8.21   省エネ支援に５億円。環境省２００４年度。低硫黄軽油製油所に                           8.21 ME4 

      8.26   環境配慮型企業優遇へ新法検討。鈴木環境相                                             8.27 AM3 

      8.28   国内２００１年度、温暖化ガス２．５％減。京都議定書達成、なお困難                     8.28 NM38 

      9. 3   国内のＣＯ2 排出権取引､１００社・団体が参加。松下・住商・経団連など。２００５年度に  9. 3 NM1 

             も開始。会計ルール詰め 

      9.10   「環境優等生」に低利融資。政策投資銀、来年度から。企業取り組み点数化                 9.10 AE1 

      9.11   車排ガスに新認定基準。国交省が来月導入。世界最高水準に                               9.11 AM1 

      9.26   京都議定書、ロシア、当面批准せず。温暖化対策、発効遠のく                             9.27 NM1 

      9.29   排ガス規制／対応がばらばらだ（社説）                                                 9.29 AM2 

      9.30   （２１世紀の選択／エネルギー）温暖化防止へのクリーンエネルギー、広がる風力発電。４   9.30 YM29 

             年で５．７倍、現在５７６基。課題はコスト削減、立地確保。国の政策的後押し必要 

     10. 1   ディーゼル車規制スタート。首都圏の１都３県。初の広域汚染対策                        10. 1 NM3 TM1 

     10. 4   温室効果ガス、削減認証組織、日本６法人名乗り                                        10. 4 AE1 

     10.16   ガソリンから混合燃料へ。２０１２年度に全面転換。環境省計画                          10.16 AM3 

     10.17   ディーゼル車の排ガス規制、現行比、ＮＯx９割削減。環境省、２０１０年度メド強化       10.17 NM42 

     10.17   コンテナ貨物の鉄道シフト加速。ＪＲ貨物、９月７．５％増。環境配慮で切り替え          10.17 NM3 

     10.17   排ガス規制を２００７年から強化。ディーゼル車で中環審方針                            10.18 AM3 

     10.18   政投銀、企業の環境経営評価。高得点なら金利を優遇                                    10.18 NM5 

     11.12   ＪＲ貨物、排ガス規制効果？１０月８．８％増。「歴史的な好成績」                      11.13 TM8 

     11.17   ＯＤＡ事業に環境指針。ＪＩＣＡ、悪影響なら中止提言                                  11.17 YE1 

     11.20   政策投資銀行、「環境格付け」て融資。来年度から。独自評価、金利に格差も              11.21 MM2 

     11.22   原発停止でＣＯ2 増。経団連・３５業種、２００２年度まとめ。排出量の上昇 １．８％    11.22 AE1 

     11.22   ＪＲ貨物、貨車１００両を緊急発注。トラック規制、輸送代替                            11.22 NM9 

     11.29   国際協力銀が来月円借款契約。ＯＤＡでＣＯ2 排出権取得。エジプトで風力発電            11.29 AE1 

     12. 2   温暖化防止京都議定書、露大統領が拒否                                                12. 3 ME14 

     12. 3   廃車のフロン回収半分以下。環境省が実態調査                                          12. 4 AM3 

     12. 6   温室ガス削減認証機関、日本の２法人、国連が仮認定。世界で初                          12. 6 AM12 

     12. 7   新認定車、グリーン税制案、軽減「２５％と５０％」柱に。政府、最終調整                12. 8 TM3 

     12. 8   低公害車減税２年継続。対象絞り軽減率見直し。政府方針                                12. 8 NM1 
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 2004年 

      1. 7   船舶も排ガス規制。通常国会に法案提出へ。基準値超は入港拒否                           1. 7 AM1 

      1.16   温室ガス排出権、日欧加で共同購入。２０社が数百億円分                                 1.16 AM1 

      1.17   冷蔵庫フロン、断熱用も回収義務。４月から。家電の対策完全に                           1.17 AM3 

      1.30   温暖化ガス、企業・家庭別に削減目標。環境省、中環審部会で提案                         1.31 NM34 

      2. 8   “議定書後”の検討本格化。地球温暖化対策大綱見直し年。環境省、従来交渉の合意土台。   2. 8 MM29 

             経産省、参加国の拡大を重視。今年まで第１ステップ、追加施策は不可避。来年から第２ス 

             テップ、環境税導入に賛否 

      2.20   減らせＣＯ2。貨物輸送の「モーダルシフト」、縦割り排し内閣主導で推進を                2.20 YM15 

      2.28   温暖化防止の森林整備、国民全体で負担。４割超え最多に。内閣府世論調査                 2.29 TM3 

      3. 7   「日本炭素基金」創設へ。今夏めど。出資額に応じ排出権                                 3. 7 AM6 

      3.10   ２００１年度のＣＯ2 排出、９０年比４．５％増。企業活動全体で。環境省が公表           3.11 MM2 

      3.23   国交省、経団連、ＣＯ2削減「共闘」。物流分野、６月にもマニュアル                      3.23 AM2 

      3.25   温室ガス削減の認証機関、ＪＱＡ、世界初認定                                           3.25 AE2 

      4. 2   原発の新・増設半減ならＣＯ2 年２０００～３０００万トン増。環境省試算                 4. 2 AE1 

      4.10   貨物輸送、鉄道で。排ガス規制強化で見直す動き。宅配便も一部切り替え（最前線）         4.10 AM2 

      4.16   温暖化ガス、目標を１０％オーバー。２０１０年予測。削減の具体策なく                   4.17 NM3 AM2 

      5.14   二酸化炭素排出抑制、京都議定書目標困難に。総合エネ調見通し。原発の立地減響く         5.15 NM1,4 

      5.17   温暖化ガス、排出減らず。総合エネ調、需給見通し発表。対策手詰まりに                   5.18 NM7 

      5.18   温室効果ガス７．６％増。削減計画、抜本見直しも。国内９０年比                         5.19 MM2 

      5.31   温室効果ガス排出削減、目標達成へ環境税導入焦点。京都議定書、ロシア批准で発効。環境   5.31 MM29 

             省「有力な抜本的対策」、産業界、反発根強く。プーチン大統領、政治的な見返り品定め 

      6. 2   温室ガス削減、海外分増加へ。経産省、国内分の補完検討                                 6. 2 AM3 

      6. 4   ＣＯ2 排出権、ＥＵ、取引制限を撤廃。来年にも市場創設。日本企業参入に道               6. 4 AM2 

      6. 4   環境省、温室効果ガス、排出量報告、義務化方針。オフィスビルなど対象                   6. 4 MM3 AE2 

      6.17   温暖化ガス、大企業に排出枠、環境省方針。大幅削減へ義務化                             6.18 NM5 AM3 

      6.18   ＣＯ2 排出枠、企業間で取引。環境省、中環審に提案                                     6.19 MM2 

      6.27   中古トラック再生、排ガス規制外エンジン改良。オリックスなど今秋から事業化。環境省、   6.27 AM1 

             支援へ補助金 

      6.30   (２１世紀の選択／エネルギー）ＣＯ2 削減、現実路線に転換。政府の追加対策、目玉は省エ  6.30 YM29 

             ネ。ＩＴ活用、家庭やオフィス、消費量を管理。環境税に根強い反対 

 

 

③ 廃棄物 
 

 2003年 

      7.22   在宅医療ごみ、自治体以外の回収責任検討                                               7.22 AE1 

      8.10   （みんなでエコ社会／環境にやさしい）容器包装リサイクル費用／自治体に過大な負担。    8.10 TM8 

             「廃棄物会計」調査で浮き彫り。『容リ法』見直しを 

      8.11   ペットボトル回収率最高に。昨年度４５．６％、５．５ポイント増                         8.11 AE3 

      8.28   廃棄物処理施設整備費が半額超。環境省概算要求                                         8.29 TM28 

      8.29   不法投棄解決、国の権限強化。環境省、改正法案提出へ                                   8.29 AE2 

      9.18   豊島、産廃本格処理始まる                                                             9.18 AE20 

                                                                                                 NE19 

      9.24   ＰＣリサイクル、来月スタート。消費者負担は３０００－７０００円。メーカー団体、郵便   9.25 TM1 

             局拠点に回収 

     10. 6   「ごみ減らし再利用を」。法改正へ全国ネット結成へ                                    10. 6 AM23 

     10.14   ごみ発電、｢不備｣4分の１。製造施設、保管設備の温度やＣＯ2 、｢計測せず｣１４カ所。環  10.14 YE1 

             境省実態調査 

     11.16   ごみ固形燃料、売却困難。製造施設、朝日新聞調査。大変、廃棄か自費運送                11.16 AM38 
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環境 

  2003年 

     12. 3   廃車のフロン回収半分以下。環境省が実態調査                                          12. 4 AM3 

     12.12   硫酸ピッチの保管規制、環境省方針。不法投棄を防止                                    12.12 NE16 

     12.25   ごみ燃料発電で最終報告。燃料保管は開放施設で                                        12.25 AE2 

 

 2004年 

      1. 8   防毒マスクや暗視スコープ配備。産廃不法投棄に「環境Ｇメン」。全国９カ所、自治体と連   1. 8 TE1 

             携へ 

      1. 9   産廃不法投棄で環境省､地方での監視強化。来年度から専任者を配置｡暗視スコープなど導入   1. 9 NE16 

      1.15   硫酸ピッチ、本格規制。環境省、法改正へ。放置・投棄３万５０００本                     1.15 YE19 

      1.28   不法投棄防止へ国の役割を強化。廃棄物処理法改正案                                     1.29 YM3 AM3 

      1.30   産廃、家庭ごみ用炉で焼却。規制緩和し効率化。環境省、４月から                         1.30 AM1 

      2. 3   産廃処分場の建設、「情報公開」で促進。環境省、マニュアル作成へ。説明不足→場所選び   2. 3 AM3 

             透明化、専門語避ける 

      2.12   ＰＣＢ廃棄／広域処理体制ようやく。安全確保、料金設定など課題（地方部）               2.12 YM15 

      2.13   硫酸ピッチ保管・運搬禁止。廃棄物処理法改正案の全容明らかに。罰則、最高懲役５年       2.14 NM38 

      3. 1   ごみ排出量が減少。２００１年度、産廃も。リサイクル率向上                             3. 2 AM2 

      4.21   不法投棄罰則強化へ改正                                                               4.21 NE2 

      4.28   産廃、不法投棄１１００万立方メートル。撤去計画２割止まり。千葉、全国の３分の１．監   4.29 AM1,37 

             視緩い地域に集中。環境省調査                                                        NM34 

      5. 3   原発解体ごみ、産廃に。放射性濃度一定以下なら再利用も容認。保安院が新基準             5. 4 TM3 

      5.15   「産廃運搬車」表示義務付け。不法投棄抑制申す。不法投棄抑止狙う。環境省、来春から     5.15 AE2 

      5.27   廃プラ・木くず、焼却規制を緩和。環境省、産廃不法投棄を抑制                           5.27 NE1 

      6. 4   原発解体ごみ、再利用へ。資源調査会小委員会案「低レベル」規制緩和                     6. 5 AM1 

      6. 7   １１００万トン、東京ドーム９杯分。たまる不法投棄産廃。撤去・無害化実施せず。国が初   6. 7 MM25 

             の残存量調査。市民団体代表、「排出元が最終責任を」。福井県敦賀「許可量の１３倍」６ 

             年放置 

      6. 8   環境省、プラスチック焼却、収集有料化を検討。家庭ごみ処理見直し                       6. 9 TM3 

      6.15   環境省計画、「産廃」抜き打ち点検も。５０００トン以上不法投棄、「５年以内にゼロに」   6.15 ME1 

      6.28   産廃税導入県、処分量減る。環境省が検討結果                                           6.29 YM38 

 

 

④ 水質、その他環境 
 

 2003年 

      7.10   公共事業に景観アセス。国交省が政策大綱。基本法も目指す                               7.11 NM5 

      7.15   屋上緑化、予算増要求へ。税優遇・義務づけも検討                                       7.15 AM2 

      8. 7   環境学習の指導員育成。５省庁、来年度に連絡会議                                       8. 7 AE1 

      8. 8   「環境」と「発展」両立するまちづくり。環境省、来年度に全国からアイデア募集。実施に   8. 8 ME11 

             ３カ念で５億円補助 

      8.12   水環境で「循環」の視点。環境省、来年度から新指標検討                                 8.12 AE3 

      9.11   川や海の亜鉛に基準値                                                                 9.11 NE18 

     10. 2   外来の動植物規制、移入種対策、法案化へ。持ち込み、許可制に                          10. 3 YM1 TM3 

     10.29   外来種対策に中間報告案、輸入規制・駆除可能に。来春にも法整備                        10.29 AM25 

     11.27   河川・湖沼の水質、８割超が基準達成。環境省、昨年度まとめ                            11.28 NM42 

 

 2004年 

      1.13   大型ビル、緑化義務付け。「規制区域」指定へ国交省が新制度。敷地面積の２５％上限       1.13 NM3 

      1.23   風車解禁／国立公園に発電施設、厳しい設置基準巡り対立も（科学部）                     1.23 YM19 

      1.26   工場の面積･緑地、柔軟に。経産省､３月から。施設拡張しやすく。産業空洞化、歯止め狙う   1.26 NM1 
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環境 

  2004年 

      2. 7   一部の化学物質、製造規制を緩和。経産省など。商品化迅速に                             2. 7 NM5 

      2.17   貨物船搭載の海水、バランス水の国間移動規制。国際条約を採択。生態系保護・環境汚染防   2.17 AM2 

             止へ。日本政府も批准の方向 

      2.24   景観に法の網。国交省、今国会に法案提出、問われる自治体の取り組み                     2.24 YM11 

      3.22   エコツーリズム、環境省がモデル事業。自然との触れ合い、観光資源に活用                 3.22 NM28 

      4. 5   環境ＪＩＳの増設加速。経産省が３年間で、競争力向上へ２１７種                         4. 5 AM2 

      4.27   河川の水質評価、住民の視点盛る。国交省が新指標。ゴミの量など                         4.27 NM5 

      4.27   亀井農相、諫早開門調査見送りを宣言。中・長期、再生施策作成へ                         4.27 ME1 

                                                                                                 AE18 NE18 

      6. 2   エコツアー１３地域選定。環境庁、今年度モデル事業に                                   6. 2 AE14 

      6. 2   環境保税と両立した観光振興。小笠原など１３地区、環境省がモデル選定                   6. 3 TM3 

                                                                                                 NM38 

      6.11   景観法案が成立。屋根や壁の色を統一するなどで街の景観保つ                             6.12 AM9 
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経済協力・防衛 

６ 経済協力・防衛 

 

① 経済協力 
 

 2003年 

      7. 4   ＯＤＡ大綱／財布が厳しいからこそ（社説）                                             7. 4 AM2 

      7. 8   ＯＤＡ、国益重視を明記。大綱最終案明らかに。援助対象絞込みも                         7. 9 AM1,4 

      7. 9   ＯＤＡ大綱案で一般の意見募る。外務省、来月８日まで                                   7.11 AM4 

      7. 9   ＯＤＡ目的、国益を明記。政府が大綱改定案公表                                         7.10 NM7 

      7.11   新ＯＤＡ大綱／「援助の成熟化」実現せよ（社説）                                       7.11 MM5 

      7.24   ＯＤＡ見直し機に国益論議を深めよう（社説）                                           7.24 NM2 

      8.22   国際機関へ１５４７億円。拠出総額を政府初公開。９３％がＯＤＡ。２００２年度           8.23 MM2 

      8.27   外務省、ＯＤＡ５９３４億円要求。イラク復興にらみ１４．９％増                         8.28 AM4 MM3 

      8.28   「国益重視ＯＤＡ」了承。閣僚会議                                                     8.29 YM2,4 

                                                                                                 TM2 MM2 

      8.29   ＯＤＡ大綱閣議決定                                                                   8.29 YE2 ME3 

      8.31   援助大綱決定／「国益」重視へ選択と集中が重要だ（社説）                               8.31 YM3 

      9. 8   ＯＡ大綱決定、新時代外交の象徴。国益前面、情報公開も。草野厚慶大教授（けいざい講座） 9. 8 YM9 

      9.10   ＯＤＡのお役所基準とは／際限なくアシスト困る！？『１個のボール、国結ぶのに…』。柔   9.10 NM5 

             道着はＯＫ、サッカーボールはダメ 

      9.11   外務省天下り忌避「ＪＩＣＡに自主性を」。若手の熱意から緒方理事長誕生。外相が決断、   9.11 AM4 

             事務方抑える 

      9.17   イラク復興費、米、日本に負担要請。政府、まず１０億ドル検討。駐日米大使、外相と会談   9.18 NM1 

             「自衛隊も早期に」 

      9.21   医師の欠勤率７５％、授業のない学校…途上国援助生かせず。世銀年次報告                 9.22 TM3 

      9.26   ＯＤＡ概算要求、１１．９％増９５９４億円                                             9.27 YM11 

      9.29   アフリカ支援「人間中心」。小泉首相、１０億ドルの援助表明。開発会議開幕               9.29 AE1 

     10. 1   独立行政法人「国際協力機構」、『現地職員に権限を付与』。緒方氏が方針                10. 2 TM3 

     10. 9   イラク復興、米「数十億ドル」要請。先月、政府見積もりの前提に                        10. 9 AM1 

     10.15   イラク復興支援、日本、来年分は１５億ドル。政府、きょう発表                          10.15 AM3 

     10.15   イラク復興支援資金の拠出、日米同盟・財政、両にらみ。外務省と財務省、「中小企業予算  10.16 NM3 

             以下」で決着  

     10.18   納税者が納得できるイラク支援を（社説）                                              10.18 NM2 

     11. 3   ２００４年度予算、対中ＯＤＡ、２割削減。イラク支援影響。全体は５年連続減            11. 4 TM3 NM3 

     11. 8   ＯＤＡ５年連続削減。財務省方針。対中円借款を大幅圧縮                                11. 9 TM3 

     11.17   ＯＤＡ事業に環境指針。ＪＩＣＡ、悪影響なら中止提言                                  11.17 YE1 

     11.17   ＯＤＡ、来年度も減額方針。「対中」圧縮鮮明に。財務省                                11.17 YE1 

     11.22   途上国教育援助の「成績表」、「小泉君Ｄ評価」。２２国中１５位                        11.23 AM34 

     11.29   国際協力銀が来月円借款契約。ＯＤＡでＣＯ2排出権取得。エジプトで風力発電             11.29 AE1 

     11.30   イラク支援、ＯＤＡ圧迫。２００４年度予算案、他国への配分削減も                      11.30 AM3 

     12.12   日ＡＳＥＡＮ特別首脳会議、日本、人材育成へ１５億ドル協力、行動計画採択し閉幕        12.12 AE2 NE2 

     12.16   ＯＤＡ、４．８％削減へ。イラク支援３００億円計上                                    12.17 NM5 

     12.17   ＯＤＡ予算、４．８％減８１６０億円                                                  12.18 YM9 

     12.20   ２００４年度予算財務省原案／ＯＤＡ／重点化進め５年連続減。緊急無償、イラク復興支援  12.21 NM6,7 

             に重点                                                                              AM6,7 TM10,11 

 

 2004年 

      1. 5   円借款、アジア各国にＩＴ政府。ＯＤＡ改革、政府検討。省庁システム丸々提供も           1. 5 AM3 

      1.14   ＯＤＡ「国益重視」にクギ。ＯＥＣＤ開発援助委、日本に増額求める                       1.14 MM5 
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経済協力・防衛 

  2004年 

      1.23   来年度ＯＤＡ予算、８．３％減                                                         1.24 NM5 

      1.30   対インドＯＤＡ見直し。インフラ整備やエネルギー安保、進出企業を側面支援               1.30 NE1 

      2. 4   対中円借款、１０００億円に減額。２００３年度政府検討。ピーク時の半分に               2. 4 NM1 

      2.11   ＯＤＡ／広げたい柔軟な活用法（社説）                                                 2.11 TM5 

      2.26   イラクの電話網復旧、１３０億円規模の支援策。総務省                                   2.27 AM2 

      3.10   対中円借款９６７億円。３年で半分以下。高度成長受け削減。２００３年度                 3.10 ME4 

      3.10   対中円借款、９７０億円、２００３年度。３年で半分以下に                               3.10 AM1,3 

      3.22   狭い国益論「時代錯誤」。ＯＤＡ巡り緒方氏                                             3.23 AM4 

      3.26   イラク復興、直接支援２１８億円。変電設備整備など。外務省決定                         3.27 AM4 

      3.30   ＯＤＡの目的に「国益」。２００３年版白書、理念を前面に                               3.30 AE2 

      3.31   ＯＤＡ戦略／日本の援助の姿を示そう（社説）                                           3.31 MM5 

      3.31   （転機のＯＤＡ／５０年目の課題－上－）規模縮小／手探りの戦略援助                     3.31 NM5 

      4. 2   ＯＤＡ８５件、効果に「？」。総務省評価                                               4. 2 YE2 

      4.23   男女共同参画の視点、ＯＤＡに取り入れを。男女共同参画会議、意見決定                   4.24 AM4 

      4.25   途上国援助は「成果重視で」。谷垣財務相、日本の「質」強調                             4.26 AE2 

      5.15   パレスチナに１１億円支援へ。川口外相表明                                             5.15 AE2 

      5.22   北朝鮮への食糧支援、２５万トン。４年ぶり。市場で穀類調達も                           5.23 AM3 

      5.26   北朝鮮支援、総額８０億円。コメ少なくし費用抑制                                       5.26 TE1 

      6. 2   骨太の方針、ＯＤＡ削減に一定の歯止め                                                 6. 3 TM9 

      6. 8   日本、１０００万ドル拠出へ。米主導の中東経済支援で。サミットあす開幕                 6. 8 NM1 

      6.12   円借款、２００７年度にも純減                                                         6.13 AM1 

      6.25   「ＯＤＡなど３件見直しを」。外務省政策評価書が指摘                                   6.26 YM11 

 

 

② 防衛 
 

【安全保障政策】 
 

 2003年 

      7. 2   防衛政策「脅威対応型」に。ミサイル攻撃や大規模テロ念頭。２００３年版白書             7. 3 NM1,7 

      7. 3   地位協定「見直し検討を」。衆院委、抜本改革求め決議                                   7. 3 AE2 

      7.12   空母型護衛艦を建造。海自、１２００億円概算要求へ                                     7.12 TM1 

      7.15   ２００３年版防衛白書、「官僚」優位の表現削除。制服組の主張通る                       7.15 NE1 

      7.15   ＭＤ導入へ概算要求。防衛庁長官表明。２００６年度実現目指す                           7.15 TE1 

      7.18   横浜の米軍４施設返還。３００ヘクタール、日米合意。池子代替住宅を条件に               7.19 NM1,31 

      7.23   情報本部、長官直轄に。防衛庁検討                                                     7.24 AM4 

      7.26   日米地位協定協議、省庁対立、打開できず。「好意的考慮」空文化も                       7.26 AM4 

      7.28   民主マニフェスト、日米地位協定改定盛る方針                                           7.29 AM3 

      8. 4   ミサイル防衛、関東の基地のみ配備。２００４年度予算方針。地方は防空圏外               8. 4 TM1 

      8. 4   米軍住宅追加建設、逗子市長が辞職、再出馬へ。政府合意撤回訴え                         8. 4 TE1 YE2 

      8. 5   テロやミサイル対応強化。侵攻想定の政策転換。防衛白書報告                             8. 5 NE1,2 

                                                                                                 AE1,2 

      8. 7   大綱見直しの骨格示した防衛白書（社説）                                               8. 7 NM2 

      8.12   ミサイル防衛、１４００億円規模。防衛庁の概算要求。２００６年配備めざす               8.12 AM1 

      8.22   ミサイル防衛システム、海上発射型１発２０億円。米の言い値で防衛庁調達へ               8.22 MM1 

      8.26   「自衛隊に戦力ないのか」「復活当選に国民は疑問」。首相、憲法巡り列挙                 8.27 AM3 

      8.27   安保政策は３極、核保有大半反対。公共事業、自民と民主に差。衆院議員の意識・活動、朝   8.27 

             日・東大共同調査                                                                    AM1,3,8,9 
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経済協力・防衛 

  2003年 

      8.29   防衛庁概算要求４兆９６００億円。ミサイル防衛１４２４３億円、まず首都圏。軽空母級護   8.30 AM1,2,4 

             衛艦も導入                                                                          NM2 

      9. 2   ミサイル防衛５５００億円。民主、政権公約に「新防衛構想」                             9. 3 AM3 

      9. 2   自衛隊に「統合部隊」。通信や補給担当。陸・海・空と同列。防衛庁新設方針               9. 3 YM1 

      9. 3   議論なき国防大転換。防衛庁､ミサイル防衛､来年度予算に要求。必要額５年で最低７０００   9. 3 TM3 

             億円。効果は不明。日米同盟の強化に照準（核心） 

      9. 7   『池子』めぐり４度目出直し。逗子市長選に２氏                                         9. 8 TM3 

      9.11   日米地位協定協議、１１月にも再開                                                     9.11 AE1 

      9.14   逗子市長に長島氏３選。国の米軍住宅増設問題、「行政訴訟も検討」                       9.15 NM35 

                                                                                                 AM34 

      9.18   集団的自衛権「行使容認を」。外相の諮問機関、政府解釈変更求める                       9.19 YM2 

      9.20   防衛庁、小型無人機を本格開発。イラク戦多用、来年度から。精密誘導弾も導入。不審船の   9.20 AM2 

             偵察想定 

      9.24   防衛大綱見直し、年内に一定結論。石破長官                                             9.25 YM2 

      9.25   民主党の枝野政調会長、集団的自衛権行使を一部容認                                     9.26 AM2 

      9.27   将来も核武装否定６８％。自民は半数割る。国会議員アンケート                           9.28 MM2 

      9.29   新防衛大綱、１年先送り。イラク派遣を優先。政府方針                                   9.29 AE1 

      9.30   防衛計画の大綱、年内改定は困難。防衛庁長官                                           9.30 NE2 

     10.31   首都圏４都県、共同歩調。地方の政策、国に先行。テレビ電話での医薬品販売容認。米軍の  10.31 

             横田空域の返還要求。青少年保護育成条例を共通化（日本の選択／知事が問う）            NN1,3,24,25 

     11. 2   小泉首相「自衛隊は国軍」。９条改正、改めて主張                                      11. 3 AM2 

     11.10   「核武装検討を」１７％。改憲派３分の１超す。毎日新聞・衆院議員アンケート            11.11 MM1 

     11.16   基地削減の具体策示さず。米国防長官、沖縄知事と会談                                  11.17 YM2 

     11.20   自民党・額賀政調会長、「集団的自衛権」前向き                                        11.20 NE2 

     11.25   自衛隊と別組織の国連待機部隊新設の考え、菅代表「たたき台だ」                        11.26 AM4 

     12. 2   「普天間代替」の民間部門、国が事業主体に。政府が方針                                12. 3 AM3 

     12. 3   公明、自衛隊派遣容認へ                                                              12. 4 AM3 

     12.15   ミサイル防衛、２００４年度予算、９００－１０００億円を計上、政府方針                12.16 NM2 

     12.17   ミサイル防衛導入費、４年で９００億。２００４年度防衛費は１％超減。財務省方針        12.17 YE2 

     12.18   ２００４年度予算、公共事業３．５％減。防衛費１％減、過去最大                        12.19 AM2 

     12.19   ミサイル防衛「重要な柱」。防衛大綱中間報告、武器禁輸から解除へ                      12.19 AM2 

     12.19   ミサイル防衛導入決定｡２００４年度予算に１０００億円。｢大綱」見直しへ防衛庁中間報告  12.19 NE1 

     12.20   自衛隊、ＰＫＯ、主要任務に。新防衛大綱、８月に骨格                                  12.21 NM1 

     12.22   防衛政策の歴史的転換点で考える（社説）                                              12.22 NM2 

     12.28   ０３回顧日本／「普通の国」へ舵を切り始めた（社説）                                  12.28 YM3 

 

 2004年 

      1. 5   新防衛大綱、ミサイル・テロ重視。戦車・火砲３割削減。陸自、常備自衛官５０００人増。   1. 6 YM1 

             「基盤的防衛力」削除 

      1.13   防衛庁、幕僚長らの会見廃止。福田長官の指示否定せず                                   1.14 NM2 

      1.14   定例会見廃止、背広組が主導？陸幕長「聞いていない」。首相「役所の判断で」             1.15 NM2 

      1.14   武器輸出の三原則、抜本見直し。共同開発、米以外とも。防衛庁長官、表明                 1.14 NE1 

      1.14   民主党大会／いまさら「国連待機部隊」とは（社説）                                     1.14 YM3 

      1.15   官邸・防衛庁ギクシャク。武器輸出三原則見直し、首相・官房長官は消極的。幕僚長の記者   1.16 NM2 

             会見廃止、背広組と制服組にも溝 

      1.16   武器禁輸原則／見直し発言は検討に値する（社説）                                       1.16 YM3 

      1.16   窓を閉ざす防衛庁は困る（社説）                                                       1.16 NM2 

      1.16   憲法改正論議、高まる機運、ずれる論点。自民、集団的自衛権に狙い。民主、分権や環境権   1.16 NM3 

             幅広く 
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      1.17   天皇制、自衛隊を容認。共産党、新綱領を採択                                           1.17 TE1 

      1.26   集団的自衛権の解釈、首相、変更に慎重。衆院予算委                                     1.26 NE2 AE2 

      2. 7   陸海空統合部隊を常設。自衛隊改革案、海外活動含め運用強化                             2. 8 TM1 

      2.10   改憲論議「９条でも」首相示唆。集団的自衛権を認める憲法の解釈変更「考えぬ」と強調     2.11 AM2 

      2.12   普天間飛行場、米「代替なしで返還も」。日本に打診、嘉手納へ統合検討                   2.13 MM1,2 

      2.20   普天間代替、見直し協議。日米政府、来月から。厚木夜間訓練も議題                       2.20 NE1 

      2.21   “先送り”８年、米に不満。普天間移設見直し、代替案なく難航必至。政府、見直し慎重     2.21 YM4 

      2.26   防衛庁に『報道官』。ポスト新設                                                       2.27 TM2 

      2.26   防衛「省」目指し会合。自民党                                                         2.27 NM2 

      2.27   集団的自衛権、解釈拡大路線と一線。首相発言、改憲論議促す狙い？                       2.28 AM4 

      2.27   防衛省「今国会は困難」                                                               2.28 NM2 

      3. 4   防衛省設置法案、自民部会が了承。首相「公明との関係もある」                           3. 5 YM4 

      3. 9   「防衛省」設置、立法化で一致。自公両党                                               3.10 YM4 

      3. 9   「防衛省」昇格法案見送りへ。自民党                                                   3.10 AM4 

      3.10   防衛省への昇格、官房長官「必要」                                                     3.10 YE2 

      3.11   国連待機部隊構想作成へ。小沢・横路氏共同で                                           3.12 TM2 

      3.19   与党の協議機関乱立。年金、造反押さえ込み。防衛省昇格、自公で駆け引き                 3.19 TM2 

      3.19   小沢・横路氏が合意文書。安保論議、主導権狙う                                         3.20 AM4 

      3.22   日米地位協定見直し要請。２８都道府県議会が議決                                       3.22 MM2 

      3.24   「防衛省」昇格／当たり前のことがなぜできない（社説）                                 3.24 YM3 

      3.24   普天間基地、米、名護移転見直し打診。日本側は消極的。「下地島」も浮上                 3.25 AM1,3 

      3.25   脱「米国一辺倒」、外務省こそ汗を。河野衆院議長、小泉政治に苦言                       3.25 AM1 

      3.25   「集団的自衛権、明記を」。憲法改正論議、自民チームで大勢                             3.36 AM4 

      3.27   憲法９条２項「改正が必要」、小泉首相                                                 3.28 AM2 

      3.28   防衛大綱改革、官邸主導で。首相直属諮問機関、来月上旬にも設置。従来装備削減など、防   3.29 MM2 

             衛庁の抵抗“排除”も 

      3.30   新防衛大綱の策定加速。首相の諮問機関、装備見直し促す                                 3.30 NM2 AM2 

      4. 2   米原子力空母、横須賀を母港に。厚木ＮＬＰ問題解決迫られる。２００８年配備、騒音など   4. 2 NM2 

             で住民の反発必至 

      4. 5   米軍・空自訓練空域、民間機、通過可能に。訓練ない年間１２０日。空の混雑解消へ         4. 5 AE1 

      4.11   「普天間」合意８年、揺れる沖縄。「代替基地なくても返還を」。移転先は振興策先行。米   4.11 TM2 

             軍再編にほんろう 

      4.12   財政均衡、憲法に明記。自民中間報告素案、集団自衛権の行使容認                         4.13 NM1 

      4.19   自民憲法調査会、９条改正案固める。自衛権行使を明記。軍隊保持も                       4.20 MM1 

      4.19   民間機、日に十数便。横田基地共用、米に提案へ。都と政府                               4.20 TM3 NM7 

      4.20   防衛大綱改定、座長に荒木氏起用。首相の諮問機関、テロ対策など議論                     4.20 AE2 

      4.20   防衛懇、メンバー決定。「官邸主導」色濃く。大綱見直し、着地点見えず                   4.21 NM2 

      4.23   横田基地の共用化交渉、都、６市町に説明                                               4.23 AM31 

      4.24   米軍池子住宅問題、追加建設で国提訴も。神奈川・逗子市、見解求める文書                 4.24 NE11 

      4.28   普天間移設、アセス開始。那覇防衛施設局、秋にも現地調査入り                           4.28 TE1 

                                                                                                 NE17 

      5. 1   集団的自衛権、「使えるように」４８％。「使えぬ立場維持」あ４４％。自衛隊海外活動     5. 1 AM1 

             ｢ＰＫＯまで」４５％。朝日新聞世論調査 

      5. 2   国内テロ、自衛隊、即時出動可能に。災害派遣名目で。政府方針                           5. 2 NM1 

      5. 2   動き出した「防衛計画の大綱」の改定（社説）                                           5. 2 NM2 

      5. 3   憲法５７歳、強まる改正論。自衛隊明記、焦点に                                         5. 3 AM1 

      5. 3   改憲派７８％、護憲派１４％。「戦争放棄は維持」７割。「戦力保持明記を」６割。全国会   5. 3 MM1 

             議員・毎日新聞調査 

      5. 4   武器輸出３原則見直し。「ＭＤ限定の措置」「共同開発に道を」                           5. 4 AM2 
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      5. 5   武器輸出３原則見直し、自民政調会長「政府と交渉」                                     5. 6 NE2 

      5. 7   「統幕」６５０人体制に。防衛庁、指揮系統一元化。来年度から                           5. 7 YE1 

      5.27   防衛力、軸足どこへ。弾道ミサイル・テロに対処。自衛隊の海外活動を充実。基盤構想、見   5.27 AM4 

             直しに慎重論も 

      5.28   改憲・自衛権…「深く掘りたい」。経団連が検討委                                       5.28 AM11 

      5.30   米軍再編、横田に空自司令部移転。機能一本化、日米が検討。アジア拠点へ                 5.31 MM1 

      6. 3   集団的自衛権を明記。自民、改憲原案で方針                                             6. 4 TM1,2 

                                                                                                 AM4 

      6. 7   沖縄の米海兵隊、北海道へ一部移転案。米打診、再編の一環                               6. 7 AM1,2 

      6. 8   日米首脳会談、首相、多国籍軍参加を表明。「自衛隊派遣を継続」                         6. 9 AM1,3 

      6. 9   自衛隊、首相踏み込む。多国籍軍参加を表明。ＰＫＯ移行、想定狂う。「国会抜き」反発も。 6.10 NM2 

             与野党に複雑な反応 

      6.10   多国籍軍へ自衛隊参加、首相が正式表明                                                 6.11 AE1,2 

      6.13   自衛隊世論調査／専守防衛「不明確に」７５％。派遣恒久法は賛否二分（日本世論調査会）   6.13 TM1 

      6.18   多国籍軍参加を決定。政府見解を閣議了解。「日本の指揮下」明記                         6.18 AE1 NE1 

      6.23   首相、沖縄米軍の整理縮小に取り組む。「県民負担軽減に努力」                           6.24 NM2 

      6.27   防衛力見直し規定、新大綱に導入意向。石破長官                                         6.28 YM2 

      6.27   集団的自衛権、首相「行使に改憲を」。日本防衛の米軍に限定                             6.28 AM3 

      6.28   自衛隊、多国籍軍に参加。政府、持ち回り閣議で承認                                     6.29 AM1 

 

 

【自衛隊イラク派遣】 
 

 2003年 

      7. 1   民主、自衛隊派遣認めず。イラク特措法案、修正合意困難に                               7. 1 TE1 YE1 

      7. 2   テロ特措法改正案、与党、今国会成立を断念。きょう採択、イラク法案単独で。臨時国会へ   7. 3 TM1 

             継続審議 

      7. 4   イラク法案、衆院通過。自民反対１、退席３人                                           7. 5 AM1 

      7. 5   自衛隊派遣、恒久法で。新防衛大綱に検討明記へ                                         7. 6 NM2 

      7. 7   自衛隊の国際貢献活動、首相、恒久法前向き。国会答弁                                   7. 8 AM2 

      7.10   自衛隊派遣、恒久法制定へ。政府方針、年内に大綱                                       7.10 NE1 

      7.11   イラク自衛隊派遣、危険手当、最高額に。日額３万円へ。弔慰金も倍以上                   7.11 NE1 

      7.21   自衛隊派遣、「恒久法」年内にも大綱。政府決定。今国会後に『準備室』                   7.22 TM3 NM1 

      7.26   自衛隊派遣、疑問残し、イラク特措法成立へ。参院委で強行採決                           7.26 AM1 

      7.26   イラク特措法成立。賛成１３６票、反対１０２票                                         7.26 AE1 

      7.27   自衛隊派遣へ恒久法。多国籍軍協力、輸送や医療支援。政府基本方針                       7.28 YM1,2 

      7.28   恒久法の制定は時間かけて検討。首相                                                   7.28 NE2 

      8. 3   自衛隊海外派遣、恒久法の策定始動。法案提出、再来年か。武器使用・新原則…論点多く     8. 3 AM2 

      9. 7   陸自派遣、「イラク南部」で再調整。医療・給水想定、今月中旬に調査団                   9. 8 YM2 

      9.26   自衛隊、年内イラク派遣、政府方針。米要請に応え転換。北部で陸上支援も                 9.26 AM1 

     10. 3   自衛隊、年内派遣で調整。空・陸先遣隊が浮上。首相、米大統領に伝達へ                  10. 4 NM2 

     10. 9   陸上自衛隊イラク南部派遣で調整。施設設営､本隊は年明け給水･給電活動。１２月に先遣隊  10. 9 AM1 

     10. 9   恒久法案提出、再来年以降に。自衛隊派遣で官房長官                                    10.10 YM4 

     10.16   イラク復興支援、自衛隊にきょう準備命令。年内、南部に先遣隊。基本計画決定は衆院選後  10.16 NM2 

     10.16   イラクへの自衛隊派遣、準備命令一転先送り。選挙念頭、政府内、思惑に違い              10.17 NM2 AM4 

     10.17   イラク派遣準備命令、非公表扱いで折り合い。防衛庁長官明らかに                        10.18 NM2 

     10.18   納税者が納得できるイラク支援を（社説）                                              10.18 NM2 

     10.22   政府『支援室』の人員増。３０人程度に。自衛隊年内派遣に対応                          10.23 TM1 

     10.26   （マニフェスト点検－６－）自衛隊イラク派遣／民主、反対を明記。自民「平和外交を推進」10.26 NM2 
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     10.26   イラク派遣、自衛隊弔慰金引き上げ。棄権に配慮、防衛庁方針。最高で９０００万円        10.26 AM1 

     11. 5   自衛隊イラク派遣候補地サマワ、日本に１５項目要望。民生面中心。自衛隊、給水・医療面  11. 6 AM1 

             を想定 

     11.10   イラク派遣、陸海空自･文民計１２００人｡基本計画､１４日にも閣議決定｡バグダッドも対象  11.11 AM1 YM1 

     11.10   自衛隊イラク派遣、越年も。懸案大詰め、攻防激しく。民主、対決色強める。年金改革「坂  11.11 NM3 YM2 

             口試案」軸に、公明、影響力増す 

     11.11   自衛隊イラク派遣閣議決定、特別国会後に先送り。治安見極め。自衛隊派遣で米国防長官   11.11 NE1 

             「危険な業務」 

     11.14   自衛隊派遣、先送り論。政府・与党に拡大。専門調査団、あすにも出発                    11.14 NM2 

     11.15   自衛隊派遣時期、日本の判断尊重。米国防長官表明。石破氏「早期に実現」                11.15 NE1 

     11.19   第２次小泉内閣発足。イラク派遣、首相「情勢見極める」                                11.20 AM1,4 

                                                                                                 MM1 NM1,14 

     11.20   自衛隊のイラク派遣時期、首相、年内こだわらず                                        11.21 NM2 

     11.26   自衛隊派遣問題で国会論議深めよ（社説）                                              11.26 NM2 

     11.27   自衛隊イラク派遣基本計画、来週にも閣議決定。安全確保見通し。３段階で派遣方針        11.27 YE1 

     11.27   イラク支援、空自、年内に先遣隊。本隊１４０人は１月。陸自派遣も最終調整。政府方針    11.28 YM1 

     11.29   日本人外交官２人殺害。イラク北部、車で移動中襲撃。テロの可能性濃厚。自衛隊派遣に影  12. 1 TM1 AM1 

             響必至 

     11.30   自衛隊派遣、首相「姿勢は変えない」。時期判断、一層厳しく                            12. 1 AM1 MM1 

     12. 1   日本外交官殺害／深刻なイラクの事態直視せよ（社説）                                  12. 1 MM5 

     12. 1   二人の外交官の死／「たじろぐな」では済まぬ（社説）                                  12. 1 AM2 

     12. 1   在イラク日本外交官襲撃／２人の死の教訓は（社説）                                    12. 1 TM7 

     12. 1   自衛隊派遣、反対・慎重派８割。内閣支持率１４ポイント減、４２％。毎日新聞世論調査    12. 1 MM1 

     12. 1   対イラク、自衛隊派遣、年内は困難。政府、閣議決定を先送り                            12. 2 NM1 

     12. 2   イラク派遣／重大事を国会で論じよ（社説）                                            12. 2 AM2 

     12. 2   イラク派遣「しかるべき時に」講演で小泉首相。政府方針変えず                          12. 2 AE1 

     12. 2   自衛隊派遣／８割の国民の懸念に答えよ（社説）                                        12. 2 MM5 

     12. 3   公明、自衛隊派遣容認へ                                                              12. 4 AM3 

     12. 8   イラク支援、補正で１０００億円計上へ。歳出１兆１０００億、国債発行なし              12. 9 YM2 TM3 

     12. 9   陸自派遣なおハードル。基本計画きょう閣議決定。与党からも慎重論。時期決定は先送り    12. 9 NM2 

                                                                                                 AM1,2 

     12. 9   自衛隊派遣を与党了承。陸自活動は改めて指示。基本計画、午後閣議決定                  12. 9 NE1 

     12. 9   自衛隊イラク派遣。基本計画決定。戦闘継続地域へ初。首相「武力行使せぬ」、他国の武器  12.10 AM1 

             輸送否定                                                                            NM1,4 

     12.11   「武器運ばぬ」。人道支援色出した首相発言、はや拡大解釈。「除外難しい」反対論        12.11 AM3 

     12.12   内閣支持率低下、４１％。自衛隊イラク派遣、首相の説明「納得できぬ」６４％。派遣反対  12.12 AM1 

             ５５％、賛成３４％。復興に関与、賛成は増加。朝日新聞世論調査 

     12.14   イラク再建へ部隊派遣、奮闘３８か国。イタリア／住民と交流、摩擦を回避。韓国／学校な  12.14 YM3 

             ど修復、技術指導も。ヨルダン／イスラム国、重要な存在（スキャナー） 

     12.16   内閣支持率５割を切る。読売新聞世論調査                                              12.16 YM2,4 

     12.18   政府公表「イラク人道復興支援特措法における実施要項の概要」                          12.19 AM2 

     12.19   内閣支持率、続落４１．７％。イラク派遣決定が影響か。時事通信調査                    12.19 TM2 

     12.19   空自先遣隊に派遣命令                                                                12.19 NE1 

     12.20   イラク派遣、１３５億円計上。２００４年度予算財務省原案                              12.20 AE2 

     12.22   内閣支持・不支持が拮抗。自衛隊派遣、反対５２％、賛成３３％。夏の参院選、「投票した  12.22 NM1,2 

             い党」民主首位。小泉首相、政権運営厳しく。日経新聞世論調査 

     12.22   防衛政策の歴史的転換点で考える（社説）                                              12.22 NM2 

     12.28   ０３回顧日本／「普通の国」へ舵を切り始めた（社説）                                  12.28 YM3 

     12.29   ブッシュの戦争と小泉改革のはざまで（社説）                                          12.29 NM2 
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      1. 1   憲法問題世論調査／改憲容認８割超す。自衛隊派遣『恒久法反対』５９％                   1. 1 TM2 

      1. 5   首相年頭会見、自衛隊派遣「対策万全」、郵政「改革の本丸」                             1. 5 AE1 

                                                                                                 NE1,2 

      1. 6   陸自、サマワで住民雇用、政府方針。失業不満に配慮。先遣隊に合わせ軽装甲車             1. 7 TM1 

      1. 9   防衛長官、陸自先遣隊に派遣命令。イラクで拠点準備、３０人、１６日ごろ出発。空自本隊   1.10 AM1 MM3 

             にも命令 

      1.10   念には念を入れる陸自の先遣隊派遣（社説）                                             1.10 NM2 

      1.10   ＰＫＯ慎重論、２０％台に増加。外交世論調査                                           1.11 NM2 

      1.11   有事、米軍に武器・弾薬。有事関連５法案、政府、通常国会に提出                         1.11 NM1 

      1.11   自衛隊派遣に意義。郵政民営化へ決意。施政方針骨格固まる                               1.12 TM2 

      1.11   自民、憲法前文に「国際貢献」。改正案で方針。自衛隊派遣へ論拠                         1.12 TM1 MM1 

      1.13   イラク問題知事アンケート／「国民への説明、評価せず」２１人。「治安の好転待ち派遣を」 1.13 MM2 

             １６人。田中・長野知事、橋本・高知知事「派遣に反対」 

      1.13   自衛隊イラク派遣、８億９千万円支出。政府決定                                         1.14 AM4 

      1.16   陸自先遣隊が出発。イラク南部調査、下旬に結果報告。発電所修復に８０００万ドル、バグ   1.17 YM1 

             ダッド近郊２カ所。政府方針                                                          AM1,6 

      1.19   自衛隊イラク派遣、賛成増え４０％、反対は４８％に。内閣支持率は４３％。朝日･世論調査  1.19 AM1 

      1.19   「国際協調」の意義訴え、「イラク支援」前面に。郵政は「改革の本丸」。                 1.19 AE1,4 

             国会召集、首相が施政方針演説。「改革の成果」自賛                                    NE1 

      1.19   自衛隊派遣、賛否割れる。反対５１．６％、賛成４２．８％。全国世論調査                 1.19 TM1 

      1.21   「自衛隊派遣は違憲」。衆院代表質問、菅氏、首相に辞任求める                           1.21 NE1 

      1.21   首相「自衛隊派遣は合憲」。菅氏「連合国の要員、違憲」。衆院代表質問                   1.22 NM1,3,7 

                                                                                                 AM4 

      1.22   ＰＫＯ対応、国連待機制度、首相、自衛隊活用前向き。衆院代表質問、公明加入提唱「国際   1.23 AM2 

             協力の一環」 

      1.22   要人輸送などで導入、政府専用機、法の拡大解釈で離陸。説明ないまま「役務」に           1.23 TM1 

      1.26   陸自本隊に派遣命令。３自衛隊、イラクへ。陸自５２０人、３日から出発                   1.27 AM1 

      1.27   陸自本隊派遣／長期的なイラク支援の第一歩（社説）                                     1.27 YM3 

      1.27   派遣予備費１７億円支出を閣議決定                                                     1.27 YE2 ME4 

      1.27   自衛隊派遣承認を審議。衆院、民主、憲法違反と批判                                     1.27 NE1 

      1.28   自衛隊派遣の国会承認、実質審議入りずれ込む。治安情勢答弁で紛糾。与党でも批判続出     1.29 NM2 

      1.28   「自衛隊イラク派遣中止を」。元郵政相、差し止め提訴                                   1.29 NM39 

      1.31   自衛隊派遣、衆院承認、与党が強行。野党は本会議欠席                                   1.31 TM1 NM1 

      2. 2   政府、「国連待機制度」参加へ。自衛隊、恒常的にＰＫＯ登録                             2. 2 ME1 

      2. 7   自衛隊イラク派遣を考える／インタビュー。中曽根康弘元首相、出兵は外交権の結果。憲法   2. 7 NM7 

             ９条の仕事ではない。後藤田正晴元副総理、大義は誠に疑わしい。戦は始めるとやめられぬ 

      2. 7   陸海空統合部隊を常設。自衛隊改革案、海外活動含め運用強化                             2. 8 TM1 

      2. 9   国会、自衛隊派遣を承認。補正も成立                                                   2.10 NM1 AM1 

      2.10   国際社会で旗を掲げるには覚悟が要る（社説）                                           2.10 NM2 

      2.16   内閣支持率４８％に上昇。自衛隊派遣、賛成４３％、反対を上回る。日経新聞世論調査       2.16 NM1 

      2.18   今国会初の党首討論、自衛隊派遣、道路公団改革、真っ向対立。持論反復、論議深まらず     2.19 NM2 

      3. 9   政府、自衛隊活動を中東にＰＲ。総額１億７５０万円                                     3.10 AM4 

      3.14   イラク派遣｢危険手当｣自衛官２万円超、外交官｢なし｣。『異動→出張』扱いで対応、外務省   3.14 TM1 

      3.16   自衛隊派遣・朝日新聞世論調査／賛成４２％、反対４１％                                 3.16 AM1 

      4.17   イラク人質緊急調査、自衛隊撤退拒否７３％評価。米政策「評価せず」７１％（朝日新聞）   4.17 AM1 

      4.18   政府対応「評価」６８％。自衛隊派遣賛成、初の過半数。共同通信調査                     4.18 TM2 

      4.20   イラク人質事件、政府対応「評価」７４％。内閣支持率５９．２％に。読売新聞世論調査     4.20 YM1,2 

      5.16   年金法案の今国会成立、６２％「見送りを」。首相再訪朝、７３％賛成。内閣支持率４ポイ   5.17 MM1 

             ント減。イラクへの自衛隊派遣、賛否逆転「反対」５０％。毎日新聞世論調査 
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      5.31   イラク自衛隊、輸送支援で多国籍軍参加。政府検討「憲法に抵触せず」                     6. 1 TM1 

      6. 1   「多国籍軍へ参加可能」。内閣法制局長官が見解。武力不行使、確保なら                   6. 2 AM1 

      6. 9   自衛隊、首相踏み込む。多国籍軍参加を表明。ＰＫＯ移行、想定狂う。「国会抜き」反発も。 6.10 NM2 

             与野党に複雑な反応 

      6. 9   多国籍軍参加「日本の指揮権」、口頭了解、公使レベル。明確さ欠く米の説明               6.19 AM1 

      6.10   多国籍軍参加／一段と重みを増す自衛隊の役割（社説）                                   9.10 YM3 

      6.10   多国籍軍参加、自民も批判続々。「なし崩し的な派遣に」                                 6.11 NM2 

      6.10   多国籍軍へ自衛隊参加、首相が正式表明                                                 6.11 AE1,2 

      6.13   自衛隊世論調査／専守防衛「不明確に」７５％。派遣恒久法は賛否二分（日本世論調査会）   6.13 TM1 

      6.13   自衛隊の多国籍軍参加、政府・与党、理屈付け急ぐ。「湾岸」当時の統一見解足かせ。指揮   6.13 NM2 

             権など争点 

      6.14   多国籍軍参加、承認へ。政府・与党、調整着手、１８日に閣議決定                         6.14 NE1 

      6.14   多国籍軍参加、自衛隊「日本の指揮下」首相説明。近く統一見解。武力行使と一線、焦点     6.15 AM1,4 

      6.15   （クローズアップ２００４）「参加」ありきの新解釈。「多国籍軍」政府見解原案。事実上   6.16 MM2,3 

             「論理破たん」。「協力」から「参加」へ                                              AM4 

      6.15   多国籍軍参加、首相、４つの原則示す。閣僚懇で。与党と政府、本格調整                   6.15 AE2 

      6.17   首相、多国籍軍参加を明言。日本の指揮権、米英了解は「口頭」                           6.18 AM1,4 

                                                                                                 NM1,3 

      6.18   多国籍軍参加を決定。政府見解を閣議了解。「日本の指揮下」明記                         6.18 AE1 NE1 

      6.19   多国籍軍参加／なし崩しでことを進めるな（社説）                                       6.19 MM5 

      6.19   多国籍軍参加／なし崩しに拡大するな（社説）                                           6.19 TM5 

      6.22   内閣支持、急落４０％。不支持が逆転４２％。「多国籍軍」５８％反対。朝日新聞世論調査   6.22 AM1 

      6.28   自衛隊、多国籍軍に参加。政府、持ち回り閣議で承認                                     6.29 AM1 

 

 

【有事法制】 
 

 2003年 

      7. 2   テロ特措法改正案、与党、今国会成立を断念。きょう採択、イラク法案単独で。臨時国会へ   7. 3 TM1 

             継続審議 

      8.12   有事研究で常設事務局。政府方針で予算要求へ。安保会議の機能強化                       8.13 TM3 

      9.18   医師らに有事協力義務。自衛隊法施行令改正案、「命令」の対象者明記                     9.18 AM2 

      9.26   テロ特措法改正案、来月１０日成立へ                                                   9.27 AM2,4 

      9.28   有事の住民非難シュミレーション、防衛庁、鳥取県と連携                                 9.28 MM2 

      9.29   改正テロ特措法案、３日衆院通過へ                                                     9.30 NM2 

      9.30   テロ特措法延長、野党から慎重論。衆院特別委                                          10. 1 NM2 

     10. 3   自衛隊、有事の土地・物資収用、師団長らにも執行権限。医師らに協力義務。施行令改正    10. 3 YE2 AE1 

     10. 6   日本有事、交通規制へ新法。陸海空を一元管理。政府方針                                10. 7 YM1 

     10.10   テロ特措法２年延長成立。優先課題、政府乗り切る。必要性論議再燃も                    10.10 AE1,2 

                                                                                                 NE2 

     11.21   有事の知事権限拡大。大規模テロにも準用。国民保護法制の「要旨」決定。原発攻撃に対策  11.21 NE1,2 

                                                                                                 AE1,2,18 

     11.21   国民保護法制要旨、知事の総合調整なお不明確。国民の協力、意識育成も課題              11.22 YM4 

     11.21   「有事」生活への影響は…。武力攻撃事態、指定場所への避難指示。武装集団上陸、民間建  11.22 NM2 

             物「戦時病院」に 

     11.22   国民保護法制／「有事」への備えが整ってきた（社説）                                  11.22 YM3 

 

 2004年 

      2. 2   国民保護法制、大規模テロ対応、明確化。知事に自衛隊派遣要請権                         2. 3 TM3 
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      2. 9   政府、テロ情報を原則非開示。また強まる言論統制色                                     2.10 TM2 

      2.12   有事の民間防衛制度、町内会にも協力求める。政府要請で補助的活動                       2.13 MM5 

      2.17   公海で民間船射撃も。海上輸送規制法案、臨検拒否の場合                                 2.18 AM1,2 

      2.20   有事の国民保護、政府の支援策判明。地域の自主防災組織強化。携帯無線など備蓄に助成     2.20 AM2 

      2.24   米軍に民有地・家屋、提供。有事７法案、要綱決定。自衛隊出動、首相の権限強化           2.24 TE1,2 

      2.24   国民保護法案の概要決定。大規模テロに避難・救援手続き。有事６法案概要も               2.24 AE1,2 

                                                                                                 ME1 

      2.24   国民保護法案／人権詰め切れず義務抑制。大戦反省も背景に。大規模紛争は想定外           2.25 AM4 

      2.25   国民保護法制／国民の理解深める審議を（社説）                                         2.25 MM5 

      2.25   ７法案成否、「国民保護」扱い焦点。一括・先行、民主は留保                             2.25 AM4,5 

                                                                                                 YN4,10 

      2.26   食糧輸送船も臨検が可能に。政府の有事７法案要綱案                                     2.27 AM3 

      3. 9   国民保護法案、大規模テロに適用明記。有事７法案を閣議決定                             3. 9 NE1 

      3. 9   有事７法案を閣議決定。憲法と整合性論議へ                                             3. 9 AE1 

                                                                                                 YE1,2 ME1,4 

      3. 9   有事７法案を国会提出。憲法との関係、論点山積み。緊急対処事態、範囲、あいまい         3.10 NM2,9 

      3.10   有事７法案／時間かけじっくり議論を（社説）                                           3.10 MM5 

      3.23   陸自の対テロ特殊部隊、給与最大３割増し。防衛庁方針                                   3.23 TM2 

      4.13   有事７法案、審議入り。保護措置、国民の権利、どう両立？米軍支援も議論に               4.14 YM4 TM2 

      4.14   「緊急対処事態」類型化へ。有事法制巡り担当相が見解                                   4.14 AE2 

      6.14   有事関連７法が成立。国民保護、指針作りに着手                                         6.15 AM1 NM2 
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 2003年 

      7.24   首相に『国民命令権』。自民憲法調査会、改憲要綱案を了承                               7.25 TM2 

      8. 3   自衛隊海外派遣、恒久法の策定始動。法案提出、再来年か。武器使用・新原則…論点多く     8. 3 AM2 

      8. 4   改憲への姿勢、与野党に問う。経済同友会、マニフェスト要求へ                           8. 5 TM3 

      8.26   ２００５年改憲案、自民が了承。来年に国民投票法案                                     8.26 NE1 

      8.26   「自衛隊に戦力ないのか」「復活当選に国民は疑問」。首相、憲法巡り列挙                 8.27 AM3 

      8.28   避けて通れない憲法論議（社説）                                                       8.28 NM2 

      9.13   ９条改正の必要性強調。小泉首相、野党にも議論呼びかけ                                 9.13 YE1 

      9.14   憲法９条改正前向き。首相「自衛隊、軍隊と明記を」                                     9.15 NM1 

      9.18   集団的自衛権「行使容認を」。外相の諮問機関、政府解釈変更求める                       9.19 YM2 

      9.25   民主党の枝野政調会長、集団的自衛権行使を一部容認                                     9.26 AM2 

      9.26   国会調査会・米ワシントンで聞き取り調査／米議会付属機関、力を発揮。会計検査院、政府   9.26 YM15 

             を提訴も。予算局、要求の修正は普通 

      9.26   ２１世紀臨調、西尾勝氏に聞く／首相主導の強化不可欠。「政党」「公務員」憲法に規定必   9.26 YM15 

             要。参院は抜本改革 

      9.29   社民党が衆院選に向け政策集。社会保障・護憲に力点。マニフェストとは呼ばない考え       9.30 YM4 AM2 

      9.30   憲法改正に前向き。首相、参院代表質問で                                               9.30 NE1 

     10. 3   「１０年までに新憲法制定」。保守新のマニフェスト                                    10. 4 AM4 

     10. 6   民主、菅代表が政権改革案。直ちに閣議、閣僚任期４年。中央公論で発表。「創憲」基本方  10. 7 YM4 

             針、来年末に。民主・憲法調査会、総会で決定 

     10. 8   共産、公共事業半減を公約。「社会保障を充実」。消費税の増税と憲法改正反対            10. 9 AM4 NM2 

     10.30   教育基本法見直し問題、与党３党が論点整理。「国を愛する心」。憲法尊重の文言          10.30 AM4 

     11. 2   小泉首相「自衛隊は国軍」。９条改正、改めて主張                                      11. 3 AM2 

     11.10   「核武装検討を」１７％。改憲派３分の１超す。毎日新聞・衆院議員アンケート            11.11 MM1 

     11.14   新憲法の制定、自保が合意へ。政策文書案概要                                          11.15 AM4 

     11.20   自民党・額賀政調会長、「集団的自衛権」前向き                                        11.20 NE2 

     11.25   ２００５年に自民憲法草案。衆院予算委、首相が表明                                    11.25 NE1 

     12.16   改憲要綱、来年夏に。自民党憲法調査会                                                12.17 NM2 

     12.22   自民、改憲へ態勢づくり。国民投票法案、通常国会提出で調整                            12.22 NM2 

     12.30   憲法前文に「国際貢献」。日本の歴史・文化継承。自民改正案                            12.31 YM1,4 

 

 2004年 

      1. 1   憲法問題世論調査／改憲容認８割超す。自衛隊派遣『恒久法反対』５９％                   1. 1 TM2 

      1. 4   憲法改正への国民投票法案、通常国会に提出へ。自民国対委員長意向                       1. 5 YM2 

      1. 7   「新憲法、白紙から」。自民幹事長、月刊誌に見解示す。徴兵制・核保有は否定             1. 7 AM4 

      1. 8   民主・菅代表、一院制の検討提唱                                                       1. 9 AM2 

      1.10   憲法問題、菅代表に聞く／国会勢力背景、論議主導狙う。「創憲」で国民主権取り戻す       1.11 AM2 

      1.10   国民投票法案提出へ。会期内成立こだわらず。自民方針                                   1.11 TM2 

      1.11   自民、憲法前文に「国際貢献」。改正案で方針。自衛隊派遣へ論拠                         1.12 TM1 MM1 

      1.13   国民投票法／憲法改正へ環境の整備を急げ（社説）                                       1.13 YM3 

      1.13   民主・菅代表、憲法の順次改正提案。「９条」には踏み込まず。環境権を明記。国民運動も   1.14 YM1,3 

             呼びかけ 

      1.14   菅氏、｢憲法｣で主導狙う。改正案作り｢全条文議論」。民主党大会で「２００６年までに」。  1.14 AM3 

             「次のマニフェスト」。若手カギ、小沢氏接近？ 

      1.14   「改憲、早くても５年後」。小泉首相、民主との協力に期待                               1.15 MM1 

      1.15   憲法改正提言／野党第一党の画期的な一歩（社説）                                       1.15 YM3 

      1.16   衆参の憲法調査会、年内にも最終報告。改憲・護憲、両論併記の方向                       1.16 NM2 
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      1.16   憲法改正論議､高まる機運､ずれる論点。自民､集団的自衛権に狙い｡民主､分権や環境権幅広く  1.16 NM3 

      1.17   まず国民投票法の制定に取り組め（社説）                                               1.17 NM2 

      1.20   小泉首相、自民党憲法調査会に一院制検討を指示。首相公選制の導入も                     1.21 MM1 AM2 

      1.21   「自衛隊派遣は違憲」。衆院代表質問、菅氏、首相に辞任求める                           1.21 NE1 

      1.21   国民投票法案の今国会提出、自民、公明に打診                                           1.22 YM4 

      1.21   首相「自衛隊派遣は合憲」。菅氏「連合国の要員、違憲」。衆院代表質問                   1.22 NM1,3,7 

                                                                                                 AM4 

      1.24   最終年迎えた衆院憲法調査会、中山会長に聞く／改正論議、新たな時代に。「手続き法案」   1.24 YM12 

             提出を。解釈改憲、もう限界（憲法はいま） 

      1.26   集団的自衛権の解釈、首相、変更に慎重。衆院予算委                                     1.26 NE2 AE2 

      1.27   自衛隊派遣承認を審議。衆院、民主、憲法違反と批判                                     1.27 NE1 

      1.28   憲法改正、公明が秋にも見解。９条も「活発に議論」                                     1.29 YM1 

      1.28   「自衛隊イラク派遣中止を」。元郵政相、差し止め提訴                                   1.29 NM39 

      2. 1   自民、憲法調査会に若手シフト。衆院「幹事」、平均年齢１８歳下がる                     2. 1 AM2 

      2. 3   菅代表「憲法裁判所を」                                                               2. 4 MM5 

      2. 5   （「憲法改正」ウオッチ）論憲あと１年。衆院憲法調査会、逐条審査を再開。自民、日米同   2. 6 TM2 

             盟。民主、国連重視。９条改正、方向にズレ。一院制・首相公選制…首相案に“抵抗勢力”。 

             自民から批判続出 

      2. 9   集団的自衛権、改憲・解釈変更柔軟に。衆院予算意で首相答弁                             2.10 NE1 

      2.10   改憲論議「９条でも」首相示唆。集団的自衛権を認める憲法の解釈変更「考えぬ」と強調     2.11 AM2 

      2.15   ９条改正、自・公両極。憲法、国会議員アンケート（東京新聞）。改憲、民主６８％容認。   2.15 TM1 

             反対は全回答の２０％ 

      2.18   憲法改正・解釈で議論。参院調査会、集団的自衛権、参考人が意見。公明調査会、９条の扱   2.19 AM4 

             いを集中的に議論。自民調査会、山崎前副総裁が前文私案を説明。超党派議員１７３人、８ 

             カ月ぶり総会「安全保障に焦点を」 

      2.24   憲法改正私案､続々と。参院選向け加速も｡自民に動き､民主は慎重。前文と９条､最大の標的   2.24 AM4 

      2.26   憲法裁判所設置を検討。自民改憲チーム、参院選前に論点整理                             2.27 AM4 

      2.27   集団的自衛権、解釈拡大路線と一線。首相発言、改憲論議促す狙い？                       2.28 AM4 

      3. 1   「スーパー自治体」憲法整合性論点に。地制調初会合「道州制」へ問われる調整             3. 2 MM2 

      3. 3   自民憲法調査会、「私学助成禁止」見直しで一致                                         3. 4 YM4 TM2 

      3. 5   国民投票法案提出へ。改憲、有効票の過半数で。自民方針                                 3. 6 AM1 

      3.17   憲法改正、８３％が賛成。消費税上げ「必要」８３％。衆院議員、読売新聞アンケート       3.17 YM1,3,4 

      3.21   首長に間接公選制も。全国知事会、多様化へ改憲で提言                                   3.22 TM2 

      3.25   「集団的自衛権、明記を」。憲法改正論議、自民チームで大勢                             3.36 AM4 

      3.27   憲法９条２項「改正が必要」、小泉首相                                                 3.28 AM2 

      3.29   地方自治の役割、憲法改正し明記。知事会研究会が要求                                   3.30 YM2 

      3.29   ９条、２５条合わせ平和的生存権。社民、護憲の新理念明らかに                           3.30 AM2 

      4. 1   自民党憲法調査会、改正発議の要件緩和で一致                                           4. 2 NM2 

      4. 2   「憲法改正「賛成」６５％。１１ポイント増、過去最高。読売新聞世論調査                 4. 2 YM1 

      4. 5   「良くなる」４年ぶり水準２２％。景気拡大期待高まる。改憲賛成派は５５％、内閣支持率   4. 5 NM1,2 

             は横ばい。日経新聞世論調査 

      4. 7   靖国参拝は「私的」。首相、基調など方式は改めず                                       4. 8 TM1 

      4. 7   首相の靖国参拝、違憲。福岡地裁判決「宗教的な活動」。賠償請求は棄却                   4. 7 NE1 AE1 

      4.12   財政均衡、憲法に明記。自民中間報告素案、集団自衛権の行使容認                         4.13 NM1 

      4.13   憲法／自民チーム論点整理素案。「自衛隊」「プライバシー」明記。道州制導入にも前向き   4.14 YM4 

      4.14   国民投票・国会法改正案、今国会提出見送り。与党協議会                                 4.14 YE2 

      4.15   法案提出権、議員に限定。自民チーム中間報告案、改憲で政治主導狙う                     4.16 NM4 

      4.19   自民憲法調査会、９条改正案固める。自衛権行使を明記。軍隊保持も                       4.20 MM1 

      4.20   国会に改憲委設置を。衆院憲法調査会長、衆院任期内に改正発議も                         4.20 TM1 
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      4.27   改憲発議へ常任委新設。法改正案、自民党方針                                           4.28 AM4 

      4.30   （動き出す憲法改正①）時代が背中を押している                                         4.30 NM1 

      5. 1   （動き出す憲法改正②）９条、迷路からの脱出                                           5. 1 NM1  

      5. 1   改憲賛成５割超す。９条改正、６０％反対。朝日新聞世論調査                             5. 1 AM1 

      5. 1   集団的自衛権、「使えるように」４８％。「使えぬ立場維持」あ４４％。自衛隊海外活動    5. 1 AM1 

             「ＰＫＯまで」４５％。朝日新聞世論調査 

      5. 2   （動き出す憲法改正③）矛盾生む「強すぎる参院」                                       5. 2 NM1 

      5. 3   憲法５７歳、強まる改正論。自衛隊明記、焦点に                                         5. 3 AM1 

      5. 3   改憲、論点整理を来月公表。与野党、具体案視野に議論加速。自民／手続き法も検討着手。   5. 3 NM2 

             民主／保守層の支持狙う。９条では隔たり。公明／９条含め見直し検討 

      5. 3   （動き出す憲法改正④）「地方自立」へ深まる議論。時代変化見据え改憲議論               5. 3 NM1,4 

      5. 3   憲法改正、具体論競う。自・民・公、年内に素案・見解。環境権など追加。「９条」なお隔   5. 3 YM3 

             たり、各党論議（スキャナー） 

      5. 3   家族は「社会の基礎」。「生命倫理」条項も新設。皇位継承、新機関設け議論を。読売新聞、 5. 3 YM1,2 

             憲法改正２００４年試案 

      5. 3   改憲派７８％、護憲派１４％。「戦争放棄は維持」７割。「戦力保持明記を」６割。全国会   5. 3 MM1 

             議員・毎日新聞調査 

      5. 3   憲法記念日／２１世紀、どんな国になりたいか。まず改正の目的を語ろう（社説）           5. 3 MM5 

      5. 3   憲法記念日に思う／多彩な民意を直視して（社説）                                       5. 3 AM3 

      5. 3   「改憲常任委、２００６年に設置」。自民憲法調査会長が表明                             5. 4 MM2 

      5. 3   憲法記念日に考える／国家、国民、そして…（社説）                                     5. 3 TM5 

      5. 3   憲法記念日／「新憲法」を政治日程に乗せよ（社説）                                     5. 3 YM3 

      5. 8   （加速する憲法論議－上－）自民、改憲色まだら模様                                     5. 8 YM4 

      5.13   衆院調査会の中央公聴会／憲法論議「上滑り」にクギ。護憲改憲超え苦言                   5.14 AM3,4 

      5.19   与党、国民投票法、「来年までに成立」合意。今国会提出巡り調整                         5.19 AE2 

      5.28   改憲・自衛権…「深く掘りたい」。経団連が検討委                                       5.28 AM11 

      5.29   自民改憲案、政教分離見直し。伝統行事、対象外に。靖国参拝、決着狙い                   5.30 MM1 

      5.30   （風見鶏）憲法裁判所、日本に必要か。編集委員・安藤俊裕                               5.30 NM2 

      5.31   イラク自衛隊、輸送支援で多国籍軍参加。政府検討「憲法に抵触せず」                     6. 1 TM1 

      6. 1   「多国籍軍へ参加可能」。内閣法制局長官が見解。武力不行使、確保なら                   6. 2 AM1 

      6. 2   自衛隊容認、９条に追加。公明、論点整理案に併記へ                                     6. 2 AE2 

      6. 3   集団的自衛権を明記。自民、改憲原案で方針                                             6. 4 TM1,2 

                                                                                                 AM4 

      6. 8   自民綱領に「新憲法制定」、改定原案明らかに。教育基本法改正も                         6. 8 TM1 

      6. 8   自民、改憲を争点に。参院選公約、集団的自衛権を明記                                   6. 9 TM2 MM5 

      6. 8   公明、９条堅持明記。参院選見解、平和色を鮮明に                                       6. 9 TM2 

      6.11   「新憲法の制定」。自民、新綱領に明記。教育基本法改正も盛る                           6.12 NM2 

      6.16   民主が憲法改正案。国連中心に集団安保。参院選前に公表へ                               6.16 NE2 

      6.18   自民改憲案／住みたい国になりますか（社説）                                           6.18 AM3 

      6.18   憲法改正、不一致なら離脱示唆。公明・神崎氏、自民を牽制                               6.19 AM4 

      6.20   参院選挙立候補予定者、読売新聞アンケート／「年金見直し争点」７３％。９条改正、集団   6.20 

             的自衛権行使、自公に隔たり。厚生・共済・国民年金一元化、自民、賛否二分              YM1,2,11 

      6.20   改憲、６２％が容認。９条・自衛隊がトップ。参院選候補予定者調査                       6.21 TM1,4 

      6.21   地方の課税・立法権強化。土地所有権は制約。民主改憲案中間報告                         6.22 TM2 

      6.22   自治体に独自立法権、地方分権の姿勢強調。民主が憲法案                                 6.23 MM5 

      6.27   （けいざい解読）憲法の財政均衡条項、有効か／「隠れ借金」誘う不安。編集委員・大林尚   6.27 NM3 

      6.27   集団的自衛権、首相「行使に改憲を」。日本防衛の米軍に限定                             6.28 AM3 
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